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は じ め に

多くのラテンアメリカ諸国は、1980年代の後半まで政府主導の開発政策を実

施していたが、その帰結は対外債務危機、高インフレであり、80年代の経済は

著しく停滞した。同時に、貧困・分配問題がいっそう悪化し、政府の介入主義

は明らかな機能不全に陥っていた。このため、80年代後半から90年代前半にか

けて、多くの諸国で新経済自由主義（ネオリベラリズム）に基づく市場メカニ

ズム重視の経済政策へと劇的な転換がなされ、マクロ経済の安定化、貿易自由

化、民営化、規制緩和などの政策改革が予想以上のスピードで実現された。こ

うした経済自由化は、これまでのラテンアメリカの歴史の中でしばしば見受け

られた自由主義と保護主義のサイクル（経済ポピュリズムの議論）の一局面で

はなく、長期的に反転することのない趨勢的な傾向であると考えられている。

しかし、政府介入に依存した政策から市場メカニズムを目指す自由化政策へ

と、極端から極端へと振り子が振れた政策改革の転換には、様々な問題点が内

包されていることを否めない。既に政策改革の様々な効果がラテンアメリカ諸

国の経済、社会に明確な影響を与えており、一方で経済成長が回復するととも

に、他方で失業の増大、分配の悪化、金融システムの不安定化、通貨危機など

の問題が生じている。こうした現象は、明らかに、政策改革によって市場が自

由化されたとしても、その市場の機能を補完する政府や制度の機能が未熟であっ

たことを反映している。このため、現在のラテンアメリカでは、いわば第2世

代の政策改革として政府と制度の市場補完的機能が問われ、それらの能力を改

善する改革が求められている。

ところで、ラテンアメリカにおける政府と制度の役割を分析するにあたり、

考慮すべき最も基本的な問題は以下の通りであろう。

（1）ラテンアメリカにおいて「政府の失敗」が極めて深刻であったことは事

実である。しかし、政策改革によって実現される市場も万全ではない。
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ラテンアメリカの政策改革にはどのような問題点が存在するのか。

（2）市場を望ましい形で機能させるためには、政府と制度にどのような市場

補完的役割があるのか。ラテンアメリカ固有の特質を考慮した場合、そ

れはいかなるものとなるのか。

（3）ラテンアメリカの政府と制度は、市場を補完する適切で十分な能力を備

えているか。ラテンアメリカの経済・社会・政治的背景は、どのように

政府と制度の能力を制約しているのか。

（4）市場を補完する適切で十分な能力を備えるためには、いかなる政府改革

と制度構築が必要とされるのであろうか。こうした改革を実施するのは

政府自体であることから、どのような政治経済学的インプリケーション

があるのか。

(5) 1990年代の政策改革の経験、さらには政府改革と制度構築に関し、ラテ

ンアメリカの主要国間でどのような相違が存在するのか。

残念ながら、これまでわが国においては、ラテンアメリカ諸国の政策改革に

関する以上の問題を包括的に論じた研究は存在しない。本書は、このようなラ

テンアメリカ諸国の政策改革にまつわる諸問題を理解するための試論的な研究

であり、上記の課題に関する理論的な分析を行なうとともに、とくにアルゼン

チンとチリの2カ国の比較による詳細な実証的分析を行うものである。

両国は、ラテンアメリカ諸国のなかでも、徹底した経済改革に取り組んだこ

とで知られている。Stallings and Peres (2000)は、両国をブラジルなどの

コーシャス・リフォーマーと対比し、アグレッシブ・リフォーマーに分類して
（1）

いる。両国とも、かつてハイパーインフレに見舞われ、かつ債務危機にも見

舞われた。かつて、両国は多くの共通点を有していたが、最近の経済状況は対

( 1 ) Barbara Stallings and Wilson Peres, G7･o["t/1, Employme"t, cmd Equ"
TIze Impqct q/ tﾉzG EconorγLZc Re/bF･ms i" Lqtm Amej-Zcαα凡dtﾉzGCq7､めb etm,

ECLAC/Brookings lnstitution Press, 2000.
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照的である。1998年にラテンアメリカにおける改革推進国のモデルとまで言わ

れたアルゼンチンは、2001年末には通貨危機におちいり、対外債務の支払いを

中止せざるを得なくなり、その後約10ケ月を経た今日もなおIMFとの合意にい

たらず、経済回復への見通しは立っていない。一方チリは、80年代半ばから、

約15年間の高成長を実現し、近年成長率は低下してきているとはいえ、アルゼ

ンチンの近隣諸国のなかでは、唯一経済のファンダメンタルズが良好な国となっ

ている。これに対し、ウルグアイ、パラグアイにはアルゼンチン危機が強く影

響し、また、ブラジルも大統領選挙に関わる政治の先行きに対する不安もあっ

て、通貨レアルの大幅切り下げが進み、これらの3国はいずれもIMFの支援を

余儀なくされた。

こうした、アルゼンチンとチリの両国の明暗を分けた要因は何であったのか。

われわれは、このことを明らかにすることにより、本書の課題により確実に迫

ることが出来るのではないかと考えている。アルゼンチン、チリの行なった改

革は、市場が十分に機能するための制度構築を可能にしたのか、または、しな

かったのか。そして、それがどのように改革後の成長の持続を可能にしたのか、

または、しなかったのか。その際に、政府はどのような役割を担ったのか。わ

れわれの研究は、ラテンアメリカ全体に関わる理論的、実証的分析を行った上

で、両国をこのような観点から比較することにより、本書が目指す課題に迫る

ものである。

今日、徹底した改革にもかかわらず経済が破綻し、危機に陥ったアルゼンチ

ンの事例から、われわれは何を学ぶべきであろうか。アグレッシブ．リフオー

マーとしてのアルゼンチンについて、その改革と危機に関する本格的な総括が

必要である。一方、チリについては、チリ・モデルという言葉が広く使われる

ほど、その改革と持続的成長は、高く評価されている。こうしたチリ成功の要

因は何であろうか。また、今日までのチリ・モデルの成功は、今後も続くので

あろうか。他方、チリ・モデルもやがて壁にぶつかり、成長率が低下せざるを
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得ないという、いわばチリ・モデルの限界を唱える説もある。チリに関するこ

のような論争は、既にチリの内外で盛んに行われている。しかし、わが国では

そうした関心は少ない。

本研究は、科学研究費補助金「ラテンアメリカにおける第二世代改革に関す

る政治経済学的研究」（課題番号13630057,2001年から2003年）のメンバーで

あり、本研究所の「ラテンアメリカ政治経済研究部会」のメンバーでもある西

島、細野、松下の3人が分担することにより、ラテンアメリカの政策改革に関

する基本的理解と理論的研究を行い、さらにアルゼンチン、チリの両国の比較

研究を行った成果である。度重なる議論によって、アルゼンチンの今日の危機

に関するケーススタディを総合的に行なうことが出来たと考えている。また、

チリについては、今日のチリを代表する4人の学者を招待して、経済企画庁

(当時）と本研究所の共催で国際研究ワークショップを開催(2000年12月18日）

し、徹底した議論によってチリの成功の要因に迫ることが可能となった。本書

のチリに関する最後の諸章は、このときに提出された論文である。

以下、第1章では、ラテンアメリカ諸国の現状と課題について議論し、第2
（2）

章で市場を補完する政府と制度の機能と役割について理論的分析を行う。第3

章ではラテンアメリカの主要国の政策改革の経験と問題点を明らかにする。次

いで、改革と政府と制度の関わりで典型的な問題を示した金融システムに焦点
（3）

をあて、第4章で一般的な議論を行い、第5章では金融システムと企業に焦

点を当てて議論する。第6章からはアルゼンチンに関する事例研究で、第6章

では通貨危機の発生メカニズムを検討し、第7章で政策改革の観点からアルゼ

(2)第1章、第2章は、西島章次「ラテンアメリカにおける政府と制度の市場補完的役
割」『海外投資研究所報』第24巻第10号(1998年11/12月）を改定して収録したもの
である。

(3)第4章は、西島章次「産業発展と金融システムー新経済自由主義下における課題一」
小池洋一・堀坂浩太郎編『ラテンアメリカ新生産システム論一ポスト輸入代替工業化
の挑戦」アジア経済研究所叢書No. 499 (1999年10月）を改定して収録したものであ
る。
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ンチンの通貨危機を再検討する。第8章はアルゼンチンの労働市場改革の問題
（4）

点を分析する。続く諸章はチリの事例研究で、まず第9章ではアルゼンチン

と比較しつつチリにおける改革の特徴を明らかにするとともに、「チリ・モデ

ル」の意義について考察する。次いで、第10章でチリ経済の長期的観点からの

特徴が議論され、第11章ではチリの貿易自由化についての経験と今後のパース

ペクティブが議論される。第12章ではチリの民営化に焦点を当てた議論がなさ

れ、第13章では金融自由化と年金改革の経験と問題点が検討される。第14章は

チリが極めて積極的に展開している2国間の自由貿易協定(FTA)について、

その意義が検討される。

なお、第10章から第13章までのチリの研究者の諸章は日下部英紀氏（内閣府

経済社会総合研究所）が訳出したものである。また、本書の校正には、神戸大

学経済学研究科院生の稲葉哲君、国際協力研究科院生の葛城艶子さんにお手伝

い頂いたが、心よりお礼申し上げたい。

最後に、本研究はこれまでに神戸大学経済経営研究所でなされた様々な研究

を取り纏めたものであるが、ラテンアメリカの政策改革に関する体系的な研究

として、不十分ながらもわが国で初めての試みである。どこまで所期の目的を

果たしているかは、読者の批判を仰ぎたい。

平成14年10月30日

六 甲 台 に て

編 者 西 島

細 野

章 次

昭 雄

(4)第8章は、松下洋「アルゼンチンにおける第二世代改革としての労働改革：ネオポ
ピュリズム型改革の限界」『中南米における"年代の構造改革の成果と課題」（国際金
融情報センター、200 1年2月）の再録である。
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1

第1章 ラテンアメリカ経済の現状と課題

は じ め に

1990年代にラテンアメリカの多くの諸国は、経済自由化政策への転換によっ

て、マクロ経済の安定化と経済成長の回復を実現した。図l、図2より80年代

と比較すれば、インフレ率、経済成長率に関して90年代のパフォーマンスが著

しく改善したことが明らかである。このため、ラテンアメリカのいくつかの国々

は、エマージング・マーケットとして新たな世界の成長センターとして着目さ

れるにいたった。しかし、こうした自由化政策への転換は、持続的な経済成長

を保証している訳ではない。国内の諸条件が整わないままでの急激な貿易・資

本自由化は、対外収支不均衡の拡大とそれをファイナンスする海外資金への依

存を急速に高め、94年にはメキシコで、99年にはブラジルで、2002年にはアル

ゼンチンで通貨危機が発生し、これら諸国の経済は大きく混乱した。また、ベ

ネズエラ、ペルーなどの諸国においては、経済自由化がもたらす社会的影響が

深刻となり、いくつかの政治的混乱が発生している。政策改革の成果を一部の

階層・セクターが享受しているのが現状であり、社会的公正が改善されている

とはいい難い。

ラテンアメリカが政策改革によって持続的な経済成長を実現するためには、

整合的な政策改革を持続させることが必須であり、まずはそのための政府と制

度の能力が問われている。さらに、政策改革が完結したとしても、市場自由化

政策だけで全ての経済問題が解決されないことも明らかである。したがって、

政策改革を実現するためにも、政策改革が目指す市場メカニズムを補完するた

めにも、政府と制度の役割を正しく認識し、それらの能力を改善することが必

要である。本章では、まず現在のラテンアメリカ諸国が抱えている基本的な問
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題点を議論する。

図1 ラテンアメリカ諸国全体のインフレ率（％）
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図2 ラテンアメリカ諸国の実質成長率 （％）
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第1章 ラテンアメリカ経済の現状と課題 3

1．通貨危機とその後のマクロ経済の安定化

マクロ経済の安定化、とくにインフレの抑制は、市場自由化に基づく資源配

分改善の前提条件である。価格シグナルが市場の状態を正しく反映しなければ、

政策デイストーションが排除されたとしても正しい資源配分は望めない。図1

に見られるごとく、インフレ率はラテンアメリカ全体で1993年の876.6％から、

97年には10.45％にまで低下し、2000年、200 1年にはそれぞれ8.7%、7.0%であっ

た。80年代と比較し急激にマクロ経済の安定化が実現したことが理解される。

しかし、いくつかの国においてマクロ経済の安定性は深刻な脆弱性を有してい

た。

すなわち、インフレを抑制するために、為替レートの固定化（ドル・ペッグ）

を採用していたことであり、典型的には、ブラジルが「為替アンカー政策｣、

アルゼンチンが「準カレンシー・ボード」と呼ばれる政策を採用していた点で
（1）

ある。ドル・ペッグ政策がそれまでのインフレ期待の沈静化と貿易財価格の

固定化によって、急激なインフレ抑制に成功したことは疑うべくもない。しか

し、完全なゼロ．インフレを実現しない限り物価指数と為替レートに乖離が生

じ、為替レートの過大評価が不可避となる。こうした過大評価は国際競争力を

低下させ、貿易収支を悪化させる。貿易自由化の趨勢の中で貿易収支を改善す

るためには、景気を後退させるか、生産性の改善で対処しなければならない。

アルゼンチンで高い失業率が続いていたこと、ブラジルで「ブラジル・コスト」

とよばれるコスト削減が強く叫ばれていたことはこのような事情を反映してい

るといえる。だが、表1にみるように、1997年から98年にかけて、各国で急激

に貿易収支が悪化し、さらに直接投資の利潤送金や債務の利払いも拡大傾向に

あり、アルゼンチン、ブラジルのみならず他の国においても経常収支赤字は拡

(1)アンカー政策、ドル･ペッグによるインフレ抑制政策の意義と限界については、西
島[1996]参照。
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大傾向となった。したがって、インフレの沈静化という意味ではマクロ的な安

定性は達成されたが、対外的不均衡はむしろ悪化傾向となり、自由化政策とマ
（2）

クロ安定化政策の整合性を保つことの困難性を示している。

表1 貿易収支・経常収支・資本収支（百万ドル）

’ 1997 2000 200 11 998 199919961995

405,686 391,438326,190 326,148 340,988輸 出 293,969264,437

378,692 362,727 419,052 413,690354,340輸 入 302,896272,81 2

-21,739 -13,365 -22,525-28,150 -52,544貿易収支 -8,227-8,375

-52,804-59,895 -86,811 -55,050 45,698経常収支 -35,492-32,266

66,970 32,73343,297資本収支 73,480 69,51725,427 62,870

注：2001年は暫定値。

出所: ECLAC, B､e"mmaFy OUe7･Iﾉj guノQ/ t/zG EconomZEs Q/ Lqtm Amej､jcq
α"dtﾉBG C(Wbbecm,, 2001.

こうした貿易収支や、経常収支の赤字を補填し、ドル・ペッグ政策の維持を

可能としたのが、大量の海外資金流入であった。図3にみるように、90年代初

めには証券投資が急増し、94年のメキシコのペソ危機以後は、直接投資、長期

債務という形態での資金流入が急増した。

(2)西島･ Tonooka[2002]参照。
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図3 ラテンアメリカへの資本流入（10億ドル）
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出所: World Bank, WoFZd Debt Tqble, 2000.

しかし、メキシコの通貨危機がそうであったように、証券投資という形態で過

度に短期の資金流入に依存することは、通貨の過大評価、政治的不安を契機と

して、急激な資本逃避が引き起こされ通貨危機が発生する可能性が高いことを

意味する。また、99年1月にブラジルでの通貨危機時に見られたように、長期

借入による資金流入が途絶することや、2002年のアルゼンチンで見られたよう

に海外投資家によって保有されていたアルゼンチン政府債務のデフォルト懸念

が高まることによっても通貨危機は不可避となる。いずれにせよ、固定相場制

の下での過度の海外資金への依存は、通貨危機というリスクを負っていたので

ある。

ドル・ペッグ政策で考慮すべきいま一つの点は、長期的にはドル・ペッグ政
（3）

策は財政の健全化を伴わなければ持続できないことである。輸入自由化が進展

した状況下では為替の固定化によって貿易財部門の価格が安定するとしても、

非貿易財部門のインフレ率は国内の需給状況に依存する。財政赤字が継続すれ

(3) Flood and Barger[1984]参照。
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ぱインフレ圧力が生じ、為替レートと整合的でなくなる。したがって、アンカー

政策を維持するためには、財政健全化が不可欠となる。ラテンアメリカ各国で

は1980年代に比して財政は健全化されてきているが、依然として財政赤字が存

在することも事実であり、財政支出や租税収入のボラテイリテイーが高いとい
（4）

う問題を有している。また、分権化に基づく地方政府の比重の増大が、公的
（5）

部門全体の規模を大きくし財政収支を悪化させる可能性や、貧困問題などに

対処するために社会関連支出が増大する可能性を否めない。今後、いっそうの

行政組織改革、税制や年金制度の改革を推進することが要請されているが、こ

うした改革を実現し、マクロ的安定性を確保するためには、政府のより高い政

策運営能力が必要であり、そのための政府改革が必要となる。

2．市場自由化の継続

マクロ安定化に続く次の課題はミクロ的側面における構造改革であり、資源

配分の改善と生産性の向上である。このため、様々な自由化、規制緩和、民営

化などの政策改革が実施されてきた。関税率の引き下げ、非関税障壁の削減、

複数為替レート・システムの一元化などの貿易自由化が急激に進展している。

図4は、主要なラテンアメリカ諸国の平均関税率を改革直前の年と1996年とで

比較したものである。急激に関税率が引下げられ、おしなべて10％強の水準に

まで低下している。また、データを公表している11カ国で見ると非関税障壁が
（6）

適用される輸入品目の比率は、37.6％から6.3％へと低下している。資本流入

に関しても短期金流入に何らかの制約を課している国もあるが、極めてオープ

ンである。こうした貿易自由化を促進させた要因として、政策改革の流れの中

Gavin and Hausmann[1998].

Stein [1998].

IDB[1997], p.43.

１
１
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１
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で実施されている地域経済統合が果たした役割も大きい。メキシコではNAFTA

(北米自由貿易協定）を背景に米国との貿易が急増し、アルゼンチン、ブラジ

ルはMERCOSUR (南米南部共同市場）によって域内貿易を急激に拡大させて

いる。この他にも、G3や既存の地域経済統合の活性化、さらには多数の2国
（7）

間協定など、地域統合の枠組みによる貿易自由化が進展している。

図4 改革直前年と1996年の平均関税率
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出所：改革直前年の平均関税率はLee[1995]、1996年はIDBのホーム・ページ

( www・iadb.org/int/sta/ENGLISH/tariffnet/county/ )。

民営化も広範な分野にわたって進展している。1988年から95年までにラテン

アメリカ諸国全体で755件の案件が実現し、この時期に途上国全体で実施され
（8）

た民営化の半数以上に相当するとされている。図5は、ラテンアメリカ諸国

とアジア諸国の民営化の実績を見たものであるが、ラテンアメリカ諸国は90年

から98年の間に1542億ドルの民営化の実績をあげたのに対し、アジア諸国は同

期間に386億ドルの民営化がなされたに過ぎない。メキシコ、アルゼンチンな

どでは90年代前半に大型の民営化を終了し、現在では多様な分野での民営化に

(7)細野昭雄[2側2]、西島・細野[2002]参照。

(8) IDB[1997], p.43.
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取り組んでおり、90年代後半からはブラジルが本格的に民営化を開始している。

ラテンアメリカの民営化は、資本財部門からエネルギー、鉄道、港湾、道路、

電力、通信、年金基金、郵便まで広範な分野にわたり、この数字の差異はラテ

ンアメリカがいかに積極的に民営化を進めているかを示唆している。とくにチ

リでは年金基金が民営化され、国内貯蓄の増強に重要な役割を果たしている。

図5 ラテンアメリカとアジアの民営化の実績（億ドル）

4Ⅸ）

350

3帥

250

2“

150

1“

50
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屍讓"Ⅷ。

〃
’ 1 1 ｜ ’ ’｜ ’
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出所: World Bank, GZobqj DeueZoPme"t Fman,ce, 2000, p.185

貿易、資本自由化のみならず、ラテンアメリカでは金融市場、労働市場での

改革や規制緩和が進み、Rodrik[ 1996]はアジアが30年かかって実現した様々

な自由化をラテンアメリカはより短期間にかつ多分野で実現したと述べている。

しかし、政策改革が最終的に望ましい成果を生み出すまで完遂される保証は

ない。政策改革が成功するか否かは、民間の政府もしくは政策改革自体への信
（9）

頼（クレディビリティー）に決定的に依存している。クレディビリティーが欠

如すれば、民間は改革にそった調整へのインセンティブを持たず、改革の継続
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を困難とする。例えば、自由化が一時的でいずれ挫折すると人々が予想すれば、

改革に対して懐疑的となり調整のための投資が実現されない。投資がなされな

ければ、ミクロ的な調整が進展せず改革が成功する確率を低める。さらに、こ

のこと自体がクレディビリティーを低下させるという悪循環が生じる。

政策改革へのクレデイビリティーが喪失する理由は様々である。まず、政策

改革が持つグループ間での分配効果があげられる。所得分配が不平等で社会的・

政治的不安定性を内包する諸国にあっては、政策改革がもたらす分配効果によっ

て政治的対立を深刻化させれば、民間はいずれ改革が放棄されると予想するで

あろう。また、重要な政策項目が途中で変更もしくは中断される場合にも、深

刻なクレデイビリティーの低下が生じる。すなわち、民間が改革に反応した

(例えば、投資をおこなった）後で、改革開始時点での政策が政策当局にとっ

て最適ではなくなり、当初に意図された政策が変更されるケースである。具体

的な事例としては、改革で設定した財政支出のシーリングを破る場合や、自由

化実施後に輸入競争産業などの苦境にある産業を救済するためにいったん引き

下げた関税を再び引き上げる場合などである。このような場合、民間が政策項

目の変更を改革自体の重要な変更であると見なせば、政策改革へのクレデイビ

リティーは失われる。この意味で、政策改革は、その速度、順序、範囲などに
（10）

関して適切にデザインされなければならない。

結局、政策改革のクレデイビリティーを高めるためには、政策的整合性の維

持がなにより必要であり、さらに政府が一貫した政策を堅持する規律と能力を

有することが必要である。同時に、経済閣僚の頻繁な交代や汚職などの不正を

防ぎ、政府の規律を高め、政策に対する支持を強めるべきである。

また、現在の政策改革がもたらしている別の問題として、民営化後の市場競

(9) Nishijima and McCleery [1998]参照。
(10 西島[1997]では、「3つのS」の問題と呼んでいる。すなわち、速度( speed)、順
序( sequence )、範囲(scope )である。
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争の問題がある。民営化されたとしても、当該企業の独占的状況は不変であり、

民営化によって市場競争が保証されるわけではない。むしろ、外国系企業が参

入する場合、多国籍の企業ネットワークを駆使し、市場競争が妨げられる危'倶

がないとはいえない。現状では、自由化によって外資系企業の市場支配がいっ

そう強まっている。この意味で、政策改革を補う市場競争政策（独占排除）の

強化は不可欠である。さらに、いま一つの問題は、金融市場の自由化に伴う問

題である。1990年代に入り多くの諸国で金融システム不安が生じたが、いずれ

も金融自由化が先行していたという事実がある（後述)。また、ヘッジ・ファ

ンドなどの大量の投機的資金が投機対象を求めてグローバルに移動する状況に

あっては、金融市場の対外自由化が通貨危機の危険性を高めることを忘れては

ならない。

以上のように、市場自由化は経済的、社会的に様々な問題をもたらしており、

こうした自由化の弊害を防ぎながら、政策改革を遂行するために、第2ラウン

ドの改革、すなわち、政府改革と制度改革が求められている。

3．社会的公正の実現

ラテンアメリカにおける市場自由化の最も重大な問題は、所得分配への影響
（11）

である。自由化政策が所得分配にどのような影響を与えているかについての

包括的な調査、研究はまだ少ないが、メキシコでは1990年から95年の間に、貧

困家庭、最貧家庭の比率がそれぞれ12%、4.4%拡大したことが報告されてい

る( Sz6kely and Londoho [ 1997] )。また、ECLAC[1997]のデータによると、

都市失業率はアルゼンチン、ブラジル、メキシコ、コロンビア、ウルグアイで

拡大しており、とくにアルゼンチンでは深刻で、95年、96年には17％台となっ

(1 1)ラテンアメリカにおける構造改革と所得分配の悪化の関係についてはBerry [ 1997]
参照。
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ている。実質賃金上昇率もアルゼンチン、メキシコ、ペルーでは95年、96年、

97年とマイナスで、メキシコでは96年になってもマイナス11％を記録している。

こうした雇用や実質賃金の悪化は、メキシコ、アルゼンチンにおいては94年末

のメキシコの通貨危機の影響を考慮しなければならないが、その他の諸国にお

いても傾向的にみられることから、全てをメキシコの通貨危機に帰すことはで

きない。

ILO[1997]のデータによると、1990年から96年の期間にラテンアメリカの社

会階層別所得分配は、アルゼンチン、ブラジル、チリ、コロンビア、コスタリ

カ、メキシコ、ペルー、ベネズエラで明らかに悪化している。貿易自由化が分

配に与える影響には、雇用と賃金への影響を通じるものがある。ILOの解釈で

は、構造調整によって技能労働者への需要が増大し高所得階層の賃金がよりいっ

そう高まったことと、調査対象の9カ国のうち6カ国で高所得者層の雇用が拡

大した結果であるとしている。

表3 社会階層別所得分配（1990～1997年）（％）

’国 階 層
不平等割合

｜中 ’低 高中

アルゼンチン 1990 7.9 34.6 57．5 7.0

1996 6.8 35.4 57．8 8.0

変化 -1.1 0.8 0.3

ブ ラ ジ ル 1 992 5.1 29.2 65.7 19.2

1995 5．3 27.3 67.4 21.5

変化 0.2 1.7-1.9

チ 1 990リ 1 1.3 30.7 58.0 9.4

1996 10.8 30.6 58.6 10.4

変化 -0.5 -0.1 0.6
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1 6.8 33.5 49.7 4.3コロ ン ビア 1992

4.615.6 33 51.41996

変化 -0.5 1.7-1.2

37.5 47.515.0 6.0メ キ シ コ 1 990

7.114.3 35.9 49.81995

変化 -0.7 -1.6 2.3

7.934.713.2 52.11991ペ ル －

8.514.2 30.9 54.91995

変化 1.0 -3.8 2.8

ベネズエラ 4.718.4 38.5 43.11990

47.4 7.613.6 39.01996

変化 7.64.8 0.5 4.3

出所: ILO[1998」

一般的に、貿易自由化によって競争力を失った産業では雇用が収縮し、自由

化によって便益を受けた産業では雇用が拡大する(Edwards[ 1995] )。通常、

輸入競争財産業が前者に、輸出財産業が後者に対応するであろう。ヘクシャーー

オリーン理論に従えば、未熟練労働豊富国においては、貿易自由化は未熟練労

働に対する労働需要を拡大し、賃金を上昇させることになるが、ラテンアメリ
（12）

力においては必ずしも輸出産業は未熟練労働集約的ではない。このため、輸

出産業が拡大したとしても、未熟練労働の賃金、雇用が拡大するとは限らない。

また、こうした議論においては収縮する産業から拡大する産業へと労働者がス

ムースに移動する調整プロセスが仮定されているが、賃金の硬直性、地域間移

動の困難性、熟練の習得の困難性などの労働市場の硬直性が存在すれば、労働

(12) Berry[ 1997] p.33
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の部門間移動は困難であるか極めて長い期間を要する。ラテンアメリカにおい

ては、賃金、労働移動の硬直性など労働市場の不完全性の程度は大きいとみな

すべきであろう。しかし、自由化に伴う衰退産業と拡大産業がどのような産業

であり、労働市場の硬直性がどの程度なのかは国によって相違し、自由化の賃

金と雇用への影響はいちがいに議論できない。また、経済成長率の高低、マク

ロ経済概況、自由化のスピード、要素賦存比率、教育ギャップなどの相違も、

自由化の分配への影響を左右する。したがって、貿易自由化の分配への効果は

アプリオリに言えない実証の問題である。

しかし、貿易自由化などの経済自由化が所得分配に与える影響がアプリオリ

に判断できる問題ではないとしても、少なくとも短期的には既にみたように自
（13）

由化が分配にネガティブな影響を与えている可能性は高い。また、長期的に

は労働の部門間移動が十分な規模で生じ、ネットでの雇用拡大と平均実質賃金

の上昇が生じるとしても、人々が改革のコストに耐え得る期間中に明確な形で

成果が現れてこなければ、改革を阻害する社会的圧力となる。ここに、自由化

を補完する社会的公正改善の方策が必要となるのである。例えば、労働市場に

ついて言及すれば、労働市場の機能を高めるために、最低賃金法、労働組合、

労働関連規制などに関する、制度的改革と労働者の質を向上させる教育政策な

どの試みが必要となる。

4．金融システムの健全化と発展

ラテンアメリカにおいては、金融機関の総資産に占める銀行保有資産の比率

が9割を超えており、銀行が金融機関として最も重要な位置を占めている。い

(11 ただし、長期的には、Sz6kely and Londofio[1997]は貿易自由化は分配に望まし
い効果をもたらし､Edwards[1997]は所得分配と貿易の開放度にはシステミックな関
係は認められないとしている。
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うまでもなく、1980年代後半から90年代前半にかけて、マクロ安定化、金融自

由化、セキュリタイゼーションなどの国内的理由と、海外からの証券投資の急

増から直接金融の比率が拡大し始めていることも事実である。しかし、依然と

して銀行部門の金融仲介が金融システムにおいて圧倒的に重要であることに相
（14）

連ない。したがって、ラテンアメリカにおける金融セクターの不安定性とは

銀行部門の不安定性とほぼ同義であると考えてよい。

ところで、ラテンアメリカ諸国では金融システムにおいて銀行部門が圧倒的

な重要性を占めているにもかかわらず、先進国と比較すると銀行システムは依

然として未発達の段階にある。例えば、図6の銀行預金のGDP比率にみられ

るように銀行の金融仲介の程度は極めて低い。さらに、短期金融資産への選好

が強いこと、預金市場がボラタイルであることなどの特徴を有している。こう

した特質は、高インフレ、為替レートの変動などの長年のマクロ不安定性や、

国有化などで投資家の信頼を失わせてきたことを主たる理由としている。高イ

ンフレが継続したラテンアメリカでは、インフレによって預金の実質価値が減

価するため、銀行預金への誘因は小さかった。また、会計基準が不十分である

ため預金者は銀行のバランス･シートからは銀行の健全性を評価できないし、

他方、銀行も債務者の経営状況を正確に把握できない。同時に、デフォルト時

の担保回収などを確実とする法的枠組みが不備であり、こうした不安定なマク

ロ状況や不十分な会計制度、法的制度の下では、投資家は短期の資産保有を好

み、銀行も短期の貸付けを選好することになる。また、投資家の銀行システム

への信頼性の欠如によって、銀行預金がリスク変化に対して敏感に反応するこ

とになる。このように、ラテンアメリカの銀行システムとその制度は構造的に

脆弱であり、金融仲介機能が不十分であったといえる。

(11 BISデータによると、ラテンアメリカの金融機関の総資産に占める銀行資産の比率

は、ほとんどの国において90％に近いかそれ以上で、米国の20％と比して大きな相違

がある。Tﾉle Eco",omist, 1"7年4月12日、p､9．
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図6 銀行部門民間貸出/G DP比率
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こうした構造的な脆弱性のもと、ラテンアメリカでは1980年代末より金融市

場の自由化が実施されたが、90年代前半には多くの国で銀行システムの危機を

経験している。金融自由化が実施されると、政策的デイストーションの排除に

よって金融市場の競争の促進と、金融仲介による資金配分の改善力糊待される。

また、銀行の立場からすれば、業務の多様化による収益機会の増加とリスク分

散、範囲の経済性の拡大が可能となる。しかし、マクロ的な不安定性が存在す

る状況で自由化が実施される場合や、金融機関のモラル・ハザード、逆選択を

制限する制度的な枠組みが伴わない場合、かえって金融システムを不安定化さ

せる危険性がある。自由化がもたらす強い競争圧力の下、金融機関はよりリス

キーな投資を求めざるを得なくなるが、こうしたリスクを低めるためには適切

なプルーデンス規制や監督のための制度が必要である。しかし、多くの場合、

制度の整備は自由化のスピードに追いつかないものであり、自由化が実施され

たとしても現実には情報の非対称性の存在など市場は不完全であり、金融シス

テムの不安定性を高めるものであった。

IDBの1 996年度の年次報告書(IDB[1996] )では、金融自由化と規制・監督
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システムの導入時期と金融危機発生時期との関係を調査している。これによる

と、大規模な金融自由化か、かなりの程度の自由化を実施した国（アルゼンチ

ン、メキシコ、ベネズエラ）が、深刻な金融危機を経験したとされる。かかる

類型化は極めておおまかであるが、いずれの国も金融自由化が銀行危機に先行

している点が重要である。また、規制と監督システムについても94年末のサー

ベイ調査に基づく評価をおこなっているが、いずれの国においても金融自由化

の時点で明らかに不十分であったことが示されている。

したがって、銀行の規律の欠如と不十分なプルーデンス規制のもとでの金融

自由化は様々なリスクを発生させ、銀行危機の契機となる。とくに、金融自由

化に際し、銀行が営業能力・審査能力・専門技術などの経営能力を有しておら

ず、また、企業内規律が欠如している場合、銀行危機に陥りやすいといえる。

こうしたコーポレート・ガバナンスの問題が生じる背景には、会計制度、監査

体制、モニタリング、情報開示などの不備の問題があり、金融市場における適

切な制度や規制の必要性を示している。

5．国内貯蓄の増強

マクロ安定化とミクロ的な資源配分の改善をめざす政策改革の最終目的は、

長期的な成長の持続と貧困の解消である。しかし、市場メカニズムだけでこれ

を実現できるわけはない。ここにも、政府と制度の役割が存在する。ラテンア

メリカの長期的な経済成長を実現するための最も重要な課題のひとつは、国内

貯蓄の増強である。ラテンアメリカ諸国の貯蓄率は、アジア諸国と比較してか

なり低い。図7にみられるように、韓国、マレーシアなどの貯蓄率が35％を超

えているのに対し、メキシコ、アルゼンチン、ペルーなどは10%台に過ぎない。

低い国内貯蓄は、成長に必要な投資をファイナンスできず、海外貯蓄への依存

をもたらす。1980年代における対外累積債務問題も、1990年代から今日におけ
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る通貨危機も、その基本的背景は常に投資需要を国内資源でファイナンスでき

ないことにあり、資金流入の形態には銀行借入、証券投資、海外での起債など

の相違があるものの、債務の返済が困難となったり、通貨危機にさらされる構

造が続いている。

図7 各国の貯蓄率（1993年 ～95年の平均、GDP比率）
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ラテンアメリカの低い貯蓄率の一つの基本的背景は、長年の高インフレであ

る。インフレが強制的に人々の実質所得を政府に移転させるインフレ税の存在

と、インフレ下での人々の資産選択が土地など不動産・ドル・金などに偏向し、

預金などの金融資産への保有性向が低いことによる。また、著しい所得分配の

不平等性も低貯蓄の要因である。低所得者層は貯蓄する余裕はなく、高所得者

はインフレ・ヘッジとして不動産へ投資するか海外での運用をおこなう傾向が

強い。このため、マクロ的安定に加え、金融システムの発達や年金改革など、

貯蓄動員のための制度的枠組みが必要である。
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第2章 ラテンアメリカにおける政府と

制度：理論的考察

は じ め に

第3章以下では、ラテンアメリカの政策改革がどのように実施され、市場自

由化が目指す市場メカニズムがどのように機能しているか、もしくは、政策改

革や市場機能がどのような問題を抱えているのかについて検討されると同時に、

適切な政策改革の実施や市場メカニズムの機能に対して、政府や制度が重要な

役割を果たすことが議論される。本章では、こうしたラテンアメリカの政策改

革と市場メカニズムを議論する準備段階として、とくに市場を補完する政府と

制度の役割と機能について焦点を当て、理論的観点から一般的な議論するもの

である。議論に入る前に、本章でのいくつかの基本的な考え方に触れておく。

（1）制度の定義は様々である。市場も政府も一種の制度的枠組み、制度的装

置である。ここでは、便宜的に、市場と政府以外の諸制度を制度として

扱う。

（2）政府の役割は、政府介入の程度に応じて、市場メカニズムを通じないで

直接的に経済コーディネーションするもの、市場介入によって経済コー

ディネーションを実現しようとするもの、価格メカニズムの強化・補正

を通じてコーディネーションに関わるものとに分けられる。

（3）経済コーディネーションとは、静学的資源配分のみならず、動学的資源

配分（投資のコーディネーション）をも意味する。

（4）開発段階に応じた政府と制度の役割、能力・機能に応じた政府と制度の

役割があると考えられるが、本研究においてはラテンアメリカのコンテ

キストから議論される。
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以下、政府と制度の市場補完的な役割について理論的に議論する。

1．政府と制度の役割

1－1 政府の役割

市場友好的見解( market-friendly view )と開発国家的見解( development-

state view )の二分法に従えば、市場と政府は、それぞれに経済コーディネー

ションに対して代替的な役割を果す。しかし、この二分法に対して多くの批判

があるように、政府の役割は多様である。上では、政府の役割としていくつか

のタイプに分類したが、市場メカニズムを通じないコーディネーションとは、

数量統制・国営企業・再分配政策などによって資源配分、投資配分を政府が直

接的にコントロールしようとするもので、計画経済や戦後期の日本に対応する。

ここではこのタイプについてはとくに議論しない。価格メカニズムに介入する

タイプは、①｢市場の統治( govern the market ) ｣ ( Wade [ 1990] )と呼ばれる

産業政策などを通じる役割に対応し、価格メカニズムを補完するタイプとは、

②厚生経済学でいう「市場の失敗」に対する政府の役割と、③市場メカニズム

を補完する制度の機能・能力を高める政府の役割に対応する。

第1のウエード流の市場の統治のケースは、例えば産業政策による特定産業

のターケテイング( picking the winner )によって産業振興を目指すものであ

り、制度金融や補助金などの価格システムへの政策介入によって市場メカニズ

ムでは実現しない投資配分のコーディネーションを図ろうとする立場である。

さらに、市場メカニズムに任せておけば十分に発展しないと考えられる中小企

業部門の促進もこのカテゴリーに含められる。1950年代、60年代の日本、60年

代、70年代の台湾、韓国の経験がこれに対応するであろう。ラテンアメリカに

おいては、輸入代替期、ポピユリスト体制期に対応する。輸入代替期には特定

産業の振興ではなく、工業部門全体が無差別的、横断的に保護される広範な市
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場介入がなされており、日本、東アジアと比べるとはるかに市場介入の程度は

強く、直接的なコーディネーションに近いものであった。ラテンアメリカにお

けるこうした政府の介入が、深刻な「政府の失敗」をもたらしたことはよく知

られている。

伝統的な経済理論によれば、産業政策が正当化されるのは、当該産業が収穫

逓増（費用逓減）産業のケースである。代表的には幼稚産業保護論がこれに該

当する。しかし、最近では経済コーディネーションとの関連でいくつかの議論

がなされている。村上[1992]では、平均費用逓減的局面では安定的な解が存在

せず、価格の切り下げ競争が不可避となる。このため、協調解を求めるには、

ナッシュ均衡のようなゲーム論的協調ではなく、プレーヤーが一致した事態認

識に基づいた「政策論的協調」が必要であるとしている。だが、各企業はそれ

ぞれ独自の見通しを持っており、業界全体が自主的に事態認識の合意に達する

ことは望みがたい。したがって、政府が企業の視点を超えた情報を提供して認

識の共有を図り、協調のあり方についての「指示的計画」を示すことが意味を

持つ。他方、Rodrik [1995]もコーディネーションの失敗に着目し同様の議論

を行っている。収穫逓増のケースに加え、重要な投入財が入手できない場合、

技術市場が不完全で技術が十分に取引されない場合にも、市場はコーディネー

ションの失敗をもたらす。補完的関係を有する投資がコーディネーションされ

ない場合、本来コーディネーションによって高い収益率を持ちうるのに対し、

個々の投資は低い収益率しか実現できない。すなわち、市場価格は、実際に実

施されている活動の利益性を反映するが、大規模な資源の配分を必要とする

(将来の）活動の利益性は反映しないからである。このため、信用補助、税制

の優遇、行政指導、公共投資で民間投資をコーディネーションする余地がある。

こうした投資を補助する政策は、民間セクターにコーディネーションによる外

部性を内部化させるため、大きなペイオフがあるとされる。

さらに、収穫逓増（費用逓減）や外部経済を明示的に取り入れた内生的成長
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論の議論も重要である。内生的成長論は、これまでの新古典派成長理論では外

生変数もしくは「残差」として取り扱われていた、技術進歩、学習効果、人的

資本の蓄積、あるいは外部経済性を内生変数として取り扱っている( Barro

and Sala-i-Martin[1992], Lucas[1993], Romer[1994]など)。内生的成長モ

デルは多様な形態で発展しているが、一つの展開として重要なのは、ビッグ・

プッシュ・モデルの再認識によって政府介入・産業政策への新たな政策的イン

プリケーションを導いたことである( Murphy, Shleifer and Vishny [ 1989 ] ,

Krugman[1995] )。

投資と市場規模に相互に循環関係があり外部経済を生み出す場合、政府が投

資の補完性を実現する戦略的な投資調整を行なえば低水準均衡から高水準均衡

へと経済をビッグ・プッシュできるという議論である。

第2の「市場の失敗」に対する政府の役割の議論は明確である。市場友好的

見解と開発国家的見解の二分法においても、両方のアプローチが認めていると

ころである。伝統的な経済学によれば、市場の欠如、不完全競争、外部性の存

在、不完全情報の存在などのケースにおいては、市場メカニズムは資源配分の

最適性を実現しない。こうした市場の失敗に対する政府の基本的機能として、

公共財・インフラの供給、独占規制、外部不経済の改善（公害など）の役割が

よく知られている。さらに、法と秩序の整備、所有権の確立、基礎教育、マク

ロ運営管理なども、一種の公共財の提供者としての政府の役割である。

第3は、政府の制度補完機能もしくは制度的環境の形成機能である。経済コー

ディネーションにおける制度と組織の役割を重視する青木・奥野[1996]、青木・

金・奥野[1997]では、経済の「コーディネーション問題の解決のためには、企

業の組織、取引団体、金融仲介、労働者・農民組織、事業慣行などの市場以外

の多種の民間制度が展開される。東アジア政府の主要な役割は、資源配分への

直接介入ではなく、制度発展の促進とそれとの相互関係である」（青木・奥野

[1996]、p.3 )との認識のもと、経済発展についての比較制度分析を展開して
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いる。彼らは、「東アジアの奇跡』に代表される世界銀行の研究は、市場友好

的見解と開発指向国家的見解の折衷であるとし、より統一的なアプローチまた

は代替的なアプローチとして、民間制度によるコーディネーションを促進、補

完する政府の役割に着目した「市場拡張的見解( market-enhancing view )」

を提示している。すなわち、民間部門の制度が政府と比較して重要な比較優位

を有しているが、民間部門の制度が重大な市場の不完全性を全て解決するわけ

ではなく、とくにこうした状況は発展の初期段階にある経済に該当すると考え

られる。このため、「開発途上経済においては、民間部門の能力は乏しい。し

たがって市場拡張的見解は、コーディネーション問題を解決したり市場の不完

全性を克服するという民間部門の能力を改善するために、政府の政策が発動さ

れるメカニズムに力点を置くのである」(p.12)。したがって、民間部門は多く

の経済活動をコーディネーションする能力を有しており、これに対して政府が、

金融抑制・特許制度・輸出コンテストなどの状態依存レント(contingent rent)

の提供、審議会などの官民協力、情報公開・監督規制などによる不完全情報克

服によって、民間部門の制度によるコーディネーションや協調を促進する役割

を果すとされる。こうした一連の制度分析は、日本や東アジア諸国を念頭に置

く研究であり、ラテンアメリカ諸国への適用性などについてまだ十分な議論が

なされてはいないといえるが、ラテンアメリカにおける市場を補完する組織・

制度の役割を考える上で、重要な示唆に富む研究である。

ところで、政府の制度環境形成機能が必要とされる理論的理由として、Lin

and Nugent [ 1995] ( p.2327 - 32 )は以下をあげている。まず、制度における

外部性の存在である。制度の取決めが特許権をもたない場合、グループ外の人々

はそれの模倣が可能であり便益を得ることができる。また、制度が非排除性、

非競合性などの公共財的性質を有する場合、制度が「ただ乗り」される問題が

深刻となる。このため、制度を新たに作り出したグループが得る利益は社会全

体より少なくなる。したがって、外部性が存在すれば、制度創出のインセンティ
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ブが低下し、制度革新の頻度が社会的に最適な状態を下回ることになる。ここ

に政府の介入の余地がある。政府は、民間の共同行為へのインセンテイブに影

響を与えるという形で介入可能である。具体的には、(1)制度によって人々に

ただで提供される便益のレベル、広がり、構成を変化させる、(2)グループの

活動に参加しない人々への懲罰を合法化する、(3)｢お上のお墨付き」を与える、

などである。こうした介入によって、モラルハザード・逆選択などを回避させ

るルールを設定し、制度に関するインセンテイブ構造を変化させることが可能

であるとされる。また、制度に歴史経路依存性が存在し、制度変化が硬直的で

ある場合、環境変化に応じた適切な制度変化を促進すべき役割が存在すると考

えられる。

1－2 制度の役割

新古典派経済学では、経済取引には費用がかからず、情報も費用を伴わない

で収集・利用が可能であると仮定され、完全市場であればパレート最適が実現

されると考えている（厚生命題)。しかし、現実には取引コストが存在し、情

報入手も費用がかかるため、市場機構によるパレート最適性は実現されない。

このため、市場機構を補完するために様々な制度が生成し、存在してきた。

こうした観点から、近年、新制度経済学と呼ばれる制度の内生化理論が発展し

てきた。その基本的な理論は、取引費用、共同行為、不完全情報の議論に依拠
（1）

している。

(1) 取引費用

制度の経済学では、これまで新古典派経済学では看過されてきた取引費用の

概念を理論の中心に置き、企業などの組織の存在と、制度に代表される取引の

(1)制度の役割に関する議論は、Lin and Nugent[ 1995]に多くを負っている。
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非市場的方法に着目し、歴史的観点から制度の生成・変化のプロセスが内生的

に説明される。代表的なNorth[1990]の議論では、制度の生成を取引費用概念

に基づき以下のように説明している。経済社会が発展し、分業と特化が進むと、

経済主体の相互関係が深まり、取引契約はそれまでの互いを熟知している社会

での取引と異なり、不特定多数を取引相手とすることになり、取引はインパー

ソナルとなる。このため、取引には欺き、怠惰、モラルハザードなど経済主体

の側で機会主義的行動の余地を広げるため、取引費用が増大する。したがって、

市場の拡大と特化・分業の進化によるインパーソナルな取引の拡大にともなう

不確実性と機会主義的行動を制約する制度が必要となる。近代の経済社会では、

市場の拡大と分業の進化から得られる生産性の利益を確保するため、所有権を

設定する制度的枠組みを発展させてきた。

ところで、市場経済における財・サービスの取引はエクスプリシッ卜、イン

プリシットな契約に基づくが、こうした契約には必然的に様々な取引コストが

随伴している(Lin and Nugent[ 1995]、p.2316)。

（1）直接的コスト：情報収集コスト、合意に達するまでの交渉コスト、市場

参加者に契約内容を周知させるコスト

（2）間接的コスト：機会主義的行動を防ぐコスト、すなわちモニタリングや

契約内容を履行させるためのコスト

（3）事前のコスト：契約過程で生じるコスト（情報入手・ドラフト作成・交

渉・予防措置作成のコスト)、契約の保険における逆選択のコスト（保

険リスクが保険料を上回る契約者の存在）

（4）事後のコスト：契約の不完全性によるコスト（紛争解決、再交渉、契約

者を引き留めるコスト)、モラルハザードのコスト、契約条件における

デイストーションがもたらす効率性のコスト

以上のような取引コストに対して、情報収集の効率化、機会主義的行動の抑

制、リスクと不確実性の軽減を意図する諸々の制度が生成してきた。制度の定
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義は明確ではないが、いくつかの類型化によって本章での制度を規定しておこ

つo

第1は、「自成的制度」と「外から与えられた制度」による区分である（原

[1996], p.188)。自成的制度の典型は各社会が歴史のなかで作り出してきた社

会的習慣であり、外から与えられた制度の典型例は、ある種の強制力をもって

与えられる法である。第2は、「フォーマルな制度」と「インフォーマルな制

度」による区分である。フォーマルな制度とは、法律、憲法、所有権などを示

し、インフォーマルな制度とは社会規範、習慣、慣行、伝統、価値観などを意

味する。第3の区分は、契約、財・要素市場、金融仲介システム・保険システ

ムなどを「市場制度」とみなすことに対する「非市場制度」という区分である。

非市場制度とは、典型的にはコースが取引費用の観点から問題提起した企業組

織という制度の概念である。さらに非市場制度には、企業間のネットワークや

取引団体などが含まれる。

制度とは、情報収集のコストを低下させリスクと不確実性を減少させると同

時に、経済主体の行動パターンを規定するルール・取決めによって経済主体の

インセンティブ構造に影響する機能を有している。このため、取引コストと機

会主義的行動を減少させることによって、互いの経済行動を予測可能とし、経

済秩序を形成する要件となる。

(2) 共同行為(collective action)の理論

公共選択理論における共同行為の理論は、制度の生成、変化を分析するのに

適した理論である。代表的には、個人の合理的行動の想定のもとで、共同行為

の問題を取り扱った合理的選択アプローチと呼ばれる議論がある( Olson

[1971])。不確実性、リスクが存在するとき、非市場的な何らかの公共財、共

同財が必要となるが、公共財、共同財はフリーライダーの問題を避けられない。

なぜなら、互いに監視し合う小さなグループでない限り、あるいは共通の利益
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に反する行為を制約する忠誠心とか村八分などのメカニズムが存在しない限り、

合理的な個人は公共財への貢献を果さないで、もっぱら非排除性を有する公共

財・共同財からの便益を得ることが合理的となるからである。したがって、合

理的な個人はグループの利益が実現するようには行動しないため、「共同的な

利益」と「個人の利益」には乖離が生じる。

こうしたフリーライダーの問題を解決するために、なんらかの非市場的組織

もしくは制度が必要となる。この意味で、フリーライダーの問題を防ぐ一つの

組織的・制度的枠組みが利益集団となる。典型的には、カルテル、職人組合、

労働組合などの利益集団である。共同行為の理論では、利益集団から得られる

便益を利益集団へ加入する誘因である「選択的誘因( selective incentive )」と

呼んでいる。ただし、一般的に、低所得者層の人々は、人数が多いこと、その

構成員が多様であること、その関係が緊密でないことなどから利益集団の組織

を形成する「選択的誘因」が少ない。したがって、「利益集団の存在は、市場

経済における弱者となっている低所得者層を、政治過程においても弱者として

とどめておく機能を果していることになる。・・・利益集団の介在は効率性に

関して問題を引き起こすのではない。それが引き起こす問題は公平性にある」

(岸本[ 1998]p.189-90)。

(3) 情報の不完全性・不完備性

Akerlof[1984]、Stiglitz[ 1988]などで展開された「情報の経済学」では、新

古典派経済学で仮定されている完全情報ではなく、不完全情報下での経済主体

の行動を議論している。不完全情報下では、不確実性のために個人の行動が完

全には観察・予知・モニターされないため、インセンティブ・インコンパティ

ビリテイーの問題、すなわちモラルハザードや逆選択が生じる。このため、イ

ンセンテイブ・インコンパテイビリテイーの問題を解決する様々な制度が必要

となる。Akerlof[1984]では、中古車市場における「レモン（不良品)」を例
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に、情報の非対称性がもたらす逆選択の問題が議論されている。このため、品

質の不確実性に対処するための制度（例えば、品質保証、ブランド、免許、チェー

ン店の慣行など）の必要性を主張している。

より明確に途上国へのインプリケーションを持った情報の経済学を展開して

いるのはステイグリッツであり、不完全情報下の経済主体の行動を議論してい
（2）

る。個々人が合理的であっても不完全情報もしくは情報入手にコストがかか

る場合にはパレート最適が保証されない。情報は、一般的に排除不能性と非競

合性の公共財的性質を有する財であり、情報生産・入手による収益を私的財と

して確保できない。したがって、こうした情報の外部性のために競争的市場は

十分に情報を提供しえず、情報の非対称性が存在することになる。このため、

情報の不完全性が支配的な状況であれば、政府の介入（規制、補助金、課税な

ど）によって、全ての市場参加者の効用を高めるという意味でパレート改善を

可能とする。スティグリッツは途上国では先進国に比して情報の不完全性が大

きく、政府・制度の役割はより重要であると考えている。とくに、情報の不完

全性の問題は金融市場において特有( endemic )であり、金融抑制( financial-

restraint )の議論や金融市場規制の必要性の指摘は重要である( Stiglitz

[1994])。

以上、簡潔に政府と制度の役割を理論的に概観してきた。市場メカニズム、

政府ともに経済コーデイネーシヨンの役割を果し得るが、両者ともに完全では

なくコーディネーションの失敗を免れない。不完全市場や外部性に基づく「市

場の失敗」に対しては、これまでの厚生経済学において政府の基本的機能とし

てその役割が議論されてきた。また、新制度学派においては、取引費用や不完

全情報の立場から市場機構を補完する制度の役割が議論されてきた。さらに、

民間の制度の役割を重視する青木などでは、「コーディネーション問題を解決

(2)例えば、Greenwald and Stiglitz [ 1986]。
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したり市場の不完全性を克服するという民間部門の能力を改善するために政府

の政策が発動される」（青木・金・奥野[1997]、p.12)として、制度能力を高

める政府の役割が展開されている。

しかし、残された問題は、以上の議論はいずれもが、政府の一定の能力を前

提とした議論であり、規律ある政府が適切に市場や制度と関わらなければ、市

場や制度を補完する役割は期待できないことである。ラテンアメリカの政府や

制度は十分な能力を有しているのであろうか。同様に、上の議論では政府能力

や制度の効率性を高めるメカニズムは明確ではない。こうした政府と制度の能

力の改善に関する以下での視点は、市場メカニズム自体の発達が政府能力、制

度能力の改善に関わると認識することにある。すなわち、民主主義の定着プロ

セスと自由化によるグローバルな競争圧力が政府と制度の能力を改善する環境

をつくりだすことに着目する。いま一つの検討すべき問題は、歴史経路依存性

の観点からみれば、市場を補完する政府と制度の機能・役割は、開発段階や地
（3）

域・国の特性によっても異なることである。この点については、本章はラテ

ンアメリカという立場から検討する。

2・ラテンアメリカにおける政府の能力

前節で議論された政府の役割は、いかなる段階であっても市場を補完する機

能が正しく働くためには、適切な政府能力が備わっていることが前提条件とな

る。新古典派が想定する「市場の失敗」を補正する政府介入の場合にも正しい

政策を実施する能力が必要であるし、小さな政府を目指す政策改革のプロセス

においても、改革自体をデザイン・実施する主体は政府自身であり、適切な政

(3)石川[ 1997]は未発達の市場経済が支配的であるとの認識のもと、「市場促進的アプ

ローチ」と呼ぶ市場の発展段階とその発展段階の促進を明示的に考慮したアプローチ

を提示している。
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府能力が要求される。

しかし、ラテンアメリカ諸国の政府能力に関しては、次のような認識が一

般的である。「そもそもこの地域の国家は能力に乏しく腐敗し信頼感の薄いの

が特徴で、都市化や人口増加にともない急増する社会サービスの要請に答える

ことができなかった。敢えて単純化すれば能力や効率の欠如に加え、少数の利

害を公的な利害に優先させて、本来政府に課せられた公的サービスの社会への

供給を怠り、あるいは福祉においても政府職員の福祉向上を優先させてきたの
（4）

がラテンアメリカの国家の実態であった」( Nafm[ 1995],pp.13-16)。ラテンア

メリカの政府には、政策の非整合性・非継続性・非効率性、肥大化した公的部

門、官僚の腐敗、レントシーク、ネポテイズムなどのイメージが付きまとって

いる。では、ラテンアメリカでは、政府はどのような行動パターンや意思決定

のメカニズムを有しているのであろうか。

政府もしくは国家の行動、意思決定がどのようになされるかについては、い
（5）

<つかの理論的なアプローチがある。Lin and Nugent[1995]によれば以下の

3つに大別される。

第1は、国家とは公共の利益の代理人であり、共同行為の目的を達成するた

めの手段とみなす立場である。各グループはそれぞれの利害を持ち、自らの利

益を最大化するために各グループ間で競争を行うが、結果として政策が内生的

に決定されるという議論である（公共選択理論)。

第2は、国家を特定の私的利益の代理人であるとみなす立場である。国家は、

支配的グループの法的・制度的・イデオロギー的へケモニーを確保し、支配階

級の所得を最大化するための道具である（マルクス主義的階級国家論)。

第3は、プリンシパル・エージェント・モデル( principal agent model )

によるアプローチであり、国民( principal)は国家( agent)に公共サービス

(4)遅野井[ 1997]p.32頁からの引用である。
(5) Lin and Nugent[1995]参照。
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を委託すると考える。このとき、国家がリーガルな独占体であり一定の制約の

下で政府自身の目的を最大化する問題や、国家の正当性を維持するための条件

などの分析が可能となる。さらに、2段階のプリンシパル・エージェント・モ

デルでは、官僚を含めた分析が可能となる。第1段階で、principalである国

民が国家をagentとして雇う。第2段階では、国家がprincipalとなって官僚を

agentとして雇い、法・秩序の実行、徴税、公共サービスの提供を委託すると

いう枠組みである。

いずれのアプローチに基づくとしても、ラテンアメリカの現実との対応を厳

密に議論することは困難であり今後の課題であるが、いずれもラテンアメリカ

諸国の特徴である、特定の階級、利益グループが政策決定に偏向を与え政府の

能力を弱めるという問題に対して多くの示唆を与えている。以下では政府の能

力を規定する要因として、国家の政治体制・政治制度、官僚システムの質と能

力、政治過程の3つの問題に焦点を当てて議論する。

2－1 政治体制と政治制度

政治体制のあり方は、政府能力を規定する重要な要因である。例えば、1980

年代までのラテンアメリカ諸国においては、ポピュリスト政権と軍事政権もし

くは権威主義的政権の間で政権の交代劇がしばしば繰り返されてきた

(Dornbusch and Edwards[1991]、西島[1993] )。すなわち、ラテンアメリカ

においては、政府がもっぱら政権支持グループの利益に偏向した政策を実施す

るため、いずれ経済的破綻がもたらされ、政権の交代が頻繁になされてきたの

である。典型的には都市の労働集約的非貿易財部門がポピュリスト政権を支持

し、農村の大土地所有層を代表とする一次産品輸出部門が権威主義的政権を支

持するという構図である。

ポピュリズム体制における基本的な経済政策は、手厚い保護のもとでの積極

的な輸入代替的工業化の推進と分配政策にあり、国内財産業と都市在住者の経
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済的欲求を満たすことによって、体制の政治的支持基盤を維持することを目的

としていた。また、Drake [1982]によれば、ポピュリスト的政策とは、拡張

的な国家主導型の開発戦略に基づき、再分配手段と労働者を工業化過程に取り

込むことによって、低開発の問題に対処しようとするものであるとされる。し

かし、一般大衆の政治的支持を維持するための過度の保護政策と再分配政策は、

国際収支問題やインフレーションの高進などをもたらし、その政策の継続が困

難となる。このため、ポピュリスト政権の末期には、一般大衆の激化する要求

に対し、いっそうの再分配政策が不可避となり、さらなる財政赤字の増大とイ

ンフレ高進がもたらされ、社会的・政治的混乱のうちに保守政権へと転換する

のが一般的であった。

保守政権は、多くの場合、軍事政権という形態をとるものであったが、典型

的な事例としては、ブラジル、アルゼンチン、チリ、ウルグアイ、ペルーなど

の軍部官僚型権威主義体制と呼ばれる形態があげられる。こうした軍事政権は、

まず急進的な大衆運動の抑圧とオーソドックス・タイプの安定化政策によって、

ポピュリスト政権下の経済的矛盾を解消することから出発するが、基本的には

軍事政権はエリート層や中間層、大土地所有者層を政治的基盤とし、労働者階

級、低所得者層などの一般大衆の抑圧のもとでの開発政策を基盤とする。実質

賃金の抑制と実質為替レートの切下げによって、非貿易財部門に比して農業、

製造業における輸出部門の優遇が図られ、また、外資や対外債務に積極的に依

存した成長政策が実施された。しかし、軍事政権下にあっては、実質賃金や社

会保障の抑制などによって一般大衆を抑圧しているだけに、高い成長率を実現

している限りは政治的安定を保つことが可能であるが、1980年代の対外債務危

機にみられたようにそれまでの高成長政策が破綻すると、一転して深刻な景気

の停滞と失業に見舞われることとなり、各階級、各セクターの経済的．社会的

不満と対立が高まり、多くの国でポピユリスト的性格を持った民主政権へと転

換することになったのである。
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さらに、権威主義体制は長期的には経済成長と整合的ではないという問題が

ある。Przeworski and Limongi[1993]によると、より経済発展に成功すれば、

国家は正当性( legitimacy )の危機に直面するとされる。経済発展とともに、

金融的に独立した中産階級が台頭し、世界経済との統合が進み、民主化のイデ

オロギーが浸透し始めると、国家体制の正当性を揺るがすことになる。こうし

た圧力は国家権力を低下させることになり、権威主義体制は徐々に民主体制へ

と変革していくことになる。1980年代のラテンアメリカでは、以上の諸要因に

加え、債務危機に起因する深刻な経済危機が権威主義的国家の力を弱め、民主

主義体制への移行の一つの要因となったと考えられる。

1990年代のラテンアメリカのコンテキストにおいて、政府もしくは国家の行

動パターンや能力に関して興味深い問題は、政治体制（権威主義体制と民主主

義体制）いかんによってそれらがどのように異なるかという問題である。とく

に、ラテンアメリカにおいては、1980年代に大部分の諸国が権威主義体制から

民主主義体制へと移行しており、アジア諸国が基本的に権威主義体制の下で目

覚しい経済発展を遂げていただけに、そのインプリケーションは重要である。

東アジア諸国が権威主義体制のもとで急激な経済発展を実現したことに対し、

ラテンアメリカ諸国が民主体制に移管した直後に深刻なマクロ経済危機に直面
（6）

したことはよく知られている。開発の政治経済学とも呼べる議論では、利益

集団の競争のあり方が政策のパフォーマンスを決定するうえで重要であり、こ

うした利益集団の対立は政治体制や政治制度（政党制度、選挙制度）に依存す

ると考えている( Haggard and Kaufman [ 1992 ]、Nelson[1990] )。

一般的に、権威主義体制がとられた韓国、台湾、チリにおいては、民主主義

体制に比べて政府は官僚を政治的圧力から隔離すること、対立する政治勢力を

(6)なお、政治体制の類型化はいくつか見られるが、Lal and Myintl996]は、派閥国
家(factional state)と自立的国家(autonomous state)という区分で議論して

いる。また、奥野[1”7]は、政府のタイプとして、権威主義的政府、関係依存型政府、
ルール依存型政府の区分により、政府と企業の関係を類型化している。
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コントロールすることが容易であること、整合的な経済政策の実施に優れてい

ることなどから、開発国家として経済発展を実現し得たと考えられている。し

かし、政策改革のケースで議論したHaggard and Kaufman[1992]によると、

権威主義体制、民主主義体制のいずれが政策改革に優れているかについてはア

プリオリには議論できないとしている(p.32- 4)。権威主義体制は必ずしも

不人気な調整プログラムを実施するに必要なオートノミーを保証するものでは

ないし、民主的な選挙が必ずしも改革を妨げるものでもない。政策改革を妨げ

るのは、政治体制の問題ではなく、むしろ制度化された政党システムを形成す

る能力があるか、国家と社会を結び付ける利益グループの利害を如何に反映さ

せる能力があるかの問題であるとする。こうした能力をもたない権威主義国家

では、民主体制への移行期において、政策干渉を強めると同時に官僚の政治的

圧力からの隔離を弱め、民主化直後のアルゼンチン、ブラジル、ペルーにおい

て見られたように、政策改革を妨げる政治的、経済的混乱をもたらしたのであ

る( p.34 )。この意味で、利益グループ間の分配をめぐる対立のなかで、議会

制度、政党制度、選挙制度などの政治制度が政策改革を実現する政府の能力と

深く関わるという主張である。

なお、ラテンアメリカ諸国には多様な政治体制が存在し一般化が困難である

ため、本章においては政治制度と政府能力の関係を指摘するに止めざるを得な

いが、ラテンアメリカにおいてはこのような開発政治学からのアプローチが極

めて重要であることを強調しておきたい。

2－2 官僚システムの質・能力

以上の政治制度と利益グループの利害対立に加え、政府能力の決定因として

極めて重要なのは官僚システムの質と能力である。官僚が裁量権をもち、様々

な便益へのアクセスと情報を支配すれば、私的利益のために自らの地位を利用

するインセンテイブを持つ。ラテンアメリカ諸国においては、こうした腐敗は、
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関税や許認可のレベルから民営化、輸入割当、独占規制などのレベルにまで広

範にみうけられるが、レントシークと汚職の蔓延は、政策決定を偏向させ、貴

重な資源の浪費をもたらしてきた。レントシークとは、規制などによって発生

する独占的権益を得るために、個人やグループが貴重な資源を浪費する政治的

活動と定義される。人為的な供給制限によってもたらされる伝統的な死重ロス

( dead weight loss)の議論とは異なり、レントシークはレントを得ようとす

る経済主体が行なうロビー活動によって資源が浪費されるという社会的コスト

を問題とする( Krueger [ 1974 ] )。さらに重要なのは、腐敗が民間による政府

のクレデイビリティーを低下させることである。政策の非継続性、規制の予測

不可能性、政治的不安定性（政権交代)、個人と財産に対する犯罪、司法執行

への非信頼と並び、汚職は政府へのクレデイピリティーを低下させると同時に

ビジネス上の費用となるため生産活動や投資を阻害してきた。

前述の2段階のプリンシパル・エージェント・モデルによれば以下の議論が

可能である。官僚は、それ自体が合理的な主体であって、その利害はprincipal

と一致するとは限らない。ときに、官僚は与えられた権限を自らの最大化に用

いる。社会階層間の格差の大きいラテンアメリカでは、高等教育を受けうる階

層は高所得者層であり、一部の人々のみが高級官僚となり得る。こうした高級

官僚はある意味で高所得者層の利益代表として行動するインセンティブを有す

る。また、与えられた権限をネポテイズムを通じて身近な人々の利益となるよ

うに利用するインセンテイブを有している。したがって、官僚の不正を防ぐた

めに監視・監督、報酬システムなどが必要となる。このようなシステムが機能

しなければ、官僚の裁量的な行動が除去できず、結局、大土地所有者や資本家、

その利益代表である政治家、さらには官僚の間で国家の支配力やレントがシェ

アーされることになる。

官僚の機会主義的行動の一つの典型は汚職(corruption)であり、近年はこ

の汚職の研究が数多くなされている。世界銀行の1997年の「開発経済学年次．
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ンフアレンス』(World Bank [ 1997a] )や「開発報告19971 (World Bank[1997

b])にも取上げられている。「開発報告1997」によると、汚職は以下の要因に

基づくとされる(p.163- 4)。

① 政策的歪み：需要と供給の間に人為的なギャップを生み出す政策は、機

会主義的な仲介者に汚職のインセンテイブをもたらす。

② 法の予測可能性：逮捕され処罰される確率。司法制度自体の腐敗があれ

ば法の予測可能性は低くなる。

③ 公務員の賃金水準：民間賃金と比較して低い場合は汚職のインセンティ

ブが高くなる。

④ 実力主義( meritocracy )の程度：実力主義に基づく採用．昇進システ

ムの程度が低いほど汚職の傾向が高い。

途卜同でのこうした背景に起因する汚職は、様々な効果を通じて経済成果に

影響する。まず、汚職は、企業の活動や設立に対して長期間にわたる賄賂を要

求するため、企業活動を高コスト、不確実、リスキーとする。また、適切性を

欠き非効率的な公共財を提供することになる。こうした汚職や官僚制度の効率

性と成長や投資の関係について多くの実証研究がなされている。Rodrik [ 1997
（7）

a]は、東アジアと日本について制度の質のインデックス を用いて回帰分析を

行ない、官僚機構の質と成長・投資の関係を検討している。官僚制度の質がア

ジアの成功した国とそうでない国の相違を説明すること、初期所得と初期教育

水準をコントロール変数とする成長率の回帰では残差が制度の質と強く相関す

るとして、成長における制度の重要性を検証している。さらにAlesina [ 1997 ]

(7)ロドリックは、Knack and Keefer[1995]による制度の質のインデックスを使用し

ている。すなわち、(1)官僚機構の質：政治的圧力から独立であるか、政府サービスの
提供における専門性・専門家の程度と効率性、リクルートの方法、トレーニングがな
されているか、(2)法の支配：政治制度の健全性、裁判所の強さ、政治的権力の秩序あ
る交代があるか、(3)没収のリスク：資産の没収・凍結、国有化の可能性、(4)政府によ

る契約の拒否：支払い拒否、延滞、予算カットによる規模の縮小、政府の優先度の変
更など（その頻度）による契約の変更のリスク、などの要素について民間のカントリー．
リスク・データ(ICRGとBERI)に基づいて指数化したものである。
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は、政治的変数（政治的不安定性など)~と制度的変数を加えて実証を行い、官

僚制度の質、法の支配、汚職の効果が有意であるとしている。

2－3 政治過程：利益グループ間の対立

ラテンアメリカ諸国は所得分配の不平等性が大きく、社会階層・利益グルー

プ間の対立が激しい。こうした利益グループ間の対立は政治過程に影響を与え、

政策決定が政治的圧力から隔離(insulate )されないため、経済政策は非整合

性と非継続性という特徴を有し、政府の能力を弱体化させてきた。その経済的

帰結は、インフレなどのマクロ的不均衡、行き過ぎた再分配政策であった。以

下では、利益グループによる共同行為がもたらす様々な問題を、ラテンアメリ

カの政策改革の場面で議論しよう。

政策改革は、いかに経済全体として有益であっても、必ずや調整コストと再

配分のインパクトを持っている。しかも、改革のコストが比較的すばやく現れ

るのに対し、改革の成果が現実のものとなるにはタイム・ラグが存在する。ま

た、より重要な問題として、コストが均等に各セクター間に配分されないため、

深刻なセクター間、階級間の対立を生み出すことである。また、現在多くの諸

国が民主的政治体制の確立期もしくは移行期にある。このような時期において

は、経済が不安定化し、経済政策がdeadlockに乗り上げる傾向にある( Haggard

and Kaufman[1995] )。

政策改革がもたらす分配問題を議論する場合、古典的な資本・労働階級の対

立のみならず、複層的な利害グループが考慮されなければならない。総需要の

低下、失業の増大で組織労働者は損失を被り、しばしば改革に反対するアクター

となる。未組織労働者は、総需要の低下、社会保障の悪化によって損失を被る

が、よく知られているように共同行為を組織する能力は小さく、一般的に政治

的影響力は小さい。一方、企業・資本家階級が受ける改革の影響は、輸出産業

か輸入競争産業かに依存する。関税などの保護政策が廃止されれば輸入競争産
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業は厳しい国際競争に直面し、生産の縮小、失業の増加というコストを被る。

輸出産業は、輸出補助がなくなればダメージを受けるが、輸出税の廃止は有利

である。また、輸入制限の廃止は輸入財を投入財として使用する輸出産業を有

利とする。しかし、より重要なのは、自由化とともに実施される為替レートの

切り下げであり、これは輸出産業に有利に、輸入競争産業と国内財産業に不利

となる。都市の組織労働者は、大部分が非貿易財、輸入競争財産業に従事して

いるので、国内需要の抑制や自由化に反対する。また、都市部門の消費者にとっ

て、輸入消費財が重要である場合、為替レートの切下げは輸入財価格の上昇を

もたらすため、実質賃金の低下を意味し、これに反対する。この他、政府系企

業の民営化や行政機構の改革に対し、政府部門自体、とくに公務員がプレッシャー

・グループとなる問題などが存在する。

このように、政策改革が各グループに異なるコスト配分をもたらし、政治的

抵抗がともなう場合、改革の遂行を困難とする。改革への抵抗は、単にロービ

ング、投票行動、ストライキのみならず、資本逃避、争乱など、通常の政治的

チャネル以外の方法にも訴える。政府は様々な権力、弾圧などを通じてこれら

の反対勢力に対抗するが、長期的にはいかに反対勢力とのコアリッションを作

り上げるかが重要となる。一つの方法は、改革を支持する勝者( winner )を

作りだし、このような改革から利益を得る利益グループを拡大することと、敗

者( loser)のウエイトを小さくするか補償を行うことによってコアリッショ

ンを強めることであろう。

いうまでもなく、政策改革が分配問題を通じて政治的不安定性をもたらせば、

いっそう政策改革を危うくする。とくに、利益集団による政治過程の一般的な

帰結として、低所得者層への負の分配効果があることに注意しなければならな

い。例えば、多くの最貧層を抱える農業部門への輸入競争の影響は大きいと予

想されるが、彼らは共同行為によって分配を改善する能力に乏しく、政治的、

社会的不安定化に結びつきやすい。メキシコの貧困地帯のとうもろこし生産農
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家への自由化の影響は深刻であるとされている。政策改革が一定の成果をもた

らし、それが人々に配分されるまでの時間が長ければ長いほど、また、政策改

革の調整コストに社会が耐えられる時間が短ければ短いほど、事態は深刻であ

る。したがって、今後も深刻な貧困問題、分配問題、階級対立の中で、社会的

コストをともなう政策改革を推し進めるには、政治的コアリションと社会的コ

ストへの手当（敗者への補償）をおこない、政策改革と政治的・社会的安定の

バランスを保つことが不可欠である。さもなくぱ、政府の政策改革能力を著し

く低下させることになる。

この他、社会的公正の実現は、セクター間の対立を緩和するのみならず、政

策改革のための諸条件を作り出す点からも重要である。より平等な社会であれ

ばマクロ的不均衡の調整を引き伸ばすことが少ないこと、産業のリストラへの

コンセンサスを得られやすいこと、などである。したがって、社会的公正の実

現は、政府の政策改革能力を補う基本的な要素であるといえる。

3．ラテンアメリカにおける制度の能力

ラテンアメリカは、フォーマルな法制度と現実の主体の行動の間に深い乖離

が存在するという特徴を植民地以来の伝統としてきた。Naim [ 1989]はベネズ

エラの制度的特徴を以下のように明快に捉えて記述している。「ベネズエラで

仲間内のサポートやネットワークを形成する一つの要因は、司法システムの深

刻な腐敗と非効率性にある。大多数の社会的目的の達成において、司法システ

ムは現実的に機能していないといっても決して過言ではない。このため、人々

に超経済的、超法規的手段を使うことを強要するのである」(p.510-11 )。

司法などのフオーマルな制度のみならず、インフォーマルな制度もラテンア

メリカ諸国では歴史的な経緯から規定される特質を有している。とくに、ここ

では、大土地所有制などに起因する社会階層間の格差に着目したい。著しい階
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層間格差は、情報入手コストの支払い能力、教育上の問題、地理的問題などに

よる情報入手のアクセス能力と手段に差異をもたらし、情報が偏在することに

なる。とくに、情報源である公的権力へのアクセス能力の差が重要である。情

報が偏在すれば、その情報上の優位性を利用する機会主義的行動や非道徳的行

動が生じ、また情報を得るための賄賂などの不正行為が蔓延する。各経済主体

は、情報が偏在するために互いに信頼せず、協調しない。このため、不正な取

引に対処するための取引コストが上昇する。

この点に関連し、ラテンアメリカ独自のクリオーリョ文化に言及しなければ

ならない。ラテンアメリカの支配階級を構成したクリオーリョ達の文化とは、

｢法律で禁止されているが、利発な方法で手に入れれば賞賛され、良心や法律

に従って行動する者を卑しむ無法の文化である。また生産の意欲をもち自らの

労働で成功するものを見下し、レントシーキングをよしとする世界である」

(遅野井[1997] p .33)。脱税、ネポテイズム、地下経済はクリオーリョ文化の

典型的な現象である。いうまでもなく、クリオーリョ達のこのような機会主義

的な行動を可能とするのは情報の偏在に他ならない。しかし、ラテンアメリカ

においては機会主義的行動を律する司法制度は十分に機能していない。このた

め、「法律やルールを監督すべき信頼される効率的な司法権の存在しないとこ

ろに、市場経済の核心をなす契約の履行や財産権の保護など公正な経済取引を

秩序づけることはおぼつかない」（遅野井[1997] p.36)。このように、ラテン

アメリカにおいては、情報の偏在や社会的規律の欠如のもとでフォーマル、イ

ンフォーマルいずれの制度機能も十分に構築されているとはいえない現状であ

る。

こうした制度機能の未発達性は、制度的不安定性（不確実性)、政府介入の

予測不可能性、契約の実行強制力の欠如などを通じて、制度に対するクレディ

ビリティーを低め、民間部門の生産･投資活動のインセンテイブを阻害し、成

長率の格差を生み出す。Mauro[1995]は、ラテンアメリカ諸国とアジア諸国
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の制度の効率性を、司法制度の効率性、官僚的形式主義( red tape )、汚職、

政治的安定性、民族・言語の多様性などの指標を用いて検討し、ラテンアメリ

カ諸国はアジア諸国と比較して汚職では優るものの、司法制度の効率性、行政

事務の煩雑性、政治的安定性で劣っているとしている。また、Borner, Brunietti

and Weder[1995a]は同様の研究をおこない、制度の安定性を様々な基準を設

定しそれを数値化することによって、アジア諸国、ラテンアメリカ諸国、アフ

リカ諸国の間で比較している。やはりここでもラテンアメリカ諸国はアジア諸
（8）

国に比して、制度の不確実性が高いことが示されている。ただし、ボーナー

らの研究は、1981年から90年までのラテンアメリカでは経済的混乱の時期に対

応しているため、今日のラテンアメリカ諸国の状況とは異なる可能性に留意し

ておくべきであろう。

4．政府改革と制度構築

現在ラテンアメリカが取り組もうとしている政策改革の第2ステージは、政

府の能力を高める改革( state reform )と制度構築である。まず、政府の機

能強化の方法として、代表的なStiglitz [ 1996]の議論をみておこう。政府は巨

大な組織であり、通常市場競争の圧力に晒されないが、民主的な政治体制のも

とでは、政治的競争によって規律が働く。政府の機能が不備であれば政権の不

支持という政治的な罰を受けることになり、良好なパフォーマンスを示せば政

権の支持という報酬を得ることになる。しかし、政治的競争は不完全であり、

したがっていかに公的部門にインセンテイブを与えるが問題となる。また、政

府の役割は環境変化にともなって変化すべきものであり、静学的ではない。ス

(8)さらに、Borner, Brunietti and Weder[ 1995b}では、ラテンアメリカとアジア諸

国28カ国におけるインタビュー調査に基づき、制度に対するクレディビリティーと成

長率の間に明確な関係が存在することを明らかにしている。
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テイグリッツは以上のような、政府の役割におけるインセンテイブとダイナミッ

クスを重視する立場から、政府機能を高める方策として以下の5点をあげてい

る。

（1）公的サービスのパフォーマンス基準の設定

（2）適切なモニタリングと報酬システム

（3）競争範囲の拡大

（4）法人化と民営化

（5）規制政策の改善

スティグリッツの議論は、公的部門に競争を取り入れ、公的部門のインセンテイ

ブ・ストラクチュアーを変革することによって効率性を高めることに焦点が当

てられており、政府能力改善の基本原理であるといえる。こうした基本原理に

加え、世界銀行の1997年度の「開発報告1997年」では、ステイグリッツの議論

を敷延し、さらに制度的側面における改革にも着目し、政府機能強化の方法を

示している。

例えば、汚職を抑制するためのフオーマルな制度的な抑制メカニズムとして、

司法の独立性と有効性、権力の分立、外的メカニズムが重要であるとしている。

司法の独立性とは、立法府、行政府からの独立性を意味し、政治的圧力、官僚

からの圧力に屈しないことを意味し、司法の有効性とは判決の執行力と訴訟審

理の効率性である。権力の分立とは法の絶えざる改正を抑制するための、司法・

立法・行政の水平的分立と、中央政府・地方政府の垂直的分立を意味する。外

的メカニズムとは、国外の裁判所を利用したり、国際協定によって制約させる

ことを意味する。以上のようなチェック．アンド・バランスの構築が不可欠で

ある( p.156-159)。

『開発報告1997年」では、汚職撲滅のさらに具体的な政策として、以下を示

している。まず、汚職慣行の機会を減少させる方策として、公務員の裁量権の

削減とそれを実施する法の明確化、民間会社とのサービス契約、裁量の余地を
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なくするための規制の透明化、裁量を制約する市場スキームの導入、公開入札

などの競争圧力の採用をあげている。同時に、モニタリング・メカニズムと懲
（9）

罰メカニズムの強化に言及している。

いずれにせよ、ラテンアメリカの政府能力の改善には、競争原理の導入と、

適切なフォーマルな制度面での改善が要求されるといえる。しかし、ここで問

題とすべきは、政府の改革やフオーマルな制度改革はいかなる誘因によって可

能となるかである。政府の改革は、実は政府自身が取り組まなければならない

問題である。政府、官僚の改革へのインセンティブの研究は少なく、今後の課

題である。しかし、一般的に考えれば、改革によって政府を構成する主体（政

治家、官僚、テクノクラート）にネガティブな分配効果が予想されれば、改革

へのインセンテイブは生じない。したがって、問題は、政府（官僚）が改革の

コストを一部負担しなければならないにもかかわらず、いかにして自らの行動

パターンを変革するインセンテイブを有するのかという問題であり、また、制

度の外部性とフリーライダー問題から民間が設立することが困難な制度を、国

家が適切にデザインし、創設するインセンティブを有しているかということで

ある。一つの解釈は以下の通りである。

Alesina and Drazen[1991]は、改革のコストがグループ間でどのように配

分されるかが確実でない場合、各グループは「待ちの戦略」を選択するという

"war of attrition" (消耗戦）のモデルを用いて、改革が遅れることを説明

している。このモデルからは、改革のコスト配分が不平等（政治的コアリッショ

ンが弱い、もしくはポラライズ卜した社会）であるほど、また改革を引き伸ば

すことから生じるコストが小さいほど、改革へのインセンティブが少ないこと

が示唆される。しかし、経済が危機的状況となれば危機がもたらすコストがど

のグループにも極めて深刻となりコスト配分が相対的に重要でなくなるため、

(9)西島[19”]では、単純なモデルを用い、脱税に対する懲罰の導入と税官吏への報償

システムが、脱税のインセンテイブを低下させるのに有効であることを示している。
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改革に反対票を投じる"status quo''へのバイアス( Fernandez and Rodrik

[1991] )が弱くなること、また危機が深まるほど改革を遅らすことによるコス

トが大きくなること( Drazen and Grill [ 1990] )などの理由で、"war of

attrition"への誘因が弱められ、危機には改革が可能となると議論できる。

さらに、こうした危機にあっては、政権交代が伴うことが多いが、政権交代直
（10）

後は「政治的蜜月」 が存在し、改革への政治的コアリッションが得られやす

く、改革が実施されやすい。

ラテンアメリカに関して、Bresser, Maravall and PrzewOrski [ 1993 ]は、

｢アルゼンチン、ボリビア、ベネズエラ、ペルー、ブラジルのポピュリストの

指導者たちが非ポピュリスト的な政策を採用した理由は、これらの国々の危機

があまりに深刻で、ポピュリスト的政策に固執することが、調整がもたらすコ

ストより大きくなったからである」( p.57 )と述べている。極めて深刻な経済

危機にあったアルゼンチンでは、1990年にペロン党のメネム大統領が政権をとっ

たが、ペロン党は典型的なポピュリスト政党であったため、新政権がポピュリ

スト的な政策を実施するのではないかと危倶されていた。しかし、現実にはポ

ピュリスト的政策から180度転換した経済自由化政策を採用している。同様に

深刻な経済危機下で成立したペルーのフジモリ政権も、最貧層を支持母体とす

る政党であったが、現実には前ガルシア政権のポピュリスト的政策とは正反対

の経済自由化政策を採用している。

しかし、こうした経済危機を契機とする改革の議論は、第2世代の改革の誘

因を十分に説明するものではない。すなわち、経済危機が深刻であっても、政

治家、官僚、テクノクラートが、自らの地位や雇用機会を脅かす改革に合意し、

また、それまでの自らの所得を拡大し得た機会主義的行動を放棄することを必

ずしも保証しないからである。経済危機がマクロ不均衡の改善や自由化などの

(10 Haggard and Webb [ 1994,p.20]
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改革の契機となっても、第2世代の改革には官僚システムや政治制度の改革が

含まれ、政治家・官僚への分配上の影響がともなうために、改革には強い抵抗

が予想される。

しかし、以下では、ラテンアメリカにおいて、政府と制度の能力に変化を与

える趨勢的な環境変化が生じていることを重視したい。すなわち、民主主義の

定着のプロセスにあることと、既に第1段階の改革が実施されグローバルな競
（11）

争圧力に晒されていることである。民主主義と分権化の浸透は、一般大衆の

政治的参加を促し、非合理的で特定の利益集団や階層のみの利益となる体制や

政策を許さない政治的状況を作り出している。また、公的部門改革やチェック．

アンド・バランス（立法府と行政府の分離、立法府の各委員会への分離、国レ

ベルと地方レベルの分離）を確立する制度の改革が進みつつある。経済の世界

経済との統合の深化は、グローバル・スタンダードの浸透とともに既存の経済

システムの必然的な変革を迫っている。民間は政府の保護の代りに、公正な競

争のルールを求めている。政府と官僚システムに対しては、より透明な行動ルー

ルと制度を要求している。より透明なルールと制度のもとでは、企業が様々な

共同行為を通じて取引コストを低減させる制度の形成が促される。また、市民

社会はボランティア組織やNGOなどの市民ネットワークの形成と集団行動に

よって発言力を高め、政府をモニタリングするメカニズムの発達を促す。旧来

の官僚システムや政治的制度はその正当性( legitimacy )を失い、情報公開の

圧力とともに情報の独占が困難となり、官僚の裁量的な行動の余地が失われて

いく。こうした変化のもとで、社会における規律付けが強化され、政治家、官

僚にとっては、従来の機会主義的行動を最大限に利用したとしても、制裁によ

るコストがそれを上回り、機会主義的行動のインセンテイブを放棄せざるを得

なくなるのである。まさに、ラテンアメリカにおいては、かかる「法の支配」

(11) Berthlot[ 1997]、Bresser Pereira[1997]参照。
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の強化による政府と制度の改革が始まろうとしているといえる。こうした変化

の中で、政府と制度はそのクレデイビリティーとその機能の能力を高めること

が可能となるのである。

さらに、市場自由化が政府能力に与える効果の1つの典型的な事例として、

市場自由化とともに実施されている多様な地域統合が与える効果も重要である。

伝統的国際貿易論によれば、地域統合によって貿易創出効果・転換効果、交易

条件改善効果、規模の経済効果、競争の激化などの利益が期待される。さらに、

こうした効果を通じて所得が高まれば、投資自由化とあいまって、域内・域外

からの直接投資の増加が見込まれる。しかし、Fernandez[1997]によれば、こ

うした伝統的な効果のみならず、ダイナミック・インコンシステンシーの回避、

シグナリング効果などの非伝統的な利益が存在する。以下では、政府の能力と

の関わりでこれらの効果について議論する。

一般的に、政策立案と実施能力が未熟な場合、政府・官僚機構の規律が不十

分な場合、深刻な社会的・政治的圧力が存在する場合には、ダイナミック・イ

ンコンシステンシーの問題が生じやすい。このような場合、政策の変更を阻止

するメカニズムが国内に存在することは望めないであろう。しかし、地域統合

の枠組みに参加すれば、地域統合に制約されることによってダイナミック・イ

ンコンシステンシーの問題は回避されやすいと考えられる。地域統合の参加国

は、合意事項に違反した場合、他の参加国からの制裁コストに直面するからで

ある。したがって、地域統合がダイナミック・インコンシステンシー問題を避

けるという機能は、政策に対する一種のコミットメント・メカニズムとして働

くことを意味し、政府のクレデイビリティーを高めることが期待される。この

ようなメカニズムは、メキシコのNAFTA加盟に関してしばしば議論されたい

わゆる「ロッキング・イン効果(locking-in effect )」に対応する。

地域統合の第2の非伝統的効果は、地域統合への加盟自体が政府の政策への

コミットメントを域内、域外に示すシグナルとして機能する可能性である。海
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外の投資家は地域統合で合意された条項に関心があるのではなく、現在政権に

ある政府がどのようなタイプ（保護主義的もしくは自由貿易主義）であるか、

また現在実施されている政策改革がどの程度信頼しうるものであるかに関心が

ある。しかし、一般的に、海外の投資家と受け入れ国政府の間に情報の非対称

性が存在し、投資家は以上の問題について正確な情報を持たず、多くの投資は

望めないであろう。これまで、過去に幾度となく安定化政策や自由化政策の実

施と失敗を繰り返してきた経緯、さらに国内の政治状況などを考えれば、現在

の政策改革に対する政府のコミットメントがこれまでと本質的に異なるとみな

される必然性はない。こうした場合、地域統合に加盟すること自体が当該国の

クレディピリティーを高めるシグナルとなることが期待される。

ダイナミック・インコンシステンシーの回避、シグナリング効果などの非伝

統的な地域統合の利益は、政府の行動やコミットメントを対外的に「篭（たが)」

をはめることになり、政府の機能を補完すると期待される。こうした議論はい

まだ理論的な段階で、今後さらに厳密な研究が必要であるが、ラテンアメリカ

諸国の政府能力の問題に対して、地域統合という新しい視点からも検討する必

要性があることを示している。

以上のような、民主化、市場経済化、地域統合が政府能力と制度の効率性を

高める基本的な背景となる可能性は、現在のラテンアメリカの政策改革を考え

る上で極めて重要な視点である。結局、市場メカニズムを補完する政府と制度

の役割を考える時、ラテンアメリカのコンテキストで最大の制約が政府と制度

の能力であったが、こうした能力を高める改革の必要性と処方菱については多

くの議論がなされているにもかかわらず、その改革を実施する政府と官僚のイ

ンセンテイブもしくはモテイベーションについての議論は不明確であった。し

かし、市場自由化と民主化への移行自体がそうした改革へのインセンテイブを

政府と官僚に与えることが、今後の政府改革、制度構築にとっての重要な要件

であり、したがって、より詳しいインセンテイブ構造の分析が今後の課題とな
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る。

ところで、以上の議論においては、制度とは主としてフォーマルな制度的枠

組み、すなわち政府がデザインし提供する制度を念頭においたものであった。

では、インフォーマルな制度の改革はいかにして可能であろうか。ノースはイ

ンフォーマルな制度の変化について以下のように述べている。「相対価格、フォー

マルなルール、ないし政治的地位の変化に直面して、インフォーマルな制約は

フォーマルなルールと異なる速度で変化する」（ノース[1994]、p.115 )。しか

し、同時に次のようにも述べている。インフォーマルな制度は、以前のフォー

マルなルールの拡張として徐々に発展してきた。しかし、新しいフォーマルな

制度はしばしばインフォーマルな制度の基底にある文化・伝統とは関わりのな

いものが導入される傾向にあるため、フオーマルな制度とインフォーマルな制

度が対立することが生じる。このため、「フォーマルなルールの大規模な変化

は起こり得るが、同時に非常に粘り強く生き残っている多くのインフォーマル

な制度が存在するであろう。なぜなら、インフオーマルな制度は、社会的交換

であれ、政治的交換であれ、あるいは経済的な交換であれ、参加者間の基本的

な交換の問題を依然として解決しているからである」(p.120)。したがって、

歴史経路依存の理論からは、インフオーマルな制度は、フォーマルな制度が導

入されても変化しないか、変化に極めて長い時間を要することになる。ラテン

アメリカ固有の、人々の行動規範、価値観、モラルはたやすく変化しないこと

に注意しておくべきであろう。

お わ り に

ラテンアメリカにおける政府と制度の役割を考える際の出発点は、ラテンア

メリカ固有の経済的、政治的、社会的条件、さらには歴史的背景を考慮しなけ

ればならないことである。こうした立場に基づけば、当然のことながら、ラテ
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ンアメリカにおける政府と制度の役割が東アジア諸国のそれと同じであるとは

限らないとの認識から出発することになる。ラテンアメリカでは、所得分配が

著しく不平等であることから、各セクター・グループ間の対立が激しく、政治

過程に軋礫が持ち込まれ、政府の行動を歪めている。また、ラテンアメリカに

見られる種々の市場の不完全性や情報の非対称性の存在は、市場の失敗をもた

らすと同時に、経済主体、官僚の機会主義的行動を誘引する。機会主義的行動

を阻止するためのフォーマルな制度的枠組みは不十分であり、インフォーマル

な制度も不十分で、ラテンアメリカの歴史的経緯から生成されてきたものであ

る。したがって、今日のラテンアメリカ諸国は、市場メカニズムを基本とする

経済運営を実現するための第2世代の改革として、市場機能を補完する政府能

力と制度能力を向上させることが課題となっているのである。さもなくぱ、現

在多くのラテンアメリカ諸国で追求されている経済自由化と、それを目指す政

策改革は大きな制約を受けることになる。

しかし、本研究では、政府と制度の能力に一定の限界があることを認めつつ

も、ラテンアメリカにおいては政府改革と制度構築への条件整備が進みつつあ

ることに着目した。民主主義の定着プロセスが進んでいることと、既に経済自

由化が進みグローバルな競争圧力に晒されていることが、政府と制度の能力を

改善する環境を提供しているからである。民主主義と分権化は開かれた社会を

つくり、一般大衆の政治的参加の拡大が、特定の利益集団に偏向した体制や政

策を容認しない政治的状況を生み出しつつある。また、経済のグローバル化は

世界標準を浸透させ、経済、社会の行動ルールに必然的な変革を求めている。

時間はかかるであろうが、確実に政府と制度能力の改善が生じつつあるといえ

る。この点に関し、地域統合によって政府のコミットメントが対外的に

"locking-in"される効果が、政府能力を高める一つの契機となる可能性を強

調したい｡

本章を終えるにあたり、現時点においてラテンアメリカの政府と制度能力
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に一定の制約が存在することを認めたうえで、市場を補完する政府と制度の役

割としてとりわけ重要だと考える具体的な課題は以下の4つであることを記し

ておきたい。こうした4つの課題は、以下の諸章の議論における基本的な問題

意識でもある。

第1は、今日のラテンアメリカにおける最大の課題の一つが、社会的不公正

の是正にあることである。政策改革の最終的な目的が持続的な成長の実現と貧

困・分配問題の解消にあることはいうに及ばないが、社会的公正の改善は政策

改革を持続させる条件を作り出すこと、社会的対立から生じる政治的圧力を低

減させ政府能力を改善するという点から、重要である。また、分配問題や社会

的対立はラテンアメリカのインフォーマルな制度を規定してきた基本的な背景

であり、これを改善することによって民間、官僚の機会主義的行動のインセン

テイブを低下させる点からも重要である。

第2は、中小企業の育成・支援策としての産業政策である。産業政策、とく

に特定の産業を選定し様々な優遇措置を与えて育成するターケテイング政策は、

高度の政府能力と産業政策を補完する制度的条件が備わっていることが要件で

あり、今日のラテンアメリカにおいてはその要件が満たされている保証はない。

また、既に新自由主義が浸透したラテンアメリカにあっては、プラグマティッ

クな意味においてもこうしたタイプの産業政策は正当化される余地は少ない。

しかし、産業政策による中小企業支援は社会的公正の改善という観点から重要

な意味を有している。このため、政府には中小企業発展のための条件整備とい

う形での産業政策が要請される。同時に、中小企業間の連携・ネットワーク・

組織などの制度的枠組みの形成・促進が必要である。

第3は、金融市場の発展と健全化のための役割である。ラテンアメリカの金

融市場は依然として未発達で、市場の不完全性は大きい。金融市場における情

報の非対称性などの不完全性は、モラルハザードや逆選択などの問題を引き起

こす。この意味で、金融市場の健全性を高める規制や制度的枠組みは、ラテン
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アメリカにおいてとりわけ重要である。ただし、1990年代の金融不安の後、多

くの諸国で健全化のための改革が実施されてきていることも事実であるが、依

然として改善の余地は大きい。とくに、グローバル化した資金移動に対しては

ラテンアメリカの金融システムは脆弱であり、エマージング・マーケットとし

ての今後の課題である。さらに、効率的な資源の動員と配分を担う金融システ

ムの仲介機能は依然として不十分であり、その発展は長期的な成長の持続にとっ

て不可欠である。

第4は、競争力強化が不可避であることで、そのためには労働市場の改革、

税制改革など、他の政策改革と比較して相対的に遅れている分野の改革を推進

し、コスト条件の改善が必要である。しかし、一般的にいって、労働市場と税

制の改革は、改革に対して最も諸勢力からの政治的抵抗が激しい分野であり、

改革スケデュールの中で取り残された分野でもある。しかし、対外的な自由化

が進展する中で国際競争力が改善されないことは、対外収支の不均衡に対し、

外国資本依存の海外からの資金流入に依存し続けるか、対外不均衡を改善させ

るために国内経済の厳しい引き締め政策を実施する他はない。しかし、いずれ

も長期的に継続可能な政策ではありえず、通貨危機などの強制的な調整が不可

避となる。こうした労働市場改革と税制改革の遅れは、政策改革のシークエン

スや整合性の問題として典型的に現れている問題であり、今日のラテンアメリ

カにとって極めて重要な課題であるといえる。

最後に、もちろん、政府の役割として、インフラの整備や教育政策の重要性

は当然であり、最優先課題であることはいうまでもない。しかし、本章でこう

した問題を十分に議論しなかったのは、いずれの地域・国においても普遍的に

必要とされる問題ではなく、ラテンアメリカにおいて重要と考えられる問題に

焦点を当てたからである。今後の研究課題として、インフラ整備や教育政策を

含めて、市場メカニズムを補完する政府と市場の役割について、より具体的な

形で、政策手段のデザインや実施上の問題、さらには我国の協力の在り方につ
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いてなどの検討が残されている。
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第3章 ラテンアメリカにおける改革と

制度の構築：主要国の比較分析

本章は、第2章における、政府と制度の市場補完的役割、ラテンアメリカに

おける政府と制度の能力及び、取り組むべき課題に関する考察を念頭に、ラテ

ンアメリカ諸国が90年代に実施した改革の特徴とそのもとでの制度の構築につ

いて検討することを目的とする。

そのために、まず、主要国での改革がどのように実施されたか、主要国の改

革がどの程度徹底したものであったのかを比較し、各国の間に見られる相違の

要因は何かを明らかにする（第1節及び第2節)。次に、各国において、改革

の遅れているのは、どのような分野か、それはどのような問題を引き起こして

いるかについて検討する（第2節)。さらに、それらの検討を行った上で、本

書の「はじめに」で指摘されている、ラテンアメリカにおける政府と制度の役

割を分析するにあたり考慮すべき基本的問題のいくつかについて、90年代の改

革を中心に検討することとしたい（第3節)。

1．ラテンアメリカにおける90年代改革の主要国における特徴とその要因

ラテンアメリカ諸国においては、1982年の債務危機後に様々な危機克服のた

めの政策が実施されたが、早い国では80年代半ばから遅い国でも90年代に入っ

て広範な経済構造改革が実施されるに至った。

90年代の改革による制度の構築について考察するために、まず改革がどのよ

うな内容のものであったかを整理し、かつその改革がどれだけ実行に移された

のかを確認しておく必要がある。

従来こうした比較分析は、改革の進展の度合いを厳密に比較することが必ず
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しも容易ではなかったために困難であった。しかしながら、近年改革を評価す

る必要性が認識され、この観点からのいくつかの興味深い研究が行われてきて

いる。例えば、1996年の米州開発銀行(IDB)の「ラテンアメリカにおける経済

社会進歩報告」（米州開発銀行のラテンアメリカ経済と社会に関して毎年発表

される報告書）において、はじめて構造改革の進展に関するインデックス（以

下リフォーム・インデックスと略す）が用いられている。これはエドアルド・

ロラが行った研究(Lora, 1997)をベースにしているが、IDBは1997年の報告

書「ラテンアメリカにおける構造改革の10年：どのような改革が行われ、その

改革の達成の程度をどのように計測すべきか』において上記の分析を詳細に行っ

ている(IDB, 1997)。

一方世界銀行は『ラテンアメリカの次の10年の改革アジェンダ」と題する報

告書で、90年代の改革の評価も行っている( World Bank, 1998 )。さらに、

2000年には国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会( ECLAC )において、90年

代の構造改革に関するより広範かつ詳細な比較研究が行われた( ECLAC,

2000. Stallings and Peres, 2000)。

本章では、これらの成果に依拠しつつ、ラテンアメリカにおいて90年代に行

われた改革の概要を確認することをまず行っておくこととしたい。

経済改革のなかでも貿易の自由化、特に輸入の自由化は、ラテンアメリカ諸

国が一連の改革のなかで最も早くから着手し、事実上ラテンアメリカの全ての

国で実施された分野である。しかも貿易自由化はラテンアメリカ諸国の経済発

展の基本的枠組みを根本から変えることを意味した。ラテンアメリカでは長期

にわたる輸入代替工業化戦略を中心として経済発展がはかられてきたが、第1

章で詳細に論じられている通り、その長期にわたる戦略が80年代半ばから90年

代初めにかけて大きな転換期を迎えるのである。

輸入自由化に際しては単に関税率が引き下げられ、また非関税障壁が撤廃さ

れただけではなかった。さらに重要であったのは、関税体系が大きく簡略化さ
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れ、一部の国では一律関税となったことである。きわめて多くの水準の関税が

異なる輸入品に課せられていた状態から、国によって異なるが5種類程度の関

税水準に整理され、かつ、最高関税率及び平均関税率も引き下げられて有効保

護率(effective rate of protection)が大幅に引き下げられたのである。そ

れを最も徹底して行った国はチリであり一律関税を採用した。しかもチリはそ

の一律関税を次第に引き下げてきている。

チリと同様の政策を実行したのは、ペルーとボリビアであった。これら諸国

では完全な一律関税ではないが有効保護率は大幅に引き下げられている。これ

に対し、MERCOSUR諸国、ペルー、ボリビアを除くアンデス諸国、メキシコ

等では関税体系の簡略化と平均税率の引き下げ等が行われた。

このような観点から、自由化に関するリフォーム・インデックスは基本的に

は平均関税率の水準と関税率の品目間の相違の程度の二つから計測が可能であ

ると考えられている。輸入自由化に関するリフォーム・インデックスの推移は

表1に掲げられているが、改革前の1975年には0.567であったインデックスは

90年には0.803,95年には0.946と進み、他の分野と比較しても、今日最も改革

が進んでいる分野であることを確認することができる。

次に、金融改革であるが、従来ラテンアメリカ諸国においては、金融セクター

に対し政府が強くコントロールを行っていた。なかでも、預金金利や貸し出し

金利が政府によって定められており、またインフレが激しかったこともあって、

しばしば実質預金金利がマイナスとなることもあった。さらに高い準備率が課

せられ、また政府が融資をする対象分野を指示することも少なくなかった。政

府系銀行の総融資額に占める割合も高かった。

このような改革前の状況のもとで、貯蓄率は低い水準にとどまり、また特に

中小企業に対する融資が制約された。さらに特定分野への融資が政府によって

主導されたことから、融資に対する政治的な介入が行われることが少なくなかっ

た。
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表1 改革進展インデックス1 970-95

曹由t金融改革：零％鶴賞化税制改革平均
0.588

0.543

0.567

0.545

0.683

0.848

0.773

0.773

0.745

0.696

0.722

0.804

1970

1975

1 980

1985

1 990

1995

0.501

0.567

0.662

0.652

0.803

0.946

0.315

0.329

0.439

0.448

0.725

0.927

0.198

0.269

0.307

0.348

0.445

0.573

0.472

0.493

0.548

0.541

0.638

0.821

出所: Morley, Machado and Pettinato(1998)

金融改革はしたがって、利子率の決定を市場に委ね、また準備率を引き下げ、

特定分野への融資を義務づける方式を廃止した。さらに政府系銀行の民営化が

行われた。こうした金融改革と関連して、中央銀行の政府からの独立性を強め

るような制度面での改革も行われた。

こうした観点から金融改革の進展の指標（リフォーム．インデックス）は、

銀行の貸し出し金利及び預金金利のそれぞれの政府によるコントロールの程度

(政府が完全にコントロールしていれば「O｣、完全に市場に委ねられていれば

｢1」とする)、及び預金に対する準備率によって計られている。この方式によ

るリフォーム・インデックスを見ると、改革前の1980年には0.439であったの

が、90年には0.725,95年には0.927と改善が見られており、金融改革も輸入自

由化と並んで大きな進展が見られたということができる。

次に資本移動の自由化であるが、改革前には言うまでもなく為替の管理が行

われ、かつ直接投資はもとより他の資本の移動も厳しく制約されていた。なか

でも直接投資は改革前の長い時期にわたって、これに対する統制が行われ、ま

た極端な場合には（特に70年代）国有化も行われた。

これに対して90年代には、外国資本による国内への直接投資を促すような改

革が行われた。ただし、短期資本の流入がマクロ経済政策に与える影響を少な
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〈するために、チリやコロンビアでは強制預託制度が導入され、またブラジル

においては短期資本の流入に対する課税が行われた。

以上のような観点から、資本移動に関する自由化のリフォーム・インデック

スは、次のような4つの指標によって計測されている。

1．外国直接投資に対する制約

2．利子利潤支払いに対する制約

3．国内企業の外国からの借款に対する制約

4．その他の資本移動に関する制約

この分野の改革のリフォーム・インデックスは、改革前の1985年の0.545か

ら90年には0.683,95年には0.848へと進展が見られているが、輸入の自由化等

に比べるとやや低い水準にとどまっている。

改革前のラテンアメリカにおいては、政府系企業の経済活動において占める

割合が高いことも一つの特徴であった。政府系企業は特に公共事業や資源開発

等の分野において高いシェアを占めており、特に70年代において政府系企業の

活動が大きく拡大したと見られている。民営化に関するリフォーム・インデッ

クスは、政府系企業の付加価値のGDPに対する割合（農業部門のGDPを除く）

に基づいて計算されている。政府系企業のGDPに占める割合が大きいほど「0」

に近い数字となる。民営化に関するリフォーム・インデックスを見ると、1 970

年代初めには0.773であったが、その後政府系企業の活動が拡大したことから

改革直前の1985年には0.696とインデックスは低下している。90年には0.722と

なり、95年に0.804に上昇した。

次に税制改革であるが、既に述べた貿易自由化によって特に輸入に対する関

税率が低下した他、国によって課税が行われていた輸出に対する税金も引き下

げられるか撤廃された。さらに、個人や企業に対する課税の最高税率も引き下

げられた。ラテンアメリカ諸国ではこれらの分野での課税収入の減少を補うた

め、一方で付加価値税が導入され、さらに、その水準が引き上げられた。今日
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多くのラテンアメリカ諸国において付加価値税はかなり高い水準となり、かつ

最も重要な税収源となっている。こうした観点から税制改革のリフォーム・イ

ンデックスは、次の4つの項目の計測に基づいて行われている。

1．企業に対する課税の最高税率の水準

2．個人所得税の最高税率の水準

3．付加価値税の水準

4．付加価値税の効率性（付加価値税率とGDPに対する付加価値税収入の

比率によって効率性を計測している）

税制改革は、他の分野の改革よりもリフォーム・インデックスは低い水準に

あり、改革前の1985年の0.348から95年に0.573に改善したにとどまっている。

以上のように、ラテンアメリカ諸国は90年代にかなり徹底した改革を実行し

たことを確認できるが、持続的成長を維持するという観点からは、なお、取り

組むべき課題を残している。ここで、とりわけ、次の3点を指摘しておきたい。

第一は、上記の5つの分野の改革の進展の相違から生ずる問題、特に、税制

の改革の遅れの問題である。課税システム改革の遅れと徴税制度の不備により、

歳入を十分確保出来ないことから、財政赤字が生じ持続的成長を妨げることに

なりかねない。アルゼンチン、ブラジル、メキシコのような主要国においても、

今日、財政の赤字は相対的に大きく、税制の改革は引き続き重要な課題となっ

ている。各国の財政赤字の規模そのものは、GDP比でみれば、たとえばOECD

諸国と比較して必ずしも高くはない。しかし、ラテンアメリカ諸国の場合、

OECD諸国と比較して、金融深化が著しく遅れており、国内の金融システムか

ら調達し得る資金の規模と比較すると、財政赤字の規模はかなり大きいといわ

ざるを得ず、それは、多くの国でクラウデイングアウトをおこしている。その

詳細は、本章の第3節で検討する。

第二は、このことと関連しているが、金融の分野では、金利の自由化、農業

など特定産業への優先的資金配分の制度の撤廃、公的金融機関の縮小、銀行部
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門への外資参入の自由化などにより、より市場に委ねられることとなり、かつ、

プルデンシャル規制の強化などにより、銀行経営の健全性も強められた。これ

らは、改革の成果といえるが、持続的成長のために、市場が機能するような制

度が、十分に構築されたわけでは必ずしもない。本書の第4章で詳細に検討す

る通り、民間セクターに向けての国内ローンのGDPに対する比率は、東アジ

アと比較して、その約30%の水準にとどまっており、企業の活動や投資を制約

し、成長を制約する要因の一つとなっている。これは、広範に進められた改革

による事業環境の改善や投資機会の拡大を企業が十分に活用するのを妨げてい

るという意味で、改革による市場の機能の強化とそれにより、持続的成長を可

能にするプロセスを困難にしている。

第三に指摘すべきは、労働市場の改革についてである。労働市場の改革につ

いては、表1には含まれていないが、世界銀行が労働市場改革についての詳細

な分析をおこなっており、チリが80年代に行った改革及びペルーの90年代の改

革を除くと、それ以外のラテンアメリカ諸国の改革がかなり限定的なものにと

どまっていると指摘している( Burki and Perry, 1998, p.47)。第3節で見る

とおり、労働市場の改革は、国によって大きく異なっているが、この分野の遅

れは、改革のもとでの、労働者の産業間の移動を困難にし、産業構造の変化を

妨げかねず、かつ、雇用の拡大を制約する重要な要因となる。市場の機能の十

分な発揮と持続的成長を可能にする制度の構築を妨げることはいうまでもない。

2．主要国における改革の進展の相違とその要因

ラテンアメリカ諸国における改革は、各国において必ずしも同時に行われた

訳ではなく、またその進展のスピードや改革の実施の程度も国によって大きく

異なっている。改革の成果及び今後の展望を考えるに際して、こうした主要国

の間での改革のプロセスの相違をできるだけ正確に把握しておく必要があると
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思われる。最近の国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会の研究においては、

上に述べたようなリフォーム・インデックスを用いることによって、各国にお

ける改革の進展の度合いを比較している。

そこでリフォーム・インデックスによる改革の進展のスピードの相違や改革

をスタートした時期及びその時点における経済状況を主要国について比較する

ことによって、より詳細に中南米主要国における改革の進展の状況を検討する

こととする。

表Zに見られるようにチリを除く全ての国において改革は1980年代半ば以降

に開始されている。1980年代半ば以降の時期は、中南米諸国が累積債務危機の

困難に直面し、当初IMFの支援の下で短期的な経済安定化政策を実施したもの

の、経済の回復を実現するには至らず、その後80年代半ば以降より本格的な経

済構造調整政策を実施するに至ったからである。この政策に対しては、主とし

て世界銀行による支援が行われた。
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表2 ラテンアメリカ諸国の改革開始期の初期条件

箭始紫ｲﾝﾌﾚ'陸'成長率談寡濡ｶﾊﾅﾋﾘﾃｨ‐
急速に改革を行った諸国

アルゼンチン 1989 1191 (4924)

ボリビア 1985 1100 (8171)

チ リ 1974 228（609）

ペ ル ー 1990 2465（7650）

平 均 1246

低
低
低
低
低

-1.3

-1.9

1．8

-1.5

－0．7

､664

.445

.316

.484

.477

‘|真重に改革を行った諸国

ブラ ジル 1990

コロンビア 1 990

コスタリカ 1986

ジャマイカ 1989

メ キ シ ． 1985

平 均

加
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刀
叫
駈
嘘

4.4

4.6

2.0
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3.0

６
９

４
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９

９
８

２
６

７
０

６
６

５
５

５
６

●
■
●
●
■
●

中間

中間／高い

高い

中間

中間／高い

中間／高い

出所: Stallings and Peres (20N) .
(注）括弧内は、改革以前の時期における、最高の年間物価上昇率。

しかしながら、80年代半ば以降に全ての国が同時に改革をスタートしたわけ

ではなかった。先に引用した国連ECLACの研究によれば、表Zに見られるよ

うに85年にスタートしたのは、メキシコ、ボリビアであり、コスタリカは翌86

年に開始している。さらにアルゼンチンとジャマイカが89年，ブラジル、コロ

ンビア、ペルーが90年となっている。

この表では、チリは1974年に開始したと示されているが、これはピノチェッ

ト軍事政権がクーデターによって登場した翌年である。しかしながら、チリは

70年代後半に貿易の自由化、為替の自由化、直接投資の自由化等を実施したも

のの、他の中南米諸国と同様82年の債務危機の強い影響を受け、債務危機直後

には緊急経済政策がとられた。そしてチリにおいても80年代半ばに再び本格的

な構造調整政策、特に大規模な政府系企業の民営化等が開始された。この時期
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はエルナン・ビュッヒ蔵相が経済政策を推進した時期であり、チリの経済改革

の「第二期」であったと言うことができる。

表Zに見られるように、先に引用したECLACの研究は、中南米諸国を「急

速に改革を実施した諸国」と「慎重に改革を実施した諸国」の二つのグループ

に分けている。

前者については、改革を開始した時期において成長率はチリを除いてマイナ

スであり、激しいインフレに見舞われており、政府の統治能力も低下していた

という改革開始時点での初期条件の共通性を強調している。言い換えれば、急

速に改革を実施した諸国は、経済の状態がきわめて深刻であり、統治の能力も

下がっていたが故に、危機は非常に深刻であり、そのために急速な改革を実施

することを余儀なくされたと考えられるのである。確かにアルゼンチン、ボリ

ビア、ペルーは改革を開始した年の直前にそれぞれ4,924％、8,171％及び7,650

％のハイパーインフレに見舞われており、またチリでもアジェンデ政権末期に

おいては609％のインフレに見舞われていた。

これに対して、慎重に改革を実施した国々にあっては、その改革開始の時期

においてブラジルのインフレが708％であった以外は、物価上昇率は二桁にと

どまっており、また成長率も急速に改革を実施した国々の場合よりも高い水準

にあった。さらにリフォーム・インデックスも既に相対的に高水準を達成して

おり、ガバナビリティーも比較的高い水準にあったとされている。これらの国々

では時間をかけて漸進的な改革が行われた。

一方、IDBはより多くのラテンアメリカ諸国の改革について、1985-86年の

インデックスと1995年のインデックスを比較し、いずれについても平均より高

い国を「早期改革国(Early reformer)｣ ,いずれも低い国を「改革の遅い国

( SlOw reformer )」に分類し、低い水準から、高い水準に移行した国を「短期

集中改革国( Intensive reformer)｣、当初平均より高い水準にあったが、後に、

平均より低い水準となった国を「漸進的改革国( Gradual reformer )」の4つ
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に分類している（表3)。

表3 構造改革インデックスの水準によるラテンアメリカ諸国の改革の
進展に関する分類

1996年の構造改革

インデックス：

平均以上

1996年の構造改革

インデックス：

平均以下

早期改革国
アルゼンチン

チリ

ジャマイカ

漸進的改革国

コロンビア

ウルグアイ平均以上

短期集中改革国

ボリビア

エルサルバドル

ニカラグア

パラグアイ

ペルー

改革の遅れている国

ブラジル

コスタリカ

エクアドル

グアテマラ

ホンジュラス

メキシコ

ベネズエラ

1 985-86における構

造改革インデックス

の水準

平均以下

｜

’
出所: IDB, (1997)

この分類は、貿易、金融、労働、民営化及び財政の5つの分野の改革インデ

ックスを総合したインデックスを用いており、上記のECLACのものとは異な

る。総合インデックスの国別進展の状況を示したのが表4である( IDB, 1997,

p.96 )。また同じインデックスを用いて、改革を集中的におこなった時期を国

別に示したのが表5である( Lora, 1997, p.24 )。
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表4 ラテンアメリカ諸国の構造改革インデックス㈱の推移

1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995

アルゼンチン0.3670.3560.356 0.347 0.371 0.476 0.521 0.618 0.653 0.654 0.679

バルバドス 0.5090.5970.6360.672 0.7 1 3

ボ リ ビ ア0.3430.4230.4260.4360.4380.5480．5530．5590．578 0.590 0．72l

ブ ラ ジ ル0.3480.3530.355 0.390 0.483 0.512 0.526 0.547 0.560 0.580 0.584

チ リ 0.489 0.563 0.567 0.598 0.595 0.596 06.01 0.607 0.610 0.624 0.628

コロンビア 0.443 0.414 0.513 0.41 1 0.530 0.549 0.473 0.598 0.590 0.533 0.590

コスタリカ 0.309 0.347 0.414 0.496 0.506 0.500 0．504 0.506 0.506 0.513 0.512

ドミニカ共和国 0.3610.5010.5790.6460.6360.638

エクアドル0.3250.2980.3020.2”0.3270.3570.3820.5240.5260．5670．58O

エルサルバドル 0.386 0.4 1 4 0.4 2 1 0.532 0.596 0.62 1 0.660 0.653 0.671

グアテマラ0.309 0.342 0.381 0.429 0.438 0.438 0.555 0.587 0.600 0.610.596

ホンジュラス 0.402 0.450 0．469 0.532 0.546 0.547 0.548

ジヤマイカ 0.4260.5020.5320.5550.5730.6170.630 0.643 0.6630.684

メ キ シ コ0.3280.3590.3920.4250.4670.4980．5570．609 0.615 0.620 0.563

二カラグア 0.2160.2700.2850.420.2950.3910.4300.5020.6170.6300.643

パラグアイ0.3360.4250.230.4220.4380.5480.5610.5880.6080.6170.62ラ

ペ ル ー 0.2320.2720.2710.2590.2520.5250.5270.577 0.599 0.682 0.712

トリニダツド,ﾄバゴ 0.425 0.476 0.589 0.607 0.610 0.651 0.703 0.7 1 5

ウルグアイ0.4860.4820.4870.5020.5080.ﾗ110．5240．5380．5650．5710.573

ベネズエラ0.304 0.274 0.271 0.267 0.､4 0.364 0.389 0.425 0.426 0.247 0.457

平 均0.3450.3740.3960.4170.4360.4760.5200.5680.5920.6050.621

出所: IDB, 1997

(注）5つの改革分野に構造改革インデックスの単純平均、0は最も低く、lは最も高
い水準を示す。
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表5 ラテンアメリカ各国において主要な改革が行われた時期

構造改革インデックス 主要な改革が
行われた時期1985 1995

ア ル ゼ ン チ ン

ボ リ ピ ア

ブ ラ ジ ル

チ リ

コ ロ ン ビ ア

コ ス タ リ カ

ドミニカ 共和国

エ ク ア ド ル

エ ルサ ル バ ドル

グ ア テ マ ラ

ホ ン ジ ユ ラ ス

ジ ヤ マ イ カ

メ キ シ コ

ニ カ ラ グ ア

パ ラ グ ア イ

ペ ル

トリニダット・トバゴ

ウ ル グ ア イ

ベ ネ ズ エ ラ

平 均 (a)

0.367

0.343

0.348

0.489

0.443

0.309

0.361

0.325

0.386

0.309

0.402

0.426

0.328

0.216

0.336

0.232

0.425

0.486

0.304

0.360

0.679

0.721

0.584

0.628

0.590

0.512

0.638

0.580

0.671

0.596

0.548

0.684

0.563

0.643

0.625

0.712

0.715

0.577

0.457

0.617

1988-1990

1993-1995

1987-1989

1 984-1986

1990-1992

1986-1988

1989-1991

1990-1992

1988-1990

1989-1991

1990-1992

1985-1987

1989-1991

1991-1993

1988-1990

1989-1991

1988-1990

1991-1993

1 987-1989

1 988-1991(b)

出所: Lora (2000) , p､24.
(a)ボリビアを除く、(b)この間8ケ国において主要な改革が行われている。

いずれにしても、1990年代の中南米諸国における改革の成果を評価する際

には、各国それぞれの改革の開始時における改革のスピード、改革の程度の相

違について十分に考慮する必要がある。
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3．改革の遅れている分野の現状と改革の進まない要因

既述の通り、ラテンアメリカ諸国は、80年代半ば以降の改革への取り組みが

功を奏し、90年代にはインフレの抑制、経済の安定をはじめ、多くの分野での

成果を達成したが、改革が終了したわけではない。例えば、表1の通り、これ

まで実施された改革の中でも、税制改革は遅れており、また、労働分野の改革

が遅れていることは既に述べた。さらに、後に述べるように、これまで、殆ど

着手されていない司法制度改革等に本格的に取り組む必要がある。これら残さ

れた改革の課題に取り組むことによって、市場がより十分に機能するように、

制度を構築する必要がある。成長を中長期的に持続するためには、それらは不

可欠である。

ただし、ここで、以下に議論するような分野での改革が進めば、ただちに市

場が十分機能するような制度が構築され、かつ成長の持続が約束されるわけで

は必ずしもないことに留意する必要がある。本来改革インデックスそのものも、

その水準からみて、単により進んだ状態に進むことが、その国にとって適切で

あるとは限らない。例えば、民営化に例外を設けることを選択する国もあり、

その場合には、民営化の分野の改革インデックスは、最高水準は達成されない。

しかし、国によって最高水準に達することが最も適切な水準かどうかは異なる。

資本移動の自由化についても同様なことがいえよう。

たとえば、表3及び表4に見られるように、コスタリカは、改革の遅れてい

る国の一つとされ、改革インデックスも0.51とベネズエラに次いで最も低い。

しかし、コスタリカの成長は順調に推移しており、外国直接投資もINTEL社

の多額の投資をはじめ、他の小国をひきはなしている。これに対し、改革イン

デックスでは、それぞれ3位、4位と高いペルー及びアルゼンチンが、持続的

成長のための制度を構築したとは言いがたく、それどころか、アルゼンチンは、

2001年に深刻な危機に陥った。
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このことからも、制度を構築し、そのもとで持続的成長力糊待されるような、

十分な市場の機能を可能にするためには、経済分野の構造改革のほかに、政治

の安定や、政府に対する信頼などが不可欠であると考えられる。これらについ

ては、本章の第4節で再び触れることとしたい。

3－1 税制改革と財政

アルゼンチンの2001年末の経済危機の直接の要因のひとつは、財政赤字であ

り、その背景には、低成長のもとで税収が減少したことが挙げられるが、それ

以上に重要なのは、税制そのものや、徴税システムに問題があることである。

今回のアルゼンチン危機は免換法の維持が不可能となったことに象徴されるが、

本書の第4章および第5章で論じられているように、アルゼンチンの2001年末

の危機は、基本的には、財政赤字を内外での国債発行で金融し、対外債務指標

が悪化し、内外の投資家の信頼を失い、国債の消化がもはや市場ではできなく

なり、デフォルトに陥っていったことにある。

しかしながら、財政の問題、特に税制の問題は、アルゼンチンのみならず、

ラテンアメリカの多くの国でなお取り組まなければならない最も重要な問題の

ひとつである。

たとえば、メキシコについては、税収入の対GDP比率が低く、財政が石油

からの収入に大きく依存する構造は改善されていない。しかも、銀行による国

内融資の規模が、GDPの28.8%とかなり低く、財政赤字によるクラウデイング

アウトが生じ、民間セクターに対する融資を制約する結果となっている（第5

章参照)。恒川惠市(2002 )は、メキシコの財政と税制に関する問題点として

次の点を指摘している。

「メキシコの歳入規模は80年代中頃まではGDPの30%前後あったのに、そ

の後急減して、現在では20％あまりにすぎない。そしてその歳入のかなりの

部分（25-30％）が石油関連の収入によっている。しかし、石油収入は国際
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価格に左右されて著しく不安定であるため、財政の石油依存を引き下げるこ

とが歴代の政権の課題になってきたが、いまだ解決のめどがたっていない。

それは税制改革がいっこうに進まないからである｡」

「メキシコでは租税収入はGDPの10%にすぎず、しかも直接税に対して間

接税の比重が大きい。相続税がなく、国税庁の徴税能力が低いために所得税

も十分に徴収することができず、付加価値税への依存が高くならざるを得な

いが、政治的な配慮から食料、医薬品、教育、紙製品など、金額にして半分

の財．サービスが付加価値税ゼロないし免税の扱いを受けていた。フォック

ス政権はすべての財・サービスに15％の付加価値税を課すことを中心とする

税制改革案を2002年度予算案の一部として提出したが、議会で多数を占める

野党の賛成を得ることができず、食料・医薬品は無税のままとなっている。

今回の税制改革によって政府の財政基盤が強化されたとは言えない状況にあ

る｡」（恒川恵市、2002 )。

ブラジルの財政の問題が、同国の金融市場における、著しく高金利の状態を

長期化させており、民間セクターへの銀行融資を制約する結果となっているこ

とは良く知られている。小池洋一（2002）はこのことについて次のように指摘

している。

「ブラジルでは、民営化、歳出削減などによって金利は緩やかに低下した

が、ロシア危機など度重なる国際的な金融危機のあおりを受け大量の資金が

流出すると、それに対抗するため金利の引き上げを強いられた。こうして金

利は高止まりとなり、投資を抑制した。一方、安易な新税の導入は企業に大

きな負担を強い、他方で脱税など違法行為を助長した。IDB (2001)によれ

ば税制、規制がビジネスの障害になっているとする企業は、ラテンアメリカ

のなかでブラジルが最も多かった。税の簡素化などを目的とした税制改革に

ついては法案の段階にとどまっており、税制の改革が着手されず鯵しい数の

税が企業に負担を強いている｡」（小池洋一、2002 )
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先に述べたとおり、改革が最も進んでいるとされるペルーにおいても税制の

改革は十分に進んでいない。税収の対GDP比は、メキシコとほぼ同じ低さ

(12％）であり、しかもメキシコのような、石油からの収入があるわけではな

い。ペルーの所得水準と同様な国々の税収の対GDP比20%に、税収を引き上

げる必要がある。

なお、ラテンアメリカでは、民営化の際の収入により一時的に財政収支の好

転が生じている（例えば、90年代半ばのアルゼンチン、ペルーなど）が、それ

は、本来の意味の財政の健全化によるものではない。そのためには、税制の改

革、及び国によっては、行政改革、社会保障改革などによる歳出の節減が不可

欠である。

3－2 改革と金融市場、資本市場の発展

ラテンアメリカでは、金融セクターの改革により、その健全化が進んだが、

それは、必ずしも市場の機能が十分に発揮されるように金融仲介機能が整備さ

れ、企業に必要な資金が適切に供給されるようになったことを意味していない。

また、様々な分野の改革によって可能となった新たな事業環境と、投資機会を

企業が活用することを保証するものではない。金融セクター、特に銀行の発展

は十分ではなく、金融仲介機能の程度が低いことは、すでに、本書第1章の第

4節で指摘されており、また、第4章で詳細に検討が行われている。

このことに加え、ここでは、ラテンアメリカにおいては、資本市場が未発達

であることも指摘しておきたい。資本市場が未発達なことは、上記の銀行の仲

介機能の低いことと相俟って、ラテンアメリカにおける、企業活動の発展を妨

げていると考えられる。

一般に新興諸国では、資本市場の発達が遅れているといわれているが、ラテ

ンアメリカは、東アジアと比較しても大きく遅れているといわざるを得ない。

すなわち、資本市場での資本調達は、アルゼンチン、ブラジルでそれぞれ、
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2.3％、3.5％と低く、メキシコ、12.5%、チリ、45.0%となっており、このうち

チリは高いが、チリの場合、市場での取引高が著しく小さい（詳細については、

本書第5章参照)6

また、株式市場に上場している企業数も、アルゼンチン、ブラジル、メキシ

コでは減少しており、外国投資による、M&Aの影響なども考えられるとはい

え、90年代の改革のなかで、資本市場の整備が遅れ、発展が遅れていることを

示している。ブラジルでは581社から459社に減少し、この間増加した香港、韓

国、マレイシアよりも少なくなった。メキシコもタイの半分以下の上場企業数

となっている。

3－3 労働市場の自由化と労働法制の改革

労働市場の分野における改革は、ラテンアメリカで一般に最も遅れている分

野の一つと考えられている。その改革の遅れは、労働の産業間の移動、とくに、

改革に伴う産業の構造調整を妨げ、新たな雇用の拡大を困難にしていることが

指摘されている。また、労働コストを相対的に高いものとし、ラテンアメリカ

の企業の競争力強化を妨げることから、初期の改革、特に貿易自由化のもとで

輸入が速やかに拡大するのに対し、輸出の拡大が遅れ、それが、貿易収支、経

常収支を悪化させる一因となっていることも指摘されている。セバステイアン・

エドワーズは、中南米諸国の労働法は規制が強く、労働のモビリテイーを制約

し、雇用機会の創出を妨げ、インフオーマル・セクターの拡大を引き起こして

いる事を指摘している( Edwards, 2001 )。

しかし、労働市場の状況や、労働法規は国によってかなり異なっており、こ

の分野の改革の進展の度合いを国際比較が出来るような形で、指標化すること

は難しいが、世界銀行のエコノミストがそれを試みている(Burki and Perry

1998) ｡

この研究によれば、労働市場の機能を阻害し、労働市場を歪めている最大の
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要因は、労働者の雇用契約及び解雇に関する各種の制約である。企業の経済状

態悪化を理由に解雇してはならないとする法律がいまだに有効である国もあり、

企業の経済状態の変化への柔軟な対応を困難にしている。また、障害として重

視されているのが、解雇の際、非常に高い補償を行わなければならないことで

ある。表6は、1990年と95年における、雇用から1年後に解雇される場合と、

10年後に解雇される場合の補償金額が、月給（解雇される直前の）の何倍かを

示したものであるが、国によってその水準が非常に高いだけでなく、他の分野

で改革が急速に行われたこの5年間に、この分野では殆ど変更が行われていな

いことが確認される（表6)。

表6 ラテンアメリカ主要国の労働改革の状況

基本給に 非農業就

対する雇 業者総数

嬰鯉塁蒸
担の割合 者の割合

（3） （4）

雇用10年

後の解雇

に対する

補償

(2)

雇用1年

後の解雇

に対する

補償

（1）

労働改革

指 標

(注）

1 9951 990 1 995 1 990 1 995 1 990 1 995 1 990 1 995 1 990

47.0

31.0

24.7

21.0

23.8

24.6

25.5

-3.2

１
３

０
１

３
９

３
巳
■
■
■
●
■
●

１
２

２
１

３
２

１

アルゼンチン

ブ ラ ジ ル

チ リ

コロンビア

メ キ シ コ

ペ ル ー

ベネズエラ

3.0

2.4

2.0

1.3

4.0

1.0

1.3

12.0

15.0

6.0

10.5

10.7

30.0

10.3

1 1.0

1 5.0

6.0

1 3.5

10.7

10.0

10.3

４
０

７
０

０
６

５
●
●
●
●
■
●
■

５
１

４
３

６
５

５
４

３
２

３
２

２
２

19.3

11.0

7．0

9.6

25.0

11.6

22.3

19.33.0

2.4

2.0

1.3

4.0

3.0

1.3

６
０

●
●

９
７

－2．3

2.0

－0．78.4

22.5

8.9

19.5

-3.0

-5.6

-1.3

(注）表中の(1)、(2)、(3)等を基に算出された指標。

出所: Burki and Perrv (1998) .

また、一般に、企業にとって過大な負担となっているのが、労働者の社会保

障費の内における負担分である。これを基本給（スペイン語では、Sueldo
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base)に対する社会保障関連支払額（スペイン語では、Pagos relacionados

con la seguridad sOcial)の比率でみた水準を表6に示したが、アルゼンチ

ンは45.4％と最も高く、ブラジル、31.0％、メキシコ、26.0％と主要国はかな

り高い水準にある。

以上の他、短期雇用に関する制限があること、労働争議に対する紛争解決の

ルールが存在しないことなども、労働市場が十分に機能しない要因として指摘

される。ラテンアメリカの14カ国で短期雇用に対する制限があると指摘されて

いる(Lora, 1997, p.13)。

重要なことは、上に述べた解雇の補償に関してや、社会保障の企業負担に関

して見られるように、他の分野で本格的改革を進めた時期に、労働分野の改革

をラテンアメリカ諸国は殆ど行わなかったことである。例えば、Lora ( 1997)

によれば、80年代半ばから、90年代半ばまでにおいて、この研究の調査対象と

なったラテンアメリカ26カ国のうち、23カ国が徹底した貿易自由化を行い、24

ケ国が金融の自由化を行い、14カ国では民営化の収入がGDPの1%を超える

規模で民営化を推進したのに、労働分野において相応の改革を行ったのは、ア

ルゼンチン（1991年)、コロンビア( 1990年)、グアテマラ( 1990年)、パナマ

( 1995年)、及びペルー( 1991年）の5カ国に過ぎなかったと分析している

(Lora, 1997, p､12)。

ただし、これら5カ国のうちでも、例えばアルゼンチンは、労働に関する規

制が厳しいことで知られており、一定の改革を行っても、それは、それ以前か

らの改善を示しているとはいえ、望ましい労働市場の機能が確保されることを

必ずしも意味するわけではない。

アルゼンチンにおいては、90年代に労働市場の柔軟化の必要性が指摘されな

がら、多くの困難に直面し、メネム政権ではそれが十分には出来なかったこと

は、本書第8章で詳細に検討されている。

ブラジルの労働法制の改革も遅れているとされる。この点について、小池洋
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一は次のように指摘している。「ブラジルの労働法制の改革はラテンアメリカ

の中でも遅れている部類に入る｡」「賃金に付加される社会負担( encargos

sociais )はラテンアメリカでも高水準にあり、OECD諸国を上回っている。解

雇に対する規制も大きい。産業別組合も企業ベースでの労使交渉の障害となっ

ていた。全国工業連盟(NI)など企業側は過大な労働者保護を企業の競争力

を奪う「ブラジル・コスト」の一つとして批判してきた。企業側の攻勢に対応

して政府は1998年に期限付き労働契約、裁量労働制、レイオフ制などの制度を

導入した」（小池洋一、2002年)。

制度的革命党(PRI)の長期にわたる一党支配が続いたメキシコにおいても

労働市場の規制は強い。企業の高い社会保障負担については、既に述べたが、

解雇の際の補償額も高く、1年の雇用で、4ケ月分となっている。恒川恵市は

次のように指摘している。

「メキシコの財界は長い間労働市場改革の必要性を唱えている。他国と同様、

雇用の弾力化が彼らの主張の中心である。雇用の非弾力性以外にも、経営者側

には労働コスト上の負担が大きすぎるという不満がある。これは、メキシコに

は労働者の利潤参加や労働者住宅基金などの制度があり、経営側は給与以外に

多額の付帯給付を負担しなければならないからである。さらにメキシコ特有の

制度として契約法(contrato ley)と呼ばれる産業別労働協約があるが、経済

自由化によって競争が激化し、企業の業績に格差が生じるという新しい経営環

境にはなじまないとの指摘がある」（恒川恵市、2001年)。

3－4 司法制度改革

司法制度は一般に、財産権の保護や契約の履行に関わっており、公正で効率

的な司法制度の整備は、市場経済が十分に機能するための不可欠な要件である。

しかも、ラテンアメリカの場合、80年代の後半から90年代に推進された改革に

より、政府の経済への介入を極力排し、金融、公共サービス（特に電力、運輸、



ラテンアメリカにおける政策改革の研究82

通信)、年金などをはじめ、多くの分野が民間に委ねられることとなった。こ

れに伴い、そうした活動に関わるRegulationとRegulatorの役割が重要となり、

また、司法制度の重要性が格段に増す結果となった。

例えば、金融セクターでは、債務者の資産に対する債権者の権利に関わる法

制度( Regulation )が極めて重要である。そして、その実効ある適用( Enforce-

ment )が不可欠であるが、それは、司法制度に大きく依存している。このこ

とについてIDBの報告書(IDB,2001 )は、担保となっている資産にかんする債

権者の権利が如何に守られているかが、金融深化を説明する重要な要因の一つ

であると述べている(p.64)。メキシコでは、最近まで、その法整備が不備で

あった。しかも、司法制度も十分に整備されているとは言えない。それが、メ

キシコの金融深化の進展を遅らせている要因の一つであると考えてよいであろ

う。

Burki and Perry ( 1998)は、ラテンアメリカの司法制度の現状について、

次のように述べている。「司法制度の現状は、ますます強まる契約履行遵守に

関する民間セクターの必要を満足させるものではない。しかも、公共セクター

が、その新たな責任を効率的に、効果的に、かつ信頼されるような形で遵守す

ることを可能にしておらず、司法制度にたいする市民のアクセス、特に貧困層

にとってのアクセスは容易ではない。一般に、大部分の国の司法制度は、非効

率で時間を要することを特徴としている。その結果、コストが高くなり、明ら

かに透明性が低く、多くの国で汚職が一般化しており、裁判の結果に関する予

見可能性が低く、しかも、時には、行政府からの判決に関する政治的介入をひ

きおこしている｡」

ラテンアメリカの司法制度そのものについて論ずることは、本章の範囲を超
（1）

えるが、ラテンアメリカにおける90年代の諸改革にもかかわらず、市場が十

(1)ラテンアメリカの司法制度に関する最近の研究としては、例えば、Buscaglia,
Edgardo Jr., Maria Dakolias y William Ratliff l995参照
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分に機能するのを妨げている最大の要因の一つが司法制度にあることは否定で

きない。たとえば、契約履行が司法制度で十分に保証されない状況では、企業

は、最も有利な条件を提示する相手と契約を結ぶことができない。その契約が

不履行となる可能性を考えれば、より不利な条件のもとでも、別の企業との契

約を余儀なくされる。このことによってまさに、市場が十分に機能しない状況

が生ずる。このことは、新しい企業の発展や、中小企業の参加を特に、不利に

する要因となるであろう。金融深化に関連しては、既に指摘したが、金融への

中小企業のアクセスの不利にも影響することは言うまでもない。

司法制度改革についての遅野井茂雄（2002）の次の指摘は、ペルーを念頭に

おこなわれたものであるが、ラテンアメリカの多くの国に当てはまるものであ

る。

「市場経済化に対応して経済活動を律する数多くの法律や規則が制定された。

改革は法律を変えることで実施されてきた。だが形式主義的なリーガリズムの

伝統とは対照的に、旧態依然とした司法行政、腐敗、政治化、能力の低さ等の

要因によって、効果は十分に発揮されたとは言いがたい。司法制度は、独立性、

能力、アクセス、効率性、いずれの基準からしても十分ではない。裁判官の給

与の低さ、司法研修の不足、人事の不透明さ、低い倫理性、劣悪なインフラな

ど、市場経済に対応した近代的な司法行政からほど遠い現実がある｡」

「歪められた司法権を正常化し、残された改革を推進することによって、法

の支配をより確実なものとするとともに、司法の高コスト構造を変えていくこ

とが必要である。・・・経済紛争の処理については、専門的な代替メカニズム
（2）

を強化すべきであろう。（ペルーでは)、司法改革の一環として、司法行政を

補完し市民への司法アクセスを容易にするため、1993年以降、調停センターが

契約の履行等に関わる調停作業への関与を始めている。また、公正な競争を促

(2)引用者の加筆。
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し監視するINDECOPIや、民営化後に設立された諸規制機関が、関連の分野に

おける紛争処理を担っているが、こうした市場ルールの強制を促す第三者機関

としての機能と効率をさらに高め、市民の経済活動にインセンテイブを与えて、

制度能力を高めていく必要がある｡」

「司法に対する国民の信頼感は著しく低いものがある。大規模なインフォー

マル経済の存在など、多くの人々が法の枠外で生活している実態があるからで

もある。いうまでもなく、司法が信頼を得るために改革以上に重要なことは、

適切な法の執行能力を備えることであろう。改革では、法を変えることで事足

りるとする従来のメンタリティーから、本来の執行能力をもつ司法に生まれ変

わり法治国家が確立されることがなによりも重要である｡」

ペルーは、ラテンアメリカでも司法制度の整備が最も遅れているケースの一

つであると思われるが、決して例外ではない。先に、引用した、Burki and

Perry( 1998)も指摘している通り、司法改革の課題は極めて多岐、広範にわた

るものであり、その大部分は着手されないままである( p.89 )。

4．ラテンアメリカの政治経済・社会的特徴と政府及び制度の能力

本章でこれまで考察したラテンアメリカにおける90年代の改革と制度の構築

により、ラテンアメリカ諸国の政府と制度は十分に市場を機能させる補完的な

役割を有するに至ったであろうか。以下、この観点から、本書の「はじめに」

で提起された基本的な問題のいくつかについて、90年代の改革がどのような意

義を有しているかを検討する。もとより、これら基本的な問題に関しては、そ

の多くが既に第2章において詳細に考察されている。ここではラテンアメリカ

で1990年代において実施されてきた諸改革とその効果を振り返りつつ、その過

程で明らかになったいくつかの問題に焦点を当て、これらの基本的な問題のい

くつかについて検討することとしたい。
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4－1 ラテンアメ'ノカにおける市場の失敗

周知の如く、ラテンアメリカにおいては改革以前の時期にあっては、政府の

失敗がきわめて深刻であった。しかしながら、市場も万全ではないことは言う

までもない。ラテンアメリカにおける改革によって実現されるに至った市場メ

カニズムにおいては、いかなる「市場の失敗」が存在するであるか。

このことを明らかにするためには、ラテンアメリカの政治経済、社会的特徴

についての詳しい研究が必要であり、また、そのもとでの改革について論ずる

ためには、学際的なアプローチによる研究が必要である。これを十分に行うこ

とは本章の範囲を越えているが、ここではこうした基本的な問題についてのい

わば予備的な考察を行うこととしたい。

90年代においてラテンアメリカで行われた様々な改革、とりわけ貿易や資本

の移動（外国からの直接投資や借款）の自由化、規制緩和、民営化等は明らか

に従来と比べてラテンアメリカにおいて市場の機能を高めるのに貢献したとい

うことができる。それによって企業の事業を行うための環境は、著しく改善し

たことは言うまでもない。また90年代において世界的に進んだグローバライゼ

イションやラテンアメリカ域内で進んだ地域統合の進展も加わって、ラテンア

メリカにおける諸改革は、企業の事業機会、特に輸出の機会や投資の機会を大

きく広げたと考えられる。

しかしながら、そうした事業環境の改善や事業を行う新たな機会の創出を、

ラテンアメリカの企業が必ずしも十分に活用できなかったとのではないかと考

えられる。それは、なによりも、チリを除くラテンアメリカ諸国が改革によっ

て期待されたような持続的成長をこれまでのところ実現できていないことによっ

て確認される。最近のIDBの報告書(IDB, 2001 )も指摘しているように、90年

代の改革のもとでのラテンアメリカ諸国の成長は、期待された水準から見れば

満足すべきものではなかった。10年間の平均でその水準は3.3％にとどまって

いる。しかも、1998-99年から、成長率の低下がみられている。
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新たな事業環境と投資をはじめとする新たな事業機会を最も活用することが

できたのは多国籍企業であった。ラテンアメリカの国内の既存の企業がそれを

活用できなかった理由、あるいはそのような新たな機会に対して新しい企業が

十分に創設されなかった理由として、企業の活動にとって、最も重要と考えら

れる二つの市場、すなわち金融市場及び労働市場が十分に機能しなかったこと

が考えられる。金融市場については、金融セクターの改革が行われ、銀行など

の健全化などが進められたが、それは必ずしも民間セクターが必要とする融資

の拡大を十分にともなうものではなかった。このことは第4章、第5章で詳細

に検討する通りである。また労働市場に関する改革はラテンアメリカで最も遅

れた分野となっており、労働市場が厳しい規制のもとにあって、市場が十分に

機能していない状態が続いていると考えざるを得ない。ラテンアメリカにおい

ては国によって異なるが、失業率が高まったり、インフォーマルな雇用がきわ

めて高い水準にあるのはそのためである。そしてインフォーマルな雇用が拡大

しているにもかかわらず、また、そのもとでの賃金水準は低いにもかかわらず、

企業は労働力を活用して競争力を高め、例えば輸出の拡大を十分に実現するに

は至っていない。

従って、ラテンアメリカの改革で残されたさまざまの問題が、今なお、市場

が十分に機能することを妨げており、これを、ラテンアメリカの90年代の「市

場の失敗」と言うこともできるであろう。そうした市場の失敗を引き起こして

いる要因として、労働市場、金融市場の問題があることは上に述べたが、この

他に、司法改革が殆ど着手されていないことも指摘しなければならない。また

ラテンアメリカにおいて進んでいない改革の一つの分野が税制の改革であるが、

それがラテンアメリカ地域における金融深化の遅れのもとでは、民間セクター

への融資を制約するクラウデイングアウトを引き起こさざるを得ないことも先

に指摘した。また司法制度の問題が企業の金融アクセス、特に中小企業の金融

アクセスを制約していることも明らかである。
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4－2 ラテンアメリ力の経済的特徴と改革及び制度の市場補完的役割

改革以前におけるラテンアメリカ経済の重要な特徴の一つとして、殆どの国

が激しいインフレに悩まされてきたことは、よく知られている。これに対して

ラテンアメリカ諸国は、貿易や資本移動の自由化などの改革を行うと同時に、

いわゆる為替アンカーによるインフレの抑制をめざした。その最も典型的な例

がアルゼンチンの準カンレンシーボード制のもとでの固定為替制であり、それ

は為替の固定を法律によって保証するものであった。アルゼンチンの場合ほど

徹底した制度ではなくとも、レアルプランのもとでのブラジルの場合や、軍事

政権下のチリの第一期の経済改革のもとでの固定相場制など、多くの国で固定

相場制を採用することによって為替をインフレ抑制のアンカーとして用いたの

である。インフレが継続するなかで為替を固定する場合には、当然インフレに

よる物価上昇率の分だけ国内通貨の過大評価が進んでいくこととなり、それが

輸入を促すと同時に輸出を抑制する効果を有していることは言うまでもない。

このことはラテンアメリカ諸国の企業の競争力の強化を少なくとも短期間には

困難とし、貿易収支の赤字や経常収支の赤字を引き起こす可能性が高い。経常

収支の赤字が継続した場合、対外収支面からの成長の制約が生じる可能性が高

い○

90年代のラテンアメリカ諸国にあっては、しかしながら、対外収支面からの

成長の制約は必ずしも生じていない。特にアルゼンチン、ブラジル、メキシコ

のような主要国にあっては、多額の外国直接投資の流入かつ外国での債券の発

行や、外国の銀行からの融資などが可能であったからであり、それによって資

本収支は黒字となり、経常収支の赤字を十分に埋め合わせることが可能であっ

たからである。多額の外国直接投資が継続している間に企業が競争力を強化し、

輸出の拡大が生ずるならば、その間に経常収支が次第に改善するから、いずれ

外国直接投資が減少に転じても、対外収支面での破綻を引き起こさないように

することは可能である。しかしながら、外国からの資金の流入の内、外債の発
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行や借款による流入などの部分については、利子支払いや元本の返済が生ずる

し、さらに国内市場向けの外国直接投資の場合には、輸出による外貨収入を増

加させることなく利潤の送金などが増加して対外支払いの増加の原因となり得

る。従って外国からの資金流入による資本収支の黒字による対外収支の均衡は、

短期的には可能であっても必ずしも中長期的には可能であるとは限らない。ま

た資本流入の内、短期資金の流入が大きな部分を占める場合には、その国のカ

ントリー・リスクが高まるような状況が生ずると、急に短期資金の海外への環

流が生じ、それが対外収支面での破綻を生じさせる可能性もある。

以上のような様々な要因により、チリを除く、メキシコ、ブラジル、アルゼ

ンチンの主要国をはじめ、ラテンアメリカの多くの国で深刻な通貨危機が生じ、

それがGDPの2%から20%にも及ぶ損失をもたらしたと試算されている(IDB,

2001)。

こうした状況が生じた背景の一つに、ラテンアメリカにおいては激しいイン

フレがあったために、それを為替アンカーによって抑制する方法をとらざるを

得ず、それが経常収支の悪化につながったというラテンアメリカ経済に共通す

る、特徴的な要因があったと考えられる。

しかしながら、ラテンアメリカ諸国の一部においては、こうした市場の失敗

を回避するための努力を行ったケースも見られる。その一つがチリである。チ

リは1 982年に固定為替制のもとでの国内通貨の過大評価により、経常収支が悪

化するなかで資本移動の自由化を進めていたことから多額の資本の流入が生じ

たが、それが継続し得なくなった時点で対外収支の不均衡による破綻が生じた。

ラテンアメリカの他の諸国と異なりチリにおいては70年代半ばに改革を開始し

ていたことから、チリの1982年通貨危機は他の諸国と非常に異なるプロセスを

経ていたのである。すなわち、固定為替レートのもとで、チリ通貨の過大評価

が進み、輸入が増加する一方、輸出は伸び悩み経常収支が悪化した。内外金利

差が解消しないまま、資本の流入が進み、資産価格のバブル化が進んだ。チリ
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の場合には、この経験の教訓からその後、第2期の改革期においては、固定相

場制による為替のアンカーを用いてインフレの抑制を行うことをせず、実質為

替レートの水準を維持して、輸出の増加を優先する政策を実施する一方、漸進
（3）

的なインフレ抑制政策を採用するに至った（詳細については、第9章参照）。

チリの改革の第一期を含めラテンアメリカの多くの国で実行された固定為替

制度により為替をインフレ抑制のアンカーとして用いる方法は、ラテンアメリ

カ経済の重要な特徴を反映している。既に述べたようにラテンアメリカでは長

期的に高インフレが続いており、インフレ抑制を最優先しなければならなかっ

たということ、そして市民が国内通貨を信用せず、それに代わる価値の基準と

して常にドルに換算して物の価格を考える習慣が定着していたことを反映する

ものである。そうしたラテンアメリカ経済の特徴を考えれば、当初のインフレ

抑制策が為替をアンカーとする事を余儀なくされたと考えられるのである。

しかしながら、固定相場制のもとで危機を迎えたチリにおいては、次の3つ

の要素を組み合わせた新たな制度が82年の債務危機後スタートしている。その

一つは、既述の通り、実質為替レートを安定した水準に維持して、インフレ抑

制よりも、輸出競争力を優先する為替政策の採用である。第二はもはや為替を

インフレ抑制のために用いることができないことから、財政赤字の縮小を重視

したことである。第三に市民がドルで換算して価格を考える習慣があることか

ら、変動為替制のもとでのドル換算に基づく価値が大きく変動することによる

混乱を防ぐため、ドルに代わる価値表示の方法としてUF(Unidad de Fomento)

を導入した。これは国内通貨ペソの実質価値を示すものでUFの1単位に対応

するペソの額を政府が公表することにより、UFを不動産の価格や家賃その他

の表示に用いることとしたのである。これはたとえば、長期の住宅ローンの普

及などに非常に重要な役割を果たした。

(3)為替バンド制のもとで、次第に変動可能な幅を広げる方式で実質為替レートを維持
する政策を採用した。
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いずれにしてもラテンアメリカの主要国において、当初用いられた固定相場

制は一般には通貨危機などの破綻を迎えた後、変動相場制に移行している。す

なわち、チリは上に述べた通りであり、ブラジルにおいては1999年危機後に準

固定相場制から変動相場制への移行が見られている。アルゼンチンにおいては

200 1年末の通貨危機において準カレンシーボード制による固定相場は放棄され、

変動相場に移行することを余儀なくされた。同様なことはメキシコでも生じて

いる。ここで強調すべきは、こうした制度の構築のプロセスは、ラテンアメリ

カ経済の特徴を反映しているが、それは必ずしも中長期的に維持可能でない場

合があり、それに対してはそれに代わる新たな制度の構築が必要であることで

ある。いずれにしても各国経済の固有の特徴によって制度構築のプロセスや制

度変更のプロセスは異なっており、その意味で各国はそれぞれの経済の実情に

応じた制度の革新( Institutional lnnovation )を必要としているといえる。

これと同様なケースが、短期資本流入に関する制度の構築とその変更である。

チリは他の諸国に先んじて改革を実施した結果、そのカントリー・リスクが低

下して外国投資家の投資対象国として高く評価されるに至った。その結果チリ

に様々な形での多額の資金の流入が起こったが、そのなかで短期資金について

は状況の変化で急激な流出が起これば、それがチリ経済に与える影響はきわめ

て大きいことが懸念された。そうしたなかでチリにおいては、強制預託制度

( Encaje )が導入され、短期資本の流入を規制する制度を構築した。この制度に

ついては様々な論争があるが、今日チリにおいて一定の期間この制度は重要な

役割を果たしたと考えられている。ただ、近年チリにおいてはこの制度は既に

必要がなくなったとされ廃止されている。短期資本に対する強制預託制度も、

一定の条件のもとでその国の経済の特徴に十分配慮した制度の構築と、その変
（4）

更が必要であることを示す一例であると考えられる。

(4)チリのこの強制預託制度に関しては、第9章以下を参照。
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4－3 改革及び制度の構築と政治経済学的インプリケーション

本章の第1節および第2節で述べた通り、ラテンアメリカにおける改革は、

分野によってその進展に大きな相違が見られる。またラテンアメリカ諸国の間

でもその進展のスピードや改革がどの程度徹底したものであったかについては

大きな相違が見られる。まず、ラテンアメリカ諸国の間での相違を説明する重

要な政治経済学的要因としては、改革を開始する直前の時期のいわば初期条件

がどの程度深刻であったかによって、説明できるという仮説がECLACにおけ

る研究において検証され、それがほぼ確認されているということができる。す

なわち、危機が深刻であった国ほど、一般的に短期間でより徹底した改革を行っ

ているということができるという。しかしながら、短期集中型の改革が必ずし

もより優れた成果を挙げているかどうかについては今後検討する必要がある。

ECLACの研究では、1990年代の末までの状況で、このことについての一応の

結論を導いているが、その後に生じた例えばアルゼンチンの2001年の危機など

を考慮すると、ECLACの結論は必ずしも支持し得ないと考えられるのである。

それは徹底した改革であったが故にその改革の効果もそれだけ大きいという仮

説に基づいているのであるが、改革インデックスだけが高い水準であれば、そ

の改革がより優れた効果をもたらすとは必ずしも言えず、また本書の第2章で

詳細に述べられているように、改革後に構築された制度が機能するためには、

政治の安定性や政府の能力の高さなどが影響していると考えられる。さらに、

本章の第4－2節で指摘したとおり、制度構築後も、状況に応じた変更が必要

である。

次に、本章の第1節で述べたとおり、改革の進展は分野によって大きく異なっ

ている。とりわけ税制の改革、労働分野の改革及び司法改革が遅れていること

を指摘したが、その背景には、これら改革に対する抵抗勢力が強く、それを容

易に進めることができないという政治経済学的背景があることは明らかである。

Lora ( 2000)はこの点について興味深い指摘を行っている。彼はラテンアメ
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リカに限らず改革は痛みをともなうものであり、またその痛みは改革の分野に

よっては、一部のグループにのみ生ずる場合が多い、従って民主主義の政治の

もとで改革を実施するのは、痛みが生ずるグループに対し、一定の補償を行う

ことにより、改革を政治的に実行可能なものとする必要があると言うのである。

彼は、5つの分野の改革について主要な抵抗勢力とそれに対する可能な補償

の方式を示している。貿易の自由化については、輸入と競合する分野の企業及

びそこで働いている労働者が抵抗勢力であり、これを補償する方法は為替の切

り下げや自由貿易協定を結ぶことであるとしている。金融改革については、そ

れに反対する勢力は、大企業や従来融資の優先的対象となっていた産業及び大

銀行（特に政府系銀行）であるとされ、これに対しては所得税の軽減、外国か

らの融資へのアクセスの改善などが可能な補償の方法であるとする。税制改革

に関しては、中規模及び大企業、中間層の労働者がその反対勢力であり、補償

の方法としては融資及び輸入財へのアクセスを改善することであると言う。民

営化については、それに反対する勢力は政府系企業の労働者であり、それに対

する補償の方法は労働者に株式の所有や、そのための融資へのアクセスを与え

ることであるとしている。

以上は不完全な予備的な考察にとどまるものであるが、90年代のラテンアメ

リカにおける改革の経験から導くことの出来る教訓として、少なくとも以下の

点を挙げることができよう。

第一に、改革は分野によって比較的短期間に実施できるものと、様々な困難

から改革が遅れる分野とがあり、その改革の遅れによって市場の失敗が生じう

ることである。また改革の進展の状況に応じて市場を補完する制度や政府の役

割は変化していくことにも留意する必要がある。すなわち、これらは改革と制

度の構築のタイミング及びシークエンスを適切に行う必要があることを示して

いる。

第二に、その際に各分野の改革の相互の関連についても十分な配慮が必要で
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あると考えられる。金融制度の改革は銀行の健全性に加え、司法制度（特に経

済活動にかかわる司法制度）の改革を進めない限り、金融市場の発展力窪めず、

また、さらに財政の赤字を減少させ民間への資金の動員が十分に行われないと

市場の機能への制約を生ずることとなる。こうした改革の分野の相互の関連は、

他にも例えば労働市場の改革と社会保障制度の改革などにも見られる。さらに

社会保障制度のなかでも年金システムの民営化等の改革は、資本市場の整備、

金融改革とも密接に関連している（各分野の改革の相互の関連については、図

1参照。この図は本章の考察の概要を図示したもので、厳密なものではない)。

第三に、ラテンアメリカの政治経済・社会的特徴が改革の可能性、特に政治

経済学的インプリケーションや改革の効果に影響を与えることは避けられない。

しかも、各国で政治経済・社会の特徴は異なっている。従って、各国で行われ

る改革には、共通の要素もあるが、それぞれの国の条件に合ったタイミングと

シークエンスでの改革の推進と、制度の構築を行っていく必要があろう。
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図1 諸分野の改革の関連性と成長への効果
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(注）点線は改革が進めばプラスの効果が期待できることを示す。
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第4章 ラテンアメリカの金融システムと

経済発展

は じ め に

前章で詳しく議論されたように、ラテンアメリカの政策改革における一つの

重要な論点は、金融市場自由化が金融システムをいかに機能させるか、そのた

めにはどのような制度的整備が必要であり、政府はどのような役割を果たせる

かという問題であった。

いうまでもなく、金融システムは経済発展さらにはそれを支える産業・企業

の発展に対し重要な役割を果す。貯蓄超過主体から投資超過主体へ資金を配分

する金融仲介機能、取引コストを低減する決済機能、企業などの市場参加者に

関する情報生産と規律付けなど、様々な機能を通じて資金の適切で効率的な配

分を実現するとともに、経済の発展に必要とされる長期資金を創出するからで

ある。

しかし、ラテンアメリカにおいては、基本的に1980年代まで金融システムは

未成熟であり、十分な機能を果していたとはいえない。銀行システムの金融仲

介機能は不十分であるばかりでなく、効率性や健全性に問題を抱え、多くの諸

国で金融危機を経験するなど銀行システムは極めて不安定であった。また、基

本的に資本市場も未整備で、直接金融による貯蓄動員は限られたものであった。

80年代までのラテンアメリカにおいては、制度金融による資金配分に依拠して

おり、政府系銀行や開発銀行などが金融システムに大きな比重を占めてきた。

しかし、ラテンアメリカにおける政府の能力が限定されたものであることや、

公的金融システムが政治的バイアスを受けやすいことなどを理由として、東ア

ジア諸国でみられたような制度金融の有効性と効率性は保証されず、ラテンア
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メリカにおける公的金融システムは歪んだ産業発展をもたらしてきた。

このため、ラテンアメリカ諸国は、1990年代からの新経済自由主義の流れの

中で、積極的に金融自由化を推し進め、金融市場における規制緩和、資本自由

化、民営化などが急激に進展した。しかし、マクロ的不安定性のなかで金融シ

ステムの健全化措置を伴わない急激な自由化は、金融危機をもたらすなどの問

題を生じさせてきた。このため、今日では、プルーデンス規制や監督行政、会

計基準の改善などによって、より健全で安定的な金融システムを構築すること

が課題となっており、現実にも90年代の後半からは金融システムの改革が始まっ

ている。

したがって、今日のラテンアメリカにおいては、金融市場の自由化の流れの

なかで、特定産業の振興・育成( picking the winner )を目指す制度金融はそ

の重要性を失いつつある。このため、金融システムにおける政府の役割とは、

公共財としての金融システムの機能を高めるために、金融市場自体の発展・整

備を行うことが基本的課題となっている。ただし、産業発展に不可欠なインフ

ラ整備への公的資金や、社会的公正の観点からの中小企業への金融的支援は一

定の条件のもとで正当化されるであろう。

以下、本章では、まず第1節で産業発展における金融システムの役割を理論

的に検討し、第2節ではラテンアメリカ諸国の金融システムの特質を、（1）金

融深化の程度、(2)マクロ的不安定性との関連、(3)健全性の観点から議論する。

第3節では金融自由化とその問題点を検討し、第4節では資本市場発展のため

の課題について考察する。最後に第5節では、今日のラテンアメリカにおいて

は政策金融の役割は、限られたものであることを議論する。

1．金融システムの役割：理論的背景

般的に、金融市場が果たすと期待される市場機能として以下のものが重要
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である。非効率的な金融機関や借り手を市場から淘汰する「規律機能｣、市場

参加者の技術や選好に関わる私的情報を価格を通じて伝達する「情報伝達機能｣、

資金配分を通じて多数の企業活動を調整する「コーディネーション機能｣、新

技術の開発や新しい生産活動への資金の提供によって超過利潤の機会を提供す

る「モティベーション機能｣、各企業の組織規律や財務状況を証券価格などを
（1）

通じてスクリーニングする「審査機能」である。こうした機能を通じて、資

金の最適配分が実現される。

しかし、一般的に金融市場は様々な要因によって不完全であり、とくに途上

国ではその不完全性は深刻であるとされる(Stiglitz[1994] )。よく知られてい

るように、金融市場には情報の非対称性がもたらす市場の失敗があるが、貸し

手（貯蓄超過主体）と借り手（投資超過主体）の間で情報の非対称性が存在す

れば、モラル・ハザードや逆選択の問題が生じ、パレート最適な資源配分はな

されない。こうした情報の非対称性による市場の失敗に対し、金融仲介機関が

審査、監視などの情報生産を行うことによって、情報収集コスト、機会主義的

行動の抑制など、貸し手が借り手と直接的取引を行うより、効率的な資金配分

が可能とする。したがって、市場の失敗に対し、金融システムは金融仲介機能

を通じて市場機能を補完することができる。

しかし、発展途上国においては、金融仲介機能はしばしば未発達である。銀

行セクターは途上国における金融仲介機関の中心的存在であるが、少ない仲介

資金量（浅い金融深化)、短期的金融資産への偏向、利子率のボラティリティ

などの問題を有している。また、証券・株式などの資本市場も未発達であり、

金融資産の多様性に欠け、資産保有のリスクの分散と低減がなされず、資本市

場を通じる短期性資金の長期性資金への期間変更による貯蓄動員が不十分であ

る。

(1)奥野[ 1997] ,p.257の議論を金融市場の場で再解釈したものである，
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以下では、金融システムの発展と金融仲介機能の発展をより強く念頭に置き、

どのような形で経済発展に貢献することが期待されるかを、内生的成長論のう
（2）

レームを用い極めて単純な形で検討しておこう。いわゆるAKモデル( Rebelo

[1991]）によれば生産関数は

yt =Aht

で示される。ytは一人当たり産出量、向tは資本労働比率、Aは生産技術で

ある。生産関数は線形であり、資本限界生産性は低減しない。ここで、金融市

場が不完全であるために貯蓄の全てが資本蓄積に向けられないとし、投資に向

けられる貯蓄の割合を金融仲介の効率性’(0< " <I)で表現するとする

( Pagano [ 1993] )と、投資は、

"Syt =1t

となる。sは貯蓄率、ノ‘は投資である。ここで、資本蓄積方程式

ht ="S)ﾉt－6ht

より、以上を考慮すると、均斉成長率9

g= "sA- 6

が求まる。6は資本減耗率である。

これより、長期的成長における金融システム発展の効果を3つの観点から解釈

することができる。第1は貯蓄率(s)の増強、第2は資本の限界生産性(A)

の改善、第3は貯蓄動員（似）の改善である。これらの3つの要素が、金融シ

ステムの発展によって改善されれば、長期成長率を高めることが理解される。

(1) 貯蓄率への影響

一般的に、金融システム発展の貯蓄率への影響は一義的ではない。金融市場

が発達し金融資産が多様化すれば、金融資産のリスクと分散が低下し、金融資

(2)以下の議論は、Agenor and Montiel[ 1996]に多くを負っている。



第4章 ラテンアメリカの金融システムと経済発展 103

産保有へのインセンティブを高めると期待される。また、金融市場の発展とと

もに金融抑圧が解消され預金金利が上昇すれば家計貯蓄を増加させるとされる。

他方で、家計は多様化した金融資産を保有することが可能となると同時に、借

入れに関しても多くのチャネルを持つことになり、流動性制約が低下するため

に貯蓄へのインセンテイブが低下するかもしれない。この意味で、部分的な効

果をみる限り貯蓄率への効果は確定しない。しかし、金融市場の発展と同時に、

資本の生産性と投資の効率が改善し経済成長を高めるならば、全体としての効

果は貯蓄率を高めると期待される( Ag6nor and Montiel [ 1996] ,p.523 )。

(2) 資本の生産性への効果

金融仲介は、その機能を十分に発揮すれば、投資プロジェクトに関する情報

生産とリスク分散を通じて、リスクも高いが限界収益も高い投資プロジェクト

に資金を配分することが可能となる( ObStfeld [ 1992 ] )。その結果、優れた生

産技術への資金配分を増加させ、資本の生産性Aを高めることによって成長に

寄与することになる。

Greenwood and Jovanovich [ 1990]においても、情報と生産性改善との関係

が強調されている。金融仲介機関は、投資プロジェクトの収益率に影響するショッ

クに関しより多くの情報を有しており、またリスク分散に優れているため、シヨッ

クに対して最も適切な技術の選択を顧客に誘引することができる。したがって、

金融仲介機関によってより効率的な資源配分が可能となり、資本の生産性と成

長率を高めることができるとしている。

金融仲介のいま一つの重要な機能は、リスク・プーリングである。金融仲介

機関は、例えば流動性ショックのようなリスクを投資家の間でシェアさせる保

険機能によって、その投資行動と貯蓄行動に影響する。金融仲介機関が存在し

なければ、個々の投資家は流動性ショックを予想して、すぐに流動化できる資

産に投資せざるを得ず、より効率的な投資が見送られることになる。金融仲介
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機関は、こうした問題に対し、預金者の流動性リスクをプールし、より非流動

的だが効率性の高い投資プロジェクトへの投資を可能とする。Bencivenga

and Smith[1991]はこうした金融仲介の役割を内生的成長のフレームで分析し

ている。

(3)貯蓄動員（狸）への効果

金融仲介機能の発達は、市場機能への補完に加え、貯蓄動員という意味にお

いて極めて重要である。金融仲介が発達すれば、投資プロジェクトの情報生産

とリスク分散によって、貯蓄動員とその効率的利用を高める。金融仲介機関は、

ネットワークを通じて運用先の情報生産を行い、投資プロジェクトの選別とモ

ニタリングのコストを低減させる。また、多様な投資機会に分散しリスクをプー

ルすることよって運用リスクを軽減する。こうした機能は、貯蓄動員における

取引コストを低減し、その効率性を高める。また、期間構造の転換（短期性の

貯蓄を投資が要求する長期性資金に転換すること）によって、経済発展に必要

な長期資金を提供する。したがって、こうした金融仲介機能の改善は経済発展
（3）

のための貯蓄動員に極めて重要な役割を果すといえる。

以上は、金融システムの発展とそれによる金融仲介機能の改善が、市場機能

(3)途上国における貯蓄動員という観点からは、以下の意味でも金融システムの発展が
重要である。一般的に途上国では、貯蓄形態は土地、在庫、宝石などの実物資産、金、
現金、ドルなどの資産、在来未組織金融市場の債権などの形で保有される。こうした
形態の資産を、銀行預金、有価証券などの近代的な金融資産に転換する貯蓄動員が重
要である。しかし、このような貯蓄動員は金融システムの発展なくしては困難である
（寺西[1”1])。また、途上国においては地域、血縁、同族などの問で成立するインフォー
マルな未組織金融市場での取引が多いが、そこでは貸し手は借り手に関し十分な情報
をもち、かつ、モニタリングや規律付けが可能で、貯蓄主体にとれば在来金融市場で
の貸付けは安全資産である。近代的な銀行部門への資産に転換するには、在来金融市
場を超える情報生産を具備する段階とならないと困難である。さらに途上国において
は、地主、有力商人が地場の金融業を兼ねるケースが多く、農民たちの生産活動や取
引活動と密接に関連しているインターリンケージ取引も重要な位置を占めていると考
えられる。以上のような形態での貸付け資産は、銀行預金などの資産との代替性が限
られているため、こうした資産から貯蓄動員を果たすには、近代的な金融システムが
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の補完と貯蓄動員を通じて経済発展に貢献することの基本的な理解であるが、

金融システムがその役割を十分に果たすには、いくつかの条件が満たされなけ

ればならない。ラテンアメリカのコンテキストにおいては以下が重要である。

第1に、ラテンアメリカ諸国はインフレや為替レートの変動などのマクロ的

な不安定性をその特徴としてきたが、マクロ的ショックは金融セクターにシス

テミック・リスクを与え、金融システムを不安定化させる要因として重要であ

る。このため、金融システムが機能するためにはマクロ安定化が前提となる。

とくに、インフレの抑制は価格シグナルを正しく働かせるための基本的な要件

であり、人々の消費への選好を低下させ貯蓄増強に不可欠である点で重要であ

る。

第2に、ラテンアメリカにおけるように情報の非対称性などの市場の不完全

性が先進国と比較して相対的に大きいと考えられる場合には、市場参加者の規

律付けをおこない金融システムの信用秩序を維持する規制が不可欠である。し

かし、ラテンアメリカにおいてはプルーデンス規制や監督システムなどの健全

化規制が不十分であり、しばしばモラル・ハザードにより金融システムの効率

性と安定性が損なわれてきた。同時に、健全化規制が整わない状況での急激な

金融自由化は、1990年代にみられた多くの金融危機の一因であった。

第3に、貯蓄動員には、銀行セクター自体の効率化・健全化の必要性に加え、

長期資金を提供する証券市場・資本市場の発展が不可欠である。今日のラテン

アメリカにおいては、対外資本自由化によって大量の資金が流入し、直接金融

市場を急激に拡大させているが、国内貯蓄ではなく海外貯蓄に依存する資本市

場の拡大は、例えば為替レートの過大評価が通貨危機ひいては金融危機をもた

らすなどの脆弱性を有している。

不可欠である(Basu[1984] )。最後に、やや異なる観点からであるが、ラテンアメリ
カのコンテキストからは、国内の金融市場の発展は、国内の金融市場への投資機会を

増大させ、海外への資本逃避の誘因を低め、国内への貯蓄資源の配分に貢献するとい
える。
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2．ラテンアメリカの金融システムの特質

産業発展に対し、金融システムが効率的な資金配分と貯蓄動員によって寄与

することが望まれるが、ラテンアメリカの金融システムはどのような特徴を有

しているのであろうか。以下では、ラテンアメリカの金融システムの基本的な

特質について、金融深化の状況、マクロ的不安定性との関係、金融システムの
（4）

健全性の観点から議論する。ただし、こうした特質のいくつかは経済自由化

のもと、1990年代後半から変化しつつあることに留意しておかなければならな

いo

2－1 金融深化の状況

ラテンアメリカにおいては、銀行セクターが金融システムのなかで最も重要

な位置を占めている。家計貯蓄の主要な形態は銀行預金であり、企業にとって

最大の資金源は銀行融資である。図1に示されているように、金融機関の総資

産に占める銀行資産の比率は4カ国とも90％に近いかそれ以上で、米国の20％

強と比して大きな相違がある。いうまでもなく、1980年代後半から90年代前半

にかけて、マクロ安定化、金融自由化、セキュリタイゼーションなどの国内的

理由と、海外からの証券投資の急増などから、直接金融の比率が拡大し始めて

いることも事実である（表1）。しかし、依然として銀行部門の金融仲介が金

融システムにおいて圧倒的に重要であることに相違ない。

(4)西島[1998b]参照。
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図1 金融機関の総資産に占める銀行の資産比率（1994年）（％）
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しかし、金融仲介に圧倒的な比率を占める銀行セクターは様々な脆弱性を有

している。周知のように、そもそも銀行システムには、債務と債権の満期プロ
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ファイルに時間差があるため、不安定性が内在している。通常、銀行は貯蓄超

過主体の資金を預金などの短期債務によって吸収し、投資超過主体に対して中

長期の貸出し（債権）を行っているが、預金者による解約支払い要求に対して

一定比率の流動性しか保有しないため、預金の取付けなど急激な流動性不足が

生じると銀行破綻をもたらす。また、特定の銀行の破綻であっても銀行間の決

済システムを通じて他の銀行の資産価値を低下させ、銀行システム全体の危機

に伝播する。かかるシステミックな危機が生ずれば、金融仲介や決済システム

の麻痒を引き起こし、経済に深刻な影響をもたらす。ラテンアメリカ諸国では、

その発生と伝播のプロセスとその程度は異なるものの、1990年代中頃にまさに

こうした銀行システムの危機を経験している。

ラテンアメリカ諸国の銀行部門は、先進国と比較するとその特徴として以下

の諸点があげられる。第1は、銀行部門の金融仲介の程度が低いことである。

第1章の図6にみるように1996年における日本の銀行部門民間貸出のGDP比

率が100%を超えるのに対し、アルゼンチン、ブラジル、メキシコにおいては

30％前後に過ぎない。第2は短期金融資産への選好が強いこと、第3は利子率

が極めてボラタイルな動きを示すことである。

こうした特質は、高インフレ、為替レートの変動などの長年のマクロ不安定

性や、国有化などで投資家の信頼を失わせてきたことが基本的理由である。高

インフレが継続したラテンアメリカでは、インフレによって預金の実質価値が

減価するため、銀行預金への誘因は小さかったとえる。また、会計基準が不十

分であるため預金者は銀行のバランス･シートからは銀行の健全性を評価でき

ないし、他方で銀行も債務者の経営状況を正確に把握できない。同時に、デフォ

ルト時の担保回収などを確実とする法的枠組みも不備である。こうした不安定

なマクロ状況や不十分な会計制度・法的制度の下では、投資家は短期の資産保

有を好み、銀行も短期の貸付けを選好することになる。このように、ラテンア

メリカの銀行システムは構造的に脆弱であり、金融仲介機能が不十分であった
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といえる。

2－2 マクロ的ショックと金融システム不安

マクロ的ショックは金融システム不安の一つの重要な契機となる。マクロ的

ショックは一般的に、経済の急激な拡大、対外不均衡調整のための為替レート

切り下げ、突然のインフレの変動や終息、交易条件・国際利子率の変動などに

よって生じる。個別の金融機関は個々のポートフォリオにおける変動に対して

はヘッジ可能であるが、マクロ的ショックがもたらす変動に対しては金融機関

全体がヘッジできない。すなわち、こうしたマクロ的シヨックは、全ての銀行

の資産価値に影響しリスク分散できない性質のものであるため、銀行部門のシ

ステミック・リスクにつながりやすい。

銀行危機は経済の急激な拡張を背景とすることが多い。経済の過熱は、資産

価格の高騰と急激な貸付けブームをもたらすが、同時に対外収支赤字やインフ

レなどマクロ不均衡を生じさせる。この時期、銀行には資産価格の高騰とフロー

ティング利益が生じるが、同時に経営努力が失われリスク審査も緩み、リスキー

な投資が増加する。マクロ不均衡が維持できなくなったレベルで、市場もしく

は政策による強制的な調整がなされ経済の停滞局面が生じると、資産価格の急

落とともに債務者の返済能力が低下し、銀行資産のプロファイルの悪化、さら

には自己資本と準備の取崩しが引き起こされる。さらに、預金の減少、貸付資

金の枯渇によりクレジット・クランチが生じれば深刻な事態となる。具体的な

事例としては、大量の資本流入によって急激に経済が拡大した1970年代末から

80年代初頭にかけての南部錘諸国の金融危機や、94年末からのメキシコの危機

が該当する。いうまでもなく、こうしたマクロ的ショックに対して、ラテンア

メリカのような途上国においては、金融市場の多様化の遅れと不完全性から、

(5) Hausmann and Roj as-SuArez [1996]参照。
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ショックを吸収する能力に欠け、実質為替レートや利子率などにより大きな変

動をもたらし、金融システムに一層大きなリスクを与える。

マクロ的ショックのなかでも着目すべきは為替レートの変化である。対外収

支赤字が維持できないレベルにまで達するか、もしくは、短期資金依存や固定

為替レートの維持が困難な状況となると、レジーム・チェンジが必然となる。

急激な制度変更は、大幅な資産価格や為替レートの変化をもたらすが、とくに

固定相場制から変動相場制への移行に伴う為替レートの大幅切り下げは、外貸

建ての債務を有する金融機関に大きな打撃を与える。同時に、外貨債務を有す

る企業の返済負担を高め、こうした企業に融資している銀行の資産プロファイ

ルを悪化させる。通貨アタックを受け、急激に為替レートが切り下がれば、通

貨危機のみならず国内の金融危機へと波及する可能性が高い。

同様に、1990年代に入り多くのラテンアメリカ諸国が、グローバリゼーショ

ンと証券化のもとで多額の海外資金を流入させているが、このことは為替レー

トの変動にともなうリスクを増幅させていることを意味している。メキシコの

ドルリンク短期国債テソボノスは典型的な事例である。したがって、金融的不

安定性は強く為替レート政策に依存することを明記しなければならない。逆に、

銀行システムが脆弱な場合、為替レートにフレキシビリティーを持たせること

はマクロ的ショックの銀行危機への転化の可能性を減少させることになる。例

えば、交易条件や世界利子率の変動の発生をマクロ政策が防ぐことはできない

が、金融政策や為替レート政策によってそのショックを緩和することができる

からである。

ラテンアメリカにおいては、とくにインフレがもたらす金融システムの不安

定性が重要であった。金融危機はインフレの終息時に顕在化することがしばし

ば観察されているが、以下の理由による。①インフレは、フローティング利益、

利子の付かない預金からのインフレ収入、外国為替取引差益によって銀行の所

得を高めるが、インフレ終息とともにこれらの所得は消滅する、②高インフレ
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は価格シグナルを歪めるため、債務者の財務状況について正しい情報が得られ

ず、信用リスクの高い債権を累積させる、③インフレがもたらす高収益は銀行

のリスク評価能力を退化させる、④慢性的なインフレは、長期の信用市場の発

展を妨げる、⑤インフレによる預金、貸出しの短期化は業務の増加をもたらし、

人員増加など銀行の肥大化と経営効率の低下をもたらす、などである。したがっ

て、インフレの低下とともに収益構造が急激に悪化すれば、銀行は貸出し業務

によって利益を獲得せざるを得ず、このため十分なリスク審査を伴わない貸出

し競争が誘発され、資産内容を悪化させる。ブラジルでは、1994年7月のレア

ル計画によってインフレが急速に終息したが、95年、96年に生じた銀行危機は

まさに以上の諸要因を背景としていた。

インフレの突然の終息がもたらす金融危機の経験は、デイスインフレ過程と

金融システムの健全性維持との関連について重要な示唆を与えている。とくに、

ブラジル（1999年1月まで）やアルゼンチン（2002年1月まで）のように固定

為替レートをアンカーとするインフレ政策は厳格な金融的引き締めが要求され

ることから、金融システムが脆弱な立場に立たされている。厳しい金融的引き

締め政策は利子率の急激な上昇を伴うため、大幅な資産価格の低下と債務者の

返済能力の悪化を引き起こし、金融システムを不安定化する。こうした、金融

引き締め、高金利の影響を緩和するには、財政の健全化が必要である。しかし、

現実には財政政策はしばしば節度が守られず、重大なマクロ的ショックの遠因

となることが多い。いずれにせよ、マクロ的ショックを発生させない、もしく

は、マクロ的ショックを緩和し銀行システムに悪影響しない形での金融、財政

政策を注意深く実施する必要がある。非整合的なマクロ政策運営が直接的に銀

行危機の要因となったケースは、1994年2月の政権交代期に生じたベネズエラ

の金融危機が典型例である。

マクロ的ショックに基づく金融セクターの不安定化は、もちろん、金融機関、

投資家などのリスク管理の誤りにも関連がある。例えば、経済の過熱時に楽観
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的な予想が支配すると過度の貸付けがなされ、ハイ・リスク投資が増大する傾

向がある。アルゼンチン、チリ、メキシコ、ベネズエラなどにおいては、金融

危機直前には、急激な銀行部門の信用拡大が見られた。こうした問題は、マク

ロ的ショックを緩和するために、銀行行動への規制が必要であることを示唆し

ている。

2－3 金融システムの健全性の問題

金融市場は正しく機能すれば、非効率的な金融機関や非合理的な行動を陶汰

し規律を持たせることができるが、こうした市場機能は情報の不完全性や非対

称性が存在する場合には十分に働かない。とくに、ラテンアメリカにおけるよ

うに、市場の不完全性が先進国と比して相対的に大きく、取引き参加者の間で

情報の非対称性が大きいと考えられる市場では、モラル・ハザードは深刻とな

る。経営者（株主)、預金者ともに、また監督当局でさえもモラル・ハザード

の誘因から自由ではない。この意味で市場機能を補完する規制が必要となるが、

それが不十分であると、銀行のコーポレート・ガバナンスを弱体化させ金融シ

ステムを不安定化させる。以下、(1)銀行のコーポレート・ガバナンス、(2)法

制度とプルーデンス規制などの経営健全化規制の問題について検討する。

(1) コーボレート・ガバナンスの問題

銀行経営の失敗は、様々な要因から生じる。営業能力、審査能力、専門技術

などの経営能力が不足する場合はいうまでもなく、企業内規律の欠如、過剰な

営業拡大、不適切な貸出政策（融資の集中、コネ融資、グループ融資)、粉飾

決算、不正取り引きなどの問題が重要である。いうまでもなく、こうしたコー

ポレート・ガバナンスの問題が生じる背景には、会計制度、監査体制、モニタ

リング、営業報告方法の不備などの情報生産と情報開示の問題があり、貸し手

と借り手、銀行と当局の間で存在する情報上の非対称性がモラル・ハザードを
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可能とすることにある。

コーポレート・ガバナンスに問題がある場合には、リスキーな投資や不適切

な投資がなされ、資産内容が悪化する。しかし、経営者は株主もしくはオーナー

から解雇されることを恐れて、償却による損失計上に消極的となる。プルーデ

ンス規制が不備な場合、返済が滞る債務者に追い貸し・ロールオーバーなどを

行い、利子返済を続けさせて不良債権を隠す傾向にある。もしくは、不良債権

を子会社、関連金融機関にトランスファーして簿外処理を行なう。このような

操作によって会計上は表面的には不良債権とはならないが、かかる対応はリス

ク回避を先送りし、いっそう状況を悪化させる。とくに大口貸出し先が返済不

能となったとき、これがリークすると銀行自体の困難が公となるため、問題を

表面化させない誘因を持つ。したがって、このようなモラル・ハザードによっ

て資産リスクが一層悪化することを防ぐには、当局の監督・監視は、明らかな

不良債権ではなく、表面上は良好に見える隠れた不良債権に注意すべきである。

経営悪化の第2段階では、銀行は土地、株式投資などのハイリスク・ハイリ

ターン投資に向かう傾向を持つ。しかし、こうした投資が不調に終わると流動

性不足が深刻化し、預金の減少とインターバンクでの資金調達が困難となる。

銀行の株主は株式の売却に走り、株価の低下をもたらす。かくして、銀行の破

綻を迎えることになるが、問題は明らかな流動性不足が明確となるまでインソ

ルベントであることが発見されないことである。この意味においても、モラル・

ハザードを防止するための情報開示システムの必要性は高い。

コーポレート・ガバナンスの問題は、ラテンアメリカの公的銀行では一般的

により深刻である。自らの資本をリスクにさらす民間銀行の所有者は相対的に

慎重な経営をおこなうインセンテイブを持つが、政府所有の金融機関ではそう

したインセンテイブは小さい。しばしば、政治的な圧力によって、銀行経営に

おける規律は二義的なものへと押しやられ、利潤や健全性へのインセンティブ

が欠如する。州立銀行にとっては、州政府財政を補填するための直接貸付けは
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資産内容を悪化させる最大の原因である。ブラジルの州立銀行の多くは選挙の

度に州政府への貸出しが政治的に強要され、資産内容が悪化することによって
（6）

破綻した。アルゼンチンでは、預金準備として中央銀行に預託された資金が

公的銀行経由で赤字の地方政府や公営企業に融資されていたが、これらの融資

は当然返済の見込みのない不良債権であった。

さらに、同族企業への貸付けやインサイダー融資の問題も重要である。ラテ

ンアメリカにおいては、銀行の不正融資や詐欺行為をきっかけとして銀行が破

綻するケースが多い。ベネズエラのBanco Latino、ブラジルのBanco Nacional、

アルゼンチンのBanco Cr6dito de Provinciaなどのケースが有名である。

(2) 信用秩序維持政策の問題

銀行システムの脆弱性やコーポレート・ガバナンスの欠如は、銀行システム

に関わる法制度や規制が未整備であることと強く関連している。企業活動、倒

産、契約、所有権などに関する法律や司法的措置の執行能力の不足は、貸出し

における規律を損ない、不良債権の増加と担保回収の困難をもたらす。とくに、

会計制度の改善は極めて重要で、銀行の財務状況やリスク・テイクの状況を正

しく把握するために不可欠である。また、海外子会社などに不良債権を移転す

ることを回避するために連結財務の導入が必要である。

ところで、銀行システムの安定性に最も強く関わるのは、信用秩序維持規制

と当局の監督業務である。金融仲介機能と決済機能という2つの機能を担う銀

行システムを安定的、効率的に機能させるための規制、システムには、競争制

限規制、健全経営規制、当局の監督・検査業務、セーフテイ・ネットなどがあ

り、重要な役割を果たす。ラテンアメリカにおいては、金融市場自由化の流れ

(6) サンパウロ州立銀行BANESPAは資産規模で3位の大銀行であったが、その貸出

し先の9割以上がサンパウロ州政府に向けられ、サンパウロ州の財政破綻とともに

BANESPAの資産の大部分が不良債権となったことはつとに有名である。
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のなかで、このような規制や制度の重要性がいっそう高まっている。たとえば、

金融自由化によって参入規制が緩和される傾向にあるが、銀行業務に未熟で、

僅少な資本で企業家が銀行業に参入してくる場合には、不適切で過剰な貸付け

やリスク・テイクがなされることが多い。金融自由化の後、ラテンアメリカ諸

国では多数の未熟な資本が銀行業に参入し、金融危機時にそのうちの多くが退

出している。アルゼンチン、ブラジルでは1980年代の参入自由化で多くのノン

バンクが銀行業に参入したが、結局は銀行システムを不安定化させたことが観

察されている。したがって、金融自由化の一環として参入促進は必要であるが、

同時に参入条件に関する規制も必要である。例えば、①参入・買収時の資本金

が損失をカバーするに十分か、②参入・買収のための資金がクリーンか、銀行

自体と関係を持たないか、③新しい所有者が有能で専門知識を持ち合わせてい

るか、④事業計画が経済全体に貢献すると判断されるか、などがチェック・リ

ストとなるであろう。この点で、健全で経験のある外資系銀行の参入や問題銀

行の買収は促進すべきであり、そのための外資導入政策が必要である。

他方で、参入規制と同時に退出のためのルールを用意する必要がある。裁量

的に実施される救済やリストラ促進策は、問題銀行の延命となるばかりでなく、

モラル・ハザードを誘引する。このため、経営破綻の深刻さが一定のレベルに

達している場合、閉鎖、整理、吸収合併などの措置が透明性のあるルールによっ

て決定されなければならない。ただし、大銀行の場合の閉鎖は社会的影響が大

きいことから、小規模銀行と同様のルールを適用することは困難であるかもし

れないが、$4too big to fail"原則によるモラル・ハザードに注意が必要であ

り、少なくとも所有者と経営者を交代することを条件にリストラすべきであろ

う。

当局の監督・監視機能も、健全化に不可欠な要素である。しかし、監督・監

視機能の有効性には、監督当局の独立性と政治的圧力から隔離( insulate )さ

れていることが確保されていなければならない。また、より重要なことは、信
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頼できる情報、データの存在で、銀行の資産の質や経営内容が正確に評価でき

なければならない。この意味で、会計制度、監査体制、モニタリング、営業報

告方法などの情報生産と情報開示は決定的に重要である。同様に、金融当局の

強制執行力が十分に保証されていなければならない。規制・基準をクリアーし

ない場合や、現実に経営破綻となった場合、罰則、経営者の更迭、銀行業務活

動の制限、免許取り消し、配当禁止、自己資本の増加、リストラ開始命令など

が、迅速にかつ有効に実施できなければならない。以上の諸条件は、当局のス

タッフの能力とともに、監督業務の有効な実施に不可欠である。

さらに関連した問題として、銀行行政において明確なルールにのっとらない

政府の対応は、かえって問題を悪化させることに注意すべきである。例えば、

銀行が経営破綻に直面した時、銀行救済などの措置が不透明で、ケースバイケー

スで裁量的になされると、深刻なモラル・ハザードを引き起こす。破綻銀行の

処理については、例えば、①清算・業務停止・閉鎖、②売却・合併、③当局に

よる緊急融資、④預金者保護、などの措置の適用ルールを明確にしておくべき

である。

また、よく知られているように、セーフテイーネットの存在は、モラル・ハ

ザードヘの大きな誘因となり易い。セーフテイーネットは預金者保護や連鎖的

倒産の防止に有効であるが、銀行経営者が政府の銀行救済を前提として行動す

れば、リスク回避への誘因が損なわれる。また、一律な預金保護がなされてい

る場合、預金者は銀行の健全性ではなく、たんに利子率の高さのみで銀行を選

択する傾向を持つ。銀行の側でも、高い利子率を提示しハイリスク・ハイリター

ンを追求する銀行のみが生き残る逆選択が生じる。このように、セーフティー

ネットは市場の規律付けを妨げる弊害をもっていることに注意すべきである。

いずれにせよ、プルーデンス規制や当局の監督システムは、金融システムの

健全性を確保するために極めて有効である。ラテンアメリカにおいては、1994

年末のペソ危機以後のメキシコ、アルゼンチン、94年のレアル計画以後のブラ
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ジルなどで銀行システムの危機を経験しており、このためグローバル・スタン

ダードに基くプルーデンス規制・監督機能の強化、外資銀行の参入促進などに

よって、急速に金融システムのリストラと健全化を進めている。また、会計制

度や種々の法律的枠組みなどの近代化も始まっている。しかし、依然として金

融システムにおける改革のプロセスにあるといえる。

3．金融自由化と問題点

金融システムが未発達な段階にあったラテンアメリカ諸国にあっては、産業

発展のために、政府が直接的に資金配分するのが一般的であった。利子率上限

規制、義務貸出し、競争制限規制（参入規制、業務分野規制、店舗規制)、外

資規制など、様々な介入・規制を通じて資金配分をコントロールし、戦略的部

門・セクター（特定工業部門、農業、住宅融資）への優先的資金配分を行って

いた。同時に、国営の商業銀行・開発銀行を通じる利子補給をともなった制度

融資も資金配分の重要な役割を担っていた。

しかし、こうした市場ではなく政府による裁量的な資金配分は、経済的合理

性でなく政治的判断に基づくため、非効率な資源配分を結果するものであった。

また、投資促進のための低金利政策は、貯蓄へのインセンティブを低下させる

と同時に、期待収益率の低い投資が刺激され、資源配分を誤らせる傾向があっ

た。さらに、規制や介入は結果として銀行部門にレントを帰属させ、銀行部門

の相対的な肥大化を招いたが、銀行部門は本来的な金融仲介機能を十分に果た

すものではなかった。こうした状況は「金融抑圧( financial repression )」と

して知られ、後に金融自由化の背景となるものであった。

金融自由化が実施されると、以上のデイストーションが排除され、金融市場

の競争が促進され、産業発展に必要な資金配分を改善することが期待される。

また、銀行の立場から見れば、業務の多様化による収益機会の増加とリスク分
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散、範囲の経済性の拡大が可能となる。しかし、マクロ的な不安定性が存在す

る状況で自由化が実施される場合や、金融機関のモラル・ハザード、逆選択を

制限する制度的な枠組みが伴わない場合、かえって金融システムを不安定化さ

せる危険性がある。自由化がもたらす強い競争圧力の下、金融機関はよりリス

キーな投資を求めざるを得なくなるが、こうしたリスクを低めるためには適切

なプルーデンス規制や監督のための制度が必要である。しかし、多くの場合、

制度の整備は自由化のスピードに追いつかないものであり、金融システムの不

安定性を高めるものであった。

金融自由化は様々な利益をもたらすと同時に、リスクの多様化、複雑化とい

うデメリットも有している。金融自由化がもたらすと考えられる種々のリスク
（7）

は以下の通りである。

（1）信用リスク：自由化は銀行間の競争を激化させ、ハイリスク・ハイリター

ンの投資への選好を高め、結果として不良債権を増加させる。

（2）市場リスク：自由化が市場価格の変動を高め、金利、為替、債券価格が

ボラタイルな動きを示す。

（3）流動性リスク：自由化が金融機関や企業の陶汰を促し、銀行や債務者の

破綻によって資金繰りを困難とする。

（4）マネジメントリスク：自由化が経営能力（不十分なリスク審査能力、過

度の与信拡大・業務拡大、内部規律の欠如など）の問題に基づくリスク

を顕在化させる。

こうした、リスクに基づく金融システムの不安定化の典型例は、金融自由化

が預金獲得競争と貸出し競争を促し、金融機関に収益確保のためにモラル・ハ

ザード的行動をとらせるケースである。その結果、ハイリターン・ハイリスク

の投資が増大し、銀行の資産プロファイルを悪化させ不良債権が累積する。ま

(7)岸本[1998]参照。
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た、対外資本市場が自由化されるケースでは、とくに金融自由化がグローバル

化、証券化と同時進行する場合、金融投資のリターンも大きくなるが、リスク

も大きくかつボラタイルとなる点が重要である。対外金融自由化がなされると、

金融機関は国内信用のために積極的に外貨資金を取り入れ、外貨ポジションを

高めることになるが、これは為替レートや海外利子率の変動にともなうリスク

に晒されることを意味する。

ところで、金融市場の自由化は、他の分野での自由化とのシークエンスに特

別の注意が払われなければならない。多くの場合、金融自由化は経済安定化、

貿易自由化、民営化などと同時的に実施される。しかし、財市場と金融市場と

では調整スピードに大きな差がある。すなわち、財市場で政策的デイストーショ

ンが排除され、生産要素の各部門間での再配分が終了するには長い時間を要す

るのに対し、資本市場では極めて短時間のうちにより高いリターンを求めて資

金が移動する。したがって、財市場がその調整の途中にあり、依然として資源

配分の誤りが残存する状態で対外資本市場を自由化すれば、大規模に資金が流

入し、ディストートされた財市場の資源配分をいっそう増幅することになる。

1980年代初頭のアルゼンチン、チリ、ウルグアイの自由化の経験は自由化のシー

クエンスの重要性を示す明確な事例である。

しかし、金融市場のシークエンスの問題としては、各市場の自由化の順序の

問題だけではなく、金融市場の自由化とともに適切な規制や監督システムが整っ

ているかが重要な問題である。IDBの1996年度の年次報告書では、金融自由化

と規制・監督システムの導入時期の関係を調査している。表2は94年以降に金

融危機が発生した8カ国を、金融危機の程度と金融改革の程度に従って分類
（8）

したものである。これによると、大規模( Major )な改革か、かなりの程度

( Substantial)の改革を実施した国（アルゼンチン、メキシコ、ベネズエラ）

(8)ただし、95年時点での調査であり現状とは異なるが、自由化と危機の関係について
興味ある結果を示している。



ラテンアメリカにおける政策改革の研究120

は深刻な危機を経験している。

表2 金融自由化と銀行危機の関係（1995年時点）

I
銀 行 危 機 の 程 度

Large Crisis Small Crisis
改革の程度 項 目

ボリビア

Yes

大規模改善必要

90-現在

95-現在

アルゼンチン

Yes

中規模改善必要

92-現在

95-現在

国名

適切な規制あるか

監督の質

改革の年度

危機の期間

Maior
”

reforms

メキシコ

No

大規模改善必要

89-92,95-現在

94.12-現在

国名

適切な規制あるか

監督の質

改革の年度

危機の期間
Substantial

reforms
ベネズエラ

No

大規模改善必要

89-93,96

94.1-現在

国名

適切な規制あるか

監督の質

改革の年度

危機の期間

コスタリカ

No

大規模改善必要

88,92,95
94

ブラジル

No

適切

88-89

95-現在

国名

適切な規制あるか

監督の質

改革の年度

危機の期間
Some

reforms
パラグアイ

No

大規模改善必要

88-92

95-現在

ジャマイカ

No

大規模改善必要
92-94

95-現在

国名

適切な規制あるか

監督の質

改革の年度

危機の期間

出所: IDB, 1996 RePor,t.･ EcoFT,omjca凡d socjqJ Progrでss Z" Latm, Aem,ricq,

p・1 63.
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かかる類型化は極めておおまかであるが、いずれの国も金融改革が銀行危機

に先行していることを指摘している点で重要である。とくに、ブラジル、ジャ

マイカ、メキシコ、パラグアイでは銀行危機発生前にそれぞれの金融自由化を

完了している。また、利子率の自由化は改革の初めの段階で実施される傾向を

持つため、8カ国ともに預金利子率、貸出し利子率双方が危機前に自由化され

ている。他方、規制と監督システムについては、94年末のサーベイ調査に基づ

く評価が示されているが、いずれの国においても明らかに不十分であったこと

が理解される。したがって、金融自由化を推し進めるには、プルーデンス規制・

監督システムなどの健全化のための制度的措置が整備されている必要のあるこ

とが示唆される。

4．資本市場発展の課題

経済発展、産業発展のためには直接金融による長期資金の提供が重要である

が、ラテンアメリカ諸国では資本市場の発展は立ち後れていた。ラテンアメリ

カにおいては、高インフレ、利子率規制、実質利子率の変動などのマクロ的要

因が、金融仲介の発展を妨げてきた。とくに資本市場の発展に対して以下の意

味で阻害要因となった。第1は、人々の貯蓄へのインセンティブを高めること

ができず、十分な金融資源を資本市場に投入できなかったことである。第1章

図7にみられるように、ラテンアメリカ諸国の貯蓄率はアジア諸国と比較して

かなり低い。韓国、マレーシアなどの貯蓄率が35％を超えているのに対し、メ

キシコ、アルゼンチン、ペルーなどは10％台に過ぎない。第2は、マクロ的な

不安定性が企業の外部資金の取り入れリスクを高めるため、内部資金による投

資ファイナンスに向かわせたことである。第3は、ラテンアメリカにおける銀

行セクターの不十分な発達と健全性が未成熟なことである。資本市場の投資家

はその投資原資として銀行借入れに依存することが多いため、銀行セクターの
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発展は資本市場に流動性を提供するという意味で重要である。また、銀行セク

ターの健全化規制・監督システムの経験や金融の専門家の存在は、資本市場の

効率性・健全性のための知識と、発展のための人的資源を提供するからである。

以上の理由で、ラテンアメリカにおいては小規模な資本市場の存在に留まり、

そこでの主たる取引主体は商業銀行であり、商業銀行があたかもブローカー、

ディーラーとして活動するというのが一般的であった。

ところで、現在のラテンアメリカにおいては、海外資金に基づく資本市場が

急拡大している。しかし、低い国内貯蓄、浅い金融深化、銀行セクターの非健

全性、非銀行部門の不在など、国内の資本市場が依然として脆弱な状況下で、

海外資金流入に依存する資本市場の拡大はシステミック・リスクを持ち込むと

いう問題を内包している。グローバル化した資金移動のもとでは、マクロ的状

況、為替レートの変動、政治的不安などに資金の流出入は敏感に反応する。こ

のため、海外資金の突然の流出は、為替レートと債券価格の急激な変動、債務

返済負担の増大をもたらし、脆弱な銀行セクターを通じてときに金融危機をも

たらす。とくに1995年にメキシコで生じた通貨危機、その影響に直撃されたア

ルゼンチンにおいては、急激な資金逃避と大幅な為替レートの切り下げが金融

危機をもたらした典型的なケースであった。

こうした資本市場における脆弱性を解消し、産業発展に必要な長期資金を提

供するための最大の課題は、国内貯蓄の増強である。この点に関し、チリの年

金改革とその帰結としての貯蓄の拡大と資本市場の発展が重要な示唆を与えて

いる。そもそも、ラテンアメリカにおける社会保障システムは、一般的にいつ
（9）

て貯蓄を低下させる要因として機能したとされている。公的年金システムが財

政赤字の大きな要因となったこと、優遇された年金システムが民間貯蓄へのイ

ンセンティブを低下させたことなどが理由である。しかし、チリにおいては、

(9) Boeker[1997],p､206.
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いち早く年金改革を実施し、目覚しい成果をあげている。

チリでは1981年より年金制度の改革が始まっている。従来の賦課方式に加え

民間年金制度が導入され、個人に民間の年金基金運営会社( AFPs )が運営す

る基金方式の年金に加入する選択を与えた。AFPsは積み立てられた資金を資

本市場で運営するが、このことは資本市場に大量の資金が供給されることを意

味する。こうした年金改革は、民間貯蓄を急激に上昇させるとともに、AFPs

による様々な金融資産（株式、社債、公債、銀行預金、抵当証券など）の保有

を増加させ、資本市場の拡充と企業への低コストの直接金融の道を開くもので

あった。粗国内貯蓄のGDP比率は、1982年の9.4 %から92年の26%に上昇、年

金基金が保有する株式と債券の額は、1985年の1900万ドルから89年の9億ドル
（10）

へと急拡大している。

ところでチリの年金制度改革のケースは、金融システム全体の改革における

シークエンスの問題に重要な教司||を与えている。チリでは1982年の金融危機の

後より、銀行セクターの強化が実施され、次いで社会保障システム改革と広範

な民営化が同時的に実施された。その後、年金改革に基く貯蓄の増加によって

金融市場が深化するに伴い漸進的に対外自由化がなされた。こうしたチリの金

融システム改革のシークエンスは、資本市場の拡大の前に金融システムの健全

化と資本市場発展のための前提条件を整備し、資本市場に脆弱性を持ち込まな

い形で実施されている点で重要である。他方、ブラジル、アルゼンチン、メキ

シコなどのケースにおいては、まず、海外資金に基づく資本市場の拡大に重点

がおかれ、銀行セクターの健全化や年金改革などの強化が遅れていたといえる。

さらに、着目すべきは、年金改革と民営化の相互作用の存在である。公的年

金システムから民間年金システムへの改革は、それまでの財政赤字の補填から

民間貯蓄への転換を意味し、国内貯蓄の動員と投資資金の拡大をもたらす。他

(10 Liiders and Hachette[ 1993]参照。
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方、民営化は投資機会を創出し、投資資金への需要を作り出す。つまり、民営

化が株式と社債の大規模な供給を可能とし、年金改革がそれらへの需要を作り

出すという相互補完的な循環を生み出したといえる。1986年には民営化の売上

げは民間貯蓄の45％に達し、87年は25％、88年には41％であった( Liiders

and Hachette[1993] )。

したがって、チリにおいてはこうした年金改革と民営化の同時進行によって、

資本市場の深化が可能となったといえる。こうした年金改革と民営化の好循環

は、今後のラテンアメリカにおける資本市場の発展に一つの重要な示唆を与え

るものである。ラテンアメリカにおいては、90年代からこうした年金改革が、

アルゼンチン、ペルー、コロンビア、メキシコなどで始まっている。他方、民

営化は既にかなりの段階にまで進んでおり、今後は民活によるインフラ投資が

新たな投資機会を提供すると考えられている。

5．政策金融の限定性

Amsden[1989]、Wade[1990]などのレビジヨニストの認識によると、韓国、

台湾においては、明確な産業政策と政府介入が存在し、政策金融が産業発展に

有効な役割を果たしたとされる。しかし、ここで問題としなければならないこ

とは、ラテンアメリカにおいても産業政策もしくは政策金融が有効たりうるか

ということである。すなわち、東アジア諸国における産業政策の有効性は、産

業政策を正しくデザインできる（正しくターケツト産業を選定する、適切な投

資のコーディネーションを知っている、企業間のネットワークを発見する、な

ど)、正しい政策手段（制度金融、補助金、関税保護、的確な情報を提供する）

を実施できる、政策的歪みを誘発するレントシークを防げるなどの、政府の能

力が前提されることである。

世界銀行の「東アジアの奇跡』では、東アジアで産業政策が機能した理由と
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して、東アジア諸国では政策が正しく実施されたばかりでなく、制度と政治も

適切であった点を示唆している(World Bank[1993] )。同時に、労働政策、企

業と政府の関係、官僚制度の政治的圧力からの隔離( insulation)などの重要

性が議論されている。他方、Rodrik[ 1996]は、政府介入が有効であったとさ

れる東アジアで、貿易保護、産業政策、補助金などがレントシークによる弊害

をもたらすことなく機能したことを重視し、その理由として、東アジア諸国が

1 950年代までに比較的高い教育水準を有していたこと、比較的に平等な所得分

配を有する社会であったことなどの初期条件の存在を重視している。

以上の議論を総合すると、産業政策（とくに、ターケテイング政策）は東ア

ジアでのみ有効であり、ラテンアメリカ諸国では実施は困難という結論になり

そうである。実際、ラテンアメリカにおける政府介入と産業政策の非有効性は、

何よりも広範に深く政府が市場介入した輸入代替期の挫折が明確に物語ってい

る。確かに、第2章で議論したように、1990年代に入り経済自由化が進展し政
（11）

府・制度の能力が改善する傾向にあることは疑うべくもないが、十分な能力

を獲得するには極めて長い時間を必要とすることも事実である。少なくとも、

経済自由化の趨勢のなかで、今後ターゲテイング政策によって特定の産業をセッ

トアップし、振興するという意味での産業政策は政治的にも支持されないとい

える。むしろ、在り得るとすれば、既存の非効率な産業を自由化政策の枠組み

のなかでいかに効率化させるかという意味での産業政策が重要であり、そのた

めの政策金融は支持されるであろう。

しかし、広義の産業政策に含まれる項目の中で、マクロ安定化とならびラテ

ンアメリカにおいて極めて重要な意味を有していると考えられるものがある。

すなわち、中小企業の発展促進である。ミクロ企業、零細企業を含む中小企業

の発展は、雇用機会の創出、インフォーマル・セクターのフォーマル化などを

(11）西島[1998a]、西島[1999]参照。
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通じて所得分配を改善する。所得分配の改善は消費需要を創出するという意味

からも成長の持続に不可欠である。村上[1992]は「産業政策は分配政策なしに

は必ず失敗する」(p.99)という観点から、産業政策としての中小企業育成の

重要性を議論している。

中小企業の育成とは、ある意味でターゲテイングであるが、一般的な産業政

策を正当化する議論である、特定の産業に費用逓減がみられるとか、技術革新

能力が期待されるといった理由からではない。中小企業が発展するということ

は、①産業政策にともなう格差（大企業と中小企業、先進技術と標準化技術）

を解消する、②小規模な部品産業の成長が先端産業の｢外部経済｣として働き、

国全体の技術水準を上昇させて先端産業の費用逓減状況を支える、③機動性と

創意に富んだ個人企業家にスタートの場を与え、企業家能力の供給源となる、

ことを意味する。以上の利益を実現するためには、特定地域の中小企業集団の

連関・ネットワーク( clustering )の形成、大企業との長期的下請け関係の形

成、協同組合などの組織化、情報の収集と伝播を容易とする機関．制度の設立
（12）

などを通じて促進する必要がある。こうした制度が機能すれば、規模の経済、

範囲の経済が実現し、中小企業の発展は産業全体の発展を補完することになり、

同時に分配の改善という重要な役割を担うことになる。

結論的には、産業政策を成功させる政府能力、制度能力などの基本的条件が

十分に満たされていない現状と、市場自由化への趨勢のなかで敢えて産業政策

を実施する政治的環境にないという現実的な理由から、ラテンアメリカにおい

ては少なくとも"picking the winner"という意味での産業政策の余地は少な

いと考えるべきであろう。ただし、分配政策の観点から、また政策改革の持続

の条件として、唯一、中小企業促進という産業政策は妥当すると考えられる。

また、競争政策、技術発展政策、教育訓練なども産業政策と呼ぶのであれば、

(1J 小池[1997]参照。
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当然産業政策に含めるべきであり、そのための政策金融は支持されるべきであ

る。

ただし、中小企業促進においても、中小企業が十分に資金アクセスできるに

足るだけの金融市場が発達すれば、政策金融の根拠はなくなる。この意味で、

中小企業を対象とする金融市場の発達を優先すべきである。産業政策、中小企

業優遇が潜在的に有する「政府の失敗」を避けられるからである。中小企業支

援としての産業政策であっても、政府の役割は中小企業発展のための条件整備

が基本であり、直接的介入が正当化されるわけではない。

お わ り に

以上、ラテンアメリカの産業発展における金融システムの問題点と課題、政

策金融の限定性について検討してきたが、最後に言及すべきは、1990年代後半

の金融危機の後、多くの諸国で金融システム改革が始まり、銀行セクターのリ

ストラ、経営健全化規制の強化、外資系金融機関参入の促進などによって、金

融システムの健全化と強化が進められていることである。今日のグローバル化

した国際資金移動の現実にあっては、経済発展・産業発展に必要とされる資金

や直接投資を確保するには、金融市場の自由化とともに、金融システムを健全

化することによって、海外投資家に対する信任を確保しなければならないから

である。ある意味で、ラテンアメリカの金融システムは極めて速いスピードで

グローバル・スタンダードを浸透させつつあるといっても決して過言ではない。

こうした金融改革によってラテンアメリカの金融システムの効率性と健全性が

増大し、産業発展への金融システムの役割が高まりつつあることは疑うべくも

ない。

しかし、ラテンアメリカの金融システムには脆弱性が残存していることも否

めない。貧困や所得分配問題が解消されない限り、階層間対立に基づく社会的
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不安定化が非整合的なマクロ政策をもたらす可能性が高く、金融システムを不

安定化させる潜在的な圧力となっている。また、金融市場の自由化によって、

銀行セクターのリストラ・統廃合が進展しているが、自由化は一面で市場競争

によって非効率な金融機関を淘汰し適正な規模の銀行システムを作り出すとも

いえるが、他面で特定金融機関の市場支配の強化をもたらす可能性も否定でき

ない。とくに、アルゼンチンやメキシコでは外資系金融機関の市場支配が進行

している。さらに、過度に海外資金に依存する金融セクターの発展形態も、

1”4年末のペソ危機や99年1月のブラジルの通貨危機、2002年1月のアルゼン

チンの通貨危機が示すように、リスクに敏感な海外資金の動きに対して脆弱で

ある。

いずれにしても、以上のような問題の背景には、新経済自由主義のもと、徹

底した経済自由化とグローバル・スタンダードを追求することが果して固有の

歴史的・制度的背景をもつラテンアメリカにとって望ましい戦略であるのか、

という根本的な問題が存在していると考えるべきである。産業発展と金融シス

テムというコンテキストでいえば、確かにこれまでのラテンアメリカ諸国にお

いては、政策金融に基づく歪められた産業発展という「政府の失敗」が深刻で

あったことは事実である。また、金融自由化が金融システムの効率性の改善に

貢献することも事実である。しかし、グローバル・スタンダードにのっとった

金融システムが、社会的公正の実現や望ましい産業発展を実現するかどうかの

保証はない。したがって、ラテンアメリカ諸国にとっての課題は、効率的で健

全な金融システムを実現すると同時に、ラテンアメリカの現実を十分に考慮し

た金融システムの発展を模索しなければならないことである。少なくとも、過

度の海外資金依存から脱却するための貯蓄動員の強化、そのための年金改革、

さらには社会的公正の改善を目指す中小企業発展のための金融的支援が強調さ

れなければならないであろう。
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第ラ章 ラテンアメリカの金融システムと企業

第4章においてラテンアメリカにおける金融システムの特徴、90年代の改革

のもとで進んだ金融システムの健全化、金融自由化と不安定性、政策金融の限

定性等について詳細に考察が行われている。本章はこれを踏まえ、ラテンアメ

リカの金融システムの様々な制約が、企業の活動に具体的にどのように影響を

与えているかを検討することを目的としている。特に90年代のラテンアメリカ

においては、一連の改革によって企業の事業環境が大きく改善するとともに、

改革、グローバライゼイション、地域統合の進展等によって新たな投資機会の

拡大が生じたと考えられる。第4章で指摘されているような特徴を持つラテン

アメリカの金融システムのもとで、企業はこうした新たな事業環境と投資機会

をどのように活用してきているかを明らかにしようとするのが本章の目的であ

る。

第4章では、ラテンアメリカでは、圧倒的に間接金融の占める割合が大きい

こと、かつ銀行部門の金融仲介の程度が低く、金融深化が進んでいないことが

指摘されている。このことは民間企業の活動に深刻な影響を与えざるを得ない。

特に金融仲介の程度が低いのみならず、財政の赤字が解消しないためにクラウ

ディングアウトが生じており、実際に民間セクターにとって調達可能な銀行等

を通じての資金の量は、東アジア等と比べてかなり制約されている状態にある。

本章の第1節ではこのことについて詳細な検討を行い、かつ東アジア諸国との

比較を行う。

第2節では、こうした金融深化の程度が低い状態にもかかわらず、ラテンア

メリカでは何故90年代において一定の成長が可能であったかについて、外国直

接投資や外国からの借款の可能性の拡大などがどのように影響したかについて

検討する。
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経済の成長は新しい企業の創出と既存の企業の拡大の二つによって起こると

考えられるが、本章の第3節では、上に述べたようなラテンアメリカの金融深

化の程度が低いことが新しい企業の創設に対して、どのような影響を与えてい

るかを検討する。第4節では既存の企業の活動が、どのように制約され、また

企業の規模の拡大を妨げているかについて若干の考察を行うとともに、ラテン

アメリカの企業は90年代に入っての改革による新たな事業機会を利用する形で

国際化を進め、特に域内への直接投資を拡大してきているものの、その規模は

東アジアと比較してはるかに小さいことなどから、90年代の新たな事業機会、

投資機会の拡大にもかかわらず、ラテンアメリカの企業は、それを十分には活

用していないと考えられることを指摘する。

1．民間セクターが国内で調達可能な資金の規模とその背景

ラテンアメリカにおいて、民間セクター向けの国内金融システムからの融資

の規模がどのように拡大してきているかは、金融への企業のアクセスを示す最

も重要な指標である。表1に示されている通り、1999年のラテンアメリカにお

ける民間セクター向け国内融資の対GDP比は29.4%にとどまっており、東アジ

アの104.1 %と比較してきわめて低い水準にある。

このことについてIDBの報告書(IDB, 2001, p.57)は、1990年代のラテンアメ

リカにおける民間セクター向け国内融資の規模はGDPの33%であり、それは

東アジアや先進国の平均規模の約3分の1の水準であるが、ラテンアメリカの

18ケ国について1985年から99年の期間で見た場合、金融セクターの改革は融資

の規模の拡大にプラスの効果をもたらしていることを確認できるとしている。

しかしながら、同時にこのIDBの報告書は、ラテンアメリカの金融改革は金融

セクターの発展に重要な効果をもたらしたものの、今日なお多くの課題を抱え

ていると結論している。
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表1 ラテンアメリカと東アジア

：民間セクター向け国内融資と民間固定資本投資

民間セクター向け国内融資

（対GDP比,%)

民間固定資本投資

(総固定資本投資比率,％）

1990

15．6

38．9

47．2

17.5

165.1

65．5

69．4

97．5

83．4

28．5

71．4

1 999

25．0

34．5

67．5

16.2

159.4

93.4

144.0

115.3

130.1

29.4

104.1

1 990

67．4

76．7

79．5

88．1

64．5

0.0

84.8

74.3

63.3

1 998

91.5

82．9

87．7

92．1

79．5

65．4

65．2

79．8

50.2

アルゼンチン

ブラジル

チリ

メキシコ

香港

韓国

マレーシア

シンガポール

タイ

ラテンアメリカ･カリブ諸国

東アジア太平洋諸国

出所: Word Bank, 2ml.

90年代のラテンアメリカにおける金融深化の進展は、表1に示す通りである

が、この間の経済改革、特に民営化の結果、民間セクターは公共セクターに代

わって投資や経済活動の主役となるに至っていることを想起する必要がある。

すなわち、改革前と異なりもはや公共セクターによる経済活動の推進を期待す

ることはできず、それに民間セクターが取って代わることが期待されているだ

けに、民間セクターが新しい企業機会を活用するために必要な資金を得られな

いとすれば、それは改革後の経済にあっては経済発展の重要な制約要因となり

かねないことを意味している。

再び表1に示す通り、ラテンアメリカにおける総固定資本投資に占める民間

総固定資本投資の割合は、ラテンアメリカでは1990年の74.3％から98年の79.8

％へと上昇している。これに対し東アジアでは逆に63.3％から50.2%へと低下

している。
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世界銀行の報告書「東アジアの奇跡」（1994)は、より長期的視点からラテン

アメリカと東アジア地域の比較を行っているが、M2のGDPに対する比率で

見た金融深化の状況は、1960年代以降一貫してラテンアメリカよりも進んでい

ることが確認される。60年代においては、東アジアにおいて金融深化の程度は

35％であり、70年代には48％、80年代には70％へと上昇したのに対し、ラテン

アメリカにおいては60年代20%、70年代28%、80年代38%への上昇にとどまっ

ている。

上に述べたように民間セクターへの国内融資の規模が制約されている要因は、

第4章で指摘されている通り、基本的には貯蓄率が低く、金融深化が進んでい

ないことによるものである。さらに、それに加えてラテンアメリカの場合、財

政赤字が続いており、財政赤字によるクラウデイングアウトが生じて民間セク

ターへの融資が制約されている状況も重要な要因となっている。ラテンアメリ

カにおいては、財政赤字のGDPに対する規模は、例えばOECD諸国等と比較

して必ずしも高くはないが、金融深化の程度がOECD諸国と比較して著しく遅

れているため、財政赤字の規模が小さくともそれをファイナンスしなければな

らない国内金融の規模が小さいことから、結局クラウデイングアウトが生ずる

可能性が高いのである。このことを示したのが表2である。
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表2 銀行の国内向け融資、民間セクター別国内融資、金利スプレッド及び財政赤字

（対GDP比,%)

銀 行 の 民間セクター 金 利 財 政 収 支
国内向け への国内 スプレッド（括弧内は中央政府
融資 融資 の経常収支に対す

る利子支払の割合）

1 990 1 999 1 990 1 999 1 990 1 999 1 990 1 999 1 998

アルゼンチン

ブラジル

チリ

メキシコ

香港

韓国

マレーシア

シンガポール

タイ

ラテンアメリカ・

カリブ諸国

東アジア太平洋諸国

中所得国

高所得国
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出所: Word Bank, 2N1

以上のことに加え、ラテンアメリカにおいては第4章でも指摘されている通

り、資本市場の発達が東アジアに比べて著しく遅れている。この結果資本市場

を通じての直接金融の規模は小さく、また上場企業数も相対的に少ない。ラテ

ンアメリカの多くの国で、90年代に上場企業数は減少している。このことを示

したのが表3である。
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表3 株式市場の規模と上場企業数

取 引 高

( GDP比,%)
時価総額

( GDP比,%)
上場企業数

1 990 1 999 1 990 1 999 1 990 2000

2．3 29．6 0.6 2.7 179 127

3．5 30．3 1．2 11．6 581 459

45．0 101.0 2.6 10.2 215 258

12．5 31．8 4．6 7．5 199 179

111.5 383.2 46．3 154.1 284 69ラ

43．8 75．8 30．1 180.3 669 704

110.4 184.0 24．7 61．4 282 795

93．6 233.6 55．4 115．4 150 355

28．0 46．9 26．8 33．5 214 381

7．7 29．7 2．1 7．3 1748 1938

21．3 52．4 13．2 68．1 1443 3754

21．2 41．1 8．0 30.6 4914 16539

55．3 138.7 31．8 120.9 17064 24741

アルゼンチン

ブラジル

チリ

メキシコ

香港

韓国

マレーシア

シンガポール

タイ

ラテンアメリカ・

カリブ諸国

東アジア太平洋諸国

中所得国

高所得国

出所: Word Bank, 2001

表1の民間セクター向け国内金融と表3の株式市場における時価総額を加え

た額は、これらの諸国での民間企業が利用できる資金の規模を示すものとなる。

単純な比較は慎まなければならないが、ラテンアメリカでは東アジアと比較し

て、金融深化の遅れと、株式市場を初めとする資本市場の未整備から、1990年

代末の時点における両地域の民間企業が調達し得る資金の規模の相違はきわめ

て大きいことが確認される。

2．90年代のラテンアメリカにおける金融システムと成長

一般に金融の深化や金融市場の発展と成長とには強い相関関係が確認されて
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おり、このことについては第3章においても言及されているが、90年代の新た

な国際環境やラテンアメリカ諸国が行った改革のもとで、国内企業の活動が金

融システムや資本市場の未発達によって制約されていたのにもかかわらず、経

済の成長がある程度可能であった背景について考察することとしたい。

まず、なによりもラテンアメリカの多くの国で90年代の初めに資本移動の自

由化、外国直接投資の自由化が行われ、多国籍企業による直接投資が特に90年

代半ばから後半にかけて急増した。また海外からの借款や海外の資本市場での

上場なども可能となった。しかもラテンアメリカでは改革の一環として徹底し

た民営化が行われ、民営化に対しても多額の外国直接投資が行われている。単

に政府系企業が外国企業によって買われ、それによる外貨での民営化収入があっ

たのみならず、民営化に際しての条件として一定の投資を義務付けることが多

かったことから、民営化は投資の拡大をも意味したのである。

民営化の収入と民営化関連投資が大きかったことに加え、その他の分野の外

国直接投資も多かったことから、90年代のラテンアメリカにおいては多国籍企

業主導型の成長が進んだと言っても過言ではない。このことについてはECLAC

による詳細な研究が行われているが、民営化収入のGDPに対する規模も、ま

た外国直接投資の国内固定資本投資に対する比率も、90年代の一時期において

は国によって相違はあるもののきわめて高い水準に達したのである。

以上は90年代のラテンアメリカの改革と、まさにその時期に進んだグローバ

ライゼイション及びその下で生じた外国直接投資の急増という新たな条件によっ

て可能となったものである。しかしながら、金融深化と成長との関係に関して

は、さらに一般的な傾向として天然資源が豊かな国であるほど、国内金融シス

テムの金融深化の度合が少ないという傾向が見いだされることが確認されてい

る。これは90年代に限られることではないが、天然資源の開発が一般に多国籍

企業によって行われることから、国内の金融システムからの資金調達を必ずし

も必要としないことを反映しているものと考えられる。確かに、例えば80年代
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から90年代にかけて行われたチリにおける多数の銅鉱山開発のメガプロジェク

トは、殆ど多国籍企業によって実施されており、その資金調達は海外から行わ

れたのであった。同様なことはマキラドーラ産業（輸出向けの保税加工）のよ

うな産業の発展が、成長の主導力となる場合にも当てはまると考えられる。メ

キシコの輸出の半ばがマキラドーラの輸出によって占められているが、マキラ

ドーラ産業への投資の大きな部分は多国籍企業によるものであり、当然、その

投資のために必要な資金は海外からの調達によるものであると考えられる。

さらに、メキシコにおいては90年代の成長は、いわゆるNAFTA効果による

ところが大きく、GDPに対する輸出の割合も15％から35%へと大きく上昇し

ている。このような外資による輸出主導型の成長が進んだメキシコにあっては、

その金融システムの民間セクター向け国内融資が対GDP比16%というラテン

アメリカ諸国の中でもきわめて低い水準にあったにもかかわらず、一定の成長

が可能であった背景となっていると考えられる。

これに対して、大企業の周辺におけるサプライチェーンを強化し、サポーティ

ング．インダストリーのクラスターを発展させ、さらに一般に中小企業の拡大

をめざす場合には、民間セクター向けの国内融資はきわめて重要となる。東ア

ジアの場合には、まさにそうした必要が高かったと考えられる。

しかも、韓国、台湾、香港、シンガポールが経済発展を進めた70年代から80

年代にかけては、90年代に見られた程の外国直接投資の拡大は見られず、また

外国からの借款も必ずしも容易ではなかった。例えば、韓国が製鉄所を建設す
（1）

る際に、その資金の調達は困難をきわめたのである。従って、これらの諸国

の初期の工業化の過程においては、国内の金融システムの発展なくしては成長

は困難であったと考えられる。一方、タイ、マレーシア、フィリピン、インド

ネシアのような諸国にあっては、近年の工業化に際して多国籍企業の投資によ

(1) Hosono and Hamaguchi (2001)を参照。
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る効果は非常に重要であった。しかしながら、これらの国々の場合にも、上に

述べたようにサポーティング・インダストリーのような中小企業の発展が必要

であり、そのためには国内金融システムによる企業向け融資の拡大は不可欠で

あったと考えられる。これらのことを考慮して作成したのが表4である。

表4 国内融資の必要性

天然資源

コモディティ

マキラドーラ

(輸出向保税加工）

多様かつ差別化された製造工業品

(中小企業のサポーティング・イ

ンダストリー、クラスター、サプ

ライチェーンの形成を含む）

分 野

時 期

70年代-80年代

国際的融資、FDI

相対的に少ない

国内融資の必要性

相対的に低い

国内融資の必要性非常に高い。
工業化過程の韓国、香港、台湾

90年代

国際的融資、FDI

大きく拡大

国内融資の必要性
低い

メキシコ、チリ、

ブラジル

国内融資の必要性は相対的に高い。
タイ、マレーシア

出所：筆者作成。

以上の点を総合すると、ラテンアメリカ諸国は一般に天然資源を豊富に有し、

その開発による成長に依存する比率が高く、以前から、相対的に金融深化の程

度が低かったことに加え、90年代においては、急速な資本移動の自由化、特に

外国直接投資の自由化を行ったまさにその時期にグローバライゼイションが進

み、FDIの急増などが進んだことによって国内の金融システムの発展が相対的

に遅れていたにもかかわらず、一定の成長が可能になったと考えられる。

しかしながら、その成長はIDBの報告書が指摘するように1990年代の平均で

3.3％にとどまっており、この間の人口増加率を考慮すれば、決して満足し得
（2）

る水準ではなかった。また90年代末から成長の減速が生じており、99年、2000
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年、2001年のラテンアメリカ諸国の経済の平均成長率は非常に低い水準にとど

まっている。1998年- 2002年は「失なわれた5年」とも呼ばれる。

今後、ラテンアメリカ諸国の経済が、次のような変化を必要としている場合

には、金融システムの拡充がきわめて重要な課題とならざるを得ないと考えら

れる。それらは、まずラテンアメリカが一次産品輸出経済からより付加価値の

高い、かつ、より多様な輸出品（製造工業品やサービス輸出を中心とした）へ

と移行する場合、多国籍企業に依存する成長が長期的には継続し得ない場合、

中小企業の発展が重要となる場合である。

3．金融システムと新企業の創設

一般に金融へのアクセスが新しい企業の形成に大きな影響を与えることは良

く知られており、金融へのアクセスの困難が新企業の形成と発展を妨げる最も

重要な要因となっていることが指摘されている。特にラテンアメリカにおいて

は「金融深化」が遅れており、それが新企業の形成に深刻な影響を与えている

と考えられる。

この点について、最近興味深い調査がIDBによって行われており、企業のス

タートアップ段階においても、初期発展段階においても東アジアの方がラテン

アメリカよりも外部の資金へのアクセスがより容易であること、及びそれが新

しい企業の創設に重要な影響を与えていることが明らかにされた。さらに、ス

タートアップ段階においては、ベンチャー・キャピタルの役割やエンジェル

(インフォーマルな民間投資家）の役割が東アジアにおいて、より重要である
（3）

ことが明らかとなった。

(2) IDB (2001)は失望させられる水準であったと指摘している。

(3)これは、E"〃ep7.e" eI"､Sﾉzjp m Eme噂mg Ecorl,om,ies.．Q･gα"o凡α凡d DGUe-

lopmer't q/N2uﾉF"ms m L(ztm Americaa凡d East Asjaと題する米州開発
銀行(IDB)によって行われた調査で、20m年から約2年間にわたって実施された。



第5章 ラテンアメリカの金融システムと企業 141

3－1 スタートアップ段階

東アジアにおいてはベンチャー・キャピタルを利用した企業が6％であるの

に対し、ラテンアメリカでは3％であった。また、いわゆるエンジェルなどの

民間投資家からインフォーマルな金融を利用した割合は、東アジアでは16％で

あったのに対し、ラテンアメリカでは8％であった。銀行からの融資を受けて

いる割合も東アジアの方が高く、ラテンアメリカの18％に対して23％であった。

さらに公的金融機関（中央政府）からの融資については、両地域で大きな差が

あり東アジアでは10%が利用していたのに対し、ラテンアメリカは2%に過ぎ

なかった。地方政府からの融資等に関しても顕著な相違が見られた（表ラ及び

表6参照)。

さらに重要なことは、調査対象となった企業の内、よりダイナミックな企業

がこれらの資金をより多く利用していることである。ラテンアメリカの企業家

の大部分が、外部からの資金へのアクセスが困難であること、または全く外部

からの資金を利用出来ないことを、新しい企業の創設における障害の重要な要

因として挙げている。

この結果、ラテンアメリカにおいては外部資金が新企業の創設を行おうとす

る企業家の必要を十分に満たしていないことが明らかにされた。そこで外部か

らの資金を利用していない企業家に対して、何故外部からの資金を利用してい

ないのかについて質問を行ったところ、ラテンアメリカにおいては全体の3分

の2の企業家が外部からの資金は金利が高いことや、厳しく担保を求められる

対象とした国は、東アジアからは、日本、韓国、台湾、シンガポールの4カ国、ラテ

ンアメリカからは、アルゼンチン、ブラジル、メキシコ、ペルー、コスタリカの5カ

国の計9カ国である。この調査のために、これら9カ国にそれぞれ調査チームが作ら

れた。共通の質問票に対して、1271社の創業者から集められた回答に基づく大規模な

調査であり、調査結果に基づく比較研究は東京、ブエノスアイレス、ワシントンにお

ける会議での討議をへて、英語、スペイン語でまとめられ、2002年4月に出版された

(Kantis, Ishida and Komori, 2"2)。本稿で用いている統計数字は、基本的に、

上記出版物に含められているものを用いているが、一部は、直接調査結果の原資料に

基づいている。詳細については、Hosono (2002)参照。
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ことなどから、創業の際のニーズに合っていないことを強調している。しかし

ながら、50%の企業家は創設した企業の支配を奪われたくないこと、負債を負

いたくないこと、金融機関に信頼をおいていないことなどを理由に挙げている。

一方、東アジアの企業家の場合には、外部からの資金の利用を回避したいと回

答するか、または外部からの資金がそのニーズに合っていないと回答したのは

20%以下に過ぎなかった。

表5 東アジア：スタートアップ段階の資金調達

それ以外の

企業グループ

（％）

79．2

69．5

33．1

7．4

32．8

12.1

5．1

17．1

4．3

5．1

6．3

2．7

3．1

37．8

10.1

21．4

2．7

3．5

6．2

4．7

22．2

3．4

ダイナミックな

企業のグループ

（％）

76．5

66．7

33．7

10．6

42．3

17．4

5．9

24．8

6．1

12．1

5．3

5．8

3．1

36．8

10．2

15．6

2．9

2．9

1．8

1．4

23．2

2．3

計

(％）

77.2

67.4

33.5

9.8

39.9

16.1

5.7

22．9

5．6

1 0.3

5.5

5．0

3.1

37.0

10.2

17.1

2．9

3．0

2．9

2．2

23．0

2．6

企業の内部資金

創立者の貯蓄

親類・友人

個人のクレジットカード

外部資金

エンジェル

ベンチャー・キャピタル

銀行融資

銀行オーバードラフト

中央政府の融資または保証

同グラント

地方政府の融資または保証

同グラント

その他の資金

顧客（前払い）

サプライヤー

ファクタリング

税金の支払の遅延

サービスの支払の遅延

賃金の支払の遅延

中古機械購入

その他

出所：本文に記載のIDBの研究の統計（原資料）から作成
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表6 ラテンアメリカ：スタートアップ段階の資金調達

それ以外の

企業グループ

（％）

80．3

74．3

27．1

7．3

28．4

5．5

1．4

16．1

12．8

1．4

0．9

0．5

0.ラ

53．2

19．7

27．1

2．8

11．0

3．2

3．7

24．8

4．1

ダイナミックな

企業のグループ

（％）

89．4

87．2

24．1

10．2

34．5

9．2

3．5

18．7

13．0

2．1

0．9

0．9

1．4

61．9

19．6

39．2

5．4

11.1

3．3

3．3

33．6

3．8

二ト
ロI

(％）

86．3

82．8

25．1

9．2

32．4

8．0

2.8

17.8

12．9

1．9

0．9

0．8

1.1

59.0

19.7

35.1

4．5

11．1

3．3

3．4

30．6

3．9

企業の内部資金

創立者の貯蓄

親類・友人

個人のクレジットカード

外部資金

エンジェル

ベンチャー・キャピタル

銀行融資

銀行オーバードラフト

中央政府の融資または保証

同グラント

地方政府の融資または保証

同グラント

その他の資金

顧客（前払い）

サプライヤー

ファクタリング

税金の支払の遅延

サービスの支払の遅延

賃金の支払の遅延

中古機械購入

その他

出所：表5に同じ。

3－2 初期発展段階

次に、企業の初期発展段階においては、以上に述べたスタートアップ段階で

の両地域間の金融アクセスへの相違がさらに顕著となることが明らかとなった。

創業を行おうとする企業家にとってスタートアップ段階では、自らの貯蓄に依

存する部分が圧倒的に高いが、企業が形成され初期の発展段階に進むに従い、

企業の規模が大きくなることから、外部からの資金を調達する必要が拡大する。
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この初期の発展段階において、銀行からの融資または公的機関からの融資を利

用する企業の数は、スタートアップの段階と比べて東アジアでは2倍となるの

に対し、ラテンアメリカではごく僅かな増加に過ぎない。この初期の発展段階

に見られる大きな両地域間の相違は、ラテンアメリカと比較して東アジアにお

いては外部資金のアクセスがはるかに容易であることを反映するものである。

東アジアにおけるダイナミックな企業にとっての最も重要な外部からの資金

源は、銀行からの融資と公的機関からの融資である。東アジア地域のダイナミッ

クな企業がこれらを利用する割合は、銀行融資については40％、公的機関の融

資については24％であるのに対し、ラテンアメリカにおいては、それぞれ24％、

4％とはるかに低い水準となっている。

次に、ベンチャー・キャピタルの役割は、東アジアのダイナミックな企業に

あっては、その役割は初期の発展段階においてスタートアップ時点と比べてよ

り強まるのに対し、ラテンアメリカにおいては、その役割の低下が見られる。

ベンチャー．キャピタルを利用する企業は東アジアにおいては11％であるのに

対し、ラテンアメリカでは1％であった。一方、エンジェルの役割は、両地域

においていずれもスタートアツプ段階よりも低下するものの、東アジアにおけ

るダイナミックな企業の場合の方が、ラテンアメリカにおける場合よりもエン

ジェルの役割はずっと重要であることが明らかとなった。エンジェルを利用す

る企業の割合は東アジアが15％であったのに対し、ラテンアメリカは7％であっ

た（表7および表8参照)。
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表7 東アジア：初期発展段階の資金調達

の
プ

外
吟
ｊ
３
０
６
６
４
５
１
０
０
４
５
０
２
７
１
５
２
２
２
２
６
２

以
釣
帆
砥
充
渥
凪
糾
凪
ｄ
犯
４
皿
４
６
氏
６
罰
乱
鼠
乱
員
及
久
Ｌ

３
１
２

１

れ
業
そ
企ダイナミックな

企業のグループ

（％）

604

54．3

23．6

1 0.0

57．3

14．8

10．6

39．9

9．7

23．5

8．3

12．8

5．0

36．9

10．4

19．5

5．7

4．3

3.2

2．7

17．2

2．8

企業の内部資金

創立者の貯蓄

親類・友人

個人のクレジットカード

外部資金

エンジェル

ベンチャー・キャピタル

銀行融資

銀行オーバードラフト

中央政府の融資または保証

同グラント

地方政府の融資または保証

同グラント

その他の資金

顧客（前払い）

サプライヤー

ファクタリング

税金の支払の遅延

サービスの支払の遅延

賃金の支払の遅延

中古機械購入

その他

出所：表5に同じ。
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表8 ラテンアメリカ：初期発展段階の資金調達

ダイナミックな

企業のグループ

（％）

67．9

63．7

21．0

9．1

37．8

6．5

1.3

23．8

18．1

4．1

1．3

1．0

1．3

65．0

19．7

43．5

9．1

1 3.2

4．7

4．4

27．5

7．3

それ以外の

企業グループ

（％）

61．2

55．3

14．4

9．6

35．1

1．6

0．5

21．8

19．1

1．6

0．5

0．5

0.5

55．3

20.7

35．1

1．6

11．2

1．6

2．7

20．7

3．7

企業の内部資金

創立者の貯蓄

親類・友人

個人のクレジットカード

外部資金

エンジェル

ベンチャー・キャピタル

銀行融資

銀行オーバードラフト

中央政府の融資または保証

同グラント

地方政府の融資または保証

同グラント

その他の資金

顧客（前払い）

サプライヤー

ファクタリング

税金の支払の遅延

サービスの支払の遅延

賃金の支払の遅延

中古機械購入

その他

出所：表5に同じ。

3－3 金融深化と新企業の創設

以上のような結果は、一般に多くの関連する研究によって明らかにされてい

る事実と一致している。例えばアンドリュー・ワーナー教授が行った企業のス

タートアップに関する指標(Start-up index)は、担保を殆ど必要としない形

での融資の可能性、ベンチャー・キャピタルを利用しての資金調達の可能性、

及び新しい企業を創設する環境の三つの指標に基づいて計測したものである
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( Warner, 2000 )。このスタートアップ指標は、ラテンアメリカ諸国の場合、

東アジア諸国と比べてはるかに低いことが明らかにされている。この指標が最

も高いのが米国で＋2.02であり、最も低いのはエクアドルの-2.01であった。

ラテンアメリカの他の国はブラジル-0.59、アルゼンチン-0.82、メキシコ

-1.23、ペルー-1.53であったのに対し、東アジアの場合にはシンガポール

＋1.31、台湾十1.04、韓国十0.19であり、日本が-0.21であった。この結果はラ

テンアメリカにおいては東アジアと比較して金融深化が進んでいないことを反

映するものであると考えられる。

銀行の資産総額のGDPに対する比率は、ブラジルでは46.24 %、ペルーでは

40.77％、アルゼンチンでは39.98％、メキシコでは27.97％であるのに対し、台

湾では248.57％、シンガポールでは173.08％、日本では151.76％、韓国では102.88

％となっている。また融資の利用可能性（担保を求めず、優れた企業の活動計

画によってのみ融資を得られる可能性）については、一般にラテンアメリカの

方が東アジアよりも低い水準となっている。ブラジルは3.4、アルゼンチン2.9、

メキシコ2.4、ペルー2.0に対し、台湾は4.3、シンガポール4.2、日本3.4、韓国3.3

であった。さらに企業家が革新的なプロジェクトではあるが、リスクの高いプ

ロジェクトを計画しているときに、ベンチャー・キャピタルの資金を得ること

ができる可能性については、ラテンアメリカの方が東アジアよりもかなり低く、

アルゼンチン3.2、ブラジル3.1、メキシコ2.9、ペルー2.4に対し、韓国5.0、シ

ンガポール4.9、台湾4.8、日本4.0であった( Warner, 2000 )。

3－4 資金が不足する場合の新規創設企業の対応

次に、こうしたラテンアメリカの金融システムの脆弱性は新しい企業のスター

トアップ段階や初期発展段階においてどのような影響を与えているのであろう

か。先に引用したIDBによる東アジアとラテンアメリカの新規企業創設の比較

研究は「十分に機能する銀行は、成功する可能性の高い新しい商品や革新的な
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製造プロセスを実現する可能性の高い企業を見いだし、それに対して融資を行
（4）

うことを通じ技術革新を推進する」ことを確認する結果となっている。

このIDBの比較研究は、東アジアおよびラテンアメリカの企業が外部からの

資金の調達が困難である場合に、その困難にどのような形で対応しているかに

ついても明らかにしている。この点はこの研究の明らかにしたことの中でも独

自性の高い重要な部分であると思われる。外部からの資金を調達することが困

難な企業は、まずは、他の方法での資金源を見いだそうとし、それが十分に出

来ない場合には、新たに創設する企業の規模を縮小する形での対応を行ってい

る。

すなわち、ラテンアメリカの企業家は自分の貯蓄を用い、または家族から借

りることに加え、次のような方法での資金の調達を東アジアの企業と比べてよ

り多く用いている。ダイナミックな企業に関してみれば、スタートアップの時

点で、ラテンアメリカでは39％がサプライヤーズ・クレジットを用いているの

に対し、東アジアでは16％であった。顧客からの前払いはラテンアメリカでは

20%が用いているのに対し、東アジアでは10%であった。税金の支払いの延期

については、同じく11％に対し3％であった。新企業の創設を行おうとする企

業家自らの貯蓄が、両地域においてスタートアップ段階では最も重要な資金源

であるが、ラテンアメリカにおいては東アジアにおいてよりも重要である（ダ

イナミックな企業については東アジアが67％であるのに対し、ラテンアメリカ

は87％）（再び、表5及び表6を参照)。

しかも、ラテンアメリカでは資金へのアクセスが困難であるダイナミックな

企業の大部分が、競争力を獲得するという観点から必要な規模よりも小さい規

模で企業のスタートアップを行っていることが明らかになった。ラテンアメリ

カではそうした企業が61％を占めるのに対し、東アジアでは48％であった。ま

(4)世界銀行のレポートは金融のこのような役割を重視している。World Bank 2002,

p.75.
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た、顧客やサプライヤーからの援助を求めるケースもラテンアメリカでは59％

であったのに対し、東アジアでは42％であった。さらに、より低い技術水準で

企業を興すケース（ラテンアメリカ57％、東アジア22％）や、中古機械を購入

するケース（ラテンアメリカ34％、東アジア23％）が見られ、このような形で

資金の調達の困難に対応していることが明らかとなっている（表5から表10参

照)。

表9 東アジア：資金が不足した場合の対応

それ以外の

企業グループ

（％）

ダイナミックな

企業のグループ

（％）

競争上望ましいと考えられる規模より

小さい規模で創業

競争上望ましいと考えられる時期より

遅れて創業

パートナーを加える

望ましい技術水準よりも劣る技術で創

業する

大企業やサプライヤーの支援を得る

その他

資金の不足は重大な影響を与えない

47.6 65.9

22.9

45.8

21.6

42‘0

16.8

44.6

30.0

44.7

28.4

44.9

13.9

51.8

出所：表5に同じ。
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表10 ラテンアメリカ：資金が不足した場合の対応

それ以外の

企業グループ

（％）

ダイナミックな

企業のグループ

（％）

競争上望ましいと考えられる規模より
小さい規模で創業

競争上望ましいと考えられる時期より
遅れて創業

パートナーを加える

望ましい技術水準よりも劣る技術で創

業する

大企業やサプライヤーの支援を得る

その他

資金の不足は重大な影響を与えない

56.761.4

37.9

12.2

56.5

59.3

7.3

32.3

37.5

8.7

48.1

48.6

9.6

28.8

出所：表5に同じ。

以上のような相違、すなわち東アジアと比較してラテンアメリカの企業がよ

り不利な条件のもとでの企業の創設を行っている状況が、より長期的にどのよ

うな意味を有しているかについては、さらなる研究が必要であると思われるが、

まず考えられるのは、新しい企業の創設の困難は、技術革新を遅らせ経済の発

展を遅らせることである。そのような可能性が高いことは次の調査結果によっ

ても確認される。すなわち、東アジアとラテンアメリカを比較した場合、企業

を興そうという計画を立てる段階から実際のスタートアップまでの段階までの

時間が、東アジアがラテンアメリカよりもずっと短いのである。東アジアでは

2.6年で創業するのに対し、ラテンアメリカでは4.6年かかっている。また、こ

のことに関連して指摘すべきは、東アジアにおいては新しいダイナミックな企

業は、ラテンアメリカよりも大きな規模でスタートし、かつより早いスピード

で成長することである。東アジアでは、創業の年から、販売額が100万ドルを

超える企業が23％に達するのに対し、ラテンアメリカでは、9％にとどまって
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いる。また、3年目には、東アジアでは、64％の企業の販売額が100万ドルを

こえるのに、ラテンアメリカでは、25％である（表11参照)。

表11 ラテンアメリ力と東アジア：ダイナミックな企業の売上高の成長のスピード

(100万ドル以上の売上高の企業の割合）

東アジアラテンアメリカ

起業後1年目

起業後3年目

20m年の調査時点

29

25

36

23

64

83

出所：表5に同じ。

ただし、先に述べたような金融面での相違などに加え、この重要な相違を引

き起こしている要因は他にも存在していると考えられる。例えば、産業構造の

相違がそれである。東アジアとラテンアメリカにおいて新しいダイナミックな

企業が生産する財やサービスの種類が異なることが、上に述べたような相違を

引き起こす可能性もある。また東アジアではラテンアメリカと比較して下請け

の制度がより広範に普及しており、かつ経済全体に占める製造業の割合が大き

いのも重要な背景であると考えられる。また、情報産業分野の新しい企業の割

合は、ラテンアメリカに比べ東アジアの方がより高い。

4．金融システムと既存の企業の拡大

ラテンアメリカにおける金融システムのもとでの民間セクター向けの融資の

規模が、GDP比で東アジアと比較して非常に小さいことが既存の企業の拡大

にどのような影響を与えているかを、限られた資料によって考察することとし

たい。既存の企業の場合には、企業自身が得る利潤を留保して、それを投資に
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向けることができることから、特に好景気の時期にあっては多額の国内融資を

利用する必要は必ずしも生じない。また既存の企業の場合、特に大企業や信用

の高い中堅企業の場合には、企業間の信用や外国の銀行からの融資などを利用

することなども可能である。さらに、大企業の一部は海外での上場も行ってい

る。従って、新規企業の創設の場合と既存企業の拡大の場合とでは、金融シス

テムの影響はかなり異なると考えられる。

金融システムによる民間セクター向け融資の制約が、どの程度既存の企業の

資金調達などに影響しているかについては、ラテンアメリカについては必ずし

も詳細な統計が利用可能ではない。しかしながら、メキシコについてはメキシ

コの中央銀行( Banco de M6xico)が企業の外部からの資金調達について詳

細な調査を行っている。

この調査に基づく最近の時点での統計を示したのが表12である。この統計に

よればメキシコでは72.5％の企業が銀行の融資を利用しておらず、大企業でも

66.1％の企業が利用していないことが確認される。最優良企業( AAAの企業）

の場合には、銀行を利用しない企業の割合が44.8％にとどまっている。また資

金の調達の相手先を見ると、資金調達の総額の56.4％がサプライヤーズからの

融資であり、その割合は小企業では62.4％、中企業でも59.1％ときわめて高い。

一方、銀行から調達資金の割合は全体では19.7％にとどまっており、小企業の

場合には14.3％ときわめて低く、また最優良企業の場合でも37.5％となってい

る。先に述べたサプライヤーズに加えて提携関係にある他の企業や親会社から

の金融を含めると、全体では71.9％と企業間信用の割合がきわめて高いことが

明らかとなる。

一方、銀行を利用していない企業が何故銀行を利用しないのかの理由に関し

ては、そのような企業の内、26.6％が「金利が高い」からと答えており、これ

に次いで「銀行が貸そうとしない」と答えている企業の割合が19.9％、「融資

の申請が拒否されたから」と答えている企業の割合が8.1 %となっており、銀
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行システムや金利の高さが原因で、銀行からの融資を利用していない企業の割

合がきわめて高いことが確認される。

一方、興味深いのは、外国の銀行からの融資の状況である。メキシコの場合

米国と国境を接していることから、米国の銀行から資金を調達してくる割合が

大企業ほど高いと考えられるが、最優良企業の場合、資金調達総額に占める外

国の銀行からの資金割合は7.5％と比較的低い水準にとどまっている。また大

企業の場合には8.6％であり、これらは中小企業よりは高いとはいえ、国内か

らの銀行の融資と比較するとかなり低い水準であると考えられる。
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表12メキシコ：外部資金の調達状況: 2002年第一四半期（注1)
（単位：％）
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出所: Banco de M6xicoの調査。

(注1）最低500社（全国）の調査による。

(注2)Sは1 997年時点で売上が100万から1億ペソの企業。

Mは1”7年時点で売上が1億ペソから5億ペソの企業。

Lは1997年時点で売上が5億ペソから50億ペソの企業。

AAAは1997年時点で売上が50億ペソを超える企業。



第5章 ラテンアメリカの金融システムと企業 155

このメキシコの状況を韓国と比較すると、統計上の定義などの問題により厳

密な比較は困難であるが、韓国の企業の方が社債の発行による資金の調達が多

いこと、また企業間の信用による調達は相対的に低いことが確認される。すな

わち社債の発行は通貨危機の98年を除きほぼ20%程度を占めており、一方、企

業間金融は同じく通貨危機の時期を除きほぼ6％から9％程度の水準にとどまっ

ている。これはメキシコの場合との大きな相違を示すものであると考えられる。

以上は外部資金に関する比較であるが、企業の社内留保などの内部の資金の

調達が全体のどの程度の割合を占めているかを、1980年代について主要な100

の企業について比較した研究がある。ブラジルとメキシコの場合には、内部資

金による調達はそれぞれ46.0%及び23.1 %となっており、韓国及びタイのそれ

ぞれ15.8％及び14.7％よりかなり高い水準となっている。しかしマレーシアの

場合には29.7％でメキシコより高い。一方、全体の資産に占める債務の割合は、

ブラジル及びメキシコはそれぞれ8.4％及び8.6％で相対的に低く、韓国、タイ、

マレーシアはそれぞれ39.7％、55.8％及び10.3%とブラジルやメキシコよりも

高い。これは東アジアにおいて金融深化が進んでいることを反映するものであ

ると考えられる。

以上のようなラテンアメリカにおける金融システムの問題が、この地域の企

業の規模に影響していることを明らかにした興味深い研究が最近発表されてい

る(IDB, 2001, pp.35-42 )。すなわち、ラテンアメリカのトップ25企業をとっ

た場合、他の地域のトップ25企業の規模と比べて非常に小さいのである。世界

の7地域のなかでトップの25企業の総資産で見た企業規模の平均は、ラテンア

メリカが最も小さいことが明らかとなった。ラテンアメリカのこれら企業の総

資産の平均規模は約12億ドルであり、これは東アジアの約45億ドルと比較して

かなり小規模である。IDBのこの研究は次のように結論付けている。「GDPに

対する民間セクターへの国内信用の比率で見た金融深化の程度は、大企業の企

業規模を説明する重要な説明変数である。計測結果によれば、金融深化が10％
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拡大することにより大企業の企業規模は26％から46％へと拡大する。これら25

企業は当然国内の金融システムのみならず国際的な金融市場へのアクセスを有

していると考えれば、ラテンアメリカの企業の規模が小さいという分析結果は、

大企業といえども国内金融に依存する割合が高いことを意味しており、この傾

向はラテンアメリカの中小企業においてはさらに強いと考えられる」( IDB, p.

40) ｡

ラテンアメリカにおいては、既に述べたように90年代の改革とグローバライ

ゼイション、地域統合などによる新たな企業機会に企業が積極的に反応し、企

業の国際化が進んだことが確認される。例えば堀坂・細野（1998）によれば、

1990年代の前半の期間において、ラテンアメリカ企業による国境を越えた事業

活動は約7倍に増加している。この事業活動の内、85．3％は従来の活動の継続

ではなく、新規の事業活動であり、90年代に生じた新たな事業機会をラテンア

メリカの企業が積極的に活用したことがこの資料によって確認される。そして、

そうした活動をおこなった企業の中でも、改革が早かったチリの企業が21%と

高い割合を占めていることも注目される。また約200のケースの内、83.1 %が

ラテンアメリカ域内で行われており、さらにその内の3分の2（すなわち60.5

％）はMERCOSUR域内で行われている。一方、ラテンアメリカ諸国から先進

国に対して行われたケースが14.7％に達しており、その多くは米国向けの投資

であった。

このように、ラテンアメリカにおいて90年代に開始された主として域内向け

の国際的な事業展開は、しかしながら、東アジアのそれに比べるとかなり小規

模なものにとどまっている。表13はラテンアメリカ域内のラテンアメリカ企業

による外国直接投資の規模を示したものであるが、その額は1990年から99年の

10年間で201億980万ドルであった。国別ではチリが最も多く67億ドルに達して

おり、メキシコの48億ドル、アルゼンチン35億ドルがこれに次いでいる。ブラ

ジルは15億ドルと比較的少ない。
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表13 ラテンアメリ力の域内FDI、1990-99 ( 100万ドル）
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一方、東アジアにおいても90年代域内FDIの拡大が進んできているが、東ア

ジアの場合、1995年だけで韓国、台湾、シンガポール及び香港からのASEAN

向け投資額が159億ドルに達しており、これはASEAN諸国における総外国直

接投資額の44％に相当する。また同じく韓国、台湾、シンガポール及び香港か

らの中国向け投資は、同年250億ドルに達している。さらにマレーシア、タイ

からの投資も進んでおり、1994年において両国の東アジア向け投資はそれぞれ

18億ドル及び4億ドルに達した。

このように見るとき、ラテンアメリカ諸国の企業は、90年代新たな投資機会

に呼応し、その国際化が進み、また域内向け外国直接投資が増えているとは言

え、その規模は東アジアの場合と比べてあまりにも小さな規模にとどまってい
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ると言わざるを得ない。ラテンアメリカ向けFDI総額に占めるラテンアメリカ

域内のFDIは5%程度に過ぎない。

この域内FDIの状況のラテンアメリカと東アジアの相違は、それぞれの地域

の金融深化の相違によって全て説明されるとは考えられないが、両地域の企業

の金融へのアクセスが何らかの影響を与えていることは否定し得ない。
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第6章 アルゼンチンの通貨危機
一 発生のプロセスと今後の課題 一

は じ め に

アルゼンチンは、1991年にカレンシー・ボード制に基づく1ドル==1ペソの

ドルペッグを実施し、それまでのハイパー・インフレの抑制に成功すると同時

に、多額の資本流入によって1990年代の高い成長率を享受してきた（ただし、

メキシコ危機直後の95年を例外とする)。しかし、1997年のアジア危機、99年

のブラジルの通貨切り下げを契機に、アルゼンチンへの資金流入が先細るとと

もに、アルゼンチンの対外債務に対する信任が低下することになった。とくに

2000年後半からアルゼンチン政府債務に対するデフォルト懸念が急激に高まり

始め、ついには2001年末から2002年初めにかけて、大統領の度重なる交代劇、

政府対外債務支払い停止、ドルペッグの放棄と、事態は急激に進展した。

1990年代のアルゼンチンは、ネオリベラリズム（新経済自由主義）の旗頭と

して積極的に経済自由化を推し進め、米国やIMFなどから高く評価されていた

だけに、このたびの経済破綻が持つ意味は重大である。今後の通貨危機からの

回復過程の展開如何によっては、アルゼンチンが未曾有の混乱に陥るだけでな

く、経済自由化を推し進める発展途上国に大きな影響を与える可能性を否定で

きない。本章では、アルゼンチンがデフォルトに至った経緯と通貨危機発生の

過程を議論し、さらに、為替レート切り下げ直後の課題について検討する。こ

うしたアルゼンチンの経済危機の政策改革との関連による解釈と分析は第7章

でなされる。
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1．カレンシー・ボード制の功罪

アルゼンチンのカレンシー・ボード制の導入は、インフレを抑制することに

主要な目的があった。貨幣供給が外貨準備高で制約され通貨政策の規律が確保

されること、ドルとペソの等価での免換がペソへの信任を高めることから、

1990年には年率で1344％にも達したハイパー・インフレが急速に終息した。

さらに、カレンシー・ボード制は、そもそも理論的に通貨アタックに対して

抵抗力があるとされている。資本が流出すれば外貨準備が低下し、外貨準備高

に裏打ちされている国内貨幣供給が低下する。貨幣残高の低下は利子率を上昇

させ、内外利子率格差を高めることによって再び資本流入を促進するメカニズ

ムが内在するからである。実際、1997年のアジア危機以後、隣国のブラジルが

通貨危機を免れなかったのに対し、アルゼンチンではドルペッグを維持するこ

とが可能であった。

ところで、国際マクロ経済学の基本理論からは、固定相場制、自由な資本移

動、金融政策の独立性を同時に達成することはできないが、アルゼンチンの場

合、カレンシー・ボード制を採用することによって金融政策の独立性を放棄し、

固定相場と自由な資本移動を採用していたといえる。この意味で、少なくとも

理論的にはカレンシー・ボード制は持続可能であったはずである。だが、アル

ゼンチンのカレンシー・ボードはいくつかの問題点を有していた。

まず、アルゼンチンのカレンシー・ボード制は完全なそれではなかった。

1991年3月20日公布の免換法によると、アルゼンチンのカレンシー・ボード制

は以下の特徴を有している。①1ドル＝1ペソの等価での党換保証、②中央銀

行による外貨売却保証、③外貨準備によるマネタリー・ベースの裏づけ、④外

貨建契約の外貨による支払い要求の保証、などである。しかし、同時に、外貨

準備として、三分の一を上限として外貨建て国債による保有力認められており、

このため「準カレンシー・ボード制」と呼ぶべきものであった。また、中央銀
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行が存在し、裁量的な通貨政策の余地が残されていたことも重要である。

さらに、カレンシー・ボード制においては中央銀行の「最後の貸し手機能」

が制限されるため、健全な金融システムの存在が不可欠となるが、アルゼンチ

ンの金融システムは必ずしも万全であったとはいえなかった。アルゼンチンで

は、メキシコの通貨危機の影響によって深刻な金融不安が生じたが、その後、

プルーデンス規制の整備、リストラの促進、積極的な外国銀行の導入、流動性

準備規制・預金保証制度の制定、外国銀行からの74億ドルの緊急時信用枠の確

保など、かなりの程度に金融システムが健全化され、少なくともアジア諸国よ

り金融セクターは健全であったとされている。しかし、常にドルとペソにスプ

レッドが存在していたことからも判断されるように、アルゼンチンのカレンシー・

ボード制は、完全なドル化のケースや純粋なカレンシー・ボード制と比較して、

為替相場の固定性に対する信頼は相対的に低かったと考えるべきである。

さらに重要な問題は、メネム政権下で、政府財政を健全化できなかったこと

である。カレンシー・ボードは、貨幣供給を外貨準備の裏付けなしでは拡大で

きないことから、確かに通貨政策に規律をもたせることになるが、国債の発行

が可能であれば財政の規律を保証するものではない。アルゼンチンでは、とく

に地方政府の財政赤字と社会保障（年金）制度の赤字が深刻で、これを連邦政

府が補填する財政協定のために連邦政府の赤字が継続してきた。また、アルゼ

ンチンでは徴税率が低く、一説では50％にすぎないとされている。さらに、

1999年、2000年、2001年は景気後退のため税収が落ち込み、財政赤字が拡大す

る傾向となった。いうまでもなく、政府は国内・海外から国債発行、起債など

を通じて資金調達し、こうした財政赤字をファイナンスしてきたのである（表

1参照)。
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表1 アルゼンチンの主要経済指標

1 993 1994 1 995 1996 19971 992 1998 1999 20001990 1991

CPI I%| 17.6 7.4 3.9 1.6 0.70.1 0.3 -1 .8 -0.71343.9 84

GDP

成長率(%）
5．7 5．89.6 -2.8 ﾗ.ラ 8.110．6 3.9 -3.4 -0.5-1.4

1人当り
成長率|%）

4.3 4,58.1 -4.1 4.2 6.7 2.5 -4.6-2.8 9.1 -1.2

財政赤字
NFPS (%)

1,5 -0,3 -0.6-1.6 -0.1 -1.9 -1.5 -1.4 -1.7 -2.0-3.8

失業率
(6大都市)(%）

9.6 175 17.2
７

11.5 14.9 1 2.9 15.17.ラ 65 141.3

経常収支／
GNP比

-3.43 -4.32-3.63 -1.96 -4.17 -4.46 -3.252．97 -0.39 -2.44 -4.94

FDI

(million $ )
2059 2480 3756 4175 50㈹2429 3218 4937 4924 21958

実質為替レート 87.7 81.0 80.6 85.9 87.5 84.6 82.1 76.0 76.71 00.0

総対外債務
(million $ )

64718 7513968645 98802 12841] 1 4788 162232 65403 111419 141549

長期債務 52546 63757 7131649374 49855 81629 兜ﾗﾗﾗ 105151 11188748676

政府債務 46153 50619 552284ﾗﾗﾗ］ 62518 67063 77222 8450644707 45451

民間債務 6393 13139 1 6088 273814304 19111 23492 279293969 3924

短期債務 16176 8653 717110473 13546 21355 23498 31988 30956 31515

出所: ECLAC, Pfe"mmar-y OUeruZeUノQ/ t/zG Econ,omies Q/ Lqtm, Am,gr･Zcq

a凡d t/ze CfWbbe(m,, 2000, World Bank, GZob(zZ DGuGZoprγLe"t FZ凡α凡c9,
2001.

いま一つの問題は、為替レートの固定化によって、実質為替レートが過大評

価となったことである。実質為替レートは、1991年を100とすると、2000年に

は76.7にまで過大評価となっている。このため、1991年以降、貿易収支、経常

収支は一貫して赤字となった。とくに、1999年にブラジルで通貨危機が生じ、

レアルが大幅に切り下げてからは、アルゼンチンの競争力は急激に低下した。

アルゼンチンの輸出の30%強がブラジルへの輸出であったことから、隣国の大
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幅切り下げは極めて大きな影響を与えたといえる。いうまでもなく、このよう

な対外収支の赤字も、直接投資、民営化による売却収入、借り入れ、海外での

起債などでファイナンスされていた。

ドルペッグの下で対外債務返済の資金を稼ぐには、輸出競争力が改善しなけ

れば、国内経済の引き締めしかない。このため、GDP成長率は1999年のマイ

ナス3.4％、2000年のマイナス0.5％、2001年のマイナス5.0% (予測）と3年連

続でマイナスとなり、失業率の増大など、これ以上の経済引き締めが社会的に

困難な状況となっていた。ドルペッグの限界は明らかで、アルゼンチンがドル

ペッグに固執する限り、対外債務のデフオルト懸念は不可避であった。

以上のアルゼンチンの状況を、単純なマクロ・モデルを用いて解釈すると図
（1）

1のようになる。2つの政策手段として、実質為替レート(e)と政府支出

(もしくは財政赤字) (9)が存在し、2つの政策目標である、国内均衡と対外

均衡を達成しようとする経済を想定する。

DD曲線で表される国内均衡は、yを産出量とすると、

y=D(2,9), 3D/ae>0, aD/ag>0

FF曲線で表される対外均衡(F(e,g) > 0は黒字）は、

0=F(e,g), aF/3g>0, 3F/ag<0

で表現される。それぞれDD曲線とFF曲線上では国内均衡と対外均衡が達成さ

れている。2つの政策手段を有効に実施できるなら、政策割当ての原則から2

つの政策目標がともに達成されるA点を実現することが可能である。なお、線

上から外れている領域は、図示されているように、ブームか不況、経常収支黒

字か赤字の組み合わせとなる。

(1)詳しくは西島[1993]を参照。
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図1 対内均衡・対外均衡モデル

e

，

e*

|ロF

0

９

出所：筆者作成。

さて、為替レートが過大評価となっている状況( e*)から議論を始めよう

(A点に対応する(e)が均衡レートだとすると、それより小さな値の( e*)は

増価していることを意味する)。政策手段の一つが(e*)に制限されているの

で、この経済が取り得る可能な領域は(e*)線上のみである。いま、B点が選

択されたとすると、FF線上にあるので対外均衡は達成されているが、DD線上

にはないので不況が発生している。C点が選択されたとすると、DD線上にあ

るので国内均衡は達成されているが、FF線上にはないので経常収支赤字となっ

ている。いうまでもなく、1990年代のアルゼンチン経済は基本的にC点にあり、

ACにあたる経常収支赤字を海外資金の取り入れで補填していたと考えられる。

しかし、1990年代の後半となり民営化の案件が枯渇し、1997年にはアジア危
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機、1999年にはブラジルで通貨危機が発生し、アルゼンチンへの資金流入が先

細ることになった。どのような対応策が可能であったであろうか。まず、輸出

競争力の強化が考えられる。輸出競争力が改善すると、所与の実質為替レート

のもとで対外赤字が縮小するので、FF曲線が右方向へシフトすることと表現

される。こうした輸出競争力の改善（それによるFF曲線の右シフト）が十分

であると、(e*)線上であってもC点で二つの政策目標の達成が可能である。し

かし、これにはかなりの生産性・競争力の改善が要求され、短期間では困難で

ある。2001年になって「競争力法」が成立したが間に合うはずもなかった。こ

の点に関連する重要な問題は、アルゼンチンでは貿易自由化、民営化など徹底

した経済自由化が実施されたが、労働市場の改革や制度的整備が不十分であり、

労働コストの高さが国際競争力の改善に対し重大な阻害要因となっていること

である。各市場における改革の整合性と制度構築の重要性を示す、1つの典型

例である。

次に、徹底した財政の緊縮により、C点からB点の方へと移動することも可

能である。国内均衡を示すDD曲線は、潜在的な産出高（もしくは完全雇用に

対応する産出高)yのもとでの需給一致を示している。このため、厳しい緊縮

政策を実施することは、完全雇用での需給一致から乖離し、失業を作り出すこ

とを意味する。実質為替レートが(e")に維持された状態で、緊縮政策を実施

すれば、経済はC点からB点へと移動し、B点で経済は不況もしくは失業となる

が、図から明らかなように経常収支赤字は解消される。しかし、1990年代末の

アルゼンチンでは既に失業率が15%を超え、これ以上の景気の後退は社会的に

支持されず、激しい政治的抵抗に直面することが不可避であり、困難な選択で

あった。また、ここでも労働市場の改革の遅れが、重要な意味を持っている。

理論的には、労働市場のフレキシビリティーが高く、賃金調整や労働移動が十

分可能であれば、B点であっても、対外均衡を維持しながら、失業の程度を和

らげることが可能である。このことはDD曲線の左方シフトとして表現可能で
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ある。したがって、労働市場における改革の遅れが、政府が適切な緊縮政策を

実施することを妨げる1つの要因となっているといえる。

ところで、為替レートの切り下げ（カレンシー・ボードの放棄）は、ドルペッ

グがインフレ抑制の要であること、国内における債務の80％近くがドル建ての

債務であり、切り下げが債務者の返済負担を増幅させ、激しい経済的混乱が予

想されることから、最終的に2002年1月の危機的状況となるまで、アルゼンチ

ン政府にとっては選択可能な手段ではなかったといえる。こうした二重、三重

の制約のもとで、アルゼンチン政府は適切な対応策を持てず、アルゼンチンへ

の国際的なクレデイビリテイが失われることになり、2001年には総額で240億

ドルがアルゼンチンから逃避したと見られている。したがって、アルゼンチン

政府が取り得た唯一の方策は、政府債務の低利・長期への債務借り換えであり、

2001年にはある程度成功したものの、抜本的な解決策とはなりえず、市場でデ

フォルト懸念が高まるに従い、借り換えに対しても市場の拒否が広まり、最終

的にデフォルトせざるを得なくなったといえる。

結局、アルゼンチンの通貨危機は、アジア諸国で見られたような、バブルの

終焉、金融システムの不健全性、過度の短期債務への依存、ヘッジファンドに

よる投機的アタックによるものではなく、免換法の限界と財政規律の問題（そ

して、その背後の政治問題）を原因とすると考えるべきである。また、様々な

分野で急激な自由化が実施されたが、労働市場の改革の遅れや、マクロ政策や

財政政策などの制度面における改革の遅れが、問題の解決を妨げる要因であっ

たことを明記すべきである。

以下では、アルゼンチンの通貨危機への過程を詳しく議論する。

2．債務繰り延べ策

2000年に入り、アルゼンチン国債のデフオルト懸念が高まり始めたが、アル
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ゼンチン政府が取った政策はまさに、その場凌ぎの政策の連続であった。まず、

2000年12月にIMFなどと総額で397億ドルの緊急融資の合意を取り付け、どう

にかデフォルトを回避した形となった。IMFも、アジア、ロシアの通貨危機の

経験から、予防的に早期の支援を決めたといえる。しかしその後も、トルコの

金融危機、国内金融機関のマネーロンダリング疑惑の発覚などから、アルゼン

チンへの信頼は回復せず、アルゼンチンのドル借入れのスプレッドは上昇を続

けた。2001年3月に入ると、政府はマテイネア経済財政相を更迭し、財政緊縮

派のロペスムルフィ国防相を後任に据え混迷の打開を図った°だが、3月末に

は大統領自身の辞任が取りざたされるに至り、わずか二週間足らずで再度経済

財政相を更迭し、カレンシー・ボードの生みの親であるドミンゴ・カバロ氏を

大臣として再登板させることになった。ウォールストリートなどで国際的知名

度が高く、スーパー・ミスターと呼ばれるカバロ氏を登用し、アルゼンチンの

信頼回復を意図したものである。ドルペッグの下では為替レートを切り下げら

れないため、景気後退か生産性改善のみでしか対外均衡を回復できない。この

ためカバロ大臣は、就任早々、20％のコスト低下を目指す「競争力法」などの

経済政策を打ち出した。

ところで、依然として債務に対する市場不信が続くなか、アルゼンチン政府

は混迷打開の切り札として、2001年6月3日に償還期間の長い債務への借り換

えを実施した。総額295億ドルで、これまでの世界でも例を見ない巨額の借り

換えであることから「メガ・スワップ」と呼ばれ、主としてアルゼンチンの地

場銀行、年金基金、外資系銀行などが借り換えに応じた。このうち、外国人投

資家は80億ドルの借り換えに応じたと見られている。この債務の借り換えによっ

て、2006年までの元利払いのうち160億ドルの延期が可能となった。この額は、

債務の借り換え後18月間に到来する予定返済額の約半分に相当し、とりあえず

当面のデフォルトを回避し、経済正常化への時間を購入したことになった。し

かし、大きな賭けでもあった。借り換えを実現させるためには高い利回り
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(15.3％）の提示が必要で、従来のものより5％ポイントも高いものであった。

このため借り替えた債務は5年で倍増することになり、経済成長が実現しなけ

れば債務の対GDP比率が上昇することから、市場はかえって債務返済能力へ

の危'具を強めることになった。

こうした状況下で、2001年7月10日に実施された国債入札の不調を契機に再

びデフォルト懸念が高まり、7月だけで外貨準備が67億ドル減少し、8月初め

には170億ドルにまで低下した。このため、アルゼンチン政府は公務員給与や

年金支給額削減を含む包括的な財政緊縮策を実施することになったが、市場の

反応は鈍いものであった。

アルゼンチン経済への信頼が回復しない状況に対し、IMFは、8月3日、同

国に対して設定している134億ドルの融資枠のうち、12.6億ドルを前倒しする

ことを表明。しかし、同時に発表されたブラジルへのスタンド・パイ150億ド

ルと比してあまりに少額の前倒しであったため、市場は混乱回避に不十分と判

断、かえってアルゼンチンの資金流出は拡大を続けた。この件は、ブラジルの

元中央銀行総裁によって「IMFは燃えている家ではなく、隣の家に消防士を送っ

たようなものだ」と皮肉られるほどであった。事態を重く見たIMFは、8月21

日、既に合意済みの134億ドルに加え、さらに80億ドルを追加することを決定。

追加融資額のうち30億ドルは政府債務のリストラを条件とするが、残りの50億

ドルはすぐに実行可能とされるものであった。2001年の残りの予定返済額が約

40億ドルであったことから、追加融資のうちの50億ドルと、前倒し融資の12.6

億ドルと合わせれば、デフォルトは回避されるはずであった。

3．2001年末から2002年初にかけての混乱

しかし、問題はこうした融資の多くが、アルゼンチンの財政均衡を前提とし

ていたことであった｡ 2001年の財政赤字についてIMFとは65億ドルの赤字で合
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意していたが、大幅な税収低下が災いし、11月には同年の財政赤字が合意額を

大幅に超過することが明らかとなった。11月末にIMFのミッシヨンがアルゼン

チンを訪問し、財政状況や次年度の予算計画を調査したが、合意条件をクリアー

していないとしてIMFが12.6億ドルの前倒し融資を拒否したために、年末の返

済に支障をきたすことになった。

このような経緯から、預金封鎖や切下げの噂が広まり、銀行の取りつけ騒ぎ

が懸念される事態となった。12月1日には、政府は緊急措置として、銀行預金

の引き出しを週250ドルまで、貿易決済を除く海外送金を月1000ドルまでに制

限することなどの発表にいたった。しかし、預金引き出し制限措置は、一時的

に資本逃避を防ぐ時間稼ぎとなるが、部分的な預金封鎖であることに相違なく、

実質的にペソとドルの等価交換を保証する免換法が終焉したことを意味した。

19日には預金凍結に対する抗議行動や略奪事件が発生し、以後アルゼンチン

の政治・経済はめまぐるしく展開することになる。同日、非常事態宣言が発令

され、全閣僚が辞任。翌20日には、デラルア大統領の辞任となった。21日には

国内の銀行が急遼一斉休業となり、各種海外送金が不可能になった他、これま

で24時間可能だった銀行口座間での通貨ペソとドルの交換がストップした。23

日には、ロドリゲス・サー大統領が就任し、政府対外債務の一時支払い停止、

固定相場維持、新通貨導入などが発表された。同日のアルゼンチン国債相場は

急落し、2008年満期のグローバル債は額面100ドルに対し18ドルとなり、アル

ゼンチン国債と米国債の利回り格差も49.79％にまでに拡大した。

さらに12月28日夜には一部暴徒が国会に乱入し、31日には事態を収拾できな

いまま就任8日目にしてロドリケス・サー大統領の辞任となった。ロドリケス・

サー大統領は、30日に正義党所属の知事による会議を招集したが、14人のうち

9人が欠席するなど、正義党内での支持を得られなかったからである。背景に

は、党主流派との確執があり、次期大統領選に意欲を示すドゥアルデ元副大統

領、デラソタ・コルドバ州知事など有力候補が続投に意欲を見せるロドリゲス．
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サー大統領を牽制し、結果的に国会乱入を口実に主流派によって暫定大統領が

辞任させられた形となった。

2002年1月1日にはドゥアルデ新大統領が就任したが、上下院議長などの暫

定大統領を含めると2週間で5人目の大統領となった。1月6日には、議会が新

政権に向こう2年間の金融政策の決定権を与える「国家危機為替制度改革法案」

を可決し、経済再建への準備が整うことになった。同日夜には、レメス経済財

政相から、カレンシー・ボード制の放棄と40％の為替切り下げが発表された。

また、1月9日から、貿易取引には固定相場を適用するが、市中の両替商など

には変動相場を適用する二重為替制度が導入されることになった。その他、預

金引き出し制限措置は90日間継続することや、ドル建て債務のペソ建てへの転

換は対象額を1人10万ドルまでとすることが法案に明記された。

なお、1月3日にはイタリア・リラ建て国債2800万ドルの支払を停止したこ

とが発表され、1410億ドルに上るアルゼンチン政府の対外債務が正式にデフォ

ルト状態となり、アルゼンチンは国際金融市場から締め出されることになった。

1月9日から実施された為替相場は、いわゆる二重為替相場であり、貿易取

引には40％切下げられた固定相場が適用され、市中の両替所などの為替取引に

は変動相場が適用された。しかし、二重相場制はそもそも維持可能な制度では

なく、変動相場と固定相場の乖離が拡大すれば中央銀行による介入が必要とな

る。当初、一方でペソ預金の引き出し制限が実施されているためドル購入のた

めのペソが不足すること、他方で債務支払いや日常品購入のためにドルのダン

ス預金（アルゼンチンではベッドの下の預金と呼ばれる）が市中で換金される

と考えられることから、変動レートは固定相場からあまり乖離しないと予想さ

れていた。しかし、変動レートと固定レートの乖離が大きくなるに従って二重

為替相場の維持が困難となり、2月11日には二重為替相場が廃止され、変動相

場制がスタートした。

変動相場制への移行後、為替レートは傾向的に低落を続けており、3月末に
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は1ドル＝3ペソ、6月末には1ドル＝3.8ペソにまで切り下がっている。

4．今後の問題

経済破綻後のアルゼンチン経済は、その危機から脱出するために多くの課題

と困難を有しているが、免換法が廃止された直後の2002年1月中旬の現時点で

考えられた諸問題や他国への影響は、以下の通りであった。

第一は、銀行危機の懸念である。切り下げはアルゼンチンの信認回復と競争

力強化に不可欠であるが、債務契約の80％がドル建てであることから、家計や

企業に深刻な打撃を与える。このため、ドル建て債務を保有する債務者の保護

が必要となるが、前述のように政府は1人10万ドルまでを上限に、ドル債務を

1ドル＝1ペソの比率でペソ建て債務へと転換するとしている。他方、448億

ドルに達するドル預金に関しては、1月19日、政府は全面的にペソに転換する

と発表した。ただし、変動レートでのペソが大きく下落すれば、特定のレート

での交換では、市民からの強い反発が予想されるため、何らかの変動交換レー

トを適用することになると報じられている。いうまでもなく、こうした措置は

銀行に巨額の損失をもたらすことが明らかである。1月中旬の時点では、銀行

にとっての資産（貸出）には1ドル＝1ペソが適用されるのに対し、負債（預

金）には1ドル＝1.4ペソ以上のレートが適用されるとされており、ペソ・ター

ムで計れば銀行にとれば大きな損失となる。

J･P･モルガンの推定によると(Eonomist.com, Finance and Economics,

2002年1月23日)、銀行部門の損失は今後の為替レートの動向に依存するが、

1ドル＝2.7ペソまで切り下がれば、10万ドルまでのドル建て債務のペソ化に

よる損失は70億ドルに達するとされる（アルゼンチンの銀行部門全体の自己資

本は165億ドルである)。ただし、10万ドル以上のドル債務に関してはどのよう

なレートが適用されるかは現時点では不明である。さらに、銀行部門は330億
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ドルの政府債務を保有しているとされ、これがどのように処理されるかも不明

である。こうした状況を勘案すると、何らかの銀行への救済措置が実施されな

い限り、極めて深刻な銀行危機が生じる可能性を否定できない。1994年のメキ

シコのペソ危機以来、アルゼンチンの金融部門の健全性はかなり改善されてい

るが、今回のアルゼンチンの通貨危機によって、再び銀行部門が大きく動揺す

る可能性を否定できない。現在、アルゼンチンには多数の外国銀行が進出して

いるが、新たに資本増強を行なうか、撤退するかの決定を迫られている。

第二は、切り下げによるインフレ再燃の懸念である。既に、一部商品の値上

げが報じられている。切り下げによる輸入財価格の上昇や便乗値上げを何らか

の措置で抑えることができたとしても、長期的には多くの課題がある。変動相

場制下でどの程度の切下げとなるのか、また、免換法廃止後の貨幣供給に規律

が守られるのか、など不確実な要因が多い。この意味で財政健全化と政府債務

の処理が決定的に重要となる。ドウアルデ大統領がブエノスアイレス州知事時

代( 1991年から99年）に、州財政の黒字を達成したのは2年間のみで、州債務

がZO億ドルから46億ドルに増大した経緯から、政府財政赤字の拡大が危倶され

ている。既に、1月24日に、2001年末に導入されていた公務員給与の上限規定

を撤廃することが発表されたが、こうした措置は新政権が経済再建に必要な財

政均衡を実現できるかどうかについて、大きな疑問を投げかけるものである。

第三は、政府債務処理の問題である。アルゼンチンの政府債務は、2001年末

で1321億ドルであり、通貨別の構成は、ドル（72％)、ユーロ（18.6％)、円

(4.7％)、ペソ（3％）であった。また、非居住者による保有は793億ドルで、

居住者による保有は528億ドルであり、対外債務を非居住者による保有とする

と全体の60％が対外債務となる。なお、2002年第Ⅲ四半期には1413億ドルに増

加すると見込まれている。

こうした巨額の政府債務の債務借り換えや債務削減が実現しなければ、アル

ゼンチンは今後も国際金融市場に復帰できない。アルゼンチン政府債務のデフォ
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ルト処理は、これからのIMFとの交渉に依存しているが、IMFがどのように対

処するのかが注目される。アルゼンチン政府はIMFに対して、150億ドルから

200億ドルの支援融資を要請すると見られているが、IMFとしてはアルゼンチ

ン政府が極めて厳格な財政健全策を策定し、切り下げにともなうコストと痛み

をアルゼンチンが負担しない限りそうした支援に応じることはできないであろ

う。現在、IMFでは「秩序ある国家破産」に向けてクルーガー筆頭副専務理事

の私案が検討されている。これは、企業の破産制度に対応するスキームで、

IMFに債務支払停止、債権保全、債権者との交渉などの手続に法的権限を与え

ようとするものであるが、実現するには条約の改正などが必要で、数年がかり

の作業となると予想されており、今回のアルゼンチンのケースには間に合わな

いと考えられている。

ところで、今回のアルゼンチンの破綻に関し、IMFは必ずしも首尾一貫した

政策を実施してきたとはいえない。一方で、デフォルトと切り下げが不可避で

あるにもかかわらず、過去2年間で110億ドルもの資金を供与したのに対し、

他方で、深刻な景気後退にもかかわらず厳しい引き締め要求し、アルゼンチン

が借り換えを実施中にその裏付けとなる資金供与を拒否しデフォルトに追いやっ

たからである。アルゼンチンには、IMF主導の経済自由化政策が経済破綻をも

たらしたとする反発も多いだけに、IMFの今後の対処は極めて難しいといえる。

新政権は、大衆迎合的・ナショナリスト的なポピュリスト体質をもつ正義党を

主体とする政権であり、IMFから新規融資を引き出した後に保護主義的な政策

に回帰する危険性が指摘されている。ちなみに、IMFは1月16日の理事会で、

17日に返済期限が到来する9.3億ドルについて一年間の返済猶予を決定してい

る。

第四は、アルゼンチン危機の他国への影響である。メキシコ、ブラジルなど

の周辺国は既にドルペッグから変動相場制に移行していること、市場関係者も

危機を織り込んで事前の対策を取っていることから、その影響は限定的である
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とされる。しかし、スペイン企業への影響が懸念されている。BIS (国際決済

銀行）によると2001年6月末のアルゼンチン向け銀行融資残高は、スペインが

176億ドルで、二位の米国の101億ドルを上回っている。とくに、サンタンデー

ルとビルバオ・ピスカヤの二大銀行、テレフォニカ、エンデサ、レプソルなど

の大企業が積極的にアルゼンチンに進出している。これらの企業だけでマドリー

ド株式市場の価値の四分の三を占めることから、これらの企業の業績悪化がス

ペイン経済やユーロに与える影響が危倶される。

他方、米国銀行に関しては、ブルームバーグの調べによると、フリートボス

トンは2001年第Ⅲ四半期の終わりに、アルゼンチンに73億ドルものエクスポー

ジャーがあるとされている。また、J･P・モルガン、チェースなどのアメリ

カ銀行もかなりの貸付を行なっているとされる。一方、2001年6月末のBISデー

タによると、邦銀のアルゼンチン政府向け貸付は3億9000万ドル、対アルゼン

チン民間貸付は13億1000万ドル、合計17億ドルであまり多くない。いずれにせ

よ、こうした諸銀行は既に引当金の計上などによってリスクを織り込み済みで

あると考えられるが、サムライ債を購入した民間投資家の損失は避けられない

模様である。アルゼンチン政府が日本で発行した円建て債券（サムライ債）の

残高は1915億円で、流通価格の目安である基準気配は額面100円に対し30円近

辺となっている。2002年4月25日には、2000年9月に発行された円建て債の利

払いが実施されなかったため、アルゼンチンの円建て債券が事実上デフォルト

となっているが、債権管理会社の東京三菱銀行は今後のアルゼンチンの動向を

見守るとして、デフォルト宣言を見送っている。

第五は、政争激化の懸念である。既に切り下げによる生活困窮化を危倶する

人々の抗議行動が続発しており、一触即発の状況である。国民の三分の一が貧

困ライン以下の状況で、社会がどこまで切り下げに耐えられるかが焦点となっ

ている。既に北部のサンタフェ州やフイフイ州では銀行襲撃事件が発生したと

伝えられている。社会的混乱が政治的混乱を招けば、正義党内での政争が激化
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し、より大衆迎合的な政策が実施される可能性や、ドゥアルデ大統領の退陣の

可能性も否定できない。こうなれば、経済再建に不可欠な財政健全化を実現す

ることは極めて困難となる。MITのクルーグマン教授は、2002年1月1日のニュー

ヨーク・タイムズの記事で、「IMFはドルペッグが持続可能ではないことを知っ

ていた。ドルペッグから脱出するガイダンスが出来たはず。しかし、経済引き

締めに固執した。・・・アルゼンチンは時計の針を戻し、為替コントロールや

輸入制限などを採用する可能性がある」と述べ、アルゼンチンが保護主義的な

政策に回帰する危険性を示唆している。結局、アルゼンチンの経済破綻とは、

為替制度の問題ではなく、国内政治問題、社会問題であったことを再認識する

必要があるといえる。

お わ り に

結局、1994年12月のメキシコのペソ危機、1999年1月のブラジル危機、そし

て2002年1月のアルゼンチン危機と、ラテンアメリカの主要国は全て通貨危機

を経験することになった。しかし、それぞれ危機直前には為替制度などに異な

る制度を採用していた。メキシコ、ブラジルはバンド制に基づく固定相場制、

アルゼンチンはカレンシー・ボード制による厳密な固定相場、チリはバンド制

による固定相場を採用していたがエンカヘと呼ばれる資本流入規制を実施して

いた。しかし、メキシコ、ブラジルは通貨危機を契機に変動相場へと移行し、

アルゼンチンもカレンシー・ボード制が崩壊し、結局変動相場へと移行した。

チリも1998年9月に実質的に資本流入規制を取りやめ（強制預託比率を0％に)、

1999年9月には変動相場へと移行している。したがって、メキシコ、ブラジル

のように、国際マクロ経済学の基本理論に背き、固定相場制、自由な資本移動、

金融政策の独立性を同時に追求していた諸国も、この基準を満たすと考えられ

ていたアルゼンチン（カレンシー・ボード制によって金融政策の独立性を放棄
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していた)、チリ（エンカヘによって資本移動を制限していた）も、最終的に

変動相場へと収敵した。

こうしたラテンアメリカ諸国の通貨危機（チリを除く）は、アジア諸国のそ

れと比較して、いずれも財政赤字の存在と為替レートの過大評価を基本的な原
（2）

因としている。したがって、今後のラテンアメリカ諸国は、変動相場のもと、

財政の規律を実現し、インフレーシヨン・ターゲッテイング政策など適切な金

融政策を実施することが要求されているといえる。同時に、貿易自由化、民営

化などと共に、遅れている労働市場の改革を進め、国際競争力の改善を図る必

要がある。様々な政策改革の整合性を維持し、市場メカニズムの機能を改善す

ることによって初めて、改革の成果を現実のものとすることが可能となるから

である。結局、政策改革の非整合性、制度的整備の遅れとして、通貨危機とい

う形で政策改革の矛盾が強制的に調整されることになったのが、アルゼンチン

のケースといえる。

ところで、今後のアルゼンチンの動向を左右する重要な要因の一つとして注

目されるのが、IMFのアルゼンチンへの対応である。現在、既に合意されてい

るアルゼンチンへのIMFの融資枠のうち、90億ドル分が残されているとされる

が、2001年末から融資は止まったままだ。IMFの調査団が2002年3月6日から

アルゼンチン入りし、経済政策の詳細を調査しているが、IMFが問題とするの

はペソ化に伴う措置と、2002年度の政府予算である。

変動相場への移行によって為替レートが切り下がれば、民間が有する債務契

約の80％がドル建てであることから、家計や企業が深刻な打撃を受ける。この

ため、ドル建て債務を保有する債務者の保護が必要となり、ドル債務を1ドル＝

1ペソの比率でペソ建て債務へと転換し、他方、ドル建て預金は1.4ペソでペ

ソ建てに転換することになっている。だが、こうした措置は銀行に巨額の損失

(2)アジアとラテンアメリカの通貨危機の比較は、西島章次･ Tonooka[2002]、

Nishijima [ 2003]を参照。
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をもたらす。銀行にとっての資産（貸出）には1ドル＝1ペソが適用されるの

に対し、負債（預金）には1ドル＝1.4ペソ以上のレートが適用されるため、

ペソで計れば大きな損失となるからである。現地報道では、金融機関の損失は

200億ドルに達するといわれている。したがって、多くの金融機関の閉鎖、統

廃合が予想され、場合によれば深刻な金融危機を招く事態となる。現実にも、

既に最大手のガリシア銀行が、景気後退と切下げによる対外債務拡大で経営が

破綻し、中央銀行に債務免除などの救済策を要請する事態となっている。政府

は、金融機関の損失を国債で補填することや、石油輸出税の導入による財源で

救済することを検討しているとされる。しかし、前者は財政赤字を拡大し、後

者は外資企業に大きな負担を強いることになる。IMFは、こうした金融・産業

界に大きな負担を押し付けるやり方を持続的成長の観点から疑問視している。

いま一つIMFが問題視するのは、非現実的な2002年度の政府予算案である。

2月5日に発表された同予算案は、経済成長率をマイナス4.9％、インフレ率を

15％、2001年と同レベルの税収を前提として作成されており、財政赤字は30億

ペソ（2001年は約100億ペソ）に抑えるとしている。国連ラテンアメリカ経済

委員会の予想では、2002年のアルゼンチンの成長率はマイナス7％であり、

IMFはこのような非現実的な予算案の改善を求めている。

市場の予想では、アルゼンチン政府がIMFの要求するプログラムを作成する

には時間がかかるため、交渉が再開され合意が成立するには数ケ月を要すると

している。ただし、財政赤字の重要な要因であった各州への資金移転に関し、

2月27日に中央政府と各州の間でその減額について合意が成立したことは、交

渉に向けて一歩前進したことを意味する。また、3月8日に世界銀行がアルゼ

ンチンに対し、医療や教育分野に約1億ドルの緊急融資を決定したが、デフォ

ルト以来、初めての国際機関による支援融資であり、好材料であるといえる。

いずれにせよ、アルゼンチン政府としては、救済融資が実現しなければ、預

金引出制限を緩めることはできず、市民の抗議行動を静めることもできない。
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また、為替レートの安定、成長と雇用の回復、銀行危機の回避など、いずれも

自力では解決できない状況となっており、多くの課題を抱えるアルゼンチンが

経済再建を実現できるかどうかは、IMFの対応に大きく依存している。

だが、IMFはディレンマを抱えている。アルゼンチンの経済再建計画が十分

でないと判断し支援融資を認めなければ、アルゼンチン経済はいっそう深刻化

する。反対に、現在の危機的状況に対し融資を行ったとしても、持続的成長を
（3）

保証するものでもない。いずれの場合もIMFは非難されるからである。

(3)その後のアルゼンチン経済の展開は、西島章次「IMFがカギを握るアルゼンチンの

今後」『世界週報」2002年4月2日、「破綻後も前途多難のアルゼンチン経済」『世界
週報』2002年1月29日、「崖っぶちのアルゼンチン経済」『世界週報』2002年1月1日
を参照。
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第7章 アルゼンチンの経済改革と通貨危機

アルゼンチンは90年代、非常に急速かつ徹底的に経済改革を実施した最も代

表的な国の一つであった。国連のECLACの研究は、アルゼンチンをアグレッ
（1）

シブ・リフオーマーに分類している。それにもかかわらず、今回、通貨危機

に陥ったのは何故か。

1998年10月のIMF世銀総会では、アジア通貨危機の直後であったこともあり、

アルゼンチンの経済改革や経済政策は賞賛され、他の新興経済国のモデルとま

で評価された。アルゼンチンの経済が、そのわずか2年後に破綻することを誰

が予想したであろうか。

本章の目的は、1990年代、徹底した経済改革に取り組んできたはずのアルゼ

ンチンが、それらの改革にもかかわらず、何故今日のような深刻な通貨危機に

陥ったかを明らかにすることにある。第1節でアルゼンチンの経済改革の特徴

について概観したあと、貿易・投資の自由化および民営化については、早くか

ら進められた一方、税制改革の遅れのためなどから財政赤字の拡大したことを

明らかにする（それぞれ、第2節及び第3節)。一方、経常収支の悪化が進ん

だが、労働改革の遅れや、金融システムの整備の遅れから、輸出競争力の強化

を実現できなかったことを明らかにした（それぞれ、第4節、第5節及び第6

節)。そこで、輸出競争力の強化と、財政の赤字に対する緊急対策を実施しよ

うとしたカバロ経済相の政策を検討し（第7節)、それにもかかわらず、通貨

危機に陥った後の対策（第8節）および、変動相場制への移行後のアルゼンチ

ン経済の推移について考察する（第9節)。

(1) Stallings and Peres (2000)による分類である。
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1．アルゼンチンの経済改革の特徴

経済改革について検討する際に最も重要だと思われる視点は、それが、市場

の機能を十分に発揮させるための制度の構築に成功したかという視点であると

思われる。アルゼンチンは民政への移行後、特に、メネム政権のもとで、かつ

てない徹底した経済改革に取り組んできたといえる。しかもそれは、一貫して、

基本的には、いわゆる「ワシントン・コンセンサス」に沿うものであったといっ

てよい。国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会(ECLAC )は、90年代のラ

テンアメリカの経済改革に関する研究において、ラテンアメリカ諸国を「急速

に改革を実施した諸国（アグレッシブ・リフォーマー)」と「慎重に改革を実

施した諸国（コーシャス・リフオーマー)」の二つのグループに分けているが、
（2）

アルゼンチンは前者に含まれる。

前者のグループについては、改革を開始した時期において成長率がマイナス

であり、激しいインフレに見舞われており、政府の統治能力も低下していたと

いう改革開始時点での初期条件の共通性が強調されている。言い換えれば、急

速に改革を実施した諸国は、経済の状態が非常に悪化し、統治の能力も下がっ

ていたが故に、危機は非常に深刻であり、そのために急速な改革を実施するこ

とを余儀なくされたと考えられるのである。アルゼンチンの場合、その改革を

実施したのがメネム政権であり、かつインフレ抑制のため同時にカレンシーボー

ド制を導入したのが、メネム政権のもとで、経済相を勤めたドミンゴ．カバロ

であった。

アルゼンチンの場合は、1980年代末、深刻な危機に陥った。改革を開始する

以前に、最高で、年間4924％のインフレを経験しており、改革開始の前年の

1 989年のインフレは、1191%、成長率はマイナス1.3%であった。

(2)この分類については、Stallings and Peres (2NO)参照。
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アルゼンチンの改革は急速ではあったが、分野によってそのスピードが大き

く異なっていた。以下、主な分野の改革についてその概要をみるが、この改革

における一部の分野の遅れは、他の国でも見られるものの、アルゼンチンでは

特に顕著であったと考えられる。それが、後に述べるように、今日の危機を招

いた原因の一つとなった。

2．徹底した対外自由化と民営化

貿易の自由化は、アルゼンチンが最も早く実施した改革であり、関税率（関

税に準ずる課税を含む）の加重平均は、1984-87年の38.6％、1988-90年の26.8

％から、1991-93年には、16.6%に低下した。同じ期間に、非関税障壁の効果

を示す指標は、加重平均で、それぞれ21.2,29.6から3.1に低下した( Burki y

Perry, 1998a, p.31 )。

一方、資本移動の自由化については、1989年の新外資法で外国直接投資の自

由化、内資・外資の差別の撤廃、資本元本・利益の海外送金の自由化、事前の

承認等の廃止を定めた。この分野でもアルゼンチンの改革はラテンアメリカの

中でも際立って徹底しており、今日外国直接投資は登録さえも必要としていな

い。この結果、どれだけの額の投資がどの分野で行われたかなどの正確な統計

を得ることさえ困難な状況にある。すなわち、外国からの資本投資がきわめて

自由であり、統計がとれない程にその自由化は徹底していると言うことが出来

る。1990年代前半、25億から30億ドル程度であった、外国からの直接投資額は、

1996年に50億ドルに達し、1999年には、スペインのレプソル社によるアルゼン

チンの石油会社YPFの買収もあり、226億ドルに達した。

アルゼンチンの改革において徹底して行われたもう一つの分野が民営化であ

る。アルゼンチンの特徴は、他国でも行われた、電力、通信の民営化にとどま

らず、民営化に例外の分野をもうけなかったことである。すなわち、他の主要
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国では、メキシコのPEMEX (石油公社)、同じく、CFE (電力庁)、ブラジル

のPetrobras社、ベネズエラのPEDVSA社、チリのENAP社（以上3社はいず

れも石油会社)、チリのCODELCO (銅公団）等多くの民営化を行わない分野

を残しているのに対し、アルゼンチンでは石油・ガス部門の政府系企業である

YPF社の民営化を行った。また、郵便等の民営化も行い、さらに公共事業を

コンセッションによって民間に委託する方式を導入し、アルゼンチンにおける

民営化は一部政府銀行を除きほぼ完全に終了したということができる。この点

から民営化についてもアルゼンチンはラテンアメリカで最も徹底した改革を行っ

た国であったと言うことが可能である。こうしたプロセスのもとで、1998年上

半期までに政府系企業及び州立企業約150社が民営化されるに至っている。こ

うした民営化による収入は、1”0-95年でGDPの1.48%に達した( Burki and

Perry, 1998b, p.50)。ただし、その民営化のプロセスや民営化された企業の運

営に関する規制や監督が十分に適切に行われたとは必ずしもいえない。

また、新たな問題が自由化の下で生じたことも指摘しなければならない。そ

の一つは貿易収支の赤字幅が拡大すると同時に利益の海外送金も増大した結果、

経常収支の赤字が拡大したことである。これは資本流入で補われたが、そのた

めに対外債務残高が大きく増え、対外債務の返済がアルゼンチンのリスク要因

の一つとなったことは、後に詳細に述べるとおりである。

3．税制改革の遅れと財政赤字の拡大

90年代のラテンアメリカの改革で最も遅れたのは、一般に税制改革であった

とされる(Stallings and Peres, 2000)。アルゼンチンも、その例外ではなかっ

た。既に述べた貿易自由化によって輸入に対する関税率が引き下げられただけ

でなく、農産物などに課されていた輸出税は撤廃された。これらの分の税収は

減少した。アルゼンチンの税収のGDPに対する比率は、1985年の約15%から、
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1 990年には10%弱の水準に低下した。一方、付加価値税による税収の増加(GDP

の1.5％から、3％へと上昇)、高成長による税収の増加などもあり、税収の

GDPに対する比率は90年代に上昇した。しかし、世界銀行の資料によれば、

1999年で12.6％にとどまっている（1991年から98年の年平均の税収の対GDP比

率は15.1％)。この比率は、アルゼンチンと同様の所得水準の諸国と比較して、

かなり低い。アルゼンチンより、一人当たり所得水準の低い、チリの18.4％、

ブラジルの19.9％などと比較しても低いといわなければならない。さらに、こ

うした国際比較の観点よりも、後述のように、アルゼンチンの財政支出の規模

と比較して、税収が低い水準にあったことは明らかである。しかも、90年代半

ばにおいては高成長による増収効果の大きかったことも考慮する必要がある。

したがって、この間、税制の改革はきわめて重要な課題であったはずである

が、それを進めるのは、政治的理由などから、容易ではなかった。また、政府

の徴税の能力にも問題があり、税の補足率が低いことも指摘されている。しか

も、この租税収入の問題に加え、改革が非常に遅れていたのは、財政支出の面

での改善であった。財政支出に占める、人件費の割合が、特に地方政府におい

て高い状況が続いてきた。

この結果、当然、財政の悪化、財政赤字の拡大は避けられない構造となって

いたが、それが、かなり長い期間顕在化しなかったのは、税制改革、財政改革

よりも、はるかに早いスピードで先行して、民営化が進んだことが背景にあっ

た。

アルゼンチンの財政赤字の規模は、中央政府のレベルでは、1994年の対GDP

比0.5％から、95年1.4％、96年2.2％へと拡大した後、97年1.6％、98年1.3％と

推移した（99年、2000年には1.7%、2.4%と再び拡大）が、地方政府を含む、

全政府部門では、同じ期間に1.7％、3.4％、3.3％と拡大した後、2.1％、2.1％

と推移した。アルゼンチンの場合、地方政府の財政状態は極めて悪く、その赤

字は、中央政府が負担しなければならないため、全政府部門の財政赤字の推移
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を見ておくことが重要である(Mussa, 2002, p. 7)｡国連ECLACの暫定値では、

200 1年に、財政赤字は中央政府のみで、3.5%となっており、地方政府の赤字

も拡大したものと思われる（表1参照。CEPAL, 2001 )。

表1 最近3年間のアルゼンチンの主要経済指標

20011999 2 000

－3．8

－1．6

0．0

－18．8

－2．8

17．4

－3．5

15．6

24．4

31,350

29,050

-5,301

-14,499

- 1 9,800

1 42,300

3,500

451.7

38．1

44．4

国内総生産成長率（％）

消費者物価上昇率（％）

実質賃金上昇率（％）

通貨(M1 )

実質有効為替レート（マイナスはペソ高）

都市失業率（％）

GDPに対する財政赤字（中央政府のみ）

実質預金金利

実質貸出金利

輸出額(100万ドル）

輸入額(100万ドル）

経常収支（100万ドル）

資本金融収支（100万ドル）

総合収支

対外累積債務額

外国直接投資額（注1）

対外累積債務額の輸出額に対する比率

利子支払い額の輸出額に対する比率

利子・利潤支払い額の輸出額に対する比率

－3．4

－1．8

1．1

－0．3

－6，9

14．3

－1．7

9．4

12．4

27,751

32,698

-12,038

14,065

2,207

145,300

22,633

523.6

41.2

48．8

－0．8

－0．7

1．5
戸 再

一フ.／

0．6

15．1

－2．4

9．4

12．2

30,938

32,717

-8,973

8,533

-1,218

1 46,200

1 0,553

472.6

38．3

48．1

(注l) 1999年のアルゼンチンへの直接投資額の中にはレプソル社のYPF社買収額が含
まれているが、この中には、アルゼンチンの非居住者への支払い分が含まれて

いる。

出所: CEPAL (2001 )から作成。

この財政赤字の規模そのものは、必ずしも高い水準ではない。また、プライ

マリー・バランスでは、均衡を達成した。しかし、2つの問題がかくされてい
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た。その一つは、この時期にあった多額の民営化の収入とブレイデイー・プラ

ンによる債務負担の軽減、かつこの時期の高成長による税収の増加があったに

もかかわらず、それでもなお、これだけの規模の財政赤字があったことは、民

営化収入がなくなり、成長率の低下が生じたときには、財政赤字が大きく拡大

することを意味していたことである。

第二は、アルゼンチンの場合、カレンシーボード制のもと、財政赤字を外債

の発行などでファイナンスする必要があるが、後述のように、輸出の規模が相

対的に小さく、GDPの11.8%程度である場合には、輸出に比較して、政府の対

外債務が非常に大きな規模となる可能性があり、実際にそれが生じたのである。

すなわち、公共部門の債務の累積額は、1993年ですでに、29.2％に達していた

が、この累積債務は、1994年から1998年にかけての、上記のような規模での財

政赤字によって、1998年には、41.4％に達し、さらに2000年には、50％に達し

たとされる( Musa, 2002, pp､7-8)｡ 40%ないし50%の規模は、先進諸国な

どでは、必ずしも高くないが、GDPに対する輸出の規模が1 1.8%程度の場合、

政府の債務額が輸出の400-500%という極めて高い水準となることを意味して

いる。この累積債務の金利が、仮に8％程度であったとしても（後述のとおり、

実際は、一時これをはるかにこえる金利でなければ、国債の発行は困難となっ

ていた)、金利の支払いだけで、輸出の40％に達することを意味したのである。

これに、元本の返済部分が加われば、輸出に対する比率では50％を債務サービ

スにあてなければならなくなることを意味していたのである。

ただし、国債のすべてを海外の居住者が購入したわけではない。ドル建ての

国債を国内の銀行及び、年金基金が大量に購入し、その割合は時に発行額の50

％に達したとされる。従って上記の輸出額に対する比較は、国債発行の規模が、

アルゼンチンの貿易の規模と比較して如何に大きかったかを示すもので、輸出

額との比較は対外債務額と比較する必要がある。対外債務には、政府の債務以

外の債務も含まれるが、アルゼンチンの対外債務額の輸出に対する比率は、
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1999年で523.6％に達し、2001年には、451.7％となったとされる(CEPAL,2001.

表1も参照)。1999年においては、対外債務額のうち、長期債務は1189億ドル

で、そのうちの、845億ドルが政府債務、残りが民間債務であった（西島2002

年)。

そして、この多額の国債の国内での販売が可能であった背景に、年金の民営

化という、社会保障分野の改革の進展があったことも指摘しておかなければな

らない。民営化にともない民間の年金基金運用会社が設立されたが、安全かつ

安定した収入の確保できる資金の運用先が必要であり、多額の国債を購入した

のである。今回の通貨危機により、年金基金が大きな損害を蒙る可能性が高い。

4．輸入の拡大と経常収支の悪化

上記の税制改革と民営化の関連と類似の状況が他の分野でもみられた。たと

えば、輸入の自由化により、輸入は、大幅に増加したのに、輸出の増加はこれ

に追いつかず、その他の項目での赤字もあって、経常収支赤字は、1”7年以降、

GDP比4-5%の水準で推移した。ここにも、一部の改革が大きく先行する

一方で、他の分野の改革が著しく遅れるという状況がみられた。すなわち、輸

入の自由化、民営化、外国直接投資の自由化が短期間に進み、その効果が現れ

る一方、労働分野の自由化をはじめ、企業とくに、中小企業の輸出競争力を強

化するための改革は遅れた。しかも、カレンシーボード制のもとでの固定相場

による、ペソの過大評価の影響がこれに加わった。

換言すれば、輸入の拡大は、その自由化によって、速やかに進むのに対し、

輸出の拡大は、国内の産業、広く大、中小の企業の競争力の強化が進むのを待

たねばならず、それには、輸入と比べ、かなりの時間がかかる。例えば、輸入

の自由化により、最新の機械が容易にかつ安価で輸入できるようになり、また、

民営化により、電力、通信などのコストは低下するはずであった。それは、あ
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る程度進んだが、その効果は、輸入の拡大ほどには速やかに輸出の拡大となっ

て現れないことは、いうまでもない。しかも、アルゼンチンの場合には、後述

のように、労働分野の規制の改革が遅れる中で、高い労働コストを変更する事

が出来ず、企業は、そうした制約のもとで、生産性を高め、競争力を強化して

いかなければならなかった。さらに、ペソの過大評価がすすんだため、その効

果も克服していかなければならなかった。

なお、外国直接投資により、アルゼンチンにおいて投資を行った外資企業に

よる、輸出の拡大も期待されるが、アルゼンチンの場合、国内市場向けの投資

が多く、輸出増加への寄与は小さかった。自動車産業への投資は、その例外と

いえるが、MERCOSURの自動車政策に沿うものであり、アルゼンチンからの

輸出とブラジルからの輸入を均衡させるための投資であった。

こうして、経常収支の赤字は避けられなかったが、これは、民営化と外国直

接投資の自由化によって生じた、外国からの資本の流入によって対応すること

が、かなりの期間可能であった。

5．最も遅れた労働分野の改革

アルゼンチンは、ラテンアメリカ諸国のなかでも、労働に関する規制が厳し

く、企業の社会保障負担なども含め、労働コストの高い国として知られている。

企業の労働者の賃金の対する社会保障負担の比率は、1990年47.0%、1 995年45.4

％であった( Burki y Perry, 1998a. p.45 )が、この点は、その後もかわらず、

1999年においても、47.5％とラテンアメリカのなかでも、特に高い水準にあっ

た(IDB, 2001 )。

メネム政権は、労働分野の改革の必要性を認識しており、労働柔軟化法

( Ley de flexibilizaci6 n laboralとよばれる）などの制定に努力したが、その

後、その内容は大きく後退し、アルゼンチンの企業の競争力拡大の障害を除く
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には至らなかったといわざるを得ない。松下洋教授は、このことについて次の

ように指摘している（松下, 2000 )。

「労働政策は同政権にとっては極めて重要な意味をもったといってよい。そ

れは、それに先立つアルフオンシン急進党政権（1983-89）がCGTの度重な

るストライキによって物価抑制策の遂行を少なからず阻止されたからだった。

つまり、前政権の失敗を繰り返さないためにも、労働運動の政治力やその闘争

性を殺がねばならなかったのである。そのためには労働運動を懐柔するとか、

分断を図るといった手段と同時に、1940年代以来、労働者がペロニズムのもと

で享受してきた有利な諸慣行を打破しなければならなかった。そうした慣行の

打破とは労働の柔軟化であり、ここでいう労働改革に他ならなかった。したがっ

て、メネム政権にあっては、新自由主義的な労働改革には、単なる経済的効果

だけでなく、労働運動を弱体化させるという政治的意図が少なからず含まれて

いたといえよう。ただし、労働者の政治力を極端に低下させることは、メネム

政権にとって得策ではなかった。ペロニスタ党にとっては、労働者は重要な票

田だったからである。そこで、労働者の政治力をある程度削減しつつ、その一

方で労働者の支持をも取り付けて行くといった方策も講じなければならなかっ

た｡」

このように、メネム政権は、一定の労働分野の改革は行ったものの、強い反

対にあった改革は行わなかった。そうした強い反対にあった改革が団体協約の

改正であり、健康保険制度の自由化であった。メネム政権はこの二大労働改革

を成し遂げずに退陣した。労働分野での改革の遅れが、企業の競争力強化にとっ

て大きな障害となっていることを認識していたデラルア政権は、これらの改革

をその政権発足当初に行おうとし、それが2000年4月に労働改革法の上院での

可決によって実現した。しかし、この時、成立を急いだ同政権が複数の議員を

買収したのではないかとの疑惑がその4カ月後に発覚し、副大統領の辞任をも

引き起こし、デラルア政権のその後の凋落につながっていったのであった。
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6．金融システムの制約

アルゼンチンの改革においては、金融面でも多くの努力が行われている。ま

ず、特筆すべきは、中央銀行の独立性を高めたことである。しかし、このこと

は、準カレンシーボード制と相俟って、政府の経済政策の手段を限定すること

となった。通貨供給量の管理、公開市場操作、国債の中銀引き受け、金利政策

は取りえず、残された政策手段は中央銀行による準備率の操作、政府による公

共投資、増税もしくは減税だけとなった。

一方、準カレンシーボード制のもとでは中央銀行の最後の貸し手としての機

能は禁止され、この最後の貸し手の機能の欠如をある程度補う目的で、外国銀

行からのコンテインジェンシー・クレジット・ラインを設定した。また95年に

は預金保証基今が創設され、その運営は民間に委託された。上記のとおり、中

央銀行は準備率の変更によって金融機関への貸し出し能力に影響を及ぼす（流

動性規制）以外に金融政策の手段を有していない。

以上のような金融システムの改革及び金融セクターへの外国投資の自由化に

より、銀行の再編が進み、多くの欧米の銀行がM&Aによって地場銀行の経営

権を取得することにより、結局、大手銀行10行の内、純粋の地場資本銀行は公

立銀行2行と民間銀行1行に過ぎなくなった。

問題は、アルゼンチンの金融システム、とりわけ、銀行が、対外自由化、民

営化、規制緩和などによって実現した新たな事業環境のもとでの、アルゼンチ

ンの企業の資金需要に十分対応できるものとなったかどうかである。このこと

を見るためには、民間セクターにとっての金融深化の程度を国際的に比較し、

90年代におけるアルゼンチンの状況を検討する必要がある。

ここでは、民間セクターに対する国内融資規模のGDPに対する比率でこれ

を見ることとする。アルゼンチンのその水準は、’990年から'999年に15.6 %か

ら25.0％に上昇しているが、ブラジルの34.5％、チリの67.5％と比較して低い
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だけでなく、ラテンアメリカ諸国の平均の29.4％よりも低い。東アジア諸国の

平均104.1% (以上いずれも、1 999年）の4分の1の水準である(World Bank,

2001 )。

しかも、留意しなければならないのは、アルゼンチンが、ラテンアメリカの

他の諸国よりも、民営化を徹底して行ったため、投資の大部分は、民間セクター

が行わなければならないこととなったことである。総固定資本投資に占める、

民間の固定資本投資の占める割合は、アルゼンチンの場合、1990年の67.4 %か

ら、91.5％に上昇している。アルゼンチンよりも金融深化の進んでいる、ブラ

ジル、チリの場合でも、それぞれ、82.9％、87.7％であることを考慮すれば、

アルゼンチンでは、金融システムの制約のなかで、民間部門の行わなければな

らない投資の割合はきわめて高い水準に達するに至ったといわなければならな

い。

このことは、アジアと比較した場合は、一層顕著である。アルゼンチンの4

倍の金融深化が進んでいるアジアでの民間部門の、固定資本投資の総資本投資

に占める割合は50.2％にとどまっているのである（1999年、アジア危機の影響

はあるとしても、アルゼンチンとの差はあまりにも大きい)。

もとより、民間企業が必要とする資金は、ある程度、企業自身の利潤の留保

によって調達することも可能であり、また、大きな企業ほど、海外からの融資

や、海外での起債によることも可能である。しかし、それらは、いずれも、ア

ルゼンチン経済が高い成長率で成長し、かつ、海外からの信用が高かった時期

においてのみ可能であった。利潤の一部を用いることは、1999年以降の長引く

不況のなかで、次第に困難となっていったに違いない。また、海外からの調達

も、アルゼンチンの有力企業といえども、政府自身が借り換えのための起債を

行うのが困難となっていった状況下では、それ以上に難しかったであろうと考

えられる。

ただし、先にも述べたように、アルゼンチンでは、民営化や、外国直接投資
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の自由化が先行し、それによって、当分の間、高い投資水準を維持することは

可能であったと考えられる。国内総生産に対する固定資本投資の比率は1993-

99年の期間において、おおむね18-20％の水準で推移している。しかし、2000

年には、17.2％、2001年には、15.2％に低下した( CEPAL,2001 )。

いずれにしても、改革が、市場が十分に機能するような制度を構築すること

をめざすことを目的としていたとするならば、アルゼンチンにおける金融シス

テムの改革は、それを1990年代には達成することは出来なかったといわざるを

得ない。ただし、金融制度、特に銀行の健全性の確保という点では、かなりの

程度に目標を達成したといえよう。しかし、それも、今回の通貨危機のもとで

の多額の損失により、再び失われたと見られる。

このように見るとき、アルゼンチンの企業は、すでに述べた労働分野の改革

の遅れによる制約のみならず、金融部門の制約にも直面せざるを得なかったと

考えられる。これらの制約は、固定相場制のもとでの過大評価された為替レー

トの不利も加わって、アルゼンチンの企業の競争力の獲得を困難にし、力強い

輸出の拡大を実現することを困難にしたと考えられる。

7．カバロ経済相の新経済政策

以上のような状況に対して、メネム政権は、財政についても、輸出の拡大に

よる経常収支の改善についても、本格的な取り組みを行わなかったといわざる

を得ない。それを行おうとしたのは、2001年3月に至り、デラルア大統領が任
（3）

命したカバロ経済相であった。しかし、既に手遅れであった。後に詳細に検

討するように、その政策の方向は、基本的に適切であったと考えられるが、そ

(3)カバロ経済相がこの時期の行った政策、特に制定した法律の内容の詳細については、

小林晋一郎「アルゼンチンの競争力」国際金融情報センター『中南米の改革と競争力」
2002年2月参照。
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の一部は、完全には実施されず（特に財政支出の削減)、また、その効果（特

に、産業の競争力強化による輸出の拡大）が出るのを待つ時間はもはや残され

ていなかったのである。

カバロ経済相は、財政面では、本格的な税制改革が短期的には困難なことか

ら、即効性の高い税収拡大策として、銀行預金取引税の創設をおこなった。こ

れは、現金での取引の上限を1000ペソまでとして、それ以上はすべて金融機関

を通じて行わせるようにするとともに、銀行当座預金の入金・支払いに0.6％

の税金を課すこととした。現金取引に上限を設けた上で、当座預金に課税する

ことで脱税の可能性を予め防いで税収の増加を図ったのである。この措置は、

2000年3月24日付けの競争力法の制定をもって行った。

財政面での第2弾は財政赤字をゼロにする政策であった。すなわち、「予想

される歳出財源が予定の歳入額に満たない恐れがある場合は、財政均衡を維持

するためすべてに該当する歳出を比例配分で削減する。給与、家族手当、退職

金、年金なども削減の対象とする」こと、先にのべた金融取引税の拡大などを

内容とし、7月30日付けの「赤字ゼロ.財政調整法」の制定によって実施した。

これは、公務員給与などを大幅に減額するもの(2000年8月から、月額500

ペソ以上の公務員給与と年金は13%削減された）であり、思い切った財政支出

の削減を行って、赤字をゼロとすることを内外に表明し、アルゼンチンに対す

る国際的な信頼の回復、国債発行の際の金利の低下、それによる経済の活性化

を目指すものであった。

一方、企業の競争力の拡大と、輸出の拡大に向けての政策としては、とりわ

け、1ドル1ペソの固定を次第に柔軟にしていくことを狙った、拡大党換法の

制定と競争力プランの実施が重要である。拡大党換法は、6月22日付で制定さ

れ、ペソの対米ドル・レートを、従来の1ドル1ペソから、米ドル50％、ユー

ロ50％の単純平均とし、1ユーロが1ドルとなる日の翌日に実施することとなっ

ていた。また、それまでの間、収數係数法（6月18日制定）により、実質的に
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輸出業者により有利なレートを適用することとした。

競争力プランは、産業部門ごとに、企業の業界団体、労働組合、州政府、中

央政府による協定を結び、この協定に参加する企業は税制の恩典などを受ける

ことが出来ることとするものである。この制度は、ソーシャル・パクトの一種

であり、かつこれを法律で保障するものであるといえよう。これは、競争力強

化と経済状況改善のための租税免除の権限を行政府に与える法律「立法権限行

政付与法」の制定（3月29日付け）によって行われた。この制度のもとで、32
（4）

の協定が結ばれ、28100社が登録を行ったとされる。

これら、財政面及び企業活動の活性化、競争力強化を目指す一連の政策は、

メネム政権下で準カレンシーボード制の実施と経済改革の推進を行った中心人

物であったカバロ経済相が、再びその職について実行したものであり、自らの

作った制度のもつ問題を知り尽くしていた同氏にして初めて、企画、実行でき

た緊急措置であったと考えられる。しかし、先にも述べたように、これら政策

はもっと早くから実施されるべきであったといえよう。これらの政策の効果を

もってしても、2001年の3月以降の時期のアルゼンチンの経済状況の悪化を改

善するには不十分であるとの市場の見方は、アルゼンチンの国債の発行の際の

金利に反映した。アルゼンチンのカントリー・リスク・プレミアムは、1月の

700ポイントから、7月には、1 400ポイントに上昇した。このころから、預金

の引き出しが加速し、既述の同月末に「赤字ゼロ・財政調整法」の制定を余儀

なくされた。しかし、状況は改善せず、11月には、3000ポイントにまで上昇し

たのである。

(4)詳細については、小林（2㈹2）参照。
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8．通貨危機後の混乱と対策

200 1年12月以降から続いている混乱とそのもとで実施されてきた対策は、上

に述べたような、アルゼンチン経済の改革と言う観点からはどのような意義を

有しているであろうか。

アルゼンチンが危機を脱し、成長を持続できるようにするために、今後取り

組んでいくべき課題は、これまでに述べてきたような観点からすれば、財政・

税制改革、労働分野の改革、金融システムの強化などであると考えられる。従っ

て、これらの改革を実行し得る政治的なリーダーシップを2002年1月に発足し

たドゥアルデ政権が発揮し得るか否かが問われていると言えよう。しかし、は

やくもドゥアルデ大統領の任命した経済相は辞任を迫られ、代わって、ラバニャ

氏が経済相に就任したばかりであり、ドウアルデ政権が、アルゼンチン経済の

危機の克服に成功するかどうかは予断を許さない。

まず、財政改革に関しては、その実行をIMFが強く求めている。国際市場か

らの資金の調達が閉ざされている状況下で、アルゼンチンとしては、IMFから

の支援なしに、この危機から脱出することはきわめて困難である。しかし、

IMFが求める条件は厳しく、ドウアルデ政権は、いわばIMFとそれに抵抗する

ペロン党の政治勢力との間の妥協を如何に実現するかが、当面の最大の課題と

なっている｡ 2002年3月にアルゼンチンを訪れたIMFのミッションは、その

｢最も重要な関心事は、社会の貧困層を守りつつ、財政をサステイナブルなも

のとする事にある」と言明しており、中央政府と地方政府の共同の努力により、

2002年の財政のプライマリー・バランスを実現しようとする政府の意向及び政
（5）

府と地方の州知事との合意が行われた事を評価している。しかし、4月10日

に、同ミッションは、「財政政策は最も重要であり、財政政策の失敗が、現在

(5) 2"2年3月15日のIMFのアルゼンチン・ミッション団長のブエノスアイレスにおけ
る声明による(IMFのプレス・ブリーフによる)。
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の危機の根本にある」と指摘し、連邦政府と地方政府は、もはや維持が不可能

な水準にまで支出を高めてしまっており、中央銀行からの融資や州債の発行の

ようなやり方はインフレを招き、持続可能な方法ではないことを強調している。

そして、州債の発行によって通貨に替えるようなやり方をやめ、州政府の赤字
（6）

を2001年と比較して60%減らす事が必要であるとしている。

つぎに、労働分野の規制の柔軟化の問題であるが、皮肉にも、今回の通貨危

機はアルゼンチンの一般労働者の賃金をドル・ベースでは、大幅に引き下げる

事を意味した。もとより、それは、危機の結果として生じたペソの切り下げに

よるものであり、いずれ、その切り下げ率と同じか、それを上回るインフレが

生ずれば相殺されてしまうが、現在のところ、1－3月のインフレは、25％程

度にとどまっており、さらに、政府がインフレ抑制策をとることにより、激し

いインフレを回避する努力が行われると考えられる。このことについて、先に

引用したIMFのミッションの声明は、ペソが変動相場制に移行したことにより、

アンカーは通貨政策が担わなければならないとし、そのためには、中央銀行が、

自らの融資の拡大を制限するとともに、プラスの実質金利（インフレ率を上回

る金利）を維持するベンチマークを設ける必要があるとしている。さらに、将

来的には、ブラジルが、1999年の危機の際に採用したようなインフレ・ターゲッ
（7）

トの採用が必要であると見ている。このような方法とあわせ、財政赤字の抑

制が行われるならば、激しいインフレが生ずるのを回避する事力河能となろう。

それは、アルゼンチンの産業の競争力を強める事を意味しよう。

これらと並ぶ、第三の重要な課題は、金融システム、特に、銀行の問題への

対応である。既に述べたように、危機以前からアルゼンチンの銀行システムに

(6)2002年4月10日のIMFのアルゼンチン・ミッション団長のブエノスアイレスにおけ

る声明による(IMFのプレス・ブリーフによる)。州政府は、ペソでの資金がないた

め、州債を発行して、地方公務員の給与支払いなどを行っており、それを通貨のよう
に流通させている。

(7)前注に同じ。
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よる民間セクターへの融資の規模は、東アジア諸国はもとより、チリやブラジ

ルの場合と比較しても小さかったが、今回の危機によって生じた、銀行の多大

な負担や、不良債権の発生などから、銀行の融資の機能はさらに弱まると思わ

れる。先に引用したIMFのミッションの声明は、健全に機能する銀行なくして

成長の回復はむずかしいとして、銀行システムへの信頼の回復を実現するため

の戦略が必要であるとしている。銀行は多額の国債を保有している事や、預金

と債権のドルからペソへの変換の際のレートが異なる事から生ずる負担から、

多額の損失を余儀なくされる恐れがある。政府が行おうとしている銀行の資本

増強のための補償債券を通じての支援のほか、国内及び海外からの新たな資金

を銀行が得られるようにするインセンテイブが必要であると、IMFは見ている。

以上のほか、デフォルトを起こしているアルゼンチン政府の債券の問題を投

資家の信頼と支持を得られるような形で解決すること、民営化された公共サー

ビス部門に関わる問題の解決など課題は山積している。

IMFは以上にあげた諸問題の解決を含む、総合的な経済プログラムの策定を

アルゼンチン政府に求めており、それが、IMFによる支援の前提であるとして

いるが、本稿執筆の時点( 2002年8月末）では、まだそれは実現していない。

”年代のラテンアメリカの改革について比較研究した、国連ECLACの報告

は、危機が深刻であった国ほど、行われた改革はより徹底したものであったと

いう結論に達しており、そのなかで、アルゼンチンの危機はインフレ率、成長

率の低下、ガバナンスの低下のいずれについてもきわめて深刻であったために、

その90年代の改革も徹底していたと指摘した。しかし、既に述べた通り、アル

ゼンチンの場合、一部の分野、特に、財政・税制、労働に関する規制等の分野

での改革は遅れた。本稿では、それが、今日の危機の重要な要因となっている

ことを指摘した。前回の危機よりも深刻といっても過言ではない今回の通貨危

機が、アルゼンチンが十分に改革を行って来なかった分野の改革を進める契機

となり、それによって、アルゼンチンの市場経済が十分に機能するようになり、
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持続的成長の基礎がしっかりと築かれていく事が期待される。

表2 アルゼンチン危機への過程

(1)危機の前兆

200 1年

3月 マテイネア経済財政相辞任、ロペスムルフイ経済財政相就任．

辞任、カバロ経済財政相就任。競争力法制定、立法権限行使

付与法制定。

6月 拡大党換法制定、収數係数法制定、295億ドルの債務の長期債

務切替

7月 赤字ゼロ．財政調整法制定。

8月 IMF134億ドルの融資枠のうち、12億6000万ドルを前倒しする

可能性を表明。さらに80億ドルの追加融資(内50億ドルは早期

の融資実行可能分)を決定。

政府は銀行預金の流出を防ぐ､目的で、預金凍結を禁ずる預金

不可侵法を制定

11月 IMFのミッションがアルゼンチンを訪問し、合意条件を満た

していない事を理由に、12億6000万ドルの前倒し融資の拒否

(2)危機の発生

12月1日 銀行預金、外貨準備高減少への対策として緊急措置(法令1570 ･

2001号）により、国外への現金の持ち出しを1000ドルに制限、

預金者の一週間250ペソを超える預金の現金での引き出しを禁

止。

12月6日 法令1606 ･ 2001号により、給与、社会保険、年金などの受け

取り口座からの現金での引き出しの上限を月1000ドルとした。

12月19日 抗議行動拡大、一部は暴動に発展 この事態に全閣僚が辞任。

12月20日 デラルア大統領辞任、銀行休業。

12月23日 ロドリゲス・サー大統領就任。

12月28日 暴徒の国会侵入。

12月31日 ロドリケス・サー大統領辞任。

2002年

1月1日 ドウアルデ大統領就任。
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緊急事態及び為替制度改正法(通称Plan Reyes )制定、12月ま

での間、金融制度、銀行制度、為替制度の整備、公的債務の

再編と矛盾しない持続可能な経済成長の条件整備などについ

て、行政府に対し権限を付与。

22日 中央銀行通達、経済省決定などにより、預金の引き出

し制限を新たに制定

為替市場の閉鎖。

新たな為替制度に関する法令260 ･ 2002号を制定。

同法令に基づき、単一自由為替市場を創設、為替市場を再開。

1月6日

1月10日

2月4日

2月8日

2月11日

(3)最近の状況

4月19日 一時沈静化していた情勢が再び悪化し、中央銀行が、22日か

らの銀行の営業停止、為替取引の停止を発表。

4月22日・23日 政府は、預金を国債で払い戻す法案を提出したが、反

対が強く、審議出来ず。レメス経済財政相辞任表明。

4月27日・28日 ラバニヤ経済財政相就任、変動相場制維持を表明

4月29日 銀行の営業、為替取引の再開。

出所：新聞報道などに基づき筆者作成。

ただし、そのためには、政治の安定、政府への国民の信頼の回復、現政権の

リーダーシップの発揮が不可欠であり、また、IMFとの協議と、合意したプロ

グラムに基づく政策の実行が必要である。危機発生から既に約半年を経た今日

に至るまで、政策は二転三転しており、IMFとの合意にも至っておらず、まだ

楽観を許さない状況にある。

9．変動為替制に移行後のアルゼンチン経済

まず、2002年1月から5月のマクロ経済はきわめて深刻な成長の減退となっ

た。アルゼンチン経済は、既に1998年から景気の低迷が続いていたが、2002年

に入って一層の悪化が生じており、実質国内総生産(GDP)の水準は1991年の
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水準にまで低下しつつあると見られる。最も注目される為替レートの水準は、

1月初めに一挙に1.7前後に切り下がった後、徐々に3月初めまで2.50近辺まで

切り下がり、その後一旦、急激に3.50に切り下がった後、再び2.70前後に戻っ

たものの、徐々に切り下がり5月半ばまでに再び3.5前後まで切り下がってき

ている。

この間、政府は預金の引き出し制限を引き続き行っているが、預金は着実に

減少してきており、アルゼンチンの銀行における民間セクターの預金高は1月

には前月比2.7％減少、2月には3.5％減少、3月には6.2％減少し、4月には7.6

％と減少が続いている。5月においても4.7％程度の減少が生じたものと考え

られ、預金高は1月の771億ペソから5月27日現在の615億ペソに減少したとさ

れる。

一方、外貨準備高も一貫して減少が続いており、2001年初めには300億ドル

に達していた外貨準備は、同年末には150億ドル程度とほぼ半減し、さらに、

その後一貫して低下してきており、5月に入って105億ドル程度の水準にまで

低下してきている。

次に、為替の切り下げに伴って生ずる変化として憂慮されるのは物価の上昇

であり、特に為替の切り下げが大幅な場合には、激しいインフレに見舞われる

可能性が高いことである。一方、対外収支については、為替の切り下げによる

改善が期待される。

まず、インフレについては、今日までのところ為替の切り下げ率と比べると

かなり低い水準にとどまっている。まず、卸売物価であるが、1月に入って物

価の大幅な上昇がはじまり、1月には前月比6.5％の増加、2月には同じく11．4

％の増加、3月は同じく13.1％の増加、4月には同じく19.7％の増加と物価の

上昇は加速してきている｡ 1999年を100とする卸売物価指数では、1月から4

月まで累積で53.3％の上昇となった。一方、消費者物価指数は、卸売物価指数

と比べると物価の上昇率はより低く、1月は前月比2.3％の増加、2月は同じ
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〈3.1％の増加、3月は同じく4.0％の増加、4月は同じく10.4％の増加となっ

ており、加速してきてはいるものの卸売物価ほどではない。1990年を100とし

た消費者物価指数では、2002年4月の物価水準は年初から18.4％の増加となっ

ている。

一方、貿易収支であるが、2001年から既に改善が見られ、2002年に入ってさ

らに大きく改善している。しかしながら、これは一貫して景気の悪化による輸

入の減少によるものであり、2002年に入ってからの為替の切り下げは輸出の大

幅な増加を引き起こすには至っていない。民間研究所のFIELの集計によれば、

1993年を100とした工業生産指数は、2002年4月の時点で91程度にまで低下し

たと見られる。しかしながら、工業生産の低下は既に2001年初めから生じてい

る。

また、財政赤字が2001年末から急増したことから、正規の通貨でない準通貨

の発行が増加しており、その規模が国内の流通通貨量の半ばに近い水準にまで

増えてきていると言われる。一部の機関の推定によれば、流通している準通貨

のストックは、200 1年末の29億ペソから3月には54億ペソ、5月には62億ペソ

に増加したと推定されている。中央政府が発行しているLecops及び各州がそ

れぞれ発行している州債（ブエノスアイアレス州のPatacOnes)をはじめ、13

に上る州や市の準通貨の流通が見られている。

こうした中で、2002年に入ってから実現した中央政府と州政府との州政府財

政に関する合意は、今後のアルゼンチンのマクロ経済の運営に非常に重要な意

義を有していると考えられる。この合意は、歳入の中央政府と州政府との配分

について定めるとともに、中央政府による地方政府の歳入の保証を停止するこ

とを含んでいる。また州政府の債務は、金利を引き下げ、支払い期間を拡大す

ることによって、リスケが行われることとなっており、また債務サービス支払

いの規模を中央政府から移転される歳入額の15％を上限とすることが定められ

ている。州政府は2002年に州の財政赤字を60％減少させ、2003年には財政を均
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衡させることを約束している。中央政府との詳細な合意は、州毎に行われるこ

ととなっており、また新しい準通貨の発行を禁止することが定められた。

しかし、この州政府との合意は、アルゼンチンの現政府が取り組まなければ

ならない課題の一つに過ぎず、経営が著しく悪化している銀行への対策や、ア

ルゼンチンの発行した国債に関する返済への対応等が引き続き未解決であり、

今後、短中期的には、これらについてどのように取り組むかが問われている。

さらに、中長期的には、本章の第3節、第5節、第6節で検討したような、各

分野での改革を徹底させていくことが必要であると考えられる。
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アルゼンチンにおける第二世代

改革としての労働改革：

ネオ・ポピュリズム型改革の限界

第8章

は じ め に

10年5ケ月にわたって政権の座にあったペロニスタ党のメネムに代わって、

1999年12月10日に与党連合のデラルア(Fernando de la Rua)が大統領に就

任した。与党連合は87年8月に急進党と連帯祖国戦線(FREPASO )が連帯し

た政党連合で、急進党のデラルアは清廉潔白な人柄が高く評価され、クリーン

な政治が始まるとの期待が寄せられていた。というのも、メネム政権は、イン

フレを克服するなど大きな成果を挙げはしたものの、汚職や腐敗といったマイ

ナス・イメージが絶えず付きまとっていたからである。そんなデラルア政権へ
（1）

の熱い思い入れからか、就任当時の支持率は73.0％という高い水準にあった。

就任当日ブエノスアイレス市に居合わせた筆者が接した知人たちも、異口同音

に新政権への期待を熱っぽく語っていた。就任式とその後の祝賀行事を詳しく

報じたテレビの画面からも、政権交代に伴う国民の熱気がひしひしと感じられ

た。

ところが、それから一年余りを経た今日(2001年1月)、デラルア政権の挙

げた業績はあまりに乏しく、国民の期待を裏切る形となっている。たしかに、

物価の安定は持続され、2000年には物価下落率がマイナス0.7%となったと予

想されている。また、99年にブラジルのレアルの切り下げで下落した輸出も回

復し、2000年度は1 3.0%の伸びが推定されている。しかしながら、工業部門の

(1) αα戸加, 10 de diciembre, 20m.
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停滞（0.8％の成長）や投資の低迷などから、国内総生産は伸び悩み、2000年
（2）

の推定成長率はわずか0.5％にすぎない。失業率も依然高水準にあり、表1に

示されるように、昨年10月の失業率は、5月の調査時点（15.4％）よりは若干
（3）

回復しているものの、依然15.0%とかなり高い水準にある。しかも、最近の新

しい傾向として注目されるのは失業者が職を求めて道路封鎖などの過激な運動

に走っていることであり、そうした行動が全国各地で同時発生することも珍し

くない。たとえば、2000年10月にブエノスアイレス州のラマタンサ地区ではじ

まった失業者による抗議運動が11月初めにはネウケンなど地方の5州に広がっ
（4）

たのはその一例といえよう。こうした抗議運動が社会不安を高めていること

は明白だが、それとともに、国民に不安を与えているのが犯罪の急増である。

アルゼンチンは、ラテンアメリカのなかでは比較的治安のよい国とされてきた

が、90年代以降は犯罪が急増している。ある調査によれば、犯罪件数は、1990
（5）

年の56万1,150件から99年にはその倍に近い105万6,421件に増えている。つま

り、経済が停滞し、一向に改善の糸口が見出せないでいる状況下で、社会不安

が益々募っているのである。

(2) Ibid., 10 de decienbre, 2000.

(3) Ibid., 7 de decienbre, 2000および表3を参照されたい。

(4) Ibid・, 7 de noviembre, 2N0.

(5) Juan S. Pegoraro, "Violencia delictiva, inseguridad urbana," Nueuq
Sociedqd, No.167 (mayo-junio, 2000). p.125.
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表1 失業率の推移

年一皿一皿一睡一鯉一睡一既一画｜既一”｜皿

5月（％）

6．9

6．9

9．9

10．7

18．4

17．1

16．1

13．2

14．5

15．4

10月（％）

6．0

7．0

9．3

12．2

16．6

17．3

13．7

12．4

13．8

15．0

出典：1”9年5月までは、Diario Gremial, 16 de julio, 1999, p､4による。
それ以後はClarin, Diario Greminalによる。

さらに、そうした状況に輪をかけているのが、政治危機である。その発端は、

デラルア政権が2000年4月に提案した労働改革法の上院での可決にあった。こ

の時、成立を急いだ政府が複数の議員を買収して賛成票を得たのではないかと

する疑惑が8月末に浮上したのである。メネム政権と違って清廉な政治を行う

と約束してきたデラルア政権にとってこれは深刻な打撃となり、FREPASOの

代表で副大統領で上院議長でもあったチャチョ・カルロス・アルバレス

( Chacho Carlos Alvarez )は、事実の究明に全力を挙げることを約していた。

ところが、10月6日にデラルア大統領が行った内閣改造では贈賄側と目されて

いた閣僚が要職に残ったことから、チャチョの不満が一気に爆発し、副大統領

を辞任してしまった。これは連立政権の基盤を大きく揺るがすことになり、デ

ラルア政権に対する国民の支持率も急落していった。2000年12月には支持率が
（6）

前年同期に比べ半分近くまで（37.5％）下っている。

(6) Clarin, 10 de diciembre, 2000
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このように、デラルア政権は、経済的停滞と社会不安、政治危機を抱え込む

ことになり、いわば、複合型危機に直面しているといっても過言ではないであ

ろう。こうしたなかで、デラルア政権が起死回生の特効薬として期待をかけた

のが、IMFとの間で2000年12月に締結された緊急融資（スペイン語でblindaj e,

英語ではshieldと呼ばれている）であった。総額397億ドルに及ぶこの融資に

より、2001年中にアルゼンチンが債務の支払い不能となる危険は回避され、さ

らに、この融資が呼び水となって経済を活性化するのではないかとの期待が寄

せられている。ただし、現時点ではこの融資の効果は不明である。

以上概観したように、施政一年目のデラルア政権にとって、アルバレス副大

統領の辞任に伴う政治的危機が経済的社会的問題を一層深刻にしていることは

明白である。そして、副大統領に辞任を決意させた最大の要因が労働改革法に

あったとすれば、何故、デラルア政権は、議員の買収といった手段を講じてま

で労働改革法を通す必要があったのであろうか。

この点について、小論では、メネム政権のネオ・ポピュリズム型政治では労

働改革が不充分な形でしか実行できなかったこと、その結果としてデラルア政

権は、強引に実施するか、放棄するしかなかったが、前政権から引き継いだ財

政危機が前者の道を選択させざるをえなかったことを明らかにしたい。要する

に、メネムのネオポピュリスト的労働政策の限界がデラルア政権によって克服

されてゆく過程で、同政権は政権の基盤を揺るがしかねない事態に追い込まれ

てゆくのであり、そうした過程を明らかにすることが小論の課題である。この

作業を通して、新自由主義政策の一環をなす、いわゆる第二世代の改革として
（7）

の労働改革 が、アルゼンチンでは政治的に如何に困難な課題であるかを示し

(7)なお、第二世代改革は、国によってその内容には相違があり、メキシコでは財政強
化が最優先課題なのに対して、アルゼンチンでは労働市場の規制緩和に最大の関心が

おかれている。 Manuel Pastor Jr. and Carol Wise, " The Politics of Second-

Generation Reforms," JOum,aZQ／Democracy,Vol､10,No.3（July，l”9)，
p､35.
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てみたい。

1．メネムの労働改革政策の基本目標

1989年7月に一ケ月当たりのインフレ率が196.6％に達するというすさまじ

い経済危機のなかで政権についたメネム大統領は、8月に国家改革法、9月に

緊急経済法を制定して改革に着手する。いわゆる新自由主義的改革といわれる

その改革は、民営化をはじめとして、財政支出の削減、税制改革、規制緩和な

ど多岐にわたっていたが、労働改革には当初はそれほど大きな比重は与えられ

ていなかった。新自由主義的政策のモデルとされたワシントン・コンセンサス

も、当初は労働改革についてとくに言及していなかった。ワシントン・コンセ

ンサスの目標のひとつであった「規制緩和」はのちに労働改革にも適用された

といいうるが、当初の「規制緩和」は主として新規企業の参入を阻止したり、
（8）

競争を制限するような規制の緩和を求めるものだった。

ただし、このことは労働政策をメネム政権が持っていなかったことを意味す

るものではない。いな、労働政策は同政権にとっては極めて重要な意味をもっ

たといってよい。それは、それに先立つアルフォンシン急進党政権（1983-89）

が労働総同盟(CGT)の度重なるストライキ（表2参照）によって物価抑制

策の遂行を少なからず阻止されたからだった。つまり、前政権の失敗を繰り返

さないためにも、労働運動の政治力やその闘争性を殺がねばならなかったので

ある。そのためには労働運動を懐柔するとか、分断を図るといった手段と同時

に、1940年代以来、労働者がペロニズムのもとで享受してきた有利な諸慣行を

打破しなければならなかった。そうした慣行の打破とは労働の柔軟化であり、

ここでいう労働改革に他ならなかった。したがって、メネム政権にあっては、

(8) _ Jotm WilliamsoIl, " Democracy and {Washington Consensus ', '' WorZd
DeuGZopme" Vol.21, No.8, 1993, p・1 333.
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新自由主義的な労働改革には、単なる経済的効果だけでなく、労働運動を弱体

化させるという政治的意図が少なからず含まれていたといえよう。ただし、労

働者の政治力を極端に低下させることは、メネム政権にとって得策ではなかっ

た。ペロニスタ党にとっては、労働者は重要な票田だったからである。そこで、

労働者の政治力をある程度削減しつつ、その一方で労働者の支持をも取り付け

て行くといった方策も講じなければならなかった。以前のペロニスタ政権であ

れば、所得再分配政策などを通して国民の支持をつなぎとめておくことも可能

だったであろうが、新自由主義を標梼し、財政の健全化を余儀なくされている

状況ではそれも不可能だった。そこで、様々な手練手管を弄して大衆の支持を

とりつけつつ、ある程度彼らに犠牲を強いる政策を実施せざるを得なくなる。

これがいわゆるネオ・ポピュリズムであり、メネムはその一例といってよいで

あるｲ'j具体的には､ﾒﾈﾑは自ら大衆と一緒にｽﾎｰﾂなどを興じて大衆

との一体感を演出しようとしたが、新自由主義の効用を説いて、国民にその受

益者であるという意識を抱かせようとしたことも手法のひとつだった。そうし

た手法は、免換法（91年4月施行）により、物価の安定を達成すると最大限発

揮された。政府は物価の安定が国民生活に如何に役立っているかを説いて、国

民の支持を取り付けることに成功したのだった。

(9)ネオ・ポピュリズムについては、BIJ"etm Q/ Lqtm Ame7､jcq" Reseq7℃ﾉz, 19
（2000）のネオ・ポピュリズム特集などを参照されたい。
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表2 民政移管後のゼネスト

メネム（第一期）

9／11／92

2／8／94＃

21／4／95＃

第 二 期

6／9／95

8／8／96

26-27／9／96

26／12／96

14／8／97＊

6／7／99十

アルフォンシン

（1）3／9／84

（2）23／5／85

（3）29／8／85

（4）24／1／86

（ラ）31／3／86

(6) 13/6/86

( 7 ) 9/10/86

（8）26／1／87

（9）4／11／87

(10) 8-9/12/87

(11）15／4／88

(12) 9/9/88

(13）12／9／88

デラルア（湖

5 / 5 /2000#

9／6／2000

23-24/11/2000

＊はCTAとMTAによるゼネスト,# は2000年3月CGTの分裂によって生まれた

CGT rebeldeの組織したもの。＋は、CTAのみ。

注）デラルア政権の成立直後に、コリエンテス州で起こった労働運動弾圧に抗議して

CTAが99年12月20日にゼネストを行っているが、政府への直接的批判でないために、
ここでは省略。

また、この点も政府がしばしば力説したことだが、労働改革も労働者にとっ

てプラスとなる面をもっていた。たとえば、労働柔軟化によって短期の雇用が

容易になれば、雇用の拡大につながることが期待されたし、労働改革によって、

賃金外生産コストが低減されれば、それは企業家の投資を誘発し、当該部門の

雇用が拡大する可能性もあった。もっとも労働の柔軟化がどれだけ雇用の拡大

に貢献するかは研究者の間でも議論の分かれる問題である。新自由主義派は、

労働への規制（解雇手当や高い最低賃金など）が雇用の障害となると見て、柔

軟化に伴う雇用創出効果を重視する。これに対して、新構造学派は失業には資

本集約的な産業部門に長期資本が集中しすぎることなどがかかわっているとし
( 10)

て、労働市場以外の硬直性に原因を求める傾向にある。アルゼンチンの場合
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も労働柔軟化の効果を判断するのは容易ではないが、1991年から97年にかけて、
（11）

短期雇用が約50万増加したとする推定もあり、労働の柔軟化が雇用創出に一

定の効果を持ったことは否定できないように思われる。

以上をまとめると、メネム政権の労働政策は次のような狙いをもっていたと

いえよう。

a･政治勢力としての労働運動を弱体させる。

b.労働運動の賃上げ要求を抑え込み、インフレ抑制策の一助とする。

c,労働の柔軟化を実現して雇用の創出を図り、失業問題を緩和する。

d.労働改革により、賃金外生産コストを削減し、投資の拡大と雇用増加を

図る。

いうまでもなく、これらの狙いが89年から99年に至る10年間のメネム政権期

に一貫して存在していた訳ではない。たとえば、bは、インフレが終息するに

つれてその重要性は低下したことは明らかだったし、一つの政策が複数の狙い

を持っていた場合もある。すでに指摘したように、aとb、あるいはaとcといっ

たように、経済的狙いと政治的狙いとが抱き合わせになっていたケースもあっ

たであろう。そのため、10年間に及ぶメネム政権の労働改革をその政策的意図

から分析するのは必ずしも容易ではないが、にもかかわらず、その意図に注目

することで政策上の変化をある程度把握することが可能になるかと思われる。

というのは、第一期大統領時代（89-95）の前半はaとbが政策目標の中心と

なり、第一期の後半と第二期（95-99）ではcと。にかなり重点がシフトしたよ

うに思われるからである。以下においては、実際の政策を検討しながら、メネ
（12）

ム政権の労働改革の変遷をあとづけてみよう。

(10 Joseph Ramos, ,# Neo-liberal structural reforms in Latin America, "
CEPAL RGUjeuﾉ, 62 ( August, 1997), pp.28-29.

(11) Julio Godio et al eds., Lamcer"dumbre deZ "qb"o, Corregidor, Buenos

Aires, 1998, p,11.
(1J なお、筆者は97年までの労働改革の歩みについて、すでに「アルゼンチンにおける
雇用促進策としての労働のフレキシビリティ問題」国際金融情報センター『中南米各



第8章 アルゼンチンにおける第二世代改革としての労働改革：ネオ・ポピュリズム型の限界 217

2．第一期大統領期（89-95）の労働政策

2－1 インフレ対策の一環としての労働政策と労働運動の分断

すでに触れたように、89年7月メネム大統領が就任した当時のアルゼンチン

は、1ケ月当たりのインフレ率が196.6%という未曾有のインフレに見舞われ、

経済は混乱を極めていた。したがって、当時の政府が政策上のプライオリティ

をインフレ対策においたのは当然だったであろう。しかしながら、発足当初の

メネム政権のインフレ政策は必ずしも成功を収めなかった。確かにインフレ率

は、90年には、前年の4,923.6％に比べるとその3分の1以下の1,343.9％にさがっ

たとはいえ、依然高い水準にあった。こうしたなかで、1991年1月経済大臣に

任命されたカバロ( Domingo Caballo )は、3月にいわゆる免換法を議会で

通過させると、4月以降免換法に基づき、外貨準備高に見合った分のみの国内

通貨の発行を認める政策を打ち出していった。この政策は急速な成果をあげ、

インフレ率は急速に下降していった。91年には84.0%に下がった物価上昇率は、

92年17.5％、93年7.4％、94年3.9％、95年1.6％と驚異的な低下を続け、ここに

アルゼンチンの宿弊だったインフレも漸く克服されたのだった。

こうしたプロセスが示しているように、党換法の威力は絶大であり、同法に

基づく物価安定を成し遂げたカバロの功績が大きかったことは改めて指摘する

までもあるまい。ただし、アルフォンシン政権期に政府の経済政策をしばしば

反故にするほどの影響力を発揮した労働側の圧力を抑え込んだメネム政権の労

働政策の意義も無視してはならないであろう。

もっとも、アルフォンシン政権と比べてメネム政権は、労働政策においては

るかに有利な立場にあった。それは、メネムがペロニスタ党から推された大統

国における持続的な成長の実現に向けた経常収支不均衡の改善策についてj(平成10
年2月）において発表している。内容的に一部重複する部分があることをお断りして
おきたい。
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領である以上、ペロニスタによって指導された労働運動がメネム政権を窮地に

陥れるような行動には走りにくかったことである。ペロニスタ系労働運動がペ

ロニスタ政権下ではその行動がセーヴされる傾向があることは、73-76年のぺ
（13）

ロースタ政権期にも看取されたことだったが、89年にはじまるメネム政権の

もとでも類似の現象が見られたといってよいだろう。

ただし、それにもかかわらず、ここで強調しておきたいのは、こうした有利

な立場にあったことに加えて、メネム政権が露骨な手段を使って労働運動を抑

えたことである。そのひとつが80年代の強硬路線（ゼネスト戦術）を指導した

ウバルディーニ(Sadl Ubaldini)の影響力を封じ込めることだった。このた

めに、メネムは大統領就任前にウバルデイーニを欧州の大使館に外交使節とし

て送りこもうとしたが、これはウバルデイーニに拒否されている。そこで次に

メネム政権は、CGT内でのウバルデイーニの孤立化を図った。そして、メネ

ムの当選に少なからぬ役割を果たした労働組合内部の15グループに働きかけて、

ウバルデイーニから離間させることに成功する。この結果、89年10月にCGT

は、ウバルディーニの率いるCGTアソパルドと15グループの指導者の一人だっ

たアンドレオニ( Giierino Andreoni )の率いるCGTサンマルティンに分裂し、

メネム政府は後者を積極的に支援して、ウバルデイーニ派の切り崩しを目指し

た。こうした政府のてこ入れもあって、二つのCGTに帰属した組合数は、89

年10月の分裂当初はほぼ拮抗していたが、次第にCGTサンマルティン派が優

勢となり、92年3月にはCGTサンマルテイン派の主導のもとに再統一するこ

とになる。 再統一後のCGTは以前よりも政府寄りの性格を強めていたため、

それにあきたらないCGTアソパルドの強硬派は、国家労働者組合(ATE)と

教員組合( CTERA )らが中心となって92年11月にCTA ( Congreso de

Trabajadores Argentinos :アルゼンチン労働者会議、97年にCentral de

(1] Juan Carlos Torre, "EI movimiento obrero y el dltimo gobienro peronista
(1973-1976)," O,j"cq y Utopia, Vol. 6 (1982).
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Trabajadores Argentinos :アルゼンチン労働者中央センターと改称）を設置

する。さらに94年1月には、CGT内で政府批判派がMTA ( Movimiento de

Trabajadores Argentinos)を組織している。CTAやMTAの出現に政府は関

与していなかったが、89年に分裂を助長して以来、メネム政権のもとで労働中

央組織はたえず分断状態にあり、それが労働運動の政治力を弱める結果となっ

たことは明らかだった。 とくに89年10月から92年3月に至る期間にはCGTの

分裂に乗じて、労働運動の賃上げを中心とする様々な闘争を抑制する政策を打

ち出していた。

そのひとつが、90年10月17日に発表された公共事業従業員のストライキを禁

止する行政命令（2184号）だった。当時公共事業の民営化が電信電話会社を皮

切りに実施に移されつつあり、90年11月にはCGTアソパルドがそれに反対し

てゼネストを計画していた。ところが、官公労働者が多かったCGTアスパル

ドはこの行政命令によって、ストの中止を余儀なくされ、以後も官公労の賃上

げ要求を含めた闘争は、この行政命令により厳しい制約を受けることになった

のだった。

第二の政策として重要な意味をもったのが、免換法の施行から約三ケ月半後

の91年7月16日に発表された行政命令1334号だった。これは、賃上げを労働生

産性の上昇の枠内にとどめることを定めたものであり、明らかに免換法のイン

フレ抑制効果を補完しようとするものであった。しかしながら、生産性の算定

基準が明確でなかった上に、免換法施行当初はまだインフレ率が異常な高さに

あったことから、労働側はこの行政命令に強く反発した。上述したように、92

年3月にCGTが再統一したのも、その主な動機は、この行政命令を撤回させ
（14）

るには労働者の団結が不可欠なことが両CGTで認識されたからだった。労働

('4）拙稿「民主化以後の社会民主主義と脱社会民主主義；アルゼンチンにおける賃金政
策をてがかりとして」小池洋一・西島章次編『市場と政府一ラテンアメリカにおける

開発の枠組みを求めて－」アジア経済研究所、1”6年3月、37頁。
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側の強い反発を受けて政府は93年3月1334号の廃止を決定するが、その時はす

でに物価が大幅に下落し、インフレの再発の可能性がほとんど無くなっていた

時だった。

このように、メネム政府は発足当初においては明らかにインフレ克服を優先

課題とし、労働政策もその一環として役立たせようとしたといってよいだろう。

そして、インフレが沈静化したことで当然のことながら労働政策にも変化が生

じた。それは、政策の焦点をインフレ対策という短期的な課題から労働運動の

政治力の源となってきた諸慣行の打破、すなわち、労働改革へとシフトさせる

ことだった。上述した1334号の廃止は、こうしたシフトを示す好例だが、これ

より先わずかながら、労働改革に向けての政策も開始されていた。とくに91年

10月31日に出された規制緩和の行政命令( 2284号）は、そのなかに企業単位で

の労使団体協約の方向を打ち出している点で、その噴矢といいうるものであっ

た。また、立法としては表3にあるように、同年11月13日に雇用法が最も早く

制定されている。以下、法律を中心に労働改革の動きを追ってみよう。

表3 メネム政権時代に成立した主な労働関連法

第 一 期（89.5-95.7）

国家雇用法 期限付き雇用の承認13／11／9124013

労働災害法 補償額の上限を設定14／11／9124028

国家公務員団体交渉法11/11/9224185

年金民営化法1 3/10/9324241

雇用促進法(柔軟化法） 試用期間の設定、
15／3／9524465

パートタイム雇用などを承認

中小企業労働規制法 中小企業(従業員40
人以下)に対しては余後効の廃止

15/ 3 /9524467
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第二期（95.7-99.12）

修正労働災害法13/ 9 /9524557

強制仲裁法4／10／9624635

事前強制仲裁法10/ 4 /9624635

家族給付法2／10／9624714

労働改革法 試用期間雇用の制限( 10%以
内)など

2／9／9825013

連邦労働協定 採用の際の平等など24／11／9925212

出所：筆者作成。

2－2 労働改革に向けて

アルゼンチンでは19世紀の後半から組織的労働運動が開始され、 様々な労

働法規が作成されていたが、労働法規が労働者に有利な形で大幅に改正された

のは、ペロンが軍事政府の一指導者として労働政策に関わり始めた1943年から

1946-55年の大統領時代にかけてだった。この時期の改革についてここでは言

及を避けるが、この時期に認められた労働者の権利の多くは1955年にペロン政

権が崩壊した後も慣行として存続し、それが労働運動の政治力を支える重要な

基盤となっていた。そうした慣行のなかで、メネム政権期にその修正が企てら

れたのは主として次の諸点であった。

・雇用の安定性

・産業部門別の組合組織

・各産業部門別に単一の労働組合の組織化とその組合による中央集中型の団

体交渉（コーポラティヴな体制）

・労働組合による健康保険の管理・運営
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・労働組合に有利な団体交渉の規定（とくに、1976年以降認められていた

ultra-actividad余後効は、労働協約の期限満了後も、労使が合意に達し

ない場合はそれまでの労働協約の効力の継続を認める制度だった。この規

定は、企業側にとっては、好況期に一旦労働側に有利な協約を結ぶと不景

気のときにその変更が難しくなるため、企業家側がその廃止を強く求めて

いたものであった）

これらの諸改革は、メネム政権の第一期にそのすべてに手がつけられている

が、最初の重要な改革は、90年2月に議会に送付されてから1年9ケ月の審議

を経て漸く制定された雇用法（24013号）であった。同法の制定が長期を要し

た一因は、すでに見てきたように、発足当初のメネム政権が物価の安定に力点

をおき、雇用問題は二の次だったことにあったが、雇用促進のために期限付き
（15）

雇用を認めた ことに強い批判が寄せられたからでもあった。議会に提出され

た雇用法反対の少数意見では、労働の柔軟化は、政府が期待するような雇用の

増大をもたらすものではなく、雇用の増加には生産的投資と経済成長が必要で

あること〈また、期限付き雇用は、労働者の組合参加を減少させるだけでなく、

就労期間の短い労働者をも健康保険でカバーすることになるので、労組の健康
( 16)

保険制度にも悪影響を与えること、などが指摘されていた。こうした議論の

なかで、労働の柔軟化が雇用に及ぼす影響については、積極派の新自由主義派

と批判派の新構造主義の立場の違いについては、すでに指摘したが、類似の対

立がアルゼンチンの議会でも繰り広げられていたのである。

この雇用法の成立後、メネム政府は92年には国家公務員団体交渉法を制定し、

93年に入ると、労働立法ないし、労働者の利益にかかわる法律の制定に力を入

れることになる。このように、労働法規の成立を急いだ一因は当時高騰を続け

ていた失業率に歯止めをかける必要に迫られていたことにあった。表1からも

(11 A"αles de lq LegjsZaa6凡α増emma, 1991D, p.3883.

(13 Ibid. , pp.3877, 3879, 3889-3890.
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明らかなように、失業率は92年から93年にかけて顕著な伸びを示しており、以

前にもまして労働の柔軟化による雇用の増加が期待されたのである。93年5月

に政府が議会に送った労働法改正案では、 解雇保障金の算定方式を雇用者に

有利に変更し、期限付き被雇用者を保障なしで解雇できることを骨子としてお
（17）

り、雇用拡大を狙った典型的な労働柔軟化策だった。加えて、免換法により、

国内通貨が割高に保たれていたことから、対外的競争力の低下に苦しむ国内企

業を救済するために、賃金以外の企業家の負担を軽減することが企図された。

企業家の社会保障負担率の軽減を湿った行政命令2609号（93年12月）は、雇用

者の社会負担を軽減することで労働コストを低く抑えることが経済の持続的成
（18）

長に不可欠なことが同法のなかに明記されていた。93年1月に発表された健

康保険組合の自由化に関する行政命令（第9号）も、企業家の負担の軽減をひ

とつの目標にしていたとみてよいだろう。

こうして93年以降、雇用の拡大（すでに触れた目標c)や生産コストの削減

(目標d)を実現するために、様々な労働立法や行政命令が提出されたのだっ

た。複数の政策を同時に提示することは、すべてが失敗に終わる危険をはらん

でいたが、メネム政府は逆に複数の政策を並列させることで成果をあげた。筆

者が「パッケージ主義」と呼んでいる方法がそれであり、複数の政策をほぼ同

じ時期に提示して、労働側の反対の多い法案については、それを引っ込めるが、

そうした譲歩と引き換えに、反対の少ないものについては、それを呑ませると
（19）

いう手法であった。たとえば、93年3月には労働側が最も強く反対したのは

健康保険の自由化だったが、これを引っ込めると引き換えに、中小企業労働規

正法を承諾させている。この中小企業に関する法律のなかには、余後効の廃止

('7）拙稿、「アルゼンチンにおける…」前掲論文、29頁。
(13 同上論文、29頁。

(11 拙稿"Un andlisis de las reformas obreras en la primra residencia de

Menem: la perspectiva de opci6n estrat6gica," en Santiago Sen6n GonzAlez
y Fabian Bosoer, eds., EZ smdicα〃smo e" "emPos de Me"em, Corregidor,
Buenos Aires, 1999.
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が盛り込まれていたが、労働側は中小企業については渋々認めたものの、一般

原則として余後効の廃止に断固反対するとの態度だった。また、93年に提出し

た労働法改正が労働側の強い反対を招くと、翌年には、労働側の反対の少ない
（20）

形で雇用促進法（柔軟化法、24465号）を通すことに成功している。筆者は、

こうした手法が、すでにふれたネオ・ポピユリズムの好例ではないかと思って

いる。というのは、労働側の反対の強い法令を引っ込めることで、労働側から

は感謝され、その代償として痛みの少ない改革に応じるという、指導者と大衆

との間に一種のギヴ．アンド・テイクの関係が存在したと考えられるからであ

る。いわば、指導者としてのメネムは、こうした手段を弄して財政支出を伴わ

ずに大衆の支持を繋ぎ留めることに成功したのである。いわばそれは安上がり

のポピュリズムとしてのネオ・ポピユリズムであった。こうしたネオ・ポピュ

リズム型の労働改革の結果として、メネム政権の第一期における労働改革は比

較的抵抗の少ない改革にとどまったといえようし、労働改革が彼の人気を低下

させることもなかったのである。95年5月の選挙でメネムが49.90％の得票で

再選されたことは、労働政策がある程度成功したことを物語るものであろう。

3．第二期大統領時代における労働改革の停滞

しかしながら、以上述べてきたような労働改革が反対の多い改革を実現する

には役に立たないことは明白である。それを呑ませるに足る取引カードを欠い

ているからである。実際、95年7月にはじまった第二期のメネム政権は、表

3にあるように、第一期から持ち越した修正労働災害法、強制仲裁法などを通

した後、第一期に強い抵抗に直面した健康保険の自由化と余後効問題を含む団

体協約の改正問題に取り組むことを余儀なくされる。しかしながら、労働側は

⑳ 拙稿、「アルゼンチンにおける…」前掲論文、29頁。
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この二改革に強く反対し、このため、第二期大統領時代において労働と政府の

関係は、第一期よりもはるかに波乱含みとなった。とくに労働側は96年7月に

カバロを経済大臣から引きずり落すことに成功してからは、攻勢を強め、表2

にあるように、96年下半期にはアルフオンシン政権期に劣らぬ頻度でゼネスト

が試みられたほどだった。

一方こうした労働側の強硬姿勢に対して政府も負けてはいなかった。96年10

月には労働協約の改正を議会に提案し、さらに健康保険の自由化を行政命令に

より発表した。そして、労働協約の改正が議会で反対に会うと、96年12月18日

に労働省の権限で団体協約の修正が可能となる行政命令を発表し、これに対抗

して、CGTが12月26日ゼネストを強行するなど、政府と労働界との関係は緊

張の度を深めていった。そうしたなかで、97年1月に労働裁判所の判事が12月

18日に出された行政命令を違憲とする判断を下したことから、政府は強硬姿勢

を改め、企業家、CGTとの協議による労働改革の実現を目指す方向へと転換

した。この結果97年の1月から三者による協議が繰り返されたが、合意に至ら

ず、97年5月政府は企業側との合意をあきらめ、CGTとの合意に基づく改革

案を7月議会に提出した。ところが、この案には企業家側が猛反発し、加えて

10月の中間選挙でペロニスタ党が議席を減らしたため、議会の通過は困難となっ

てしまった。

この行き詰まりを打開すべく1997年12月にはカロ・フィケロア( Armando

Caro Figueroa)に代わって元経済大臣のエルマン・ゴンサーレス( Antonio

Erman Gonzdlez)が労相に送りこまれた。エルマン・ゴンサーレスは、97年

10月の選挙でペロニスタが敗北したことを重く受け止め、99年に予定された大

統領選挙（94年の憲法改正により、大統領の任期は4年に短縮されていた）で

勝利するには労働者の支持を従来通りとりつけておく必要があると判断し、98

年3月労働者の意向を盛りこんだ労働改革法を議会に提出した。前年の案より

も労働寄りだったことから、企業家側は一層強く反発したのは当然だったが、
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メネム政府は反対に回っていたペロニスタ党員を何とか説得して98年9月、議

会を通過させた。これが表3にある法律25013号だが、以上の経緯から労働側

の意向がかなり反映されたものとなったことは明らかだった。たとえば、余後

効は廃止されなかったし、見習工の数は期限をつけない被雇用者の10％を超え

てはならないとされた。団体交渉も全国レベルで行うとされた。企業家が支払

う解雇保障が削減された点は、企業家にとっては改善だったが、全体として労
（21）

働者寄りの法律となったことは疑問の余地がなかった。このため、アルゼン

チンエ業連盟は強く反発し、IMFもこの改革には不快感を隠さなかったとい
（22）

う。労働側も全面的に賛成した訳ではなく、とくにMTAは、見習い工を制度

化するのは企業家による権利の乱用であり、労働権の侵害だとして真っ向から
（23）

反対した。

こうして、様々な議論を呼び、軒余曲折を重ねて成立した労働法の改革は、

結果的には、第一期の柔軟化の方向をストップさせ、むしろ、以前に逆行させ

る意味が強くなってしまったのである。それは、労働運動の反対を最小限にと

どめて、反対の少ない改革だけに限定して進められたネオ・ポピュリズム型労

働改革の一つの帰結であったといえよう。

4. デラルア政権のもとでの労働改革

99年12月に発足したデラルア政権にとって差し当たっての課題は、膨大な財

政赤字対策だった。そのためにはIMFの支援が不可欠であり、IMFの援助をう

るためには98年の労働改革を新たに改革する必要があることは明白だった。こ

うした経緯からデラルア政権は、発足早々から労働法の改革を急ぎ、2000年1

@1) A凡aZes de lq LegZsZQcめ凡A Fage凡〃凡α, 1998E, p.3889. Clarin, 3 de septiembre,
1998．

(23 Clarin, 3 de septiembre, 1998.
(2] Diario Gremial, 7 de septiembre, 1998.



第8章 アルゼンチンにおける第二世代改革としての労働改革：ネオ・ポピュリズム型の限界 227

月19日に改正案を議会に送付している。ただし、今回の改正は、98年の改正と

は逆方向に向かったものだった。いいかえれば、労働の柔軟化を一層推進しよ

うとしたのである。このため、労働側が強く反発し、CGT内ではこの改正を

めぐって反対派と政府支持派とに真っ二つにわかれてしまった。 そして、下

院を通過する前日の2月23日にCGTは、トラック運転手組合のモジヤーノ

( Hugo Moyano)を中心とする改革反対派と政府との対話を目指すグループ

CGT委員長のダエル( Rodolfo Daer )を支持するグループとに分裂し、2001

年1月現在なお分裂状態が続いている。CGTの分裂が政府に益することは、

89年の分裂の際にも見られたことだったが、デラルア政府にとっても同様だっ

た。上院では与党連合は数的に劣勢であったが、労働側の強い抵抗も無く、4

月26日に同案を通過させたのだった。ただし、その際上院議員の何名かに政府

から票の買収が行われたとの疑惑が持ち上り、それが政治的混迷の一因ともなっ

ていることはすでに触れた通りである。この疑惑の究明はまだ継続中なので、

買収の有無については断言できないが、労働者を支持基盤とするメネム政権で

すら、労働者の利益を損ないかねない法案は、議会通過が困難だったことを想

起するとき、この改革法案が上院を異常な速さで通過しているとの印象は否め

ない。

こうして成立した今回の改革は、旧法と比べると以下のような特色をもって

いた（表4）。
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表4 新法と旧法との比較

(旧 法） (新 法）

90日。180日間まで延長可。事
前通告を要さず、保障なし。
中小企業では、熟練工を1年
間可。

,協約により、180
まで延長可。事前
し、50%の解雇保

1）試用期間 30日。

日間1

通告

障。

労使の合意による交渉。
合意のない場合は、以
前の協定が自動的に継
続する（余後効）

2年間有効。その間に交渉し、
不調の場合は、労使いずれか
の申請があれば仲裁に付託。
仲裁がいずれかによって拒否
された場合には、係争点をの
ぞいた部分の協約が発効。た
だし、合意がなされた場合で
も、等級別の基本給は上位協
約に定める額を下回ってはな
らないものとする。

2）1988年以前の
労働協約改定

余後効のない協約においては、
2年間交渉が行われる。合意
のない場合には、いずれかの
申請により、仲裁に付される。
仲裁が拒否された場合には、
協約は無効となり、賃金条項
だけが継続する。

労使の合意による交渉。
合意ない場合は、自動
的に発効（余後効）

3）1988年以後の
労働協約

上位協約（全国もしく
は産業別）が優先。下
位協約（地方もしくは
企業別）が上位協約に
優先するのは、両協約
の署名者が同一の場合
に限定される。下位協
約が更新されない場合
は、上位協約が発効す
る。

下位協約が上位協約に優先す
る。ただし、上位協約に署名
した労働組合は下位協約の交
渉に参加できる。上位の労働
組合と下位の労働組合の間に
齪齢のある場合は、組合の定
款の定めるところによる。

4）協約の実効

企業は、通常の負担を
行う。

新規に人員を採用する企業家
は、各新規採用者に応じて社
会保障負担が軽減される。

5）新規採用者へ
の社会保障負
担

出所：筆者作成。
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この一覧表からも明らかなように、今回の改正の重要なポイントは余後効の

廃止を明確に打ち出したことにあった。この点では企業家側の主張が大幅に認

められる形となっている。第二に下位の労働組織が上位の組織に優先するとい

う原則が打ち出されたことである。このことも団体交渉の分散化を求めていた

IMFや世界銀行の主張に沿ったものといえるが、ただし、上位組合が下位組

合の交渉に参加できることが明記されており、その点では労働組合側の要求を

ある程度取り入れたものとなっているといえよう。第三に試用期間の延長が認

められたことであり、この点も企業家に有利なものである。

このように、今回の改正は、メネム政権が遣り残した労働改革を次ぎの政権

が補完したという意味をもっていた。つまり、ラテンアメリカで最も新自由主

義的な改革を実施したとされるメネム政権が労働改革では必ずしも成功せず、

とくに98年の労働法改正は、いわゆる労働の柔軟化と逆行するものであった

が、その流れを再び逆転させたのが今回の改正だったのである。そうした困難

な課題をもともと労働運動との関係がさほど強くない急進党を中心とするデラ

ルア政権がやり遂げたことは、それなりに評価されねばならないが、その過程

で功をあせるあまり、無理を犯したという可能性は捨てされないように思うの

である。

なお、デラルア政権における労働改革のもう一つの成果として、メネム政権

がなしえなかった社会保険の自由化がある。これは2000年6月に緊急かつ必

要な行政命令によって立法化したものだが、この新しい制度は2001年の1月か

ら施行されることになっていた。ところが、2001年1月12日に違憲との司法判

断が下り、改革案の帰趨はまだ不透明である。この問題については、他日を期

したい。
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若 干 の 結 語

以上、本章では2000年にアルゼンチンの政局を激震させた上院議員の買収疑

惑事件に関連して何故、デラルア政権が労働法の改正を急ぐ必要があったのか

という疑問を解き明かすことを試みてきた。その結果、2000年度の労働法改正

は労働改革におけるメネム政権の失敗、もしくは不十分さを補うという性格が

強かったことはすでに明らかにされたであろう。アルゼンチンに第二世代改革

として労働の規制緩和を求めているIMFから資金援助を勝ち取るには、労働

政策におけるこうした補完が、絶対不可欠とデラルア政府は考えたのである。

では、何故、メネム政権は労働改革に部分的にしか成功しなかったのであろう

か。

本章の答えは、メネム政権のネオ・ポピユリズム的政策にその原因があるの

ではないかということである。かつてのポピュリズムは、ペロニズムが典型的

にそうであったように、国が財政支出を大盤振舞いして、大衆に様々な利益を

付与するものであった。これに対してメネム政権は財政支出の緊縮化を求めら

れており、到底かつてのペロニズムの手法を取り入れることは出来ない。そこ

で登場したのが、「パッケージ主義」であり、複数の政策を並列させて、反対

の多い問題を先送りすることで大衆の支持をつなぎとめ、その一方で引っ込め

たという譲歩の代償として、反対の少ない改革に合意を求めて行くという手法

である。この手法によって、メネムはいくつかの労働改革を成し遂げたのだが、

強い反対に直面した改革は実施が困難であった。そうした強い反対を浴びた法

案が余後効の廃止を含む団体協約の改正であり、健康保険制度の自由化であっ

た。メネム政権はこの二大労働改革を成し遂げられずに退陣したのだった。そ

うした経緯から、デラルア政権のもとでの今回の労働法改正は、ネオ・ポピュ

リズムの限界を乗り越えようとした試みといえるであろうが、しかし、もし買

収が真実だったとすれば、アルゼンチンの民主主義は労働改革のために余りに
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大きな犠牲をはらったことになるだろう。
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第9章 チリにおける改革・制度構築と

経済発展

本書の第6章、第7章および第8章では、アルゼンチンの今日の危機に至る

プロセスを明らかにすると共に、危機の構造的要因を、主として、同国におけ

る経済改革、制度の構築に関わる諸問題を分析することを通じて考察すること

を試みた。それは、本書の中心的研究課題そのものであり、改革の努力にもか

かわらず危機に陥ったアルゼンチンは、本書の課題に迫るための重要な一つの

ケース・スタデイーの対象でもある。一方、以下の章では、改革と制度の構築

に相当程度成功したケースとしてのチリをとりあげる。まず、本章では、チリ

における改革と制度構築の特徴を考察し、アルゼンチンと比較するとともに、

第10章以下の、チリの改革に関する各分野の分析に進むための、予備的考察を

行なっておくことしたい。本書の「はじめに」で述べた通り、第10章以下の5

つの章は、神戸大学経済経営研究所と旧経済企画庁との共催で行なわれた、チ

リの改革と経済発展に関するセミナーに提出された論文であり、本章は、この

セミナーにおける討議をもとに執筆したものである。

1．チリの経験と「チリモデル」

チリはラテンアメリカにおいて最も早く経済改革を開始し、かつ、その成果

が80年代半ば以降に顕著となってきたことから、ちょうどこの頃改革をスター

トしようとしていた多くのラテンアメリカ諸国に強い影響を与えた。例えば、

メネム政権下のアルゼンチンや、フジモリ政権下のペルーにおける経済改革へ

の影響は非常に大きかったと考えられる。

中米諸国を含むラテンアメリカの他の諸国もチリの経験を大いに参考にして
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おり、また、そうした国々がさらに他の国に影響を与えるといった形でチリの

経験が広くラテンアメリカ諸国に波及して行ったと言っても過言ではない。例

えば、中米のエルサルバドルが和平実現後の1992年以降、チリの経験を参考に

した経済改革を行ったこともよく知られている。

このように、チリにおける改革と発展の経験が、他のラテンアメリカ諸国に

与えた影響が大きかったことから、チリモデルと言う言葉も広く用いられてい
（1）

る。例えば、「チリ経済モデル」と題する本も出版されている。しかしながら、

｢チリモデル」とは何かと言う点については、必ずしも、明瞭な定義があるわ

けではない。英語では、"Chilean Model''と呼ばれ（スペイン語では、Modelo

Chileno )、例えば、Perry and Leipziger ( 1999)もこの言葉を用いており、

｢チリモデル」が注目される分野として、銀行危機に対する対応、年金政策、

新しい輸出市場の開拓、民営化及び、対象を絞った社会政策をあげている。ま

た、「年金システムのチリモデル」と言うように、特定分野の改革のチリにお

ける経験をチリモデルと呼ぶ場合も少なくない。

しかし、Perry and Leipziger ( 1999)が指摘するように、市場重視、公共

政策のデイシプリン、社会政策など、より広く、チリの経験から、他の諸国が

学ぶべき経験を指すとの見方も有力である。

さらに、チリの行なってきた比較優位に基づく輸出志向型の発展の戦略を

｢チリモデル」と呼ぶことも可能である。例えば、Corbo and Tessada (2001)

は、そのような意味でこの言葉を使っており、「チリモデル」は「東アジアモ

デル」に対するきわめて明瞭な対照的モデルであると指摘している。

そこで、本章では、チリにおける70年代半ば以降の経済改革と、その結果と

して構築されたチリの新たな市場経済と民主主義の枠組みを表現する言葉とし

て、「経済改革と制度構築のチリモデル」と呼び、第3節で検討することとし

(1) ModeZo Eco"6mjco CﾉzjZeFzoと題し、スペイン語で出版されている(Wisecarver,

Daniel L.(ed.), 1992)。
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たい。一方、比較優位に基づく輸出志向の発展戦略を「発展戦略のチリモデル」

と呼び、第4節で検討することとしたい。これら、チリモデルに関する考察に

先立ち、チリで行なわれた、改革の一般的特徴と、改革の過程に関する考察を

第2節で行う。

2．チリにおける経済改革の過程と特徴

2－1 経済改革の過程

チリの経済改革は既に約30年にわたって続けられてきたプロセスであり、多

くの粁余曲折を経て、改革の進展が見られ、従って「チリモデル」もこのプロ

セスのもとで定着し、今日に至ったものである。したがって、「チリモデル」

は、73年のクーデターで発足した軍事政権のもとで、いわゆる「シカゴ・ボー

イズ」（後述）によって実施に移され、そのまま今日に至っているというよう

な単純化は出来ない。軍事政権下においては、当初インフレ抑制のための経済

安定化政策が行われ、本格的な経済改革に着手したのは70年代半ば以降であっ

た。しかも、貿易の自由化や外国直接投資の自由化などと同時に固定為替レー

ト政策が実施され、海外からの多額の資金流入による不動産バブルが発生し、

82年にはこのバブルが崩壊して深刻な債務危機・経済危機に陥った。このため、

それまでの改革や政策は、82年危機以降重要な変更を迫られるのである。この

時期までの改革を軍政の下での第1次改革、または、「70年代の改革」と呼ぶこ

とができよう。

「70年代の改革」を推進したテクノクラートは、シカゴ大学出身の学者（特

に、チリ・カトリック大学経済学部の学者）が多かったことから、この時期の

改革は「シカゴ・ボーイズ」の改革と呼ばれることも多い。この時期における

多くの失敗の反省に立ち、より現実的な政策と改革を進めていったのが「80年

代の改革」である。それは債務危機への緊急的対応を行った後の80年代半ば以
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降の改革であり、「70年代の改革」の成果を活かしながらも、分野によっては、

為替政策のように、重要な変更を加えると共に、後に述べるような多くの現実

的な改革を導入し、新たな制度が構築された。この時期以降、今日までチリ経

済は安定した成長を持続しており、この「80年代の改革」は非常に重要であっ

たと考えられる。この時期の改革は、柔軟で現実的であったことから、シカゴ・

ボーイズの改革と比較する意味で「プラグマテイクな自由主義政策」と呼ぶ研

究者もいる(Silva l996のCh. 7参照)。この時期の改革は、軍政の下での第2

次の改革、または「80年代の改革」と呼ぶことができよう。

さらに、民政移行後の時期においても、社会政策の充実や労働者の権利の回

復、教育の重視等、それ以前に行われた改革の成果を継承しつつ、チリ経済の

一層の発展を促すことに成功している。これを民政移行後の改革、または「90

年代の改革」と呼ぶことができよう。従って、今日の「チリモデル」は決して

軍政の下での初期の改革によって直ちに実現したものではなく、むしろ特に80

年代半ば以降の改革および民政移行後の改革を重視する必要がある。改革の一

つの成果としての外国直接投資(FDI)の流入は、70年代や80年代よりも90年

代の方がはるかに大きい。世界的なFDIの増加を反映するものとは言え、80年

代と90年代の改革が重要であった。

以下、これらのそれぞれの時期において実施された改革や経済政策の概要を

整理することとしたい。

(1) 第一次改革期（70年代の改革）

ピノチェット政権発足直後は、安定化政策の実施が中心であり、高インフレ

の抑制にかなりの時間を要し、本格的な自由主義経済政策への移行が行われた

のは、シカゴ大学出身のエコノミスト（シカゴ･ボーイズと呼ばれた）が経済

官庁の中枢を占めるようになった1970年代半ば以降であった。特にセルヒオ・

デ･カストロ蔵相の活躍が注目された。この第一次改革期の改革の主要な内容
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としては、(i)関税率を段階的に一律10%までに引き下げる貿易自由化政策

( 1979年までに実施)、(ii)為替の自由化政策、(iii)外国からの直接投資を促す

外資政策、(iv)国内の各種規制の緩和（特に価格統制の撤廃、金利の自由化等)、

(v)経済活動に対する政府介入の縮小と公営企業の活動の縮小、公営企業の民

営化等であった。

さらに、1979年からは、以上の政策に加え為替レートを1ドル39ペソに固定

化する政策を実施した。これによって、物価上昇率はさらに低下し、1981年に

はじめて一桁台の9.5％と最も低い水準となった。

しかしながら、この政策のもとで国内通貨が著しく過大評価となる一方、内

外の金利差が広がり、これによって民間銀行が、海外から多額の資金を導入し、

それが不動産投資等に用いられたため、チリ国内でのいわゆるバブル経済が発

生した。同時に輸入の自由化が行われていたことから、物価の抑制には成功し

たが、資産価格の高騰が起こったのである。しかも、不動産投資は、主として

上に述べたように民間銀行が海外から借り入れた資金を用いて行われた。従っ

て、この時期に不動産等のバブル経済が進むと同時に、対外債務が急増した。

一方、為替レートは固定されていたから、国内通貨はますます過大評価とな

り、その割高な為替レートと貿易の自由化のために輸入が増加する一方、当然

輸出は伸び悩んだ。このようにして、対外債務が増加する一方で、貿易収支は

悪化し、さらに国際的な金利の上昇が生じたことから､1981年から82年にかけ

てピノチェット政権は深刻な債務危機に直面した。このことと同時にバブルも

崩壊し、チリの銀行は多額の不良債権を抱え、有力企業グループの多くも深刻
（2）

な危機に陥った。

(2) この時期までのチリの経済政策および債務危機の要因に関しては、細野( 1983)お

よび細野･恒川(1986)を参照。
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(2)第二次改革期（80年代の改革）

上記のような深刻な債務危機は、チリのみならず他のラテンアメリカ諸国も

直面した危機であった。しかしながら、他の諸国が債務危機以降にはじめて構

造改革、経済自由化政策を行ったのに対し、チリは既に70年代からそれを行っ

ていた点が異なっている。したがって、他のラテンアメリカ諸国が、それまで

に経験のない試行錯誤の状態で、構造改革と経済の自由化を行ったのに対し、

チリはそれまでの反省に立って第2次の改革の実施を行うことができたのであ

る。

債務危機発生直後のピノチェット政権は、既に引き下げていた関税率を一旦

一律35％へと大幅に引き上げ、また、為替レートの大幅切り下げを行うなど、

思い切った政策変更を行った。これによって、短期間に貿易収支の改善を図り、

債務サービスの支払を継続しようとしたのである。チリの場合、他のラテンア

メリカの主要国と同様、この時期に債務のリスケジュール（債務の繰り延べ）

を行っている。しかし、その後の改革と経済政策がかなりの成果をあげたこと

から、メキシコ、ベネズエラ、アルゼンチン、ブラジル等で行われたような債

務の削減を内容とするブレイデイー・プラン（新債務戦略）の適用を要請する

ことはなかった。

1982年以降の関税の引き上げと為替の切り下げを中心とする緊急措置が行わ

れた後に、1985年から本格的な第二次の改革が実施された。したがって、1982

年から85年までの時期は、債務危機に緊急的に対処するための過渡期であった

と言うことが出来る。

第二次の改革の内容は、以下のように要約することができよう。(i)貿易自

由化については関税率が35％から88年までに15％に引き下げられた。(ii)外資

政策については、先に述べた外資の自由化政策をさらに徹底し、かつ、債務の

資本化（デット.エクィテイー･スワップ）も1985年6月に法制化し、これによっ

て割り引いた価格によりドルで購入された債務が、中央銀行で額面に近い額の
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ペソと交換され、それをチリ国内で投資することが可能となった。(iii)公営企

業の民営化については、85年以降主要な基幹産業の民営化が進められた。(iv)

為替レートは既に述べたように一旦切り下げられた後、あらかじめ為替の変動

幅(バンド)を定め、その範囲内で変動させる制度のもとで、変動幅を次第に拡

大することにより、安定した実質為替レート水準を維持する政策がとられた。

(v)さらに84年以降投資および輸出を促進するための税制改革が行われた。

これらの政策は、85年に就任したエルナン・ビュヒ蔵相の下で実施された政

策である。ビュヒ蔵相の行ったこの時期の政策は、70年代半ばの第一次の改革
（3）

と比較して、次の点が異なっている。

第一は、70年代半ば以降の政策のもとで生じた問題に対する反省に立ち、固

定相場制は行わず、安定した実質為替レートを維持する政策を実施したことで

ある。これによって輸出が不利とならないようにすることを優先した(詳細に

ついては、本章3－3参照)。しかし、この政策のもとでは、インフレ抑制とい

う点からは即効的効果は得られない。したがって70年代半ばにおいて固定相場

制によって短期間に、一桁台の物価上昇に抑えたのと比べて、80年代において

はインフレ抑制にはかなりの時間を要し、一桁台となったのはようやく1994年

(8.9％)であった。第二に、70年代における改革で不徹底であった自由化政策、

特に民営化政策や外資政策については、より一層徹底した政策が実施されたこ

とである。特に民営化については、上に述べたように主要な基幹産業の民営化

が行われた。

第三の特徴は、債務危機発生に伴って生じた問題の解決に対処するため、い

くつかの新しい政策が導入されたことである。主要なものを挙げれば、債務問

題と銀行の不良債権問題の解決と、これらを繰り返えさないための金融改革、

債務の資本化政策、年金制度の民営への移行( AFPと呼ばれる民間の年金基

(3)この時期に、80年代の反省に立ってどのように政策を実施したかについては、ビュ

ヒ蔵相自身が回顧したBiichi( 1994)参照。
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金管理会社による確定拠出型年金システムであり、制度としては既に発足して

いた）の一層の推進等がある。チリはAFPも債務の資本化の制度のいずれも

ラテンアメリカで最も早く行い、かつ、それに成功した国であったと言える。

(3)民政下の改革(90年代の改革）

1990年3月には軍政から民政への移行が実現し、キリスト教民主党を中心と

する中道･左派の17党の連合の候補であるエイルウイン氏が大統領に就任した。

エィルウィン政権は自由経済政策を維持し、軍事政権時代に実施された政策を

継承することを経済政策の基本方針とした。しかし、エイルウイン政権は、新

たな政策として、社会政策を重視することとし、特に社会保障政策の拡充を目

指した。

ただし、従来の健全な財政政策を維持しつつ、社会政策を実施する方針を堅

持し、そのため財源確保に必要な税制改革を行った。それは法人所得税の税率

の引き上げや付加価値税の引き上げ、個人所得税の新累進税額表に従った増税

等からなるものであった。

また、労働法の改正も重要な課題となった。ピノチェット政権下では労働者

の権利が制限されていたため、労働者は労働法を改正することを長い間要求し

ていたからであった。エィルウイン政権は、この問題に関しては、労使協調を

推進する立場をとり、いくつかの重要な問題について労使の主張の中間をとる

方法で解決を図ってきた。

民政移行に際して、最も危倶されていた点は、民政下で労働者の不満が一気

に噴き出し、それによって文民政権が労働者と妥協し、軍事政権のもとで定着

した自由市場経済の仕組みが崩れるのではないかと言う点であった。また、ピ

ノチェット政権下で安定していた政治が、民政移行後不安定化し、マクロ経済

政策についても継続性が確保されないのではないかという懸念もあった。しか

し、これらは杷憂に終わったと言ってよい。エイルウイン政権およびその後に
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政権に就いたプレイ政権及びラゴス政権のいずれも自由主義経済政策を堅持し、

かつ、社会政策や貧困対策等を行って政治的社会的安定も維持してきている。

このようにして、当初危倶された状況は生じなかったことから、チリ経済へ

の信頼度は、軍事政権下の時期以上に強まったと見られている。実際、民政に

移行した後、チリへの外国からの直接投資はさらに大幅な増加を見たのである。

また、一方で既に開始されていたチリ企業の国際化（特に海外での投資）も民

政移行後、着実に進んでいる。以上のような3つの改革の時期における、主要

な改革の過程をまとめたのが、表1である。

表1 チリにおける経済改革の過程

･貿易自由化（特に関税率引き下げ）

･税制改革

･外国直接投資自由化（外資法制定）

･固定為替レート制導入(1979年から）

70年代の主要な改革

固定為替レートから為替切り下げ後、為替の変

動幅を定め、その幅を次第に拡大することによ

る実質為替レート維持政策に移行。

｢債務の資本化」制度の導入
主要国営企業の民営化

年金改革の推進。

80年代の主要な改革

短期資金流入規制のための強制預託制度導入

(90年代末に廃止）

貧困対策、社会福祉拡充のための税制改革

労働法の強化、最低賃金引き上げ

教育の拡充。

90年代の主要な改革

出所：筆者作成。

2－2 チリにおける改革と「制度的革新」

次節以下で、「チリモデル」に関する考察を行なう前に、チリが経済改革を

行うために、新たに導入してきた現実的な多くの制度の重要性、ないし、チリ
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における「制度的革新」の重要性について指摘しておきたい。一般に自由市場

経済に向けての改革と言うと単に自由化、規制緩和、民営化などを行なうこと

で、改革の成果が得られると考える傾向がラテンアメリカの他の国では見られ

た。しかし、制度の構築を実現することが、改革が成果を上げうるために重要

であることは、本書の第1章及び第2章で強調した点である。

チリは他の国よりも早い時期に改革を進めたことから、多くの新たな制度を

工夫し、構築する必要があり、従って、チリにおける改革はまさに新しい制度

の構築（または「制度的革新」Institutional lnnovation )なしには不可能で

あったと言っても過言ではない。「チリモデル」を考える際には、このことに

も注目する必要がある。

この多くの新しい、かつチリにふさわしい現実的な制度の一部は、70年代に

スタートしたものもあるが、本格的なその制度の実施と活用は多くの場合80年

代以降であった。なかでも注目されるのは、イギリスのサッチャー政権よりも

早い時期に開始された電力の民営化をはじめ、多くの重要な部門の民営化プロ

セスである。同時に債務の資本化（デット・エクイティー・スワップ)、年金

制度の民営への移行（一般にAFPと略称される年金基金管理会社による運営)、

海外からの短期資金の流入の急増などを抑制する「強制預託制度」（チリでは

エンカヘと略称される）等も注目される。さらにウニダ・デ・フォメント(UF)

と呼ばれる不動産．家賃等の価値表示制度、プロ・チレ( Pro Chile )をはじ

めとする一連の輸出振興のための諸制度、中小企業振興制度などを挙げること
（4）

ができよう。また一切の多国間の地域協定に参加せず（後にMERCOSURに

(4)ウニダ・デ・フォメント（通称UF、「契約単位」と訳されることもある）は、市民
が慣れているドルによる価値評価では、変動相場制のもとでは、ドルの為替変動に左

右され、安定的な価値表示ができないという弊害があるため、ドルを用いずに、イン

フレで調整して、安定した価値を表示するための制度として導入された。UFは、変

動相場制の下、低い率ながらもインフレが続いたチリにおいて、不動産向けの長期融

資などをはじめ、金融市場の発展などにも寄与したとされる。UFの水準は毎日変更

され、公表されており、インフレが殆ど終息した今日でも家賃や不動産の価格などは

UFで表示されている。
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は準加盟)、2国間の自由貿易協定(FTA)を多数の国と締結することを中心

とした対外政策も、チリが他国に先駆けて積極的に推進した政策であり、チリ
（5）

の政策、制度構築の特徴の一つであったといえる。

このうち例えば、年金の民営化については、年金制度の改善そのものにとど

まらず、国内資本市場の形成に大きく寄与しており、ラテンアメリカの多くの

諸国で導入され、最近は東欧諸国の一部にもこれを参考にしようとする動きが

見られている。また、1997年、98年の東アジア危機をきっかけに「強制預託制

度」の経験も注目されている。

以上のような制度的革新を行ないつつ、改革をすすめることで構築された

｢チリモデル」は、本章のような限られた紙数で、その全体を論ずることは困

難であり、また、「チリモデル」とは何かについてのさらなる検討も必要であ

ることを改めて指摘しておきたい。

3．経済改革と制度構築の「チリモデル」

経済改革と制度構築に関するチリの経験をチリモデルと呼ぶとすれば、他の

ラテンアメリカ諸国との相違を明らかにすることによって、この分野での「チ

リモデル」の特徴を考察することが可能であろう。ここでは、アルゼンチンと

チリに焦点を当てるという本書の趣旨から、第6章から第8章で検討したアル

ゼンチンとの相違が特に顕著な分野、とりわけ、税制改革と財政の均衡、為替

政策と経済安定化及び輸出競争力、為替政策と短期資本移動に関する政策、労

働分野の改革の4つの分野を中心に検討することとしたい。

(5)チリのFTA締結のプロセス、チリの対外政策の特徴などについては、本章第14章お
よび細野昭雄( 2002 )参照。
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3－1 税制改革と財政

第3章で述べたとおり、ラテンアメリカの80年代後半から90年代にかけての

経済改革のなかで、最も遅れているのは税制改革の分野であり、また財政の均

衡については今日も引き続き取り組むべき重要な課題のひとつとなっている。

1990年代の末に至ってもラテンアメリカ諸国においては、依然財政赤字の規模

は大きく、ラテンアメリカ及びカリブ諸国の加重平均で、1990年代半ばまでは

GDP比1.4%から1.8%の赤字で推移してきていたが、98年には2.4 %、99年は3.1

％、2000年には2.7 %、200 1年には3.1 %と赤字が再び拡大している。

なかでもラテンアメリカの主要国、特にアルゼンチンにおける赤字が2000年

から2001年にかけて大幅に増加したことは第6章で述べた通りであるが、ブラ

ジルにおいても財政赤字（非金融部門の公共セクター）は1994年に1.1％の黒

字となった後、赤字幅が拡大し1999年には10.0%の赤字となり、2000年には

GDP比4.6%に減少したものの、2001年には再び8.0%の赤字となった。この他

コロンビア、ペルー、ウルグアイ、ベネズエラなどの諸国は2001年において2.4

％ないし4.2％の赤字となっている。ラテンアメリカ諸国のなかで赤字幅が比

較的低いのはメキシコであり、90年代後半は1％前後の赤字の水準で推移して

いる。

以上のような状況と比較してチリにおいては、1997年まで2％前後の財政黒

字が維持されてきた。98年以降黒字幅が減少し同年0.4%の黒字となった後は、

99年に1.5％の赤字となり、2000年には0.1％と小幅ながら、黒字を回復したも

のの、再び2001年には0.5％の赤字となった。しかしながら、赤字とは言って

も、チリにおける赤字の水準は他の多くのラテンアメリカ諸国のそれと比較し

て、きわめて小さいものである。

チリにおいてはピノチェット政権発足後、財政改善への努力が行われた。税

制改革は早くもピノチェット政権成立の翌年の1974年に開始され、この年に付

加価値税が導入された。また軍事政権は脱税の取り締まりを強め、徴税機能の
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強化を行った。しかし、1982年の債務危機の下で、危機によって生じた不況に

対応するために、財政支出を増加させざるを得ず、1 982年にはGDP比2.3 %の

赤字となった後、1983年には3.8％、84年には4.0%、85年には6.3%へと赤字の

規模が次第に拡大した。

しかしながら、民営化や税制改革などの効果により、1986年以降財政赤字が

減少し、同年には2.8％の赤字となり、87年には0.1 %となった。さらに、それ

以降はIMFとの協議により定められた方針が守られ、黒字に転じている。すな

わち、経常支出の削減と、銅価格の上昇から生じた財政収入の増加により、

1988年及び89年にはそれぞれGDP比3.3%及び6.1 %の黒字を実現するに至った。

また、民営化の効果も大きかった。Bmhi( 1998)も指摘しているように、チリ

の財政赤字のほぼ半分が公営企業の赤字によって生じていた。このことから民

営化は財政赤字を減少させるためにも重要な手段となった。

こうして、90年において民政への移行が実現した時には、既に財政黒字が実

現していたが、民政後の最初の政権であったエィルウィン政権は、政権発足直

後に新たな税制改革を実施した。既述の通り、この改革は財政の黒字を維持し

つつ教育・医療や貧困対策など社会政策を民政下で積極的に推進するために、

税収の拡大をはかることを目的としたきわめて重要な税制改革であった。その

中心は付加価値税を16％から18％に引き上げることにあり、このことによって

政府の財政収入を14% (GDPの2.2% )増加させることを目指したのである。

この税制改革は国会で承認され、その後の民主主義下での政府による様々な社

会政策の支出に用いられた。

この民政下での税制改革は、民政移行後、貧困層を含む多くの国民の生活改

善への期待が高まっていたことから、政権発足の早い時期にこれを行うことが

きわめて重要であると判断されたことにより行われた改革であった。この90年

の経済改革を詳細に研究したBoylan ( 1996, p､29)は、この税制改革は、「今

日の途上国世界における民主主義への最も成功裏の移行を実現したという点で、
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政策的成功であったと見ることが出来る｡」と指摘している。この改革につい

て、当時のアレハンドロ・フォックスレイ蔵相は、この税制改革が出来る限り

短期間に論議され承認されることが社会的プレッシャーを緩和し、貧困層及び

中間層に対して社会的なベネフィットを速やかに拡大することを可能にするた

めのカギを握るものであると見ていたとされる( Boylan, 1996, p.27 )。

このことにより、チリは、ピノチェツト政権下で、税制改革と財政の均衡を

実現しただけでなく、民政移行後の早い時期に、さらなる税制改革を実行する

ことにより、民政のもとで起こりがちな、ポピュリスト的な社会支出の拡大に

よる財政の赤字の拡大を、あらかじめ回避したと言うことが出来る。早くから、

税制改革を行ったこととならんで、これはチリモデルの一つの重要な特徴であっ

たといえよう。

一方、財政収支に関連して、あえてチリの脆弱性を指摘するとすれば、銅へ

の高い依存度が挙げられる。このことはアニナット蔵相もその報告書で指摘し

ているところであり(Aninat, 1998, p.45)、その価格の低下は、チリの財政収

支に重要な影響を与えざるを得ない。しかしながら、チリは銅安定化基金( FEC)

を有しており、これに積み立てられている資金があることから、財政収入への

影響は、この基金を用いて緩和することができるとされている。

また、これに関連して、対外債務に占める公的債務の割合が、非常に低い水

準にまで低下していることを指摘しておきたい。近年、銅価格の低下により、

チリの経常収支赤字は拡大してきているが、それを単にGDP比で他の諸国と

比較することは、チリの対外的脆弱性や、財政の脆弱性の程度を判断するとい

う意味では、必ずしも正確ではない。何故ならば、経常収支赤字は、当然外国

からの資金調達の必要額を示すもの（それに対応する資本収支の黒字）である

が、チリの場合には、債務に関わる元本の返済額や利子支払額が、他の主要国

と比べてGDP比でかなり低い水準にあるからである。公的債務の割合が、非

常に低い水準にまで低下していることも同様に重要である。
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3－2 為替政策と経済安定化及び輸出競争力

一般にラテンアメリカ諸国では、インフレの抑制のために、固定為替レート

を導入することが多かった。しかし、それは、国内通貨の過大評価を招き、輸

出競争力が失われるという効果を伴っていた。したがって、固定為替レートの

導入は、輸出の拡大よりも、インフレの抑制を優先させた政策であったといえ

る。ピノチェット政権下の初期のチリの政策もその例外ではなく、70年代末か

らの固定為替レートのもとで、著しい国内通貨高となり、輸出は伸び悩み、一

方で対外借款が拡大して、ついに1982年の累積債務危機を迎えるに至った。し

かし、チリの場合興味深いのは、このことを教訓として、その後は、固定為替

レートを選択せず、様々な制度面での改善を行ないつつ、実質為替レートを安

定させる政策を維持したことである。これも、チリモデルの一つの特徴であっ

たといえよう。これに対して、チリよりも遅れて改革を行った、メキシコ、ア

ルゼンチン、ブラジルなどの場合、かなりの期間、固定為替制の時期が続くの

である。

チリの現在の為替政策の基本的枠組みは1984年8月に導入されたが、先に述

べた通り、この政策は1979年から82年までの固定為替レートのもとで、国内通

貨高が進み、輸出が伸び悩む一方、大量の外国からの資金の流入とそれによっ

て生じたバブル経済とその破綻、金融システムの著しい混乱と累積債務危機の

発生を経験した後に実施された政策であった。

しかし固定為替レートを採用しない場合には、インフレを抑制するためには、

財政の均衡を達成する事が重要な条件となる。チリは既述のように、税制改革

と財政の均衡を達成しつつ、時間をかけてインフレの抑制を行なっていく方法

を選択した。

チリにおいては、そうした経緯からインフレ抑制には長い時間を要しており、

債務危機後の新たな一連の経済政策が1983年、84年から始まっているにもかか

わらず、消費者物価上昇率は1993年に至るまで二桁台の水準が続いたのである。
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すなわち、1991年における上昇率は18.7％の水準となっており、1998年によう

やく4.3％の水準が達成されている。これに対しアルゼンチンでは、固定為替

制を党換法によって定めた、コンバーテイビリテイー・プラン実施後比較的短

期間にインフレのほぼ完全な抑制が実現し、1995年には1.6％、96年以降は1

％以下となった。ブラジルにおいても同様に比較的短期間にインフレは抑制さ

れ、98年には2.6%となった。メキシコにおいては、1994年までは為替がアン

カーとして用いられてきたが、1994年のメキシコ危機発生後は政策の変更が行

われ、1995年の消費者物価上昇率は52.1％となり、1998年の上昇率も17.4％と

なっている。

チリにおいては、為替アンカーをインフレ抑制に用いることをやめ、財政収

支を黒字にし、かつ、不胎化政策を実施し、金利を比較的高い水準に維持する

ことなどにより、インフレの抑制を行ってきた。そして、事実上の変動為替レー

トのもとで、実質為替レートを一定の水準に維持することにより、輸出競争力

の維持を優先する政策を選択したのである。以下このことについて、短期資本

流入に関する政策とあわせ、より詳細に論ずることとしたい。

3－3 為替政策と短期資本移動に関する政策

チリの為替政策と国際資本移動に対する政策は、アルゼンチンのそれと全く

対照的であった。アルゼンチンにおいては2001年まで、固定相場制であり、か

つ、短期資本の流入に対する規制を一切行っていなかったのに対し、チリの場

合には世界の主要通貨( CRM、後述)へのペッグを基本とした為替バンド制に

よる変動為替レート制を採用し、かつ、短期資本流入に対して各種の規制を行っ

た。この顕著な相違の要因は、アルゼンチンにおいてはインフレの抑制、経済

安定化が最優先課題であったのに対し、チリにおいてはむしろ輸出の拡大、そ

のもとでの成長の持続が重視されてきたことにあると言えよう。そのため、チ

リにおいては実質為替レートが、その長期的なトレンドから大きく乖離するこ
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とを回避する努力が行われてきた。

すなわち、チリでは、累積債務危機の反省に立って、クローリング・ペッグ

制が実施された。これは、一定の幅（バンド）の間でのフローテイングを許容

する方式であるが、その幅は当初プラス、マイナス各0.5%であったが、85年

にはプラス、マイナス各2％、88年にはプラス、マイナス各3％、89年にはプ

ラス、マイナス各5％へと次第に広げられた。

1992年に至って、さらに二つの重要な変更が行われた。一つはバンドの幅が

大幅に拡大したことである。同年にはプラス、マイナス各10％となり、さらに

1997年にはプラス、マイナス各12.5％に広げられた。また、1992年に従来アメ

リカ・ドルに対してのクローリング・ペッグであったのをアメリカ・ドル50％、

ドイツ・マルク30％および日本円20％からなる通貨の組み合わせからなる

CRM ( Canasta Referecial de Monedas )にペッグするように変更されたの

である。

これら1992年の二つの重要な変更は、いずれも内外金利差の金利裁定による

利益を求めて流入する外国からの資本を抑制することを主たる目的としていた。

しかしながら、上に述べた3種類の通貨の組み合わせ(CRM)は変更され、1 997

年にはドルの割合を大幅に拡大し80％とし、ドイツ・マルクを15％、日本円を

5％に低下させた。この結果、ドル・ペッグ制に近いものとなった。しかも、

変動の幅であるバンドが92年から拡大し、97年にさらに上下それぞれ12.5 %に

拡大したこともあり、為替レートがバンドの下限に近い水準で常に推移すると

いう状況が生じた結果、この為替政策が、当初目指していた投機的な資金流入

を抑制する効果は著しく減少した。この結果、その後の一時期、チリでも為替

レートの過大評価（ペソ高）が進んだ。

一方、チリにおける短期資本流入を規制する方法として最も重要であったと

考えられる強制預託制度は1991年6月に導入された。この制度の下で海外から

の借款（外国直接投資は含まれないが外国直接投資に関連した融資や貿易金融
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を含む全ての外国からの借款がその対象となっている）の20%が強制的に無利

子で中央銀行に預託されることとなった。当初は、その期間は最低90日、最高

1年間となっていた。また、従来1年以内の国内融資のみに課されていた年利

1.2％の印紙税が、外国からの借款に対しても適用されることとなった。

なお、強制預託を行う代わりに、それに関わる金融コストと同額の支払いを

中央銀行に行うことによって強制預託を免除される方式も導入された。この場

合の金融コストは、LIBORプラス年利2.5%を強制預託の対象となる金額に対

して課すという方式であった。

しかしながら、資金流入はこの強制預託制度の導入にもかかわらず続いたた

め、92年ラ月には強制預託の割合が30％に引き上げられ、また、外国通貨での

定期預金や外国人によるチリの株式の購入に対しても適用されることとなった。

融資の期間の長さの如何に関わらず、すなわち、1年よりも短い非常に短期の

融資の場合であっても、預託は1年間行わなければならいこととなった。さら

に、上に述べた金融コスト算出に関しては、LIBORプラス2.5 %から4%へと

引き上げられた。

以上のように、為替制度と短期資本流入に対する規制を組み合わせることに

よって、チリ政府および中央銀行は、短期資金の流入を抑制し、為替レートが

過大評価となることを回避する努力を行ってきたと言うことが出来る。ただし、

それにもかかわらず、1996,97年には為替レートの過大評価がある程度進んだ

が、このことについては後に述べる。

チリにおける為替制度と短期資金流入の抑制に関しては、以上のことを考慮

しつつ、より広いマクロ経済政策のコンテクストの中で検討する必要がある。

まず、比較的低い水準であるとは言え、チリにおいても二桁のインフレが続い

ており、インフレ抑制も重要な政策目標の一つであった。そのためには景気を

過熱することは避けなければならず、比較的高い金利水準が維持された。しか

しながら、高い金利水準は内外の高い金利差が生ずることを意味し、チリのファ
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ンダメンタルズが改善し、また、政治の安定化が進み、カントリー・リスクが

低下すればするほど、この内外金利差を裁定する形での短期の資本流入が強ま

る可能性があった。それを回避するために行われたのが、先に述べたような為

替政策と強制預託制度などによる短期資金流入の抑制であった。また、流入し

た資金の一部も不胎化政策によって、国内の通貨量の増大につながることを回

避する努力が行われた。

同時に、為替レートの過大評価を回避することを通じて、輸出面では輸出品

の競争力の強化と輸出構造の多様化を可能にし、一方、消費ブームを抑制して

輸入の拡大を抑制することに寄与した。

以上に述べたような、チリにおける為替政策と短期資本流入に関する制度は、

チリの政策的目標から見てどのような効果があったか、主要な点について検討

したい。

第一に、短期資金の流入を抑制出来たかどうかについては、チリのエドワル
（6）

ド・アニナット 蔵相 が、その評価を行っているが、1998年7月末の時点で

チリの対外債務の総額の97.3％は中長期債務であって、短期債務は2.7％に過ぎ

ないことを明らかにしている。世界銀行の1 998年のGIob(zI Deugjop"zerzt

Fmα"蛇によれば、ラテンアメリカ全体の1997年の対外債務総額に占める短期

債務の割合は17.8%となっており、チリの水準はラテンアメリカ全体よりもか

なり低い割合となっている。

ただし、単純にその比率を比較するだけでは、チリのシステムの効果を十分

に評価することとはならないであろう。それは、チリは経済改革を早くから実

行した結果、健全なマクロ経済の運営を実現し、また、政治的安定の程度も他

のラテンアメリカ諸国と比較してはるかに高かったため、短期・長期を問わず、

チリに対する資本流入の圧力は、多くのラテンアメリカ諸国と比べてきわめて

(6)エドワルド・プレイ政権下の蔵相であり、その後、IMFで枢要の地位にある。
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高かったと考えられるからである。言い換えれば、そのような高い資本流入の

圧力にもかかわらず、ラテンアメリカの平均をはるかに下回る短期債務の割合

となっていることは、チリのシステムが非常に効果的であったことを示してい

るといえよう。

この点に関連して、アニナツト蔵相は「チリの強制預託制度が、短期資本流

入の抑制について果たした役割は、きわめて重要であったことを強調すべきで

ある」と述べている（アニナット蔵相の財政の現状に関する報告書、1998年10

月8日、Aninat ( 1998) p､38による)。また、為替レートの過大評価およびそ

れによって生ずる経常収支赤字（経常収支赤字のGDPに対する割合）につい

ては、いずれもラテンアメリカ地域の他の諸国よりもチリの方が少なかったと

いう指摘がなされている。

一方、短期資本流入の抑制とは反対に、外国直接投資( FDI)に関しては、チ

リは促進する政策を実施し、その額は他の諸国と比べてきわめて高い。チリの

システムが外国直接投資を抑制することは殆どなかったと考えられる（ただし、

外国直接投資に関連する海外からの短期的な借入を行う場合、高いコストとなっ

たのと批判がある)。

しかしながら、チリのシステムは、1996年から97年にかけての外国からのさ

らなる資金流入の圧力に対して、強制預託の比率が30％に維持され、引き上げ

られなかったことから、その効果がこの時期にあっては不十分であったとの指

摘も行われている。すなわち、96年から97年にかけては、エマージング・マー

ケットへの国際的な資本移動の規模が急速に増加し、チリもその流入の重要な

対象となった。そして、1995年末のチリの株式の価格がかなり低い水準にあっ

たこともあり、1996年から97年にかけてはポートフオリオ株式投資の形による、

チリへの資金流入が大幅に増加したのである。

したがって、この時期に強制預託の比率を30％からさらに高い水準に引き上

げていたならば、より効果的な抑制が可能であったのではないかとの見方もあ
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る。また、96年から97年にかけては、為替制度は従来のCRMへのペッグを基

本とする為替バンド制が維持されてはいたが、既述の通り、中央銀行は事実上

ドルへの準固定レートに近い状態で為替の水準を維持する結果となったため、

この時期には為替制度は投機的な資金の流入を抑制することには寄与しなかっ

たとされるのである( Agosin and Ffrench-Davis, 1998, p.15 )。

実際この時期においては、ポートフォリオ株式投資による資金流入の拡大が

見られ、為替の過大評価がある程度進んだ。このような形で流入した資金の多

くが、アジア危機の影響下で1998年には流出に転じ、チリの外貨準備を減らす

原因となったと見られる。

しかしながら、この1996年、97年の時期において生じた状況は、チリのシス

テムそのものに欠陥があったからと見るよりも、エマージング・マーケットへ

の資金流入へのプレッシャーが世界的に非常に強まったなかで、チリの政府当

局が、そのシステムを活用して可能となる対応策を十分にとらなかったことに

あるとの見方もある。一方で、この期間においても強制預託制度が全く存在し

ていなかったならば、ポートフォリオ株式投資による流入は、実際の流入額よ

りもはるかに大きなものとなったと考えられる。

また、チリ政府は、流入した外貨が著しい消費ブームや為替レートの過大評

価を引き起こさないように不胎化政策を実施したが、チリのシステムによる資

本流入の抑制は、この不胎化政策によるコストを出来る限り少ない範囲にとど

めるという効果があったことも指摘できよう。

チリの短期資本流入抑制策については、いくつかの批判が行われている。そ

のうちの最も有力な説は、強制預託制度等の規制に対しては、各種の抜け道が

考え出され、そうした抜け道を用いて短期的な資金が流入することにより、チ

リのシステムは十分な効果を発揮できないのではないかという点である。この

点については、チリ政府は抜け道を閉ざすための幾つかの措置を実施してきて

いること、また、それでもなお抜け道を用いることが可能であるとしても、抜
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け道を用いることは投資家にとってかなりのコストを要することが多いとの指

摘がある。そして、こうした見方に立って、抜け道を完全に閉ざすことは不可

能であったとしても、チリの短期資本流入を抑制するためのシステムが、大き

くその効果を削がれる程のものであるという有力な証拠はないとの反論がなさ

れている。

以上のような検討を行う時、チリのシステムに関しては、強制預託制度の有

効性が注目されていることは確かであるが、この制度のみについて、その効果

を検証することは必ずしも容易ではないことが明らかとなる。強制預託制度に

加え、為替政策や流入した資金の不胎化等を含む幾つかの政策の柔軟な組み合

わせが、全体としてボラタイルな資本移動、あるいは投機的な資本流入を抑制

する効果があったということができよう。

なお、チリ政府は1998年に強制預託制度の30％の水準を0に引き下げたが、

このことは、この制度を放棄することを意味する訳ではないことを当時のチリ

のアニナット蔵相は明言している( Aninat, 1998, p.38 )。しかしながら、結

局、この制度はその後廃止された。

一方、強制預託制度について、チリのカルロス・マサッド中央銀行総裁は、

一種のプルデンシャル・レギュレーシヨンの性格を持つものであると述べてい

る。一般に銀行に対しては、銀行が借款を行う場合の通貨の種類や期間、およ

び金利に関して不均衡が生じないように中央銀行が十分に規制することが可能

である。しかし、一般企業に対しては、これを行うことができないため、銀行

に対して適用されるプルデンシャル・レギュレーションを一般企業に延長した

形で実施したのが、強制預託制度であるという見方に立っている。

一方、エルナン・ビュッヒ元蔵相は、強制預託制度は財政の均衡が達成され

るまでの間や金融システムの健全化が進むまでの間のような一定の期間におい

てだけ、それを用いることは正しいが、それが達成された後も、長期にわたつ
（7）

て続けることは、望ましくないとの立場に立っている。
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3－4 労働市場分野における改革

ラテンアメリカにおいては、労働市場の改革が遅れている一方、労働年齢人

口の高率での増加や労働参加率の拡大などから、労働の供給は高率で増加して

きており、 この結果、ラテンアメリカの多くの国で高い水準の失業率が見られ、

またインフォーマルセクターにおける雇用の拡大が進んでいることを第2章で

指摘した。雇用の拡大が進まない状況は、Guasch ( 1996 )も指摘するように、

とりわけ、労働市場の分野における改革が殆ど行われていないか遅れているこ

とに起因すると考えられる。ラテンアメリカの労働市場に関する規制は強く、

労働市場が柔軟性を欠いていることが雇用の拡大が進まない最も重要な原因で

あると考えられている。

こうしたなかで、チリはペルー及びコロンビアとともに労働市場の改革にお

いては最も進んだ国の一つと見られている( Guasch, 1996, p.146)。

労働の雇用に関する各種規制に関しては、ラテンアメリカにおける主要国の

比較を本書の第3章で既に行ったので、本章ではチリが特に他のラテンアメリ

カ諸国と異なっている労働組合の団体交渉権や労働紛争の解決における労働者

側と使用者側の関係、さらに労働紛争時に紛争解決が困難な場合、どのような

規則があり、またそれに対して政府がどの程度の調停を行うことができるかな

どについて検討したい。

チリが他の諸国と比較して大きく異なっている点は、労働紛争時における企

業家側の権限がより強くなっているという点である。すなわち、労働紛争が続

いた場合に、チリの場合には一定の条件のもとで企業側はロック・アウトを行

うことが可能である。その条件とは、ストライキが50％以上の労働者に影響を

(7)強制預託制度のもとでの抜け道については、チリ・カトリック大学のサルバドル・

バルデス等の詳細な研究がある。例えば、一般企業は短期資本で資本を調達する代わ

りに、海外で借款を行い、それを輸入の際の金融として用いると言うようなことも生

じている。また、短期資金の額に関しては、チリ中央銀行の発表する数字と、BISの

発表する数字には、かなりの差があることも指摘されている。
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与えている場合、及びストライキによってその企業のきわめて重要な活動が停

止される場合においては、ロック・アウトが可能であるとされている。これに

対し、アルゼンチンではストライキが違法でない限りは企業家はロック・アウ

トを行うことが出来ないこととなっており、またメキシコでもロック・アウト

を行うことはできない。ブラジルでは事前に承認を受ける必要がある。従って

この分野においては、チリの場合は、一定の条件を満たせばロック・アウトが

可能であることが事前に定められているという点で、ストライキ時における企

業家の権限を他の諸国よりもはるかに強いものとしていると考えられる。

またストライキを行っている労働者の交替要員を導入することができるか否

かについても、チリの場合、明瞭に定められており、企業家により強い権限が

与えられている。すなわち、チリでは賃金引き上げをめぐるストライキにおい

て、企業家側が行う最終回答の内容となる賃金引き上げの水準が、それ以前の

労働契約の賃金水準に消費者物価指数の分を調整した水準に等しいかそれ以上

である場合（消費者物価指数分だけ賃金水準を引き上げているかそれ以上であ

る場合)、ストライキの最初の日から労働者の交替要員を導入することができ

ることとなっている。しかもこのような条件を満たしていない場合にもストラ

イキが開始されてから15日を経過した場合には、交替要員の導入が可能である

と定められている。これに対してアルゼンチンにおいては、それを行うことは

認められていない。ブラジルにおいては、裁判所が、当該ストライキがストラ

イキ権の乱用であると宣言した場合のみ可能ではあるが、それ以外の場合には

企業家がそれを行うことはできない。

さらにストライキの期限についてもチリにおいては予め定められている。チ

リの場合には、労働者の総数の半数が仕事に戻ればストライキは自動的に終了

したものと見なされることとなっている。これに対してアルゼンチン、ブラジ

ル、メキシコにおいては、ストライキの継続期間について一切の定めが設けら

れていない。
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一方、労働者側の権利のなかで組合に加入する労働者が組合を脱退し、仕事

に戻る権利についてはチリの場合それが可能であることが定められている。こ

れに対してアルゼンチンとメキシコでは、労働者はそのような権利を有しない

とされている。一方、ブラジルではそれが可能である。以上の他、第3章で検

討した通り、チリにおける労働の雇用に関する各種の規制は、比較的柔軟であ

ることが確認される。

従って、総合的に見てチリにおける労働市場分野の改革は、他のラテンアメ

リカ諸国と比較してかなり進んでいると考えることができよう。

そうしたチリの労働市場の改革の効果は、この国における雇用機会の拡大が

他の諸国よりもかなり高いことによって確認することができる。すなわち、チ

リの労働市場の改革は労働の雇用面で大きな効果があったと考えられるのであ

る。まず、フォーマルセクターにおける就業者の全就業者に占める割合は、ベ

ネズエラ、パナマ及びコスタリカの三国を別とすると、それ以外の国のなかで

はチリの水準が90年代半ばにおいて最も高く、また90年代前半におけるラ年間

において、その水準は殆ど変わっていない。すなわち、チリでは1990年の全就

業者に占めるフォーマルセクターにおける就業者の割合は50.1％であったが、

1 990年に50.1 %から94年の49.0%に小幅な減少が見られるにとどまっている。

これに対し、アルゼンチンでは同じ期間に52.4％から47.5％への大幅な減少が

見られた。またブラジルでも48.0％から43.6％に減少しており、メキシコでは

44.6％から43.0％に減少した。

しかも、フォーマルセクターでの雇用のうち、公共部門の占める割合が非常

に低いのがチリの重要な特徴となっている。すなわち、チリでは早くから小さ

な政府をめざして公務員の数を減らしてきたことから、全就業者に占める割合

は1990年代の前半の5年間において7.1％から8.0%の水準で推移しているのに

対し、公共部門の割合がきわめて高いメキシコ（ただし石油公社PEMEX等に

おける雇用が大きな割合を占めると考えられる）においては、1990年代前半に
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おいて公共部門の就業者の占める割合は全就業者の23％ないし25％の水準で推

移している。アルゼンチンの場合には、90年代前半の改革のなかで公共部門の

就業者数を減少させたが、その水準は1990年の19.3％から94年の14.3％に低下

しているもののチリに比べかなり高い。またブラジルにおいてはこの間10%な

いし11％の水準で推移している。

従って、チリにおいては雇用に占める公共部門の雇用の割合が著しく低いに

もかかわらず、フオーマルセクターの雇用の占める割合が高く、その分、民間

の大企業における雇用の割合が高いのが特徴となっている。

フォーマルセクター以外の雇用は、インフォーマルセクターにおける雇用で

あり、インフォーマルセクターにおける雇用の水準は、1994年においてベネズ

エラ、パナマ、コスタリカ以外ではチリが最も低く51.0%であったのに対し、

アルゼンチンは52.5％、ブラジルは58.4％、メキシコは57.0％の水準にあった。

また、中長期的に見た雇用の拡大と経済活動人口の拡大を比較した場合、ア

ルゼンチン、メキシコ、ブラジルにおいては、経済活動人口の増加率が雇用拡

大を上回っているのに対し、チリはほぼ同じ増加率で推移したことが確認され

る。すなわち、チリでは経済活動人口増加率が1970年から95年に、年平均3.9

％で増加したのに対し、雇用は4.0％の増加率となった。これに対しアルゼン

チンでは、経済活動人口の増加率は3.3％とより低かったが、雇用の拡大は2.2

％とさらに経済活動人口の増加率を下回ったのである。一方、メキシコにおい

ては、人口増加率が3.1％と非常に高く、経済活動の人口増加率も3.9％と高かっ

たが、雇用の増加率は3.6％にとどまり、経済活動人口の増加率を下回ったの

である。ブラジルにおいては、人口増加率はチリやアルゼンチンをかなり上回

る2.4％であり、経済活動の人口増加率は3.0％であったが、雇用の増加率は2.5

％とそれを下回った( Guasch, 1996, p.148 )。

以上の結果、チリにおいては労働市場の分野の改革にともない、雇用の創出

が経済成長とともに進んだということができる。1970年代半ば以降の雇用の水
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準を3つの雇用の分類でその推移を見ると、フォーマルセクターの順調な拡大

が顕著である。すなわち、自営業者、組合加入の賃金労働者、組合に加入して

いない賃金労働者の3つの分類で見た場合、最も増加が大きかったのは第3の

分類の労働者であり、1977年から83年（累積債務危機発生直後まで）において

は年率3.6％の増加であったのに対し、1984年以降は年率4.5％の増加となり、8

0年代半ば以降の非組合員の賃金労働者の占める割合が大きく高まったことが

確認される。一方、組合加入の賃金労働者の総数は、1970年代の半ばの水準か

ら90年代半ばまで殆ど変化しておらず、この結果、全就業者に占める組合加入

の賃金労働者の割合は低下したのである。

こうして、チリにおける失業率は1982年の債務危機で1982年に22.1％、83年

に22.2％と言うきわめて高い水準に達したが、その後次第に低下し、1986年に

は13.5％となり、89年には9.1％となり、95年には6.8％にまで低下した。

また、改革が行われた後の時期においては、ストライキの回数が大きく減少

していることも確認される。1988年から99年の労働関係の争議の数は、1966年

から70年の争議の数の20％の水準へと低下したとILOの研究は推定している。

先に引用した研究(Guasch, 1996, p.170)は、このチリの労働市場改革の

経験は、ニュージーランドの経験との共通性が非常に高いことを指摘している。

特に両国では労働市場改革を行った後、輸出部門が非常に活性化し、輸出部門

の拡大によって両国は経済の不振を脱し、また高い失業率を引き下げることに

成功したことを指摘している。労働市場改革と輸出の拡大との直接的関連につ

いてはチリの場合には詳細な調査が行われていないが、ニュージーランドにつ

いて興味深い調査があり、労働市場改革がもたらした様々な変化は企業の輸出

競争力を強めたことが指摘されている。すなわち、1993年においてニュージー

ランドで行われた企業のサンプル調査によれば、労働市場改革は経営上の柔軟

性を高め、労働生産性を高め、さらに労働の雇用のコストや労働者を解雇する

ためのコストが低下したことにより、雇用機会の拡大に寄与したことが確認さ
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れている。

4．経済発展戦略の「チリモデル」

本章の冒頭で述べたとおり、チリモデルという言葉は多くの研究者が用いて

いるが、経済改革を成功させたという意味でのチリモデルに加えて自由市場経

済の下、比較優位のある産業を発展させ、それによる輸出の拡大をベースとし

た経済発展戦略あるいは、出来る限り経済への政府の介入を減らし小さな政府

を実現し、経済発展を民間の活動により多く委ねるという意味での経済発展戦

略と言うような意味でもチリモデルという言葉が使われている。例えばCorbo

and Tessada ( 2001 )は、チリモデルはラテンアメリカ地域域内にとどまらず、

より広く、経済発展戦略のモデルという観点からも重要な意義を有していると

指摘し、チリモデルは東アジアモデルに対するきわめて明瞭な対照的モデルで

あると指摘している。

このような意味でのチリモデルが、より厳密にどのような特徴を有するもの

であるか、また、それがより長期に継続可能なものであるか否かについては、

詳細な検討が必要であると考えられる。しかも、このテーマについてはチリ国

内においてもまだ十分な結論が得られているとは言えず、さらなる研究が必要

であると考えられる。本書の第10章から第13章においても、この問題について

の言及がかなり行われている。本章においては、これら各章との重複を避け、

各章の著者以外による研究においてこの問題を巡ってどのような議論が行われ

ているかについて考察しておくこととしたい。

まず1980年代半ばから90年代末にかけてのチリの高い成長は、比較優位を有

する産業がチリ経済の自由化や改革の下で発展し、その輸出の拡大を中心とす

る経済発展に基づくものであったことは多くの著者が認めるところである。そ

れは明らかに軍事政権発足以前の長期にわたる輸入代替工業化によって経済発
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展を達成しようとしたモデルとは異なるものであり、それは、政府が成長の可

能性の高い産業分野の発展を促すと言ったようないわば政府主導型、または政

府介入型の東アジアの発展のモデルとも明らかに異なっていると言うことがで

きよう。

しかしながら、現在チリで問われているものは、このような比較優位に基づ

く産業の自律的発展による高い成長が、今後も引き続き現在のような政策の下

で、従って、上に述べたようなチリモデルによって、継続が可能か否かという

点である。

この点については、いくつかの興味深い研究が行われている。まずSachs

and Larrain ( 2001 )は、チリのこうした発展の中心となってきた銅鉱業と林

業及び漁業の資源の賦存について詳細な検討を行い、銅鉱業と漁業については

今後はこれまでのような発展は困難であることを明らかにしている。

例えば、銅の生産について1980年から97年においては、年成長率が6.8％と

それ以前の20年間の2倍のスピードで増加してきており、特に90年代において

は加速し、年増加率は10.8％に達した。しかしながら、90年代に入ってチリを

中心とする銅の増産などを反映して価格は低下傾向にある。この価格の低下傾

向が続くとするならば、物的な銅の生産量は今後8.1％ないし9.2％の年成長率

で増加しなければ、これまでのような銅による収入の増加を確保することは出

来ない。しかしながら、上記の著者の詳細な検討によれば、この成長を維持す

るためにはチリは2億4200万トンないし2億8600万トンの銅の埋蔵量を必要と

すると指摘している。しかるに現在明らかにされているチリの銅の埋蔵量は1

億3800万トンないし1億7500万トンであり、従って、上に述べたような高率で

の銅の生産及び輸出を継続的に維持することは困難であり、それを、もし行う

のならば2020年までにチリの銅の埋蔵量は枯渇してしまうと推定しているので

ある。

同様な推定を漁業及び林業に関して行った結果、漁業についても生産の拡大
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の可能性には限界があることが指摘されている。こうした検討から、チリが今

後輸出による経済発展を遂げていくためには、天然資源に依存しない輸出を拡

大する必要があるというのが上記の著者の結論である。Sachs and Larrain

(2001 )は、輸出の多様化を行わずに一次産品への依存のみで高い発展の水準

を達成した国はごく少数であり、それらの国々は人口が非常に小さかったこと

と、その人口に対して相対的にきわめて豊富な資源が賦存していたという特徴

を有しているとしている。そして1997年の世界開発報告において高所得国に分

類された26の国のうち、20ケ国は少なくとも財の輸出の60%が製造工業品によっ

て占められていると言うのである。またチリは、一次産品に依存しているが故

に、輸出収入の不安定性が高く、この不安定性を減少させるためにも輸出の多

様化が必要であるとしている。

一方、MoguillanSky ( 1999)は、『チリにおける投資：拡大サイクルの終了？』

と題する著書において、チリにおいては、銅などの投資のピークは今日終了し、

これまでのような高い成長率での銅の生産や輸出の拡大は、今後期待し得ない

との指摘を行っている。チリにおいては少数の分野に投資が集中しており、こ

れら分野に関する分析に基づけば、2000年頃にはこれまで成長を維持し、かつ、

国際収支の危機を回避することを可能にしてきた輸出の分野への投資サイクル

が終わりに近づくことを示唆しているとの結論に達しているのである。ただし、

1 990年代後半においては、国内のインフラや住宅、商業施設、観光施設建設等

への大規模な投資が行われたことから、固定資本形成の水準は、この時期には

低下していないことも指摘している。従って、この研究では結論として、投資

と成長のサイクルを新たに引き起こすような一連の政策と戦略を検討すること

が必要であるとしている。

ここに述べた投資サイクルの終了を説明する要因として、著者は一部の分野

における投資効率の低下、国際価格の低下、他の国から世界市場への輸出拡大

を引き起こしている新しいアクターの参入などを挙げている。
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一方、チリの輸出振興政策(PROCHILE )の活動の効果や、その下での非

伝統的輸出品の輸出の拡大などについて詳細な検討を行ったMacario ( 2000 )

は、近年、非伝統的輸出品の成長が鈍化してきていることを指摘し、チリの非

伝統的輸出の高い成長にこれまで貢献してきていた政策が現状のままでは、従

来のような効果を期待し得ないことを指摘している。ウルグアイ・ラウンド以

降のWTOの規定を遵守する必要から、輸出を促進する補助金などは廃止され、

チリの輸出振興の各種の措置は、輸出の多様化を促すという点では、その有効

性を次第に失いつつあると見ているのである。従って、輸出の拡大と多様化を

可能にするような新たな一連の政策が必要であることを指摘し、具体的にその

提案も行っている。

また、先に引用したCorbo and Tessada ( 2001 )は、比較優位に基づく輸

出の拡大をベースとするチリモデルが成功したのは、その実施された経済政策

の結果によるものか、単に一次産品輸出の拡大を可能にするという点で運のい

い時期に当たっていた結果なのかを明らかにする必要があると述べている。
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第10章 チリにおける長期経済成長u’

は じ め に

（2）

1985～99年の間、チリ経済は年率で6.7％の成長を達成した。この実績をも
（3）

たらしたのは、主として実質平均9.9％の伸びを示した輸出であった。現在価

格での輸出額(FOB)は1985年の38億ドルから1 999年の156億ドルにまで増加

した。このダイナムズムは、経済の安定一インフレーションは1985年の30.7％

から1999年の3.3％にまで沈静化一と生活状況の大きな改善を伴ったものであつ
（4） （5） （6）

た。国際社会はチリを、競争力、制度面の強固さ 及びファイナンシャル．
（7）

リスク の点から見て、投資先として比較的安全な地域であるとしている。貧

困層が人口に占める割合は1987年の45.1％（550万人）から1998年の21.7％

(1)ここに表明されている見解は著者のものであって、必ずしもECLACとしての見解
を反映しているとは限らない。

(2)最近の国際的危機の影響を受けた1998年と1 999年を除く、1985～97年の年平均成長
率は7.7％であった。

(3)国民経済計算の定義による。

(4) UNDP (国連開発計画）の統計によれば、購買力平価でみた一人当りGDPを1995
年価格で比べると、1985年の2345ドルから1998年には4784ドルにまで倍増した。同時
期に人間開発指数(HDI)は0.753から0.826に上昇した。現在チリは一人当りGDPで

174カ国中47位、HDIでは38位である。「最先進経済圏」( IMFの分類による）を除い
た場合、チリの順位はそれぞれ19位と10位になる。

(5)世界経済フォーラムの国際競争力レポート2000によると、チリは58カ国中26位で、
「最先進経済圏」( IMFの分類による）を除いた場合は2位になる。

(6)トランスパレンシー・インターナショナルの腐敗受容指数2000によると、チリは90
カ国中18位で、「最先進経済諸国」( IMFの分類による）を除いた場合、発展途上国中
1位になる。

(7)チリのソブリン債はスタンダード．アンド・プアーズによればA-に、ムーデイズ

によればBAA 1とされる。これはラテンアメリカの中で最高の評価であり、中国、
イスラエル、チェコ共和国、ポーランドといった国々と同格である。米国財務省証券
とソブリン債のスプレッドは230ベーシックポイントであり、これはラテンアメリカ

の中では最も小さいが、その他地域でチリと同等のソブリン債の評価を受けている国々
よりは大きい。
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(320万人）にまで減少した。同時期、極貧層も17.4％（210万人）から5.6％

(80万人）に減少した。この急激な改善過程は、所得分配における評価すべき
（8）

記録となっている。しかし、「アジア危機」の時期にチリ経済が見せた脆弱さ

は、1990年代半ばの「テキーラ危機」の際にみせた粘り強さと対照的である。

チリ経済の規模は比較的小さい（1999年のGDPは680億ドル）にもかかわら
（9）

ず、上記のような現象は少なからぬ数の研究対象となってきた。本章の目的

は、1980年代半ばからのチリ経済の成功を説明する要因について概括的に検討

し、今後も高度成長が続く見込みについて評価することにある。

1．歴史的背景

チリ経済の優れたパフォーマンスは比較的最近のことである。図1は1990年

までの30年間における実際のGDP及び潜在GDPを示している。1960年代は着

実で緩やかな成長をとげた時期であるが、広く行われていた輸入代替戦略は行

き詰まりの兆候を示していた。1970年代初頭、この輸入代替化戦略を深化させ、

国の役割を強化、拡大する試みがなされたが、その結果マクロ経済の不均衡が

累積し、政情不安が高まることとなった。

(8) De Gregorio and Landerretche (1998)は、方法論上の理由によって、国際比
較はチリの不平等の程度を過大評価する傾向にあることを論じている。とはいえ、チ
リの不平等は解決すべき周知の懸案事項である。

(9)特に以下の研究を参照せよ。Bosworth、Dornbusch and Labdn ( 1994 )、
Cort肉夙ar and Vial (1998)、Toloza and Lahera (1998)、Ffrench-Davis (1999)、

MoguillanSky (1999)、Perry及びLeipziger (1999)、Sachs，T ," rrain及びWarner
（1999)、Jadresic and Zahler (2M0)、Larrain and Vergara (2000)。
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図1 チリ1 960-1 990 :現実のGDPと潜在G DP'/
（1977年価格によるGDP : 1960=100)
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1／ 潜在GDPの推定方法に関してはMarfdn and Artiagoitia (1989)参照。

1973年に軍事クーデターが起こり、長期にわたって続いてきた民主主義の伝

統が中断された。経済的観点から見ると、軍事政権は市場、貿易及び金融自由

化に向けた改革に踏み出し、公的企業の民営化に対する最初の盛り上がりを作

り出した。この時期に行われた諸改革の頂点をなすのが、1980年の年金制度改

革である。マクロ経済上の観点から見れば、1970年代半ばの景気後退は、シビ

アな経済不均衡に対処するためになされた荒療治の当然の結果であった。財政

収支は回復し、インフレは3桁の水準から改善したが、この70年代は別な局面

での深刻な不均衡を伴って終わった。過剰な民間支出、資産インフレ、為替増

価及び対外債務の増大などである。景気後退と、構造改革による雇用破壊の結

果として、失業率も高止まりした。緩やかなGDP平均成長率(2.1% )のまま、

民間部門による外国からの安易な借り入れによって国内支出の過剰が明白とな

りつつ、1970年代は終わりを告げた。別な観点から見ると、この70年代は直接

投資(FDI)流入が乏しかったことで明らかなように、政治的状況が改革プロ

セスの妥当性に影響を与えていた。

1980年代は過去50年間で最も厳しい景気後退とともに始まった。国際的状況

が極めて厳しいなか、70年代のナイーブな規制緩和の結果拡大していた持続不
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可能な対外不均衡と不健全な国内金融部門のために、チリ経済は脆弱な状況に

あった。景気後退と対外債務危機による通貨価値の下落の両方が原因となって、

倒産が一般化し、国内銀行部門は深刻な不良債権を抱えていた。この危機への

対処方法は、1970年代の場合以上に現実的な－単なるイデオロギーに対置され

るものとしての－要素を含んでいた。80年代を通じて引き続き諸々の改革が行
（10）

われたが、中でも公的企業の民営化と荒廃した銀行部門の再建が行われた。

また、金融の規制と監督の質こそが真に重要な問題であるという基本認識に立っ

た。この80年代に行われた主な改革の最後のものは、新たに中央銀行の地位を

独立にしたことであった。また1984年の税制改革は、それ以降の国民貯蓄の増
（11）

加を説明する有力な要因であり、言及に値するものである。

1982～83年の景気後退の影響によって、1980年代の平均成長率は緩やかなも

のとなった。しかし、図1に見られるように、80年代後半に入ると成長は加速

し始めた。それは主に、国際状況の改善、賢明なマクロ経済運営及び、貿易自

由化と為替減価によって輸出がダイナミックに伸びたことによるものである。

成長は主に景気後退からの回復として始まったが、潜在的産出量も同時に拡大

し始めた。80年代の終わりには、均衡を回復したどころか、景気過熱の兆候が
（12）

再び現れるようになった。

別な観点から見ると、1980年代前半の調整プロセスを通じて、社会政策はネ

ガティブな影響を受けた。1980年代後半の回復により財政収入は大きく伸びた

ため、それを社会支出を取り戻すために使うこともできたはずである。しかし、

(10 国内銀行部門の全般的な破産に対しては、国家による介入と再民営化がなされた。
銀行オーナーたちは資本を失ったが、預金を保護し、システムが失った支払い能力を

取り戻すために、多くの措置が導入された。銀行システムへの厳しい規制と監督が、
それまでのリベラルな規範に取って代わった。

(11) MarfAn (1998).
(12）1989年には輸入がドル換算で34.5％という持続不可能なペースで伸びた一方、年間
インフレ率は1988年の12.7％から1990年初頭には30%にまで上昇した。
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政治的判断によって財政上の余裕は減税に振り向けられることとなり、必要と

された社会支出は先延ばしにされた。社会の苦しみと大規模な抗議により、経

済改革プロセスの正当性と政治的持続可能性に対して絶えず疑念が投げかけら

れ、政権の権威主義的性格は抵抗を受け続けた。

以上の20年間は、政治的、社会的及び経済的に見て深いトラウマを受けた時

期であった。その歴史的解釈は（おそらくはこの論文が立脚している観点も含

めて）いまだにチリ人の間で議論の対象となっており、深い意見の対立をもた

らしている。政治面のトラウマは、1973年以前の政治的事件、73年に起きた長

い民主主義の伝統の中断、そして権威主義的政権下での過酷な政治状況に関係

している。社会面のトラウマは、福祉国家としての後退と、マクロ経済の不安

定性や構造改革によって生じた苦しみに関係している。経済面のトラウマは主

として、1970年代前半に3桁にまで進んだインフレーション、主な相対価格
（13）

(為替相場、実質賃金及び金利）の急激な変動、企業所有形態の変化、そして

80年代の金融危機から生じた諸々の結果に関係している。

これらの出来事はチリの成功の基礎となる安定性一最も広い意味における－

に対して、その政治的価値を高める上で重要な意味を持った。先進諸国の大半

が共通して、高度成長と安定を迎える前に、深いトラウマを残す歴史的事件を

体験していることは興味深いことである。苦しみに満ちた経験がいかにして国

家的チャンスに変容していくかという点については本章の範囲を超えている。

だが、チリが成功するか否かは、間違いなく、トラウマを受けた過去を繰り返

さないようにする政治的意志に強く関わっている。1989年12月に行われた民主

的な大統領選挙は、政治的に持続可能な改革プロセスの要素に透明性を与え、

経済主体が行動する際の時間的視野を広げる上で重要な効果をもたらした。

(1］ この変化の中には、1 970年代初頭に実施された国有化、1 980年代初頭に一般化した

倒産（多くの企業が直接または間接的に介入を受けた）、そして1970及び80年代の民

営化プロセスが含まれる。
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1990年代の経済的成功のうちどの程度が、構造改革か、健全なマクロ経済政

策か、国際状況の改善か、或いは新しい民主主義的環境がもたらした信頼性に

よるのかを明らかにするのは容易なことではない。経済と政治のプロセスにはそ

れぞれ微妙ないくつもの構成要素があって、互いに関連し合っているのである。

Jadresic and Zahler ( 2000 )は、1 960～98年の時期を対象とした計量経済

分析で、それらの要素を考慮した成長に関する興味深い試算を行った。彼らは

平均生産性向上（労働者一人当りのGDP)の長期的な動きを、構造改革指数、

政治的権利指数（これらはいずれも他の出典から借用されている）、インフレ

率、国際状況を表す変数としての国際金利、などの関数として説明しようとす
（14）

る。1990年代の急速な生産性向上に関する彼らの試算の主な結果は、以下の

ようなものである。

・’960年代と比べると、構造改革が最も説明力がある。他の変数も重要では

あるが、それらの効果は互いに打ち消しあう。

、’970年代と比べると、インフレ率の低下が最も説明力がある。この場合も、

他の変数の効果は互いに打ち消しあう傾向がある。

・1980年代と比べると、1990年代の急速な生産性向上の大部分は、政治的権

利の改善によって説明される。他の変数はこの効果を補った。これは構造

改革がいっそう深化し、インフレ率と海外金利がいずれも1990年代に入る

と80年代より低くなったためである。

構造改革、民主主義、制度面の強度、信頼性及びレビュテーションといった

要素は定性的判断に関わる事柄であって、この例に見られるような統計的分析

には大きな限界がある。この研究の著者は正しく、彼らが用いたアプローチに

ついて多くの断り書きを並べている。とはいえ、彼らが出した結論はこの種の

(11 彼らは交易条件を変数からは除外した。それは分析の対象とした期間を通じて交易

条件の変動が安定的であったからである。すなわち、交易条件の変動は生産性向上の

短期的な変動を説明するかもしれないが、その長期的な変動の説明には役に立たない

ということである。
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分析に許される概括的な観点から見る限り道理にかなっている。

2.1990年代の経済パフオーマンス

（15）

1990年代を通じてマクロ経済実績は著しく改善した。新しい民主主義政権

は過熱した経済を引き継いだにもかかわらず、マクロ経済全般の状況は概して

すばらしいものだった。経済は再びボランタリーな海外からの貸出を利用し始

めた。国民貯蓄は80年代後半に既に急激に上昇しており（図2参照)、中央政

府は1987年度のような黒字となり、中央銀行は独立した立場となった。最初の

取り組みは、政権の移行に伴う緊張の緩和一とりわけ、すでに民政移管に踏み

切っていた他のラテンアメリカ諸国が厳しい財政状況に苦しんでいたので－に

注がれた。また、力強い経済運営への信頼や、中道左派連合政権にとって何か

特に重要な事柄への信頼を構築することに注がれた。もっと構造的な観点から

見るなら、安定を保ちつつ成長と公正を調和させることが目標であった。また

政治的観点から見るなら、依然として根強い政治的対立を残し、強い権威主義

図2 チリ1985-99：投資のファイナンス（対GDP比）
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(11 1998年と1 999年の出来事は特別に言及するべきものであり、後で取り上げる。
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勢力が残存しているという一つの国の中で、主な目標は公正な民主主義統治を

確かなものにしていくことであった。

政権を担う与党中道左派と新右翼の野党との間で成立した多くの政治的合意

によって、増税、新たな社会プログラムの導入、労働法のマイルドな改正など

がなされた。また1990年代の大半の期間を通じて、主要な労働組合や企業家連

盟といくつかの特定の問題に関して合意が成立した。これらのプロセスは新政

権に対する信頼を生み、経済的・政治的統治能力が増し、新しい連合政権が社

会の需要に慎重に対処できることを証明した。この時期は「合意の民主主義」

として知られているが、1998年に終わりを告げた。この年アジア危機の兆候が

感じられ始め、ピノチェト将軍がロンドンで逮捕された。また、直前の1997年

12月の議会選挙では、これらの合意に携わった主役たちが、左右どちらか一方

的な立場をとった政党と比べて得票数を減らした。しかし、いずれにせよ、強

力なマクロ経済政策、世界市場への開放、健全な資源配分のために市場を重視

する姿勢は、1990年代を通じて正当性を獲得し、「第2世代の構造改革」の積

極的なプロセスも開始された。これらの改革のいくつかについては簡略な説明

を補論1に記した。一般に、成長の一部は改革によるものであるが、高度成長

から生じる問題の解決のため更に改革が必要となる。

成長とは、創造と破壊の混合物である。創造的側面はチャンスと富をもたら

し、制度構築ためのインスピレーションの源となる。破壊的側面は不安と変革

の源であるが、同時にやはり、制度構築のためのインスピレーションの源とな

る。これらの要素はチリの高度成長プロセスにおいても見られた。とりわけ、

｢成長の苦しみ」とでも呼べる事例は数多くあるが、一般にそうした事例は、

生産性向上の点で立ち遅れてきた生産部門や地理的地域に見られるものであ
（16）

る。言い換えれば、高度成長には、生産性の向上や競争力の向上という強い

(1 j 最も象徴的な事例は国有採炭会社ENACARの閉鎖であった。この会社への補助金

は給与総額すら超えるレベルにまで増額されていたが、90年代末に比較的平和的なプ
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要素を伴い、全体として実質賃金の上昇や為替増価傾向を生み出すが、高度成

長プロセスに立ち遅れた部門・活動・地域も生み出す。適切な対応とは、成長

を阻止するものでもなく、創造的な変化や構造改革を妨げるものでもない。し

かし、構造改革が持つポテンシャルと正当性は、1990年代のように、敗者が職

場での再配置や職業訓練や再就職政策によって保護されている場合、一層高ま

る。ここで、このプロセスが、特定の部門を優遇する産業政策を採用せずに進

められてきた点に注目することが重要である。若干の例外はあったものの、特

定の産業を特別扱いすることはなかった。またこのわずかな例外のいくつかは
（17）

1 990年代を通じて廃止されていった。職業訓練、輸出促進、開発金融、イン

フラ投資などの積極的な産業政策は存在する。だが、そうした政策は全産業を

対象としたものであって、いかなる特定の部門のみを対象としたものではない。

マクロ経済をみると、1 990年代は1997年までGDP成長率、輸出、雇用、投

資及び財政収支において、めざましい実績を残した。しかし、この成果は、景

気変動に対する継続的な政策努力を要求することとなった。チリ経済のサイク

ルの特徴は－高度成長している他国とも共通するが－，国内支出がGDPより

も変動することである。図3を見ると、GDPの伸びが加速するとき国内アブ

ソープションは一層加速し、減速するときには国内アブソープションは一層減

速することが分かる。これは典型的な不安定な動きであり、マクロ経済運営に

緊張をもたらしてきた。図4は、この現象は主に民間支出の動きに関連してお

ロセスで閉鎖するに至った。しかしその際、職業訓練、再就職、年金の前払い、採炭
州のための転換計画など多くの補償措置が採られた。同様な取り組みは、国の最北端
と最南端の地域でも実施されている。

(131”0年代を通じ、農業、鉱業、道路運送業に対する特別な所得税措置が、大企業に
対しては廃止された。自動車産業に対する特別措置も廃止され、林業に対する補助金
も削減された。小麦、砂糖、植物性及び動物性油の輸入に影響を与えるバンド制は今
でも残っているが、その主な目的は、平均的な国際価格から国内の生産者を保護する
ことにあるのではなく、国際価格の変動の影響をやわらげることにある。主要輸出品
である銅の安定化基金と、主要輸入品である石油の安定化基金は残っているが、両者
は大規模な交易条件の変動から生じる影響を緩和してきた。
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り、国内支出サイクルは純資本流入と相互関連してきたことを示している。こ

のダイナミズムは、単純な解決策がない厄介な政策上の問題をもたらすのであ
（18）

る。

,経常収支赤字の拡大と為替増価によって純資金流入を調整する方法では、

海外からのショックに対する脆弱性を増してしまう。1982～83年の危機以

前のチリ、1994～95年の危機以前のメキシコ、アジア危機以前の東南アジ

ア諸国などのケースである。程度はそれぞれ異なるものの、これらの事例

には共通して、経常収支赤字、過度の民間支出を反映した大幅な財政黒字、

通貨の増価といった点がみられた。

･過剰な民間支出を減らすために金融引き締め政策を採用する方法もまた、

ボランタリーな資金流入がある状況下では自滅的である。なぜならば、裁

定取引と過度の資金流入を促し、一層の通貨増価と一層の脆弱性をもたら

すからである。

･外貨準備をある一定額を超える額まで積み増す方法は、高いコストを支払

うことになり、最終的にはやはり自滅的である。過剰な支出が行われてい

る状況下では、外貨準備を積み増す際には、中央銀行は国内市場で債券を

発行して、金融への影響を不胎化する必要がある。それは明らかに民間部

門による裁定取引と同じことで、中央銀行は投機家が得る利益と同じ額の

損失をこうむるだろう。

･財政引き締め政策は間違いなく効果的だろう。だが、財政黒字を一定額を

超えてまで増やすのは政治的に実行不能である。政府は過剰な民間支出を

抑制するために、増税するか歳出を抑制して黒字を増やす必要がある。一

度少なからぬ財政黒字を達成してしまえば、この戦略がパレート最適であ

るかはっきりしなくなる。

(13 Marfan (2000).
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･資本流出を促進することも効果的だろう。特に、チリの場合のように、資

本流出がそれまで抑制されていた場合には明らかである。しかし、いった

んポートフォリオの均衡を達成してしまうと、国境を越える資本取引が、

国内と国外とで同じ刺激に対して異なった反応をする理由はもはやなくな

る。

図3 チリ1 988-2000 : G D Pと国内アブソープション成長率

（四半期データによる移動平均）
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図4 チリ1 994-2000 :国内支出の構成変化率(%)
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1 990年代、程度は異なるものの上記の政策オプションはどれも部分的には実
( 19)

行されてきた。その上1991年には、短期の裁定取引を阻止するために、資本

流入に対する強制預託金制度（エンカヘ制度）が導入された。この制度は資本

流入一ただし直接投資を除く－への従価税として作用し、短期資本コストを引

き上げた。純資本流入の規模に影響を与えたかどうか、この制度のコストと利

益はまだ議論すべき問題である。対外債務の長期短期比率を改善させたことに
( 20)

ついては、議論の余地は少ない。証明することは難しいが、本章では、この

制度は特に1990年代前半には純流入額を減少させるのに効果があったという見

地に立つ。1993～94年の国内需要の減速は、主として強制預託金制度を含む国

内政策の結果によるものであった。この装置は、1995年の「テキーラ危機」に

対してチリ経済が見せた回復力と、同年のチリに追い風となった交易条件ショッ

クによるたなぼた利益を理解する上で重要である。強制預託金制度の効果は、

中央銀行が預託率を固定した1996年から薄らぎ始めた。純流入が減少しつつあっ

た1998年に、強制預託率はゼロにまで引き下げられた。これらの期間全体を通

じて、中央銀行は為替政策において国際収支均衡を重視したが、資本流入の強

さとその規模を考えるならば、それは常に十分なものではなかった。

こうした取り組みにもかかわらず、1997年のチリ経済は脆弱な状態にあった。

経常収支赤字はGDPの5.4%にまで上昇し、その間純資本流入はGDPの9.9%

となった。これらの数値はある部分、経済がうまくいっていることへの自然な

反応であった。一方では、テキーラ危機後にみせた回復力は、国内外の投資家

に、チリ経済は危機に強いという印象を与えていた。だが他方では、チリの主

要な大企業は投資にあたって国外からの資金調達を求める以外に方法はなかつ
（21）

た。

(11 チリが特にラテンアメリカ地域で重要な資本輸出国になったことは興味深い。

(20 中長期の対外債務と短期の対外債務との比率は、1990年の3.1から1”7年の6.4に上
昇したが、この期間、強制預託制度が機能していた。

@1)金融部門のリスク分散を仮定するなら、国内全銀行のシンジケートローンの最大額
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過剰な経常収支赤字とペソの増価による1997年のチリ経済の脆弱さは当局に

は明らかであったので、前述したほとんどの政策選択肢が検討された。民間部

門は、この年の財政黒字がGDPの2%もあったにもかかわらず、一層の歳出

削減を求めた。一方中央銀行は、為替増価を防ぐことや資本流入の管理強化に

対して、非常に消極的であった。

アジア危機はチリ経済に対して主に二つのルートから打撃を与えた。一方で

は輸出商品価格の下落が生じ、1998年にはGDPの2.2 %に相当する交易条件の

悪化の影響がみられた。輸出量はダイナミックに伸びていた（1998年は7.3％

増）にもかかわらず、輸出のドル価額は11%も下落した。他方では金融ショッ

クが生じ、純資本流入の対GDP比は1 997年の9.9 %から1998年の4.5%へ、さら

に1999年のマイナス1.1％へと大きく落ち込んだ。これら純資本流入規模の変
（22）

動は、最初のうちは、チリの優良な利子率のスプレッドの動きにみられた よ

うに、「ラテンアメリカの隣国からの伝染」を反映していたが、しかし同時に、

民間の大企業が対外借入れに対し、いっそう慎重な態度を取るようになったこ

とを意味していた。1998年末には、過剰な経常収支赤字が調整された一方、期

待が新しい状況に適応し、国内需要は急激に減少した。1999年に、チリ経済は
（23）

それまでの16年間で初めての景気後退を経験し、1986年 以来初めて財政が赤

字(GDPの1.4% )となった。最近の国際石油価格の上昇が国内市場の回復ｽ

ﾋｰﾄに影響を与えている擬)金融緩和､]999年半ばまでの財政引き締めの

と年金基金が大企業に供給できる資金額はあわせて、GDPの1%程度である。大企
業の資金需要はその上限をはるかに上回るので、海外からの資金調達（と為替リスク）
は避けられない。

@2) 1999年、政府は、信用できるカントリー・リスクのベンチマークを作るために、ソ
ブリン債を発行した。

㈲ 86年の財政赤字の要因は、政府収入の減少と、それまで実施されてきた公的プログ
ラムや改革によって政府収入が硬直的だったこと、民間支出が急激に落ち込んでいる

なか財政引締めを緩和したことであった。2000年の予算では、財政引締めに着手した。
“）石油価格の上昇は、GDPのおよそ1.5%に当る、総需要への直接的なマイナスのショッ

クを与えた。またインフレの一時的上昇を引き起こし、中央銀行は、何が得策だった
か考えることなく即座に引き締め政策を採用した。
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延期、輸出のダイナミズムによって、1999年後半に回復し始めた。

1997～98年の東南アジア経済や1994～95年のメキシコの場合とは反対に、チ

リの景気後退は、レギュレーシヨン・スキームが強固なことによってファンダ

メンタルな国内金融危機とはならなかった。不良債権が全融資に占める比率は、

1997年の1.0％から、現在(2000年10月)、まだ安全な水準といえるが1.9%にま

で上昇した。しかしながら、チリの大企業が国内金融市場に復帰したことで、

中小企業が新規融資から締め出された。

経済の力は困難な時期にこそ試される。チリの場合、輸出量一特に非伝統産

品輸出一のダイナミックな動きと、金融部門が示した強さが、チリの開発戦略

における二つの良いテスト・サンプルを提供した。この二つの面では、画期的

な技術革新がおこるとは思えない。1998～”年の危機の影響は、主に国内市場

に頼っている建設業や非輸出財製造業での産出量や雇用の落ち込みという形に

集中した。今後国内需要が回復しても、一層の投資や生産性の向上なしに、こ

れらの部門が危機以前の活動や雇用レベルに戻ることはないであろう。

3．ダイナミックな長期成長過程の要約

輸出にみられたダイナミズムは、「開かれた地域主義」として知られるチリ
（25）

のリニューアルされた貿易戦略を広範に下支えした。しかしながら、主要な

国際商品価格が不安定であることは、チリの特定商品への貿易特化という状況
（26）

を改善すべきかどうかの議論を引き起こしてきた。図5は1990年代の輸出額

の変動を、銅輸出、その他の伝統産品輸出一大半は天然資源をベースとする商

品、及び非伝統産品輸出一大半は天然資源を加工したもの－にグループ分けし

て描いている。輸出量は毎年伸びたが、伝統産品輸出は国際価格に左右されて

補論を参照。

例えば、Sachs、Larrain and Warner (1999)、Moguillansky (2000)を参照。
(25）

㈱
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きた。天然資源をベースにしながらも国際商品ではない非伝統産品輸出は、ダ

イナミックにかつ着実に伸びており、現在その規模は銅輸出に匹敵し、銅以外

の伝統産品輸出を上回る。長期的にはチリは、オーストラリア、ニュージーラ

ンドや南アフリカといった、南半球で資源に恵まれた諸国のように、天然資源
(27)

の加工業に特化すべきである。しかしながら、一層天然資源の加工に特化し

ていくためには、1990年代同様にインフラ投資や技術革新に対して特に力を入

れていく必要があり、これは依然としてチリの今後のアジェンダの中での懸案

となっている。

図5 チリ1991-2000 :輸出額( FOB、100万ドル）
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2000年3月に就任したラゴス大統領は、国家的レベルでの「IT経済」につ

いて特に関心を示している。IT分野における最近の発展ぶりは、世界の各地
（28）

域と同様に目を見張るものである。世界の主要市場との距離というコストを

⑳ それに加えて、19兜年代を通じてドルベースで平均8.3%もの伸びを示した非金融サー

ビス輸出も重要なものとなった。さらに、チリは多国籍企業が地域本部を設置する上
での重要な場所にもなった。

⑬ チリのインターネット接続数は国民10"人あたり41.2 (2000年4月）で、これは米
国の10分の1、ラテンアメリカではブラジルに次いで2位である。1999年4月と比べ
ると4倍に伸びている。
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軽減する上で、技術進歩は重要で、チリのような国にとっては特に意味がある。

事実、チリに導入された技術は大きなものではなかったが、輸送通信コストが

削減できたことで、大きな国際的競争力を得た。今後、特定の産業を優遇せず、

世界市場へ一層参入し、広範なFTAネットワークを構築するという現在の産

業政策を変える可能性は少ない。特定産業を優遇しない政策を推進することは

新政権の原則でもある。

別な方面では、持続可能な成長にふさわしい環境を政治が保つことができる

かという問題に関心が持たれている。ロンドンでピノチェト将軍が拘束を解か

れて以来、軍事政権期の人権侵害に対する訴訟がいっそう盛んとなり、政治情

勢を極めて悪化させている。過去30年の歴史的事件がチリ人の間に根深い政治

的対立を生んでいることについては、我々は既に言及した。しかし、その必然

的な結果、チリの開発戦略の主な要素については、あまり広範な検討が行われ

てこなかった。開かれた地域主義という戦略に対して、強力なマクロ経済政策

（とりわけ厳しい財政支出に関し）の必要性に対して、あるいは財産所有権に

対して、真剣な問いかけはない。他方、一層「グローバル化」するために現実

的な方法を引き続き追求する必要については、いかに取り組むかに関して種々

の意見があるが、広範なコンセンサスができている。

経済状況をめぐる議論のほかにも、経済面の構造問題において議論を呼んで
（29） （30） （31）

いる問題として、労働法改革、環境保護、政府の大きさ など、他のほとん

(21 労働法の改革に関して、これまで極めて理屈抜きの議論が行われてきた。ところが、
議論の行われたタイミングー顕在失業率がまだ1”8～”年の景気後退を反映している
時期一のおかげで、チリが遵守していないいくつかのILO (国際労働機関）基準に対
する政府の姿勢がやわらいだ。

鋤 環境問題と先住民文化保護の問題は、ごく最近になって公の議論で取り上げられる
ようになった。市民社会組織は先進諸国ほどは世論を形成できず、公的機関も最近に
なってようやく設置された。この分野に改革が必要なことは間違いない。特に裁量権
を制限する方向で、また中央、地方及び市町村レベルでこの分野に関わる各種機関の
活動上のルールや範囲を明確に定める方向で事を進める必要がある。

(31）中央政府と地方公共団体の歳入総額は1999年にはGDPの24.6%に相当する。政府プ
ログラムー特に社会プログラムーのための追加財源に、脱税の抑止と税制の抜け穴防
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どの先進民主主義諸国でも抱える問題がある。他国の場合と同様に、この議論

は、グローバリゼーションへの対応方法をめく、る根本的な論争を反映している。

実際、グローバリゼーションと技術変化の波は、人々の生活のほとんどあらゆ

る面に、興味深い世界規模の新たなチャレンジを生み出している。両者は新し

い事を行う、また同じ事をより上手に行う機会を大幅に広げた。経済的観点か

ら見ると、距離は縮まり、注意すべき点はあるが、市場アクセスは飛躍的に拡

大した。全ての面で、これらのプロセスのアドバンテージは関連する費用を上

回り、数年前と比べて成長が高まることが現実的にみえる。

しかし、社会面での結果は明らかではない。成長に内在する創造と破壊のミッ

クスは、技術革新とグローバリゼーションに結びつくと一層あからさまで容赦

のないものとなり、あらゆる分野で勝者と敗者を生み出すだろう。最強の者、

最も適応した者、そしてより資産のある者が、最も弱い者を駆逐するという純

粋な経済的「ダーウイニズム」は、社会面では悲惨な結果となるのかもしれな

い。最近先進諸国で見られるように、もし経済の変動がもたらす苦痛によりグ

ローバリゼーシヨンに反対する勢力が増すならば、政治的な対立をもたらし、

成長阻害要因になるかもしれない。だが他方で、変化から身を守るための硬い

組織は結局は変化を妨げ、逆効果になるだろう。

こうした問題はチリの政治論争の中に暗に含まれている。変化に対してどの

くらい柔軟で、またどれくらい防ぐべきかというトレードオフは、当然政治が

対象にすべき問題である。しかしながら、政府の規模、労働法や環境といった

問題に関して、チリ人の間では他国と比べて、割合と見解の相違が少ない。国

際市場との結びつきを強化し、強力なマクロ経済政策を追求するといった大前

止によりGDPの1.5%分の税収増加を図ろうとする改革案が、現在国会で審議中であ
る。もし純歳入が伸びるならば、個人所得税を軽減する可能性を政府は捨て去ること
はないであろう。右派野党は課税評価プランに異議を唱えはしなかったが、税制の抜
け穴防止策と純粋な増税との区別があまりに不明瞭であると主張している。こうした
中で、政府は財源がはっきりするまでは、新しいプログラムの導入を控えている。



ラテンアメリカにおける政策改革の研究284

提に対して、真剣な問いかけを行う議論はない。「第2世代の改革」プロセス

は、民主主義と成熟した国民の議論といった形で正当性を持ちながら続けられ

るべきである。

1 998～99年の危機のとき、以下のようなマクロ経済政策、特に為替相場、通

貨及び金融政策に改革が求められていた。

1999年に中央銀行が3度のペソへの攻撃に直面した後、旧来の為替バンド

制は、それまでしばしばバンドを突き抜けたことがあったが、新しく自由

変動相場制に取って代わられた。初めは一時的なものと見なされていた新

しい為替政策だったが、バンドの維持にたびたび失敗してきたことと、危

機以前は中央銀行が介入すれば追加的資本流入が起こると思われていたこ

とから、これは為替制度の構造に関わる決定のように思われる。この意味

で、チリ当局は、ドル化又はカレンシーボード制や為替の自由な変動相場

制のような極端な制度の方が、いろいろと組み合わせた制度よりも優れて

いると考えた点において、最近はやり始めた伝統的な理論に従っている。

金融政策の主な変更点として、ペソ建て外債の発行促進がある。為替リス

クからチリ人の借り手を守るため、ペソ建て証券の国際市場を構築すると

いう考えは、危機以前には取り組まれたことはなかった。ペソ建ての国内

資本市場が海外資本に支配されないために、海外からのポートフォリオ投

資の資金引上期限に対する規制（訳者注：短期資金は一年以内の資金引き

上げを禁止する規制）は廃止された。

金融政策の主な変更点としては、中期的なインフレ目標値に幅（年間イン

フレ率2～4％）を設けたことと、中央銀行の予測及び中央銀行理事会の

開催日程に関して透明性を高めたことである。オーバーナイトのインフレ

調整金利をターケットとすることは今も変わっていない。金融政策に一層

の透明性を導入するという考えは、ペソに対する投機的攻撃を避けるため

のものである。
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、以上のような変更点のほかに、財政政策は景気の循環に関係なく、GDP

の1％に相当する構造的財政黒字を目標としていくよう求めることとなっ
（32）

た。このコミットメントは、1999年の財政赤字の後や、民間部門の期待

や一般的な「経済的ムード」が危機によって深刻な影響を受けた後に、強

力な財政政策に対する信用を再び獲得するのに役立っている。しかしなが

ら、1%という黒字目標は1990年代のほとんどの年度の実績と比べて厳し

いものではないことに注目しなければならない。

図4に見られるように、回復は力強いものであった－ただし、国内市場に対

する刺激は弱かった－．また、2000年のGDP成長率は5.5%程度と見込まれ、

2001年は6％に近づくものと見込まれている。世界経済が大きく落ち込まない

限り、チリ経済はこうしたダイナムズムにより2002年には再び高度成長となる

に違いない。しかしながら、マクロ経済政策における政策変更一変動為替相場

制、ペソ建て国際債権市場の構築、為替及び財政政策に関する透明性とルール

の確立一によるメリットは、新興経済圏に対して国際金融システムが大規模な

融資を再開するときに試されるであろう。国際金融制度に大きな改革がなされ

ないなかで、国際金融資本の不安定な動きが自然と抑えられることは難しいだ

ろう。その場合には、資本の流れを再び規制するのが適切な場合もあるかもし

れない｡とはいえ、新政権が強力なマクロ経済政策に積極的に関わっていくこ

とは明らかである。

6z)構造的財政黒字とは、GDPと銅価格の推定トレンドからの偏差に従って実際の財

政収支を修正し、民営化に伴う収入のような一時的な歳入と歳出を除去したもの。
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補論: 1990年代の主要な改革

(1)貿易戦略としての開かれた地域主義：関税が1990年の一律15％から2002年

には6％にまで引き下げられる。関税引き下げによる財政損失を補填する

ために他の税率を上げる諸法案とともに、大多数の賛成で関税引き下げ法

案が成立した。しかし、世界市場にユニラテラルに市場を開放するという

コミットメントは、開かれた経済小国にとっては悪い知らせとなる、貿易

ブロックが世界中で形成される恐れに直面した。チリが取った対応は、ユ

ニラテラルな戦略を補うために自由貿易協定(FTA)網に参加し、ブロッ

クのメンバーになることだった。1990年代を通じて、チリは南米南部共同

市場( MERCOSUR )の準加盟国となり、またメキシコ、カナダ、コロン

ビア、ベネズエラ及びペルーや他の西半球諸国とFTAを締結し、現在は

韓国と交渉を進めている。さらに、チリはEUと「枠組み協定」を締結し

たが、これは将来FTA交渉につながるものである。チリはまたAPECの正

式加盟国となった。ユニラテラルな自由化とバイラテラルやマルチラテラ

ルの協定を組み合わせる戦略は、「開かれた地域主義」として知られてい

るものである。

(2)民営化：財政黒字を維持するというコミットメントは重要で、マクロ経済

政策への信頼を生み出した。また、財政黒字はややもすれば過剰になりや

すい民間支出へのマクロ経済上のバッファーとなり、また、民間部門の金

融面のクラウディング．アウトを防いだ。しかしながら、財政黒字とは、

公共貯蓄が公共投資を完全にフアイナンスしなければいけないことを意味

する。ところが、チリ経済が直面した明らかな問題は、インフラ投資にお

けるボトルネックであり、インフラ投資だけは経済全体ほど伸びなかった。

必要な投資に資金供給するために公共貯蓄を増やすとすれば、それは社会

支出（政府支出のほとんど3分の2に相当する）を削減することになるか、
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新たな増税を意味した。そこでたどり着いた結論は、主要な高速道路網、

主要な港と空港、水道会社とまだ残っていたエネルギー関連の国有企業を、

民営化するか、そのコンセッシヨンを競売にかけることであった。このい

ずれの場合でも、新しい経営者や権利の譲受人は必要な投資を実行しなけ

ればならないというコミットメントがなされ、公共財に必要な法的規定が

定められた。

(3)資本市場改革：1990年代初頭、年金基金はGDPのほぼ40%を占めていた

が、規制によって主に利付き国内債へ投資していた。一方で、多くの民間

企業は良い投資チャンスを抱えていたが、国内資金調達に不自由していた。

この問題を解決すべ<、機関投資家のポートフォリオ構成にフレキシビリ

ティを持たせるよう、多くの資本市場改革が実行された。これらの改革は

多くの異なった目標を目指していた。(a)選択的金融資産（変動金利資産

も含む）への信頼できるリスク評価を導入する。(b)透明性とデイスクロー

ジャーに関する規範を厳しくする。(c)インサイダー取引、利益対立その

他の資本市場の失敗を防止するために金融統治を改善する。(d)国際基準

に従ったコーポレート・ガバナンスとテンダー・オファー法。(e)プロジェ

クト・ファイナンス・スキームの促進などである。国際金融市場へのより

よい統合を促進するための規範も認可された。中でも代表的なのは、(a)

米国預託証券(ADR)発行に関する規範、(b)年令基令のポートフォリオ

対外投資限度額の引き上げ、(c)二重課税協定交渉を容易にするための税

法改正、(d)チリの対外直接投資を容易にするための外国為替規範の改正

である。

(4)銀行法：主要な民間銀行に影響を及ぼした1980年代の金融危機から生じた

困難な結果に対して、1995年に最終的な解決策が取られ、銀行法の重要な

近代化が認められた。とりわけ、バーゼル委員会勧告を遵守するための一

つの改革が認可された。それは、銀行の持ち株に対する監視を強化し、銀
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行部門の国際化を促進し、銀行とその関連子会社が運営・生産することの

できた業務や生産物をアップデートし、許認可に際しての自由裁量的慣行

を廃止するものである。

（5）教育改革：人的資本の高い伸びと投資は、公正を伴った成長戦略を構成す

る二つの主要な要素である。チリの初頭・中等教育はほぼ完全に国民に普

及した。しかし質についてはシビアな問題があった。教育インフラを倹約

したために多くの校舎は1日2交替制で利用され、年間授業時間は世界の

最低レベルでわずか800時間にしかならないシステムとなっていた。教師

の賃金アップ、教育の質の向上、就学前の児童教育の普及は、1990年代初

頭から始められた。1997年には、年間授業時間数の50％増、教育内容の改

善、2交替制を廃止するためのインフラを追加提供する改革が承認された。

この過程における財政努力はすばらしいものであり、それは今も進行中で

ある。

(6)司法改革：20世紀全体を通じて、チリは裁判官が同時に検察官の役目も果

たすという特異な司法制度を有していた。この司法制度の欠陥は、国内全

体が近代化していくなかますます明らかとなってきた。1990年代末、裁判

官と検察官の役割を分離、司法制度内でのプロフェッショナル・キャリア

を改善、第1審での口頭審問を迅速にするため多くの法律が成立した。教

育の場合と同様に、この改革の背後でなされた財政努力は重要であり、今

もその努力は進行中である。

(7)公的機関の近代化：民間部門との賃金格差を縮めようとする取り組みは

1990年代に始められ、オーストラリアとニュージーランドでの経験を取り

入れた近代化スキームが導入された。すなわち、個人目標と組織目標が導

入され、また様々な行政サービスの運営の質に対して外部評価が導入され

た。この点に関してすべきことはまだ数多くあるが、多くの特定行政サー

ビスにおいて相当な前進が見られた。例えば、国内税務、税関、予算局、
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銀行及び証券会社の監督、旧年金制度の運営（訳者注：年金改革の際に新

制度に入らなかった人たちの年金は政府が運営している）などなどである。
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第11章 ﾁﾘにおける貿易自由化､発展､政策!)

は じ め に

国が天然資源をベースにして成長、発展できるかという点について、疑問を

唱える人がいる。これは非常に重要な問いかけである。成長発展できないとい

うならば、チリがこの25年間に歩んできた発展の道筋は間違っていることにな

る。そして、発展途上国では、他の分野を犠牲にして特定の分野をサポートす

る産業政策が必要となる。残念なことに、国家による経済への介入や一般的な

保護政策（産業政策の自然な結果）といったチリの経験はネガティブなもので

あった。従って、疑問に対する答えはその方向にはないことになる。このこと

は、政策策定者にとってジレンマとなっている。というのも産業政策はチリで

は機能しない一方で、非介入政策では経済発展しないという主張があるからで

ある。

ここで、私はこのジレンマには根拠がないことを強調したい。天然資源の豊

富な国は貧困のままでいるよう運命づけられていると信じるに足る理由はない。

Sachs and Warner ( 1995)は、「天然資源の呪い」について記し、天然資源

に呪われた国は成長率が低いという証拠を示した。私は、天然資源は成長率に

マイナスの影響を及ぼすが、それは国家による介入による影響が原因であると

いうLane and Tornell (1995)の指摘が正しいと考えている。つまり、天然

資源が豊富であると（政治的過程を通じて）成長と矛盾する政策が生み出され

(1) Patricio Meller氏にアドバイスをいただいたことに感謝の意を表したい。Ricardo

Carrasco氏から情報を提供していただき、厚く感謝する。また、Andr6s Pardo氏

からは現在の貿易データを提供していただいた。本論文の所見は、私の個人的なもの
である。
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（2）

るということだ。国家による介入がほとんどない自由主義政策、簡素で限定

的な規制、そして自由貿易志向は、天然資源のある国々の発展を遅らせはしな

かった。

この論文における論点の一つは、チリの政策策定者が抱いている沈滞感や不

満の要因の一部は、この4年間輸出が伸び悩んでいることにある。政策策定者

は、もしかしたら天然資源輸出をベースとした成長が限界に達したのではない

かと思い始めた。ところが、輸出の伸び悩みは、成長が限界を迎えたためとい

うよりは、為替レートの増価に関連しているもので、為替減価が2年続き2000

年の輸出は急増した。これから、この悲観主義が克服されたことを示したい。

技術と天然資源を創造的な方法で組み合わせた新しい輸出セクターの例や、サ

ケなどの新しく成熟した産業が輸出の限界を迎えても新たに発展の余地がある

例を示す。

よって本章では、政府が経済にあまり介入せず、規制が技術革新を抑制しな

い限りは、チリの成長見通しに対して非常に楽観視している。

本章では、第1節、第2節でこの30年間のチリの貿易政策史を振り返ったの

ち、現在の貿易政策について分析する。そして、天然資源をベースとした発展

への批判について考え、発展には選択肢があまりないことを主張する。続く第

3節では、最近成熟した輸出セクターと成長途上の輸出セクターについてのケー

ス・スタディを簡単に紹介する。そして最後に結論を述べる。

（3）

1．チリの自由化政策小史

この四半世紀におけるチリの貿易政策と、特に最近のジレンマを理解するに

(2)そのような国は、産業政策や保護主義をとる傾向がある。Sachs and Warner
（1”5）からの引用。

(3)本セクションのデータは、主にHachette (20N)から引用している。
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は、輸入代替期を振り返る必要がある。輸入代替政策は、アジェンデ政権を倒

壊させたクーデターとともに終わった。1973年、不適切な経済政策が深刻な政

治問題と重なり、チリ経済はカオスにあった。経済危機の種は、1930年代半ば

に既に蒔かれていた。当時、チリは外向的発展モデルと決別して輸入代替体制

へと移行した。輸入代替は初めの頃は結構うまく行っていたが、1960年代、成

長が徐々に鈍化し銅市場のパフォーマンスに依存するようになると、諸般の問

題を抱えるようになった。低成長によって社会的プレッシャーが生まれ、国は

非常に不安定な状態になった。更にこれに民間投資を抑圧するというアジェン

デ政権の経済政策も加わった。1973年9月のクーデター後、チリは経済自由化

プログラムに乗り出し、輸出指向型経済政策へ回帰した。

表1 実効保護率の推移（％）

1961 1967 1975 1 1979

平 均 133 168 90 13

標準偏差 117 282 33 2

範 囲 488 1127 137

７

出所: Hachette (2000)

表1から分かるように、1979年以前の経済は、高くて品目ごとにばらばらな

実効保護率によって歪められていた。さらに、1970-73年は、輸入の関税品目
（4）

の56％はCIF価格の10,000%の事前デポジットが求められ、残りの関税品目は

輸入ライセンスを取得するための根拠のはっきりしない手続きが必要であった。

クーデター後、経済は自由化の局面を迎え、基本的には1975年までにはほとん

どの非関税障壁は撤廃された。さらに、関税率が引き下げられ、品目ごとの関

(4)インフレが100%をはるかに超えていた当時、デポジットの利子はゼロであった。
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税率のばらつきも縮小した。関税率の最頻値と最高値については表2に記載さ

れている。1975年には、関税率と品目ごとの関税率のばらつきは大幅に縮小し

た。この年チリでは激しい景気後退(GDPが15%以上縮小）となり、輸入代

替に特化していた多数の企業が倒産した。1975年以降1982年まで高い成長率な

がらも不安定な成長を続けたが、1982年には、為替レートの調整不良によって

経済危機が生じ、軍事独裁政権があわや倒壊しそうになった。

表2 関 税 率（％）

最 高 税 率 最

750

220

120

90

35

10

20

35

20

11

そ
一

●
玄
十

Ｆ
一

頻
一
心
一
卯
一
弱
一
物
一
加
一
ｍ
一
加
一
お
一
刈
一
Ⅱ

1973年

1973年

1975年

1975年

1977年

1979年

1983年

1984年

1 985年

1991年

叩一”一喝一湘一岨一叩一羽一叩一銅一明

出所: Hachette (2M0)

1975年以降、総じて貿易は大幅に増大した。1976年から1980年までの5年間

の輸出の平均伸び率は12.0％を記録した。因みに1966- 1970年は0.5 %、1970-

1975年は4.8％であった。輸出品の構成も大きく変化した。1970年に全輸出の

約76% (1973年はもっと高かった）を占めていた銅は、1980年には全輸出の

46.1％を占めるにとどまった。残りは、魚貝類（6％)、農産物（6％）、林産

物（12.7％）であった。輸出品目は多様化し、輸入市場の地域も分散した。

実質為替レートが増価したことで輸出の高い伸びは急に止まり、1981年の輸
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出は20%以上減少し52億47百万ドルとなった一方、輸入は63億64百万ドルへと

急増した。GDPの11%に達した貿易赤字は、外国資金の大量な流入により維
（5）

持された。外国の銀行が貸し出しを止めた時経済は崩壊し、1983年にはGDP

は14.1%縮小、失業率は25%を超えるまで上昇し、多くの銀行や企業が倒産し

た。1985年になっても経済は回復せず、1981-1985年の平均GDP成長率はマ

イナス0.4%であった。これは、1人当たりの所得はもっと大きく落ち込んだ

ことを意味している。1982年以降、企業寄り（即ち非テクノクラート）内閣が

関税率を引き上げ（表2を参照)、アンチダンピング(AD)制度を導入した。
（6）

1985年にはテクノクラートの内閣が復帰し、関税率を再度引き下げた。こ

れに加えて実質為替レートの減価もあって輸出は再び伸び始め、1986-1998年

にかけては毎年平均10.5％以上の伸びとなった。この時期大規模な銅山開発プ

ロジェクトが展開され、銅輸出が急増したにもかかわらず、チリの輸出に占め
（7）

る銅の割合は1999年には38％にまで低下した。

輸出の高い伸びは、『ej"t昭7o simp"jcqdo (簡素払戻制度、訳者注：正式

名称は非伝統産品輸出払戻金制度＝末尾参照)、つまり新しい輸出ラインへの

輸出助成金という形に装いを変えた制度によって支えられていた。原則として、

『ei"tegro (払戻）とは、投入財へかかった関税額と海外販売に対する付加価

値税分を返すものであるため、WTOで認められている。s"p "jc(zdo (簡素）

版が助成金となるのは、経理を必要としないためだ。つまり、新しくて重要で

はない輸出ラインにおいて、輸出業者は輸出FOB価額から一律関税率分を取
（8）

り戻す。総輸出額は、1990年に107億ドルであったのが1 999年には156億ドル

(5) Meller (1996) 200ページ。

(6)政治的圧力を静めるため、テクノクラートは4つの農産物について「価格バンド制
(bandas )」を導入した。これについては後ほど説明するが、直く．に保護貿易の手段
となった。

(7) Andr6s Pardoの論文からの最新データ。

(8)これは上手にデザインされた助成金であった。なぜならば、その関税ラインでの累
計輸出価額が10百万ドルを超えると確実にこの制度の適用対象からはずれるため、受
領国に対して実際にはほとんど被害を与えなかったからだ。



ラテンアメリカにおける政策改革の研究298

（1999年ドル価格）にまで伸びたが、輸出は実質為替レートが増価した1995年
（9）

以降伸び悩んでいる。輸出相手地域の構成はバランスがとれている。1998年

の輸出のうち、ラテンアメリカ向けが約20％、NAFTA諸国向けが22%、EU

向けが28％でアジア向けが26％（日本は全輸出の13％以上を占めている）を占
（10）

めた。

近年、チリは貿易政策に微妙な態度をとっている。一方で6％の一律関税に

向けて関税率を引き下げているが、他方ではセーフガードや他の不測事態への

保護策を使用し始め、農産物の価格バンド制度はさらに保護主義的になり、貿

易に対する技術的障害や規格を貿易障壁として使用し始めたように見える。保

護主義に関わるもう一つの問題として、90年代チリは自由貿易協定を締結する

政策をとり始めたことがある。このことについてはまた直ぐに触れる。

2．最近の貿易政策

この節では、1986年から1"1年にかけてのチリの貿易政策は、若干の例外は

あるものの一律関税率を低く引き下げ、非関税貿易障壁もほとんどないという

開放政策の教科書のようなものであったことを記述する。1990年には貿易は

GDPの50%以上を占めていた(WDR, 1993)｡ 90年代初め、新しく成立した

民主主義政権はメキシコのNAFTA加盟が認められたことに刺激されて、チリ

モデルに貿易ブロックの概念を含むよう賢明とはいえない手段を追加した。こ

の政策の変更の意味については十分に分析されていたわけではなかったよう
（11）

だ。Hachette ( 2000)によると、政策変更にはいくつかの要因があった。そ

(9)”年から2皿年9月までは、このところの輸出の伸び悩み傾向は中断し、輸出は19
％伸びた。これは、最近の実質為替レートの減価によるものと考えられる。データは
チリ中央銀行。

(10 Hachette (2000)。

('1）貿易ブロックのメリットとデメリットについての最新の分析は世界銀行（2000）を
参照。
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れは、a)貿易ブロックの外に置いていかれることへの不安、b)ピノチェト

政権時代に国際社会ののけ者であった国が国際社会に復帰する「政治的」必要

性、c)軍事独裁政権の政策を何がしか変える政治的必要性、d)ユニラテラ

ルな自由化から得られる利益はもう尽きており、輸出の次の段階（より工業化

された製品や高付加価値製品の輸出）へ移行する方法は貿易ブロックに参加す

るしかないという認識、e)協定の一般条項に例外を求める圧力団体からの政
（12）

治的なサポートの可能性、などである。

90年代初め、チリはNAFTAに加盟しようとしたが、アメリカに拒否されて

しまった。アメリカは、はるかに重要なメキシコとの協定に精力を傾けるよう

決めていたからである。これに対し、チリは協定をメキシコ（1992年、1 998年

に更新・拡充）とカナダ（1997年）と締結した。しかしその過程でチリは、ボ

リビア、ベネズエラ、コスタ・リカ、エル・サルバドル、パナマ、コロンビア、

エクアドル、ペルー、キューバ、FTAA、それに何よりも重要なメルコスール

との自由貿易協定の締結を決定した。これらの協定の多くにはあまり目的はな

かったようである。というのも、二国間の貿易があまり活発でなかったり（コ

スタ・リカ、エル・サルバドル、パナマ)、協定の例外品目が取引品目のかな

りの部分に相当するなどあまりにも多かったり（ボリビア、ペルー、ベネズエ
（13）

ラ、最初のメキシコとの協定など）したからである。

チリにとって最も重要なブロックはメルコスールだろう。メルコスール加盟

国はチリの完全参加を望んでいるが、ゆるいFTAという形でチリはメルコスー

(12）”年代当時、他にf)外務省の役人に仕事を提供する必要性、という理由もあっ

た。

(13) Pablo Serra (筆者との会話で）は、典型的なFTAでは、協定により利益を得、

その結果厚生を増す品目は全て例外品目となっていると主張している。その理由は、

価格の変化に応じて生産要素が再配分されるとき、つまりいくつかの産業が縮小した

り消滅したりするときに貿易の利益効果は最大となる。ところが例外はこの効果を妨

げようとするため、自由化は通常、一方の国が生産しておらず、協定締結前に世界市

場から調達している製品を対象とする。従って、この主張によるとFTAは貿易を迂回

させることになる。世界銀行（2帥0）27ページでも同様の指摘がある。
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ルに準加盟した。完全加盟しなかった理由はいろいろあるが、アルゼンチンと

ブラジルという主要加盟国の態度を抑える制度的環境がなかったことが最も大

きい。両国は約束を破るという歴史があり、他のメルコスール加盟国に対して
（14）

違法な貿易障壁をしばしば押しつけている。さらに、世界銀行（2000）など

では、関税同盟の利点の一つに、ほかの貿易ブロックともっと効果的に交渉で

きるということをあげている。残念なことに、この交渉の際にはブロック内で

共通の目的を持つことが必要とされる。メルコスール諸国間で輸出構成に相違

があるなか、特にチリのような国にはこのケースは当てはまらない。チリの貿

易パターンはブラジルとのみ一致し、その規模はブラジルの輸出と比べほんの

わずかであるためである。他の点では関連性はないが共通の立場をとっている

国々の場合は、関税同盟を通じた交渉の利点を認識することができる。例えば

農産物輸出におけるケアンズ・グループ（アルゼンチン、ブラジル、チリ、ニュー

ジーランド、オーストラリアを含む）のようにである。

2－1 チリの貿易の歪み

前述したように、90年代初めチリは低い一律関税で、例外も非関税障壁

( NTB)もほとんどなく、貿易理論を最高の形で適用した。現在の状況はやや

異なっている。関税は依然として低い（実際には平均でみて以前よりも更に低

い）が、このことにより、原産地や製品自体によって実効税率が異なっている

ことが隠されてしまっている。この関税構造はFTAの10年の結果である。幸

運なことに、低い関税によって貿易歪曲があまり大きなものにはなっていない。

残念なことに、チリは、セーフガード、アンチダンピング、国境での植物検

疫規制や行政措置など、さまざまなタイプの非関税障壁を導入し始めた。

(14）これらの障壁にはアルゼンチンの「統計税｣、Pacto Andino (アンデス・グルー
プ）とのブラジルのFTA交渉開始、ブラジルの行政措置などがある。
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2－1－1 価格バンド制

チリは、政治的にセンシテイブな中南部地方（穀倉地帯）での政治圧力を緩

和するため、農産物の価格バンド制を採用した。この制度は、小麦、砂糖、植
（15）

物油を対象とした。これらの商品では国際価格の変動が農民にあまりにも大

きなコストをかけること、そして国際価格が低いときに政府が関税率を引き上

げ、高いときには一律関税率よりも低く下げるという（保護の観点で）中立的

なバンドは、保護主義的なものではなく、価格の変動を緩和するもので、農民

の厚生を増すと主張されている。残念なことに、このメカニズムは適正には機

能しなかった。農民の圧力団体は国際価格が高いときバンドの操作を妨げ、バ

ンドを算出する行政機関に影響を与えたのだった。さらに、適用されうる最低

関税率はゼロであるが、最高関税率はチリに認められた讓許関税率であったた
（16）

め、決して価格の上下に対し対称的な制度ではなかった。バンドは、チリの

輸出業者にとっての生産要素コストの上昇と消費者に対して価格の上昇という

農業の状況を恒久的に特徴付けるものとなった。もっとも世界の農産物市場は

先進国によって歪められ、途卜国の生産者にとって不公平であることは事実で

はある。これは保護が誤った政策であることを意味している。

2－1－2 セーフガード

最近までチリにはセーフガードに関する法制度はなかったが、チリのほとん

どのまじめなエコノミストの反対を押し切って成立した。圧力団体がこの強力

な保護手段を支配すると、エコノミストたちが恐れていたことが直ちに現実の

(1， のちに小麦粉についてもバンド制が適用されることとなった。というのも、小麦の

バンド制により小麦価格が高くなり、小麦粉がアルゼンチンからの輸入に競争できず、

製粉業者が被害を被ったためである。

(1d 90年代初め一律関税は11%で、保護製品への讓許関税は31.5%であった。これは、

価格が下がる一般的な確率を考えると、このセクターでの期待保護率は11%以上であ

ることを意味する。バンドは中立というより保護的であった。しかし、このセクター

は讓許関税よりもはるかに高い保護を得ようとした。
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ものとなった。例えば、1999年にウルグアイラウンドでチリが合意した讓許関

税率31.5％を上回って保護できるように、バンドで保護している商品にセーフ
（17）

ガードが適用された。結局、砂糖の保護率は実に100％を超えるものになって

しまった。もちろん、現在政府は、讓許関税率を再交渉する時間を稼ぐために

これらのセーフガードの拡大を再交渉している。再び、まじめなエコノミスト

のほとんどは、この政策に反対する嘆願書に署名した。なぜならば、通常強力

な圧力団体は論理的主張に対して政治ケームで勝利するからである。ここで興

味深いことは、砂糖精製はチリでは独占であるため利益は集中される。砂糖精

製独占業者は、もし保護がなくなったら小規模農家への貸出を回収し、「チリ

で最大の地主になる」と政府を脅かしている。植物油の場合は、チリ産は国内

消費の10%に過ぎないが、消費者は国際価格よりも65%も高い価格を支払わな

ければならない。政府が特に反応を示さない一つの理由は、（バンドによる関

税収入の大部分を予算に組み入れようと考えている）財務省が、いかなる政策

の変更も政治的に影響力を持つ農民へ補助金を出すことにつながると感じてい

ることにあろう。

この10年間で小規模に組織された圧力団体が及ぼす影響は大きなものとなっ

た。というのも、政治家は洞察力に欠け、問題を最も簡単な方法で短期間に解

決しようとしたため、ミクロの良い政策策定に対しての評判が下がり、圧力団
（18）

体にはやさしいという評判を獲得したからである。

ニュージーランドとのFTA締結に失敗したことは、圧力団体の影響を実証

する極端な例であるといえる。両国とも農産物輸出業者のケアンズ．グループ

に加盟し、貿易スタンスも類似する点が多かったにもかかわらず、チリの牛乳

(11 輸入の急増や地元産業への損失に関する証拠はなかった。セーフガードは政治レベ

ルで決定され、決定前に開かれる公聴会は形式的なものにすぎない。
(13 わずかではあるが、政府が保護的圧力団体に抵抗しようとした例もあったが、経済

における国家の補完的役割について反対され、ポピュリストなどの反対者の支持を得
られなかった。
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生産者の圧力によって2回も失敗してしまった。

2－1－3 アンチダンピング規制

チリはWTOに加盟しているため、アンチダンピング手続きはアンチダンピ

ング協定に従う。にもかかわらず、ほかの国でも共通して見られるように、こ

の2，3年でアンチダンピング関税を容易に課せるような変更をとり入れた。

最も影響のあった変更点は、申し立てられたダンピング事例を調査、判定する

委員会（ここではまたセーフガードの適用も決定する）に農業省の代表を含め

たことであった。興味深いことに、チリにおける農場規模と土地をベースとす

る輸出（果物輸出が13.8億ドル、林産物輸出が約20億ドル、ワイン輸出が6億

ドル以上であり、もしチリが輸入と競合する農業を保護すると、これら全てが

NTB貿易規制に直面する可能性がある）を考えると、農業省は輸入代替圧力

団体一その経済的重要性ははるかに小さくとも－の指示に従う。農業省の代表

は、上記判定委員会で唯一明確な政策を持つメンバーであるため、農業省の意

向が採択を左右し、保護策を承認する傾向が強まっている。

2－1－4 衛生植物検疫規制

1947年の発足以来、当初のGATT協定は、規格と基準は保護の目的で使用す
（19）

べきではないと定めている。元々のGATT協定では、ある国が規則に違反して

いるかどうかを確認する効果的なメカニズムが欠けていたため、保護的な規格

の使用を防げなかった。さらに、規格の設定は各国の特権であり、それを規制

することはその国の主権の侵害に当たると主張されていた。GATTの規定は効

力がなかったことから、WTOは規格の使用に関してより厳しい規則を定め、

(1， この規制があるにもかかわらず、1947年の第1回GATTラウンドでは、基準と規格

は市場や抜け穴を「秩序づける」のに使用できると定めた。例えば米国の収穫時期に
チリ産ブドウが参入することを防ぐために、悪評に値するような市場の秩序づけが認

められている。
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不正な使用に対し訴えやすくなった。

チリは、近隣諸国のみならずアメリカからの農産物輸入さえも排除するため

に植物検疫規制を使用した。チリ国内で消費されずに再輸出され（例えばアル

ゼンチンからのレモンなど)、領内を通過するだけの輸出ですら、この問題に

直面した。というのも、チリの農民が、その地域には存在しないかあるいは根

絶されている疫病が入ってくる恐れがあるとクレームをつけたからである。こ

の最も良い例は、これから記述する肉の輸入のケースかもしれない。

（20）

2－1－5 アルゼンチン産の肉と口蹄疫

過去20年間にわたりチリは口蹄疫や地中海ミバエといった農産物の疫病の根

絶に取り組んできた結果、チリは農産物を衛生基準の厳しい国に対しても輸出

できるようになった。ほとんどの場合疫病をなくすことは国にとって有益であ

るが、疫病根絶が保護的措置として解釈されるケースもある。チリが多くの資

源を費やして口蹄疫を根絶したことを考えると、口蹄疫はアルゼンチンの風土
（21）

病であるといえよう。政策の目的は、チリが牛肉を輸出できるように口蹄疫

をなくすことであった。ところが、この政策は長年実行されてきたが、チリは

肉をわずかしか輸出してこなかった。チリは牛肉生産において比較優位がない

国なので、これは理解し得ることである。ところが、衛生植物検疫規制を理由

に生きている牛の輸入を阻止し、アルゼンチンからの肉の輸入を削減する政策

をとった。最近になって真空パックされた骨なし牛肉をアルゼンチンから輸入

することが可能になり、チリの牛肉生産者から多くの不満の声があがった。こ

のように、口蹄疫をなくす努力は、アルゼンチン牛肉の輸入を抑えるメカニズ

ムであるとも考えられる。さらに、アルゼンチンやその他の近隣諸国はこの疫

⑳ Fischer ( 2001 )より

@1)アルゼンチンと細長いチリとの国境地帯は、数千キロもの人口過疎地域である。定

期的に密輸される牛がチリの家畜に病気をうつす。こういうことが生じると、伝染を

阻止するために近郊にいる牛の全て破棄しなければならない。
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病を根絶したため、輸出は再び増大した。これに対して、チリでは肉の格付け

について基準外の方法を採用したので、アルゼンチン（とアメリカ）の牛肉生
（22）

産者は、これは貿易の技術的障害に当たると批判している。実際、農業圧力

団体のあるテクニカルアドバイザーは、私との個人的な会話において、それま

で輸入を抑えられなかったので、それが規制の目的であった、と告白している。

従って、口蹄疫が再びアルゼンチンで発見されると、農業圧力団体はおおいに

喜んだのである。

2－2 その他の国

保護を目的として、関税の代わりに非関税障壁を用いている国はチリだけで
（23）

はない。表3に、ラテンアメリカ諸国の規制の例を挙げた。

表3 ラテンアメリカにおける非関税障壁

国ｵ辻
』日 置

エル・サルバドル、パラグアイ、アルゼンチン、ブラ

ジル、ウルグアイ

輸入手続き

・輸入と税関制限

・輸入免許

・その他の税や料金

・付加価値税やその他の税の前払い

予期せぬ関税の引き上げ

アンチダンピングと相殺措置

セーフガード

傾斜関税

関税割当

表示要件

衛生植物検疫規制

特別農産物保護

メルコスール（特にブラジル）

メキシコ、アルゼンチン

ブラジル、チリ（最近）

エル・サルバドル、メルコスール、メキシコ

エル・サルバドル、メキシコ

メキシコ、チリ

チリ、メキシコ、ブラジル

全ての国

資料: Fischer and Meller (2001 )より。

(23 保護政策の結果ではあったが、口蹄疫をなくしたことはチリにとってプラスの外部

効果を生み出したと考えられる。チリが近隣諸国からくる風土病の駆除に努めた結果、

チリの植物検疫メカニズムへの信頼が高まり、輸入諸国はチリへの植物検疫要件の緩

和をしようとしている。

㈲ Fischer and Meller (2001 )より。
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さらに、チリは、以下の例にあるような他の国の非関税障壁に直面してい
（24）

る。

1．木箱入りの生鮮果物輸出を禁止し、包装材料のリサイクルを定めた法（ド

イツのT6pfer法)。その結果、輸出コストが大幅に増大し、木箱生産に携わ

る企業の倒産が増大している。

2．青酸カリに汚染された可能性のある2個のぶどうが発見されたことによる、

アメリカへのチリ産果物輸出の一方的禁止措置。

3．メキシコへの魚粉輸出に関してのダンピングと衛生植物検疫問題の申し立

て。メキシコとチリはそのとき既に自由貿易協定を締結したばかりだった。

4．アメリカへのサケ輸出に影響を及ぼすダンピングの申し立て。サケは、近

年最も成長した産業の一つである。ダンピングと認定されたが追加関税が非

常に小さかったため、最終判定後も輸出は落ち込まなかった。ところが判決

が下るまでの間、適用される可能性のあった高い関税率を恐れて輸出を抑制

する必要があったので、非常に影響があった。

5．木製モールディングをカナダに輸出する際の困難。というのも、カナダで

は1つの木片で製造しなければならないという規格だが、チリでは短い木片

を組み合わせて製造していた。

6．フランスヘチリの帆立貝をCoquj"es Samt Jczquesというフランス語名で

輸出することの不可。チリ産帆立貝はフランス語名でないため、価格が低く
（25）

なること意味する。最終的に、WTOは輸出国チリの主張を支持した。

7．ベネズエラは、チリのワイン輸出業者がダンピングをしていると主張。こ

れは、ワインを生産していない国の訳のわからない申立であった。最近になっ

てこの主張は却下された。

例 最初の4つの例はFischer (2001 )より。

㈲ チリ産のものはpedo"cJes (注：フランス語で「脚」という意味）という全く魅力
に欠ける名前が付けられた。
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先進国は、通常発展途上国に対して公平でないことが多い。これまでに説明

したように、先進国の農業部門における保護政策は、保護を求めるチリの農民

がよく使う主張の一つである。先進国は付加価値品の輸入には傾斜関税を適用

するなど、一般的に発展途上国に対してほとんどの「貿易のトリック」を使用

している。以下の内容は、先進国が途上国に対して使用する非関税障壁の例で
（26）

ある。

EU

EUは相当低い関税率を誇っているが、家禽、酪農製品、肉、穀類、砂糖、

タバコなどいくつかの農産物では非常に高い関税をつけるなど、農業部門での

関税は高い。前述したように、関税には、品目によりある程度の傾斜がつけら

れている。果物やその他の農産物には関税割当がある。EUは、繊維部門を始

めアンチダンピング規制を常用している。安全性へのゼロ．リスク・アプロー

チや環境規制も、貿易障壁であるとみなされるかもしれない。さらに、新しい

ISO 9000とISO 14000基準によって途上国の小企業によるEU市場への輸出は

困難さを増し、貿易に対する技術的障害の特徴の多くを有する。ヨーロッパは、

ラテンアメリカ諸国の輸出品に対してさまざまな貿易摩擦を生み出してきた。

例えば、エクアドル産と中央アメリカ産のバナナに対する差別は、アメリカ．

EU間に深刻な貿易摩擦を生んだ。ヨーロッパは、GATTの基本原則に反して、

ワインをEUで認められた方法で製造することを要求するため、ワイン輸出も

貿易摩擦を容易に生じうる。

アメリカ

アメリカは多くの点で市場が開かれているが、かなりの保護が残っている面

㈱ Fischer (2001 )より。
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がある。鉄鋼、ブラジルの大豆とオレンジ、コロンビアやチリのサケと花卉に

対する無差別アンチダンピングや相殺補助金の申し立てや、突然の保護措置は、

注卜国の輸出業者に相当な不確実性をもたらしている。更に、外国の輸出業者

に対してバイアスのかかった果物市場での秩序づけや、ランダムにみえる植物
（27）

検疫規制の導入もみられる。アメリカの突然の保護措置には、GATT法令に矛

盾すると思われる問題もある。ラテンアメリカ諸国の中には（メキシコは別で

あるが)、アメリカとFTAを締結する可能性のある国があるが、米国政府に

｢ファストトラック」権限がないことからその見通しは暗いものになった。麻

薬撲滅に取り組んでいるかどうかアメリカがその国を認定する方法やその貿易

への影響にも問題がある。同様に、知的所有権保護についてアメリカ独自の基

準をあてはめる取り組みも途上国では問題であるとみなされている。というの

も、それに従わないと制裁が加えられるからである。

日本

日本はかつて農産物の輸入を妨げる無数の行政措置を用いていた。植物検疫

の手続きは依然として複雑であるものの多くの貿易障壁が解消された。特定の

品目に対しては高い関税が残されている。日本は、生鮮果物、野菜、その他園

芸産品などに厳しい条件を付けているが、その多くには科学的な根拠がない。

輸入された果物や花卉はしばしば燥蒸消毒され、商業的価値が失われてしまう。

このことは輸出業者へのリスクを高め、効果的な貿易障壁となっている。スナッ

ク食品、アイスクリーム、フルーツジュース、糖菓などの加工食品が傾斜関税

の対象となっている。靴などの部門は関税割当の保護を受けている一方で、付

加価値のある木製品は傾斜関税で保護されている。行政手続きはやっかいで遅

く、高い手数料をとる。日本も独自の時代遅れの基準を採用し、外国との競争

@7)例えば、木は既に化学的に処理されていたものであったにもかかわらず、害虫の可

能性からチリ産木材への輸入規制が行われた（のちに解除された)。
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を弱めるのに成功している。結論として、日本の経済政策が変わったことによ

り新しい形の保護は減ったが、途上国の輸出業者に対してはまだ大きな障壁が

残存している。

この章の結論

ほとんどの国と比べれば、チリはまだ開放された国である。私の考えるとこ

ろでは、現在の政策では断片的に保護主義の傾向が見られているので、国が今

後誤った方向に進んでしまう可能性がある。チリ輸出のサクセス．ストーリー

の代表であるワイン産業がリスクにさらされてしまうかもしれない場合があっ

てもピスコ（訳者注：ブドウから作る蒸留酒。ピスコと比べ輸入ウイスキーに

特別に高い税をかけていることでチリはEUにWTO提訴され、結局税率を変更

した）の場合のように、保護主義に反対する明らかなロビー活動はないようみ
（28）

える。これは驚くべきことである。なぜならば、チリのバンド対象品目への

スタンスによっては、チリの林産品輸出がチリのFTA締結相手国から規制を

受けることにつながるからだ。

3．発展と天然資源

この論文の主題の一つは、天然資源に基づく輸出が発展に対しての障害にな

るかどうかを考えることである。多くのエコノミストが主張してきたことによ

ると、経済の発展を反映するものとして、発展プロセスには天然資源の輸出か

ら工業製品そしてサービス輸出へ移行するという段階がある。この考えは、ア

ルゼンチン人エコノミスト、ラウル・プレビシュ( Ra(l 1 Prebisch )に支えら

れて1950年代から60年代にかけてラテンアメリカカリブ経済委員会(ECLAC )

㈱ ピスコの問題は今でもニュースになっている。Fischer (2001)を参照。
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が主張する輸入代替化政策へ結び付いた。前述したように、残念ながらこれら

の政策は60年代には停滞をもたらし、70，80年代のラテンアメリカにおける危

機の一つの源となってしまった。

これらの経験から学んだことの一つは、経済を開放することでより成長が導

かれるということである。特に、チリのような小さい経済の場合、発展という

梯子の次の段を登るためには何を輸出するのか、という疑問が持ち上がる。チ

リは天然資源が豊富で（労働力、農地やあらゆる形の資本は世界標準と比べ少

ない)、そのため天然資源輸出に経済が基づき続けるよう「運命づけ」られて

いるから、これは特に問題となる。プレビッシュの見解に立つ者の幾人かは、

チリは天然資源が豊富な故に先進国になるチャンスはないと結論付けるだろう。

この見方で、政策策定者のなかには直接投資に関するチリのスタンス（無差

別待遇）を変える提案、すなわちチリ国内でのハイテク企業の立地に助成する

提案をしたり、発展に不可欠と思う分野への保護を提案したりする者が現れ
（29）

た。これは当然、発展促進に失敗した50年代や60年代の政策に逆戻りするこ

とを意味する。私は、政策策定者が起業家の才能を過小評価していることが問

題であると思う。政策策定者は、マクロ経済データをみているので、将来の輸

出、技術革新や投資の方向性が分からない。さらに、彼らは将来のいかなる輸

出も現在の輸出と同じタイプだと思い、チリが現在成功しているのと同様の輸

出拡大は不可能だと思っているため、輸出が停滞することを恐れている。

この見解は一見納得できそうだが、私は間違っていると考えている。この見

解は、図’にみられるように、90年代後半に見られた経済と輸出の減速に影響

された面がある。輸出（およびGDP)の伸びの鈍化は現在の経済モデルの限

(2， このほかにも最近では、R&Dへの支出を、現在のGDPの0.8%から1.5%以上にま
で上昇させる提案がなされつつある。韓国などの発展に成功した国とは対照的に、チ
リ企業の研究費用は少なく、現在R&Dの約80%は政府によるものである。従って、
この提案によれば、生産企業には関心のない研究を行う甘やかされた研究者の閉鎖的
社会が生まれるであろう。
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界という恒久的な特徴であると主張する人もいる。一方で、この輸出の鈍化は

1991-98年の為替増価が要因であるという意見がある。この見方は、大幅な為

替レートの減価（1999年12月以降ドルに対して20%以上）の後、輸出の伸びは

19% (2000年10月まで）になったという事実から確認できる。この見解が正し

いとすると、落ち込んだ輸出の伸びを心配する理由はない。この解釈によると、

チリと貿易相手国との生産性格差の伸びを超えて為替が増価すると、輸出は打

撃を受ける。こうした見解に対し、環境上の制約で天然資源輸出を伸ばせない

こと、しかも環境保護主義者の圧力によって輸入側が輸入拡大に反対するとい

う批判がある。従って、こういった考えの人たちは特別なサポートメカニズム

なしで、チリが外向的発展をどのように維持できるか疑問視している。

図11960年～69年のチリの輸出（百万ドル）
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これに対して私が提案する回答は、次の項に記したケースに例示されている。

私は、まず起業家はその国にある状況を利用し、ある部門で輸出がうまくいく

と、他の輸出部門の発展に役立つような知識が生み出される点に注目した。そ

れ故、90年代に発展し成熟した2つの輸出指向産業についてまず簡単に考察し、

次に、現在発展途上にあり、やがて既存の成熟産業に取って代わるかもしれな

い産業について考察する。本節の最後で記述する幼稚産業は将来失敗に終わる

可能性は絶えずあるが、チリが多くの束縛や規制に妨げられなければ、他の新

しい産業が取って代わることに疑問の余地はない。注目すべき点は、新しく興

こりつつある産業と成熟した輸出指向産業との相互作用（知識や資源の観点で

の）は、60年代の経済分析の特徴であるリンケージのケースに相当すること
（30）

だ。最後に、これらの産業に必要な技術は割と高度であり、鮮魚（や魚の切

り身）をチリからアメリカに輸出することは伝統的産業における輸出よりも付
（31）

加価値が大きい点に注目する。

3－1 サケ

10年前、サケの輸出は始まったばかりでサケ産業は幼稚な段階であった。養

殖技術は、新しい商業技術の開発を目的とする民間の非営利団体、チリ財団

( Fundaci6n Chile)が開発した。チリ財団は、チリには長くて汚染されてい

ない（南部の）海岸線があり、サケの疫病がないという、サケ養殖に最適な条
（32）

件を誇っていることに気づいた。チリ財団は、最初にいくつかのセンターを

設立し、他の会社に技術支援を行い、初期には技術セミナーの実施を支援した。

⑳ 両者の相違点は、60年代の政策策定者は助成やその他の介入によってリンケージに
影響を及ぼそうとしていたが、ここで記述する例では企業家精神が解き放たれた自然
な結果ということである。

(31) Meller and Sa6z ( 1995)はこの点を強く主張している。

② このほかに、養殖シャケの主なエサとなる魚粉を天然の漁場から得ることができる
という利点も付け加えなければなるまい。
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サケの養殖が確立されると、財団はそのプラントを売却した（その利益は、後

にサケほどは成功していないプロジェクトに投資した)。新しい企業が誕生し、

生産もうなぎ登りに増えた。最新の見通しでは、2000年のサケの輸出は1999年

と比べ30％以上増え10億ドルに達し、この部門は天然漁業よりも経済的に重要

な地位を占めるのは時間の問題だとされている（図2参照)。

他の注目すべき点は、このような重要な産業が発展するためには、川上から

川下に至る産業の長いチェーンを築く必要があることである。魚学者や魚医の

育成、飼料産業の発展、薬品の流通システムの整備、サケが育ついかだ（ラフ

ト）や養殖に関わる特殊設備などの副次的産業の整備などが必要である。サケ

の疫病についての研究や疫病のチリの環境への適合性についての研究も一部で
（33）

行われている。にもかかわらず、サケの卵のほとんどは依然として輸入して

図2 チリと世界の養殖シャケの生産高（トン）
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㈲ 当初はチリ財団が行っていたが、現在はサケマス協会、地元の大学や大規模な企業
が実施している。
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おり、専門家は外国の疫病が入ってくることを恐れている。生産以後の過程で

は、スモークサーモン産業、鮮魚用の冷凍技術やチリ南部の養殖場からニュー

ヨークに24時間以内に運ぶ輸送網などの発展がある。このあとで説明するが、

これらの専門的な知識の多くはカレイ( turbot )やアワビ( abalone )などの
（34）

新しい産業に使用されている。

3－2 ワイン

チリでは16世紀以降ワイン生産が伸びている。16世紀とは、スペイン人が到

着してから100年もたっていない。その後の300年間、チリの気候に合った「国

産種( pais )」ブドウを使用して標準的な品質のワインが大量に生産された。

19世紀になると、フランス文化の影響を受けた大地主が、赤ではカベルネ．ソー

ビニオン、ピノ・ノアール、メルロー、カルメネル、白ではシャルドネ、ソー

ビニオン・プラン、プチ・バードットなど、フランスの上質ブドウ木の輸入を

始めた。同時に、これら地主たちはフランス式ワイン醸造という最新技術を輸

入した。チリワインはワイン品評会でも評価され、広く知られるようになった。

ところが輸入代替化の時期、アルコール税が導入され、1938年には新しいブド

ウ畑の開拓が禁止されると、その伝統は失われてしまった。チリでは70年代の

終わりまで、純正だが平凡なワインの生産が続いた。

80年代初め、数名の企業家は、チリにはカリフォルニア、オーストラリアや

南アフリカに劣らない良質ワインを産出する条件が備わっていることに気づい

た。つまり、乾燥して日が照る夏に冷え込む夜や、温暖な冬という条件である。

さらに、チリのブドウ畑は「ブドウネアブラムシ」の被害を受けていなかった

ため、接木されていないブドウ木は世界中でチリだけにしかなかった。（アメ

“ 訳者注：チリにおけるシャケ養殖の成功には、日本の国際協力事業団(JICA )に
よる長年の技術協力が貢献したことは見逃せない。日本から持ち込んだ技術そのもの
では成功しなかったものの、その過程で多くの人材が育成され、その後のシャケ養殖

産業の発展に大きく貢献した。また、現在も貝類養殖等で技術協力が行われている。
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リカ、フランスやオーストラリアから）投資や新技術が流入し始め、それにつ

れてワイン生産に適した土地の価格が上昇した。ワイン技術は急速にアップグ
（35）

レードし、古い樽は新しいステンレス製のものに置き換わった。ワイン醸造

法を学ぶ生徒数も大幅に増大し、最新の技術を学んだ。従って、チリワインの

質が向上し、国際品評会で再び評価されるようになったことは驚くことではな

い。輸出の伸びも期待され、現在は約6億ドルとなった（図3参照)。この段

階でチリの輸出業者は成功しているが、現在は最も高価で最も有名なワインで

ある、いわゆる超プレミアムワインを生産することに努めている。その理由は、

超プレミアムワインの評判は同じブドウ畑で生産されたすべての銘柄に影響す

るため、良く知られた超プレミアムワインがあることは効果的なマーケット手

図31981年～99年のワインの輸出（百万ドル）
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㈲ 良質のワインになると、ピン詰めの前に小さい新しいフランス製のオーク樽に貯蔵
されるという段階が加わる。
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段になるからだ。これまでは、このニッチに割り込むことは不可能であった。

この分野は世界中で激しい競争が行われており、主要市場では保護が働く可能

性もある。それでもやはり、天然資源に関連した新しい高度な技術の開発分野

の例といえよう。

3－3 ダンプ荷台

この分野は、天然資源をベースとした産業が存在することで製造業が発展し

た一例である。つまり、後方リンケージと呼ばれる例である。このケースでは、

鉱業市場が存在することと、それから得られた経験を生かすことで、チリの小

企業が大型採鉱ダンプ荷台（300トン）の世界市場において重要な一部を占め

ることができた。

チリは世界でも大きな鉱業部門を有する国の一つであり、これは特別な設備

への需要も大きいことを意味する。大規模（従業員1000名）な同族企業である

Dicsa社(DistribuidOres Cummins SA)は、かつて優れたメンテナンス部門

を持つ鉱業設備の販売業者であった。90年代半ば、チリ人エンジニアである

Cristian FEUereisenが新しい事業開発ユニットのマネージャーであった。こ

のユニットは、アメリカの高品質鋼鉄の生産者であるTricom社の代理店となっ

た。

その時点まで、採鉱ダンプ荷台は低品質鋼鉄で製造されており、鉱石がもた

らす磨耗に対し、磨耗止めとしての敷きがねによってダンプ荷台を保護するこ

とが必須であった。その磨耗止めは低品質の鋼鉄製で、通常ほぼ毎年交換しな

ければならなかった。高品質鋼鉄の販路を探す際、FEUereisenはダンプ荷台

の重量を落とすことで費用を大幅に削減でき、同時に磨耗止めの寿命も伸ばせ

ることに気づいた。

このユニットは結構成功し、FEUereisenは雇用主に対し、磨耗止めなしの、

高品質鋼鉄製の軽ダンプ荷台を新しく開発するのに1年間の許可と資金援助を
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求めた。このアイデアには、ダンプ荷台の重量を大幅に軽くし、毎回の運搬で

より多くの鉱物を運べるという利点があった。採鉱プロセスにかかる費用を大

幅に削減できるので、採鉱会社にとってそのモデルは非常に魅力的な計画になっ

た。企業資金と自己資金を合わせ、プロトタイプを製作するのに30万ドルを費

やした。

プロトタイプを製作したのち、コンセプトのテストのためPhelps Dodge社

が所有するチリの大鉱山、Candelaria銅山のダンプトラックに装備した。数カ

月後、ダンプ荷台はひび割れをおこしたが、幸いなことにそれは破損によるも
（36）

ので、基本的なコンセプトが間違っていたことを示したのではなかった。修

理後、ダンプ荷台は不良になるまで1年以上使えた。その時までに、Phelps

Dodge社はプロジェクトに関心を示し、ダンプ荷台の次の改良バージョンも成

功した。

一方で、1996-97年に、キャタピラー社がほぼ支配していた鉱業設備分野に

コマツが参入してきた（コマツマイニングシステム社)。同社はダンプ荷台部

門を除いてDicsa社を買収した。ダンプ荷台部門は会社から離れ、FEUereisen

とDicsa社の元のオーナーが所有するHiload社となった。

1996-97年の間に、Phelps Dodges社も説得され、10台のコマツトラックの

ために新しい軽ダンプ荷台を注文した。まだ若干の技術的な障害はあったもの

のその利点は十分に大きく、1998年には、新型軽ダンプ荷台を含む15台のトラッ

クがCollahuasi銅山に販売された。Pelambres銅山もダンプ荷台を20台購入し

た。

1 999年、Phelps Dodge社が所有するアメリカの鉱山であるChinoにおいて、

コマツとキャタピラー社が設計した軽ダンプ荷台とHiloadモデルとを比較す

るテストを行った。チリで設計されたものは、故障してもチリからのリモート.

“ 磨耗止めなしで高品質鋼鉄を使用すること以外に、新しいダンプ荷台は、支柱とし

て箱型棒の代わりにI型棒を使用している。
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コントロールですぐに修理できたが、他のものはしばらくして破滅的な失敗と

なった。

1999年は鉱業部門にとって悪い年であった。投資がほとんどなくなり、Hiload

社も閉鎖されて休止中の状態となった。2000年には再開して96台の新型軽ダン

プ荷台を販売し、同社によれば2001年には181台を販売する見通しである。販

売価格は約14万ドルで、その技術は国際的に特許を得ている。ダンプ荷台の世

界市場は年間約500 -600台であるため、Hiload社は同市場における有力企業

となった。実際、Hiload社の高品質鋼鉄需要はThyssen社といった鋼鉄生産大

企業の高品質鋼鉄生産の10%に相当している。

利用する側にとっての利点は非常に大きく、軽ダンプ荷台は約6ケ月の稼動

で元が取れる。Hiload社は工場に約200万ドルしか投資していないが、その技

術は非常に進んでおり、製造工程のほとんどが自動化されている。Hiload社

には60名の従業員しかおらず、非常に高い収益率を誇っている。

ここで注目すべき点は、この新製品は、天然資源の存在により大きな市場が

存在することに密接に関連していることだ。日本やドイツのメーカーは、鉱業

部門で求められている過酷な条件のなかで新型ダンプ荷台をテストするには、

現場まで輸送しなければでいけないのである。最後に、技術開発方法を学ぶた

めに、鉱山という大規模な現場が近くにあるというアドバンデージを生かして、

Hiload社は競争に打ち勝つため技術開発に多大な力を注いでいる。

3－4 カレイ

カレイはヨーロッパ系の料理で良く使われる魚である。天然の漁場が枯渇し

ているため、フランス、スペイン、スコットランドでは養殖を始め、市場の50

％を供給している。数年前、新しい製品や技術をチリに（民間企業と連携して）

導入しようと設立されたチリ財団は、カレイの養殖のためにヨーロッパの技術

を購入した。その結果は思わしくなく、努力は失敗に終わったが、関係したい
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〈つかの民間企業が（チリ財団と一緒に）新しい方法を試す決意をし、国産技

術が開発された。現在、チリは250トンの新鮮なカレイを生産しており、これ

は世界全体の売上の5％を占めている。

開発された技術には、卵、稚魚（14グラム）から成魚（1.5-4キロ）に至

るまでのカレイのライフサイクル全体に関するものが含まれている。これは複

雑な技術であり、海底の暗さを真似して暗くしたタンクで魚を育て、季節の変

化を真似して明るさや温度条件を変える。会社は稚魚のための独自のエサを生

産し、成魚のエサとして加工したサケのペレット（チリでは容易に入手可能）

を購入している。

付随したビジネスとして、シーフード・チリ社は中国に稚魚を輸出しており、

2000年は10万匹、来年は50万匹の輸出を予定している。現在のプラント設備で

のカレイの生産量は300トン程度と見積もられ、そのほとんどは1キロあたり

7.50ドルのFOB価格で輸出されている。収益性はあるものの、特に主要市場で

あるヨーロッパで15％の関税と輸送費用がかかってしまうのでそれほどでもな

い。さらに、ヨーロッパでの生産が伸びたので、価格が下がっている。代替手

段の開発にも力を入れており、会社は、チリ大学とワートン・スクールの協力

を得ながら、チリの通産省にあたるCORFOが費用を半分持つ形で、アメリカ

市場の需要調査をしている。

このケースでは、サケの養殖の成功によって得られた専門的技術と自信がカ

レイ養殖の技術の開発に役立った。さらに、今や海洋生物学者、養殖専門家、

魚類の病気を専門とした魚医など、技術開発に必要な専門的技術を持った人を

簡単に見つけることができる。

3－5 アワビ

アワビは草食の軟体動物であり、野生のものは乱獲されてしまっている。

1 968年には2.8万トンが収穫されたが、1996年には野生のものは1万トンにま
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で落ち込んでしまった。このことから養殖が試みられ、養殖は世界全体の生産

量のうち約5千トンにまで達した。アワビには多数の種があり、最も人気があ

るのは日本原産のエゾアワビである。需要はアジア、特に日本に集中している。

チリではチリ財団のもとで養殖が進められ、最初にカリフォルニア産の赤ア
（37）

ワビの養殖が試みられた。生産は「タネ｣、つまり受精卵の収集から始まり、

幼生、稚貝となっていく。このプロセスは、貝が10センチまたは120グラムと

いう市場向きの大きさになるまで、40ケ月続く。幼生にエサを与えるプロセス

は複雑で、特別なエサを作ることが必要で、さらに軟体動物の病気の研究者と

いった科学者の協力も要する。

1999年に初めて市場に出荷し、1キロあたり約30ドルのFOB価格で15トン

の新鮮なアワビが販売された。当初、日本での販売業者を見つけるのに困難を

伴ったが、解決されたようだ。2000年の生産量は50トンに達する予定で、現代

の極低温技術を使用して冷凍して輸出される予定だ。2003年には150トン輸出
（38）

し、個体あたりの利益も上がるよう目指している。最近では、シーフード・

チリ社はプロジェクトの拡大に800万ドルを承認した。これは、2004年に更に

販売を250トン増やすもので、2004年には約1200万ドルの輸出となるはずであ

る。

結

今
閉

二
二
口

豊富な天然資源を誇る、小さくて開放された国である。チリは発展

少なくとも2つの貿易に関連する問題に直面している。

海外の農産物市場における歪みなど輸出市場での貿易規制である。

チリは、

の過程で、

一つは、

鋤 チリにはco"c/lqZepqsという野生のアワビがある。これは肉食性（よって養殖が難
しい）で、乱獲の危機にさらされている。

(効 チリにはアワビの養殖に成功しているプロジェクトが少なくとももう一つあるが、

あまり進んでいるものではない。
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こうした規制はチリ国内で保護へのロビー活動を引き起こす。これに関連し、

今後採用可能性のある貿易規制についての政策分析の際には、チリ経済は小規

模であってもチリは多くの輸出市場で重要な地位を占めており、海外の競合す

る産業にとって輸入は脅威になりうることを再認識しなければならない。例え

ば、チリは、アメリカへのワイン輸出が第2位、養殖サケの生産が世界第2位、

銅輸出が第1位であり、この他にもブドウ（米国向け輸出で1位）やリンゴ

(EU向け輸出で1位）やキウイなどの果物市場でも重要な地位を占めている。

従って、チリの輸出に対する規制増加に直面する可能性がある。幸いなことに、

政府は、今後採用可能性のある貿易規制を取り除くことに努める特別なユニッ

トを海外事務所に創設するよう提案している。

もう一つは、天然資源に基づいた発展の道は存在しないという意見がある。

本章では、天然資源が豊富なことと低開発には相関関係はありうるものの、そ

の因果関係は、天然資源が豊富な国は保護主義に向かいやすく、天然資源輸出
（39）

をベースとした発展をしにくいという政治制度によるものと主張してきた。

また、天然資源に基づく産業は、現在の産業における輸出の伸びが限界に達し

た際に新しい輸出の源の見本になる可能性があることを示した。政策策定者は

分析で用いるマクロデータからでは、こうした発展をみることができないかも

しれないが、この論文で紹介した例は、チリの豊富な天然資源を用い、新しい

産業を興すための新技術と組み合わせるという数多くのプロジェクトのほんの

一部に過ぎない。

(31 Lane and Tornell ( 1995)の主張による。メレルは（筆者との会話で)、チリは

天然資源が豊富であるにもかかわらず過去15年間安定して成長したので、チリはアウ

トライアーであると指摘した。
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訳者備考：チリの主な輸出振興制度について

チリでは1980年代前半の経済の落ち込み以降、伝統産品（銅、硝石、魚粉な

ど）に高度に依存する従来の輸出構造の改善を目的として一連の輸出振興策が

設けられた。本文中に記述のあった非伝統産品輸出払戻金制度以外に、輸出産

品の生産に使用される原料の輸入税免除制度、機械類の輸入関税優遇制度、付

加価値税の回収などがある。以下、簡単に記す。なお、本備考は「2000年版チ

リ投資ガイドブック」（日智商工会議所発行）を要約したものである。

(1)非伝統産品輸出払戻金制度( reintegro simplificado )

1985年制定。非伝統産品を輸出した際に、輸出品目に応じて輸出額の一定の

割合が還付されるもの。1998年まで還付割合はFOBの3%、5%、10%であっ

たが、WTOとの整合性をとるため段階的に縮小しており、2005年末をもって

部分的に撤廃されることとなっている。対象産品、還付率やその条件は毎年経

済省が定めている。輸出業者が所定の申請書に輸出証明を添付して財務局に直

接提出すると、還付額相当の現地通貨建ての小切手が交付される。

(2)輸出産品の生産に使用される原料の輸入税免除制度(reintegro originado)

1988年制定。輸出業者は輸出産品の生産に直接的、間接的に使用した輸入原

材料、部品、その他中間財の輸入関税の払戻しを申請できるもの。

(3)機械類（資本財）の輸入関税優遇制度

1 987年制定。機械などの資本財輸入に対する関税(1999年は10%、2003年に

は6％にまで低下）の延べ払いを7年間まで認めるもの。

(4)付加価値税の回収

1974年制定。輸出産品に組み込まれた中間財の購入に伴って支払われた付加

価値税を当該輸出企業が国内販売、輸出の比率に応じて回収するもの。

（5）その他

輸出産品の生産に使用される原材料、部品などを製品として再輸出されるま
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での間保税される輸出民間保税倉庫制度( 1986年制定)、中小輸出業者が金融

機関から借り入れる融資に必要な担保が不足しているときに保証申請できる非

伝統産品輸出保証基金制度（1987年制定)、倉庫証券を発行する指定倉庫(1988

年制定）などがある。
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第12章 チリの民営化と民間主導経済の構築

は じ め に

（1）

チリ経済は1973年以降、劇的な構造変化を経験した。1930年代初めから貿

易障壁が増加、政府の介入はますます裁量的なものとなり、国営企業部門が成

長し、経済は中央集権化した。このような政策とともに、チリの相対的な経済

パフォーマンスは悪化した。さらに、特に1958年から1973年にかけては政治状

況が二極化し、経済及び社会政治面で一大危機を迎え、ついには1973年より劇

的な経済改革が行われることとなった。

1940年から1973年にかけては、他の多くの発展途上国と同様に、経済成長と

成長の果実の分配に政府が責任を負うのは当然のことであった。金融政策と財

政政策は拡張的で、投資における政府のシェアは常に拡大し、政府は積極的な

産業政策や所得政策を追求した。あらゆる種類の規制や財政政策が実施された

が、それは一般的に国の利益、特に経済成長にかなっていた。しかしながら、

この政策はレントシーキングを生み出し、最終的には経済全体の成長よりもシェ

ア拡大に向けた努力を生み出した。生産者は効率化を図るのではなく、保護と

市場支配力を求めて戦った。労働者はロビー活動で得られたレントを企業家と

分かち合うため、企業家を支持した。もちろん、消費者と社会全体が敗者となっ

た。

ついに軍が経済面におけるこの国の状況を悟るに至り、民主主義が機能する

国への準備として、これらの慣習からのラディカルな決別を選択した。従って、

競争的環境の下で、「民間企業家を成長のエンジン」とすることが決定され、

(1)チリ経済と社会指標に関する一般データは付録の表1Aに収録。



ラテンアメリカにおける政策改革の研究326

全ての国民が成長の果実にあずかる方法として、「社会支出は貧困層をターゲッ

トとする」ことが決定された。さらに、全ての経済主体にとって不確実性を減
（2）

らす方法として、制度変更を「ロックイン」した。

この論文は、企業家が経済活動の中心的役割を果たすことを目指して実行さ

れた、1973年後半から今日までの主な構造変化を記している。その後、広義の

意味での「民営化」プロセスについて、若干詳細に記しており、最後に、国の

もっと積極的な役割が必要だと考えている立場に対して若干の評価を述べる。

1.1973年以降の経済改革

以下の表1では現在と過去のチリの社会経済の仕組みの基本原則を比較して

いる。すぐに分かるように、経済的な観点からみると、現在の仕組みは本質的

に世界の近代的市場経済とそれほど異なっているわけではない。一部興味深い

違いは社会政策にあり、中にはチリが「先駆者」となっているものがある。社

会政策はこれまで「チリ型モデル」で主要な役割を果たしてきており、今後も

果たし続ける。というのもチリは、ほとんどのラテンアメリカ諸国など資源の

豊かな国と同様に、所得分配が非常に不平等で、貧困の水準が深刻であるから
（3）

だ。つまり、倫理上の理由と政治的理由から、全ての政府は所得分配が「改

善」されない場合、貧困削減を目的とした特別プログラムの実施に関わってお

り、今も関わり続けている。

(2) Corbo, Liiders and Spiller (1997)及びSapelli (2000)。
(3) Lal and Myint (1996)及びMIDEPLAN (1999)。
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表1 チリ：1973年以前と以後の経済・社会政策

1940-1973年

輸入代替モデル

1 973 - 2NO年

チリの社会市場経済モデル

経済における政府介入の増加

当局による差別

国の補完的役割(1)

当局を縛るルール

市場志向型規制

公的部門プロジェクト全てに対す

る強制的社会評価

国の役割

政治的な背景に基づく公共部門

の投資

一部、大半及びほぼ全てを政府

が決める固定価格

保護主義の増加

金融抑圧と金融隔離

自由価格

貿易政策と

金融政策 低関税で均一関税；割当なし

金融自由化の拡大と金融開放

所得政策

社会サービスの政府による直接

供給

中間階級の一部から中間階級の

他者への再分配

･社会サービスの民間による供給(2)

･各種資金のミックスと政府規制

･貧困層に向けた社会支出社会政策

(1)ここでの補完的役割とは、個人(individuals)または非営利団体( intermediary
institutions :共同組合、各種協会、組合、クラブ等）が公益（経済学用語では、最
大可能社会的厚生）を達成するに必要な手段を取れないか、取ろうとしない場合にの
み政府が果たす役割を意味する。

(2)社会サービスには公共教育、保健、住宅、及び年金が含まれる。

2．経済成長のエンジンとしての政府の補完性と民間部門

2－1 政府の補完性の意味

前述した補完性の下では、政府は公益を達成するために必要な活動のみに携

わっている。但し、こういった活動は民間人や非営利団体では実行できないか、

実行する意志がないために、実行されないものである。これは経済学では、（1）

重大な「市場の失敗」が存在し、(2)通常は非効率である「政府の失敗」のコ

ストが市場の失敗のコストを下回る場合にのみ政府は活動するべきである、と
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（4）

言い換えることができる。チリでは、公的部門よりも競争力のある民間企業

の方がほとんどの財やサービスを効率的に生産することができ、また、自然独

占の場合や金融サービスのような特殊な性格の産業の場合でも、公的機関の規

制を受けた民間企業による生産の方が、公的部門よりも効率的である点につき

コンセンサスが得られている。

従って、この概念の論理的な帰結として、(1)競争的市場経済の枠内で活動

する民間部門が経済成長の理想的なエンジンであり、(2)600余りの国有企業は

民営化されなければならなかった、ということになる。

2－2 民営化

民営化には多くの意味があるが、国有企業の売却プロセスという意味で使わ

れることが最も多い。但しこの論文で民営化とは、全般的に、生産部門、時に

は金融部門も、また公的教育、保健、住宅建設、年金更には公共事業といった

公的部門の官僚機構が供給してきた伝統的サービスの供給の民間への移管など、

若干幅広いプロセスを指す用語として使うものとする。ほとんどの場合民営化

が実行されれば、こういったサービスの供給は競争的となり、より効率的とな

ることができる。

政府の介入が市場の失敗を根拠に正当化されたことは今ではよく知られてい

る。しかしながら、そのような政府介入が数十年の間に急増した後、1 970年代

になると、政府は完壁からはほど遠く、政府の失敗というものが存在すること

がどこでも明らかとなった。このような政府の失敗はプリンシパル（依頼人）

＝エージェント（代理人）理論で恐らく最もうまく説明される。なお、この理

論は元来企業行動を説明するために発展したものである。要するに、依頼人

(4)この見解は、公共財の供給、マクロ経済の安定及び所得再分配など外部効果がある
場合、これら政策のコストが利益を上回らない範囲で、政府介入の理論的根拠となる
ものである。
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（企業所有者）の利益は代理人（経営者）の利益と必ずしも一致するわけでは

ないことである。比較的小規模な企業の場合、企業所有者は(1)利益と連動し

たボーナスを支払うなどして、企業所有者の利益にかなうよう行動させる契約

を経営者と結べ、(2)企業所有者は通常当該企業の資本の大部分を所有してい

るので、契約が履行されているかどうかモーターすることに関心がある。どの

所有者も株式のほんの一部分しか持たない株式会社の場合、先の場合と同様の

契約は結ばれ得るし、通常は結ばれるのだが、モニタリングへの関心はしばし

ば激減する。なぜならば、どの株主にとっても、経営者が契約の規定を超えて

自身の利益を得ていることを発見することで得られる期待利益は、監督コスト

よりも通常は低いからである。但し、非常に発達した資本市場がある国の場合、

この問題は企業買収があることで部分的には解決されることがある。株主の利

益を超えて自身の利益を追求する経営者は、自社の株価が競争相手の株価を下

回り、自社が買収されるインセンテイブを競争相手に与えることにたちまち気

づくことになる。つまり、株式会社の場合であっても中長期的には効率的な経

営が概ね続くことが保証されるのである。

国有企業または公的サービスの場合、（1）「依頼人」と「代理人」の契約は

非常にあいまいなものであることが普通であり、効率的な経営への強いインセ

ンテイブが生まれず、(2)非常に競争的な政治システムがあっても、「依頼人」

は事実上契約をモーターすることに関心がない。これらの場合、「依頼人」又

は所有者は当然国民である。しかし、国民は経営者と契約を結ぶのではない。

西洋型民主主義の場合、国民は大統領や首相などの代表者を選出する。次に、

その代表者は国有企業や公的サービスの経営者を含む、官僚をマネージする大

臣や長官を任命する。「依頼人」は国有企業や公的サービスの効率的な経営に

明らかに関心があるものの、その代表者の論理的な関心は通常再選される可能

性を最大化することである。性々にしてこの代表者の関心は、最適水準に設定

された価格で利益を最大化することよりも、国有企業や公的サービス部門の幹
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部を政治的に任命することや、雇用を最適水準よりも増やし、公共料金を最適

水準よりも下げることや、経済的な観点からは最適ではない地方に国有企業を

配置すること等々にあることが多い。効率性を最大限向上させる誘因を持たな

い経営者自身は、政治的なものであれ経済的なものであれ、自身のアジェンダ

を追求する傾向があるだろう。事実、以下の図1に示したような国有企業や公

的サービスの特徴を考えると、民間企業における企業買収のような自動的な自

己修正メカニズムが制度上存在しないため－極端に非効率なものとなって政治

的問題化する場合を除き－，例外的な状況でのみしか国有企業や公的サービス

の効率経営は期待できないことは明白である。

図1 国有企業に適用されるプリンシパル＝エージェント・モデル
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国 民

中間代理人

識 員

出所：筆者作成。

自然独占の場合の政策的対応の問題は興味深い。民間に任せると最適水準よ

りも高い価格で少ない量しか生産しないことはよく知られているが、それでも

なぜ民営化されなければならないのだろうか。伝統的な理論では、当局は資源

配分効率を最大にするように自然独占の価格設定を規制できる一方、所有者・

経営者は利潤を最大化しようとするので中長期的にはX効率を保証するだろ
（5）

う。国有企業による独占の場合、先述した理由で、両タイプの効率性は実現

(5)資源配分効率とはこの場合、企業が最適量を生産することである。X効率とは企業

がそのアウトプットを生産するために最適な量をインプットすること、即ち、企業が

可能な限り低いコストでアウトプットを生産することである。規制を受けない民間独

占企業は過少な量しか生産しないが、同時に最も低いコストで生産する。理論による

と、国有独占企業では恐らくは相対的に高いコストで過度の量が生産されるのである

(Niskanen (1971))。
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しない可能性が非常に高い。しかしながら、現代理論や現実では、規制を受け

た民間企業による自然独占がどんな場合でも効率的であるとは必ずしも言えな

い。公共選択理論によると、規制を受ける独占企業は規制当局を牛耳ってしま

う可能性が高い。なぜならば、独占企業の方がより情報を持っているか、規制

当局を買収してしまうからである。つまり現実には、規制を受ける民間企業に

よる自然独占は、X効率の分だけ国有企業による独占の場合よりも勝っている。

チリの経験はこれを一部裏づけているようにみえる。民営化後の1 997年当時、

電力業や電気通信業における競争分野での企業の収益率は、同じ産業で規制さ

れた分野での代表的企業の収益率よりもはるかに低かつ恕競争的市場にお
ける企業の場合、収益率はそれぞれ9.9％、5.8％であったが、規制された市場

（7）

における企業の場合、それぞれ35％、19.1％であった。

ここまで前置きを述べてきたが、ここからはチリ経済におけるこうした考え

の導入に関する出来事についていくつか論じたい。特に、チリにおける国有企

業売却、銅と石油の特別な地位、公共事業コンセッション、社会サービス供給

における民間部門の役割と規制の範囲について論じたい。

2－2－1 チリにおける国有企業売却

チリは大規模でかつ多数の業種で民営化プログラムを実施したおそらく最初

の国であろう。最初の民営化はアジェンデ政権崩壊直後の1974年に行われた。

チリにおける国有企業の民営化は3つの時期に分けることが可能である。つま

り、1 974年から1978年までの第1期、1 985年から1989年までの第2期、それに

1990年代の第3期である。次頁の表Zは、民営化された企業数と、その結果と

(6)電力業の場合、発電会社と配電会社全社の平均であり、電気通信業の場合、市場支
配的な通信事業者ENTEL (長距離通信）とCTC (短距離通信）である。

(7) Liiders (2000)。極端に高い収益率によって、電力業と電気通信業の両方でここ数
年間、規制企業における料金やその他の状況が、消費者に有利となるよう既存の法規
に基づいて変更されている。影響を受けた企業は、新たな条件下では新規投資は行え
ないと主張している。
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して減少した公的部門の付加価値という観点から見た、それぞれの期間におけ

る民営化の拡大を示している。

表2 1970年から2000年までのチリの国有企業と国営企業（企業数）

1970 1973 1983 1989 1"5 2000

CORFO関連企業

子会社

国営企業

銀行

その他の国有企業

その他の金融機関

CODELCO

合計

１
８

５
８

２
２

１
６

７
２

２
１

２
９

５
２

３
５

４
３

０
１

１
２

１
８

２
２

２
４

４
４

０
０

８
２

１
５

２
２

１
４

ｎ
Ｕ

ｎ
Ｕ

ｎ
Ｖ

ｎ
Ｕ

川
守

７
と

－
１

ワ
ノ

ヘノム
ウ
ム

－
且

句
冬
ジ

５
５

０
０

１
２

１
９

１
１

１
２

６
６

０
０

０
２

０
８

４
４

２
６

出典: Hachette and LUders (1993)と1 "0-2000の民営化については、CORFOより

データを入手。

＊1983年から1 989年の問、幾つかの国有企業は分割された。特に、一つの水道会社と下
水道会社から、地域別に新たに14の国有企業が誕生した。従って、1983-89年の民営
化のインパクトをこの表は過小評価している。付加価値でみると、1973年から81年ま

での間は約15％、81年から88年までの間約8.2%減少した。

Hachette and LUders ( 1992)は1 980年代末までのチリの国有企業売却過程

を詳細に検討し、以下のように結論づけている。

（1）効率性：サンティアゴ証券取引所上場企業のサンプル企業一常に民間企

業であったもの、常に国有企業であったもの、民営化された国有企業、その他

(1982-1983年の経済危機の際に再国有化されその後再民営化された企業）－

の1980年代のデータで判別分析を行ったところ、軍事政権下での国有企業の平

均利益率は、民間企業の高かった平均利益率に近づいたが、効率性ではこれら

の企業間に統計的に有意な違いはみられなかった。先に引用した経済理論から

はこの結果は驚くべきもののように思われるだろう。軍事政権は国有企業を民

間企業とみなして扱い、国有企業への特殊な補助金や税を含む優遇措置など与
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えず、経営に対して介入しなかったため、先の経済理論が本当に当てはまる事

例ではなかった。従って、国有企業が民間企業のように行動する傾向があった

ことは不思議ではなく、これがこの分析が示唆する結果なのである。しかし、

このことは、国有企業が仮に民営化しなかった場合、長期的にも効率性を維持

したであろうことを意味するわけではない。というのは、遅かれ早かれ、政府

は党派的な政治目的から国有企業のアウトプットの価格を不必要に引き下げた

り、不必要に雇用を増やしたりする誘惑にかられたであろうからである。

（2）雇用: 1970年代末の好景気の時、民営化企業の雇用は「常に民間であっ

た企業」の雇用を上回るペースで増加し、1982-83年の経済危機の時、雇用の

減少度は「常に民間であった企業」より小さかった。これらは全て一般的に期

待された民営化の効果に反している。一般的にアジェンデ政権下での国有企業

の雇用は、失業を減らすために生産に必要な水準を上回って増加していた。

1973年の後、国有企業の雇用は激減した。特に1971年から1 973年にかけて政府

に買収された企業では雇用の減少が著しかった。伝統的国有企業は、平均的に

もっと規模が大きく、経営者は人為的に雇用を増加させようとする政府の圧力

にもっとうまく抵抗できたため、雇用の減少は少なかった。1974年から国有企

業の雇用は減少し始めた。この時期、(1)チリ経済は国際貿易に開放され始め、

(2)価格は自由化され、(3)国有企業は民間企業と同じように経営されることが

求められ、経営者は必要水準に至るまで厳しい雇用調整を行った。一旦民営化

されると、これら企業は一般的にその生産を急速に拡大した。というのは、そ

れ以前には需要を満たすための十分な投資を政府が行ってこなかったからであ

る。概して、また生産拡大の結果として、これら民営化企業では多くの労働力

需要が生じた。チリの民営化の経験からの教訓は明白である。すなわち、民営

化は雇用の削減を意味しないし、一方でアウトプット単位当たりの効率性は当

然向上する。

（3）政府の収入と資産: Hachette and LUders ( 1992)は、労働者に株式を
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売却した際の値引率にしかるべき配慮をすれば、民営化は政府資産に重大な影

響を与えなかったと結論づけている。これは、異なる方法や変数を用いた他の
（8）

研究 の結論とは異なるものである。Hachette and LUdersでは国有企業は効

率的であったと常に仮定し、1980年代に民営化された大企業をサンプルとして、

｢真」の市場価格を推計するのに割引キャッシュフロー法を用い、実際の売却

収入と比較している。用いられた割引率は既存の無リスク利子、市場プレミア

ム及び民営化企業が属する業種の米国のベータ係数（訳者注：株式投資リスク

を図るものさし。市場全体が価格変動1単位に対し、個別証券（あるいはその

集合体）が何単位変動するのかをβと呼ぶ。ハイリスクな業種ではβは大きく、

ローリスクな業種では小さい。βの平均は1である｡）に基づいて推計されて

いる。Hachette and LUders ( 1992 )はまた、チリの国有企業はほぼ全てが市

場価格を下回った価格で売却されており、政府資産に負の影響を与えたものの、

所得分配上の配慮を除けば、国富にはなんら影響がなかったと主張している。

事実、彼ら著者は過去に、国有鉱山会社大手のCODELCOが民営化されるので

あれば、全てのチリ国民にその株式を無償で譲渡すべきであると主張したこと

がある。

（4）売却方法の重要性：チリの経験が示すように、民営化の方法は重要であ

る。民営化の第1期と第2期には根本的な違いがいくつかある。1970年代、チ

リには言及に値するような流動資産がなく、外国人はチリへの投資に興味を持っ

ていなかった時だが、政府は収入を最大にするため国有企業株式の購入者に信

用を供与した。頭金が非常に小額ですんだため、購入者は恐らくモラルハザー

ドを起こしていた。なぜならば、購入者は高い購入価格を提示し、その後信用

によって資金調達してリスクの高い投資を行うことにより、幸運であれば多額

の利益を手にし、不運であっても比較的に損失は小額であり得たからである。

(8) Marcel (1988)
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いずれにしても、1980年代前半を通じて現地通貨建て実質借入金利が年率40%

程度にまで急騰したとき、多くの持ち株会社が破産し、そういった持ち株会社

に支配された民営化企業の多くが再び国有化された一方、政府は前述の投資に

融資を行った商業銀行を救済した（但し銀行のオーナーを救済したのではない)。

また1970年代は、民営化企業は比較的少数の持ち株会社によって買収される傾

向にあった。ところが1980年代は、政府は現金での売却を行い、民営化企業の

株式が多くの株主に分散するよう努力した。株式は退職金受取権の前渡しとし

て若干補助された価格で労働者に売却された（｢労働資本主義｣)。また株式は、

納税者に掛売りされ、購入者はその購入金額を課税ベースから控除することが

認められたことで、納税者に無税で譲渡された（｢大衆資本主義｣。株式のその

他のかなりの部分は1980年代初めに設立された民間年金基金に売却され、これ

ら年金基金にとって投資先不足問題を解決するのに役立った（｢機関資本主義｣)。

残りの株式は証券取引所で売却された（｢伝統的資本主義｣)。その結果、幾万

もの株主が新たに誕生し、比較的広範な資本家層が作り出され、国内の証券取

引所での取引が大幅に増加した。他方、1990年代に行われた民営化はわずかで

あった。90年代までにチリの流動資産は大幅に増加しており、外国人がチリへ

の投資に関心を持つようになっていた。従って、90年代の国有企業売却は伝統

的な方式でなされており、現金ベースで行われている。1980年代と同様、国有

企業売却は非常に成功している。

民間部門は政策策定者が期待したアグレッシブな役割を果たした。貿易自由

化と適切なマクロ経済政策は、あらゆる種類の製品のあらゆる種類の市場への
（9）

輸出に携わろうというインセンテイブを数千の企業にもたらした。特に民営

化された国有企業がまず力強い輸出拡大のベースとなり、次に近隣諸国向けを

中心とした大規模な対外投資のベースとなった。チリ企業は特にアルゼンチン

(9) Hachette and de la Cuadra (1991 )
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とペルーにおける、電力、金融、小売、紙・パルプから非アルコール飲料、ビー

ル、クッキーやキャンデーにまで広がる数多くの産業での重要な投資家となっ

た。構造変革の途上にある国への投資は、外国の投資家はリスクが高すぎると

判断したのに対し、構造変革を経験し、予想される成果を知っていたチリの企
（10）

業家は存在する機会をうまく利用することができた。いくつかの企業の中に

は、対外投資がチリ国内での投資を超えてしまうのもあった。例えば、発電業
（11）

では、1997年のチリ企業の対外投資は国内投資の2倍であった。1990年代半
(12)

ぱまで、民間部門はチリの目覚しい経済成長を主導していた。

但し、90年代半ば以降、3つのエピソードが投資環境に比較的大きな影響を

与えている。第1のエピソードは、チリ最大の電力会社ENERSIS-ENDESA

社の支配力を有する株主が同社を1997年にENDESA-Spain社に売却すること

を決めたが、この取引方法を問題として、政府が上記の株主を訴えたことであ

る。その結果、ENERSIS-ENDESA社の株価は急落した。年金基金はENERSIS

社とENDESA社の株式を含む電力株にもちろん多額の投資を行っていたため、

基金の運用成績がその影響を受けた。チリの投資家は10年間以上もの間の高度

成長の後忘れてしまっていたリスクを再「発見」し、国際分散型ポートフォリ

オに関心を持つようになった。第2のエピソードはアジア危機であり、これは

チリ経済に予想外に深刻な影響を与え、チリ人投資家の期待にも影響を与えた。

その結果、1997年から1999年にかけて外国人がチリ企業の株式を買う一方、チ

リ人投資家はポートフォリオ対外投資を行い、両者ともにポートフォリオを分

散するという投資面での比較的大きな動きが起こった（下記の表3を参照)。

第3のエピソードはリカルド・ラゴス新政権による労働法改革と徴税改革プロ

ジェクトの発表である。ラゴス新大統領は社会主義者ではあるが、現在の市場

Luders (1998b)

Ltiders (20m)

Koljatic (1998)

(10

(11）

(12）
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経済の原則を尊重することを公約している。先の2つのエピソードによる影響

に加えて、これらの改革プロジェクトが作り出した雰囲気によって、景気の回

復は遅れ、将来のチリの経済成長率に関していくばくかの不確実性が生まれた。

表3 チリからの及びチリへの純対外投資合計: 1990年-1999年(10億ドル）

流出 純流入年 流入（1）

(3a) (3b)

0.0

0.1

0.3

0.4

0.8
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４
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３

３
５

４
●
●
●
■
●
■
●
●
■

１
１

１
１

２
２

４
５

０

1.0

1.0

1.4

1.8

3.5

3.0

5.8

7.8

4.1

0.9

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1 998

1999 1｡tQ

出典: Liiders and Maturana (2000b)

1．法令6㈹（外資法)、外国為替取引規範の中銀規則15条データ（本条項は1980年代債
務の転換に用いられた)、貿易収支統計からのポートフオリオ投資のデータ（いずれ
のデータもネットベース）をあわせたものである。

2．チリ企業による純直接投資はTable NQ 4 of Liiders and Maturana ( 2000b )

を参照。

3a、この列のデータは、第1列と第2列の合計である。

3b.この列のデータは、3aのデータのエラーを調べるものである。3aのデータに、

(1)外国為替取引規範の中銀規則12条のデータと国際収支統計の該当データとの差と、

(2)国際収支統計の誤差脱項を加えたものと等しい。

こういった最近のエピソードはチリ経済の将来に関して興味深い議論を引き

起こしている。チリ経済は1986年から1996年にかけてと同程度の高度成長が続

くのか、それとも減速するのか。もう少しアクティブな政府の役割は成長に影

響を及ぼす事になるのか。
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2－2－2 銅と石油の場合

軍事政権が定めた1980年憲法によると、国有産銅会社大手であるCODELCO

も国有独占石油会社であるENAPも民営化できない。また、現在の政治状況も

これら企業の民営化に賛同的ではない。チリの石油埋蔵量は比較的微々たるも

のであるので、現在のチリ経済におけるENAPの重要性は非常に限られたもの

である。CODELCOの場合はENAPと逆である。CODELCOはチリの銅の約34

％を産出しており、その企業価値は50億から200億ドルと見積もられ、これは

恐らくは現在までに民営化された国有企業全ての企業価値合計を上回る。しか

し、銅鉱石の埋蔵量が極めて豊富であることは、民営化禁止による制約を回避

する方法を可能とした。すなわち、CODELCOが民間企業と合弁会社を設立す

ることは法律で認められている。合弁会社ではCODELCOが埋蔵銅鉱石で貢献

し、民間側が銅精錬に必要な投資を行う形である。さらに、法律では大統領の

承認を条件とするが、民間パートナー側が合弁会社の株式の50％以上を保有す

ることさえ認められている。こうした合弁会社はいくつか設立されている。中

でも最も大きなものはチリの銅の4.3％を生産するエル・アブラ鉱山でのPhelps

Dodge社との合弁である。

産銅会社としてのCODELCOは最終的には消滅する可能性はあるものの、す

ぐ．に消滅する可能性はない。他方、その規模を考えると、国は今なおチリの生
（13）

産的資産の非常に大きな部分を直接管理していることになる。これは明らか

に19世紀的自由主義経済というチリ経済のイメージとは明らかに逆である。架

空の話だが、他の大手国有企業が民営化後に成長したことを考えると、CODELCO

が仮に民営化されていても国内外で好業績を挙げていたであろうと想定するこ

とは可能である。

(11 CODELCOが発表した情報を使って試算すると、1999年のCODELCOによる付加
価値はGDPの1.75%であった。



第12章 チリの民営化と民間主導経済の構築 339

2－2－3 公共事業のコンセッション

軍事政権後期、公共事業コンセッシヨン法が成立したが、施行されることは
（14）

なかった。その後の民政下で、この法律は改正され、この制度が導入された。

公共事業コンセッション制度を支持する民主政権の主な主張は、特に「超高速

道路」など道路が深刻に不足しているなか、こうした道路は民間で建設できる

ので、国の資源は社会的価値の高い公的な事業を進めるために投下するという

ものである。1993年以来、公共事業省だけで総額36億ドルのコンセッションを

認可しており、そのほとんどが道路建設である。1997年から1999年の期間だけ

で、コンセッション保有者によるほぼ24億ドルの投資プロジェクトが認可され

た。その後の6年間では財政的な理由により、145億ドル相当の公共事業計画
（15）

のうち約85億ドル分にコンセッション方式が採用されるであろう。従って、

この制度は投資全般、特に民間部門による投資に非常にダイナミックに貢献し

ている。

2－2－4 機会均等と社会的支出

社会サービスの供給は、民間部門が現在主要な役割を果たしているもう1つ

の分野である。19世紀後半は硝石がチリの経済発展を牽引し、副産物として企

業家や企業経営者といった富裕な階級を生み出した。当時、非熟練労働者の賃

金上昇率はGDPの伸び率を下回っていた。世紀の変わり目の頃、チリで比較

的激しい社会的軋礫が生じたのは、こうした事態が進展したためである可能性

(14）この制度の下では、民間当事者は一定の支払いと所与の年数経過後に設備を引き渡

すことを条件として、道路のような特定の物質的な設備を造る権利を政府から与えら

れる。チリでは、こういったコンセッションのほとんどはBOT型である。つまり、民

間当事者は設備を建設または改修し、一定の年数その設備を運営し、その後国に無償

で引き渡すというものである。通行料は事前に公共事業省によって決められることが

一般的であるため、コンセッシヨンのために支払われる金額の水準によって落札者が

決まるのが普通である。

(1] Government of Chile (2000)



ラテンアメリカにおける政策改革の研究340

が極めて高い。社会的抗争に対する支配層の回答は、あらゆる種類の社会プロ

グラムを比較的迅速に進展させることであった。以下の図2に示したように社

会支出は比較的迅速に増加し、財政に占める割合は急上昇した。今日、財政で

賄われる社会支出はGDPのほぼ15%と極めて高く、主に貧困層を対象に多く
（16）

支出されている。従って、国連人間開発指数をみると、チリが発展途上国の
（17）

なかで首位、もしくは首位近くに位置しているのは驚くべきことではない。

図2 チリの目的別財政支出の内訳(1900-1995年）
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出所: Jofr6, Liiders, y Wagner (2000)より算出。

公共教育、公衆衛生、公共住宅及び年金といった社会プログラムは一般的に

1970年代後半まで、国によって「供給」され、ファイナンスされ、運営されて

いた。軍事政権は「新たな」市場経済から、全ての国民が利益を得る機会を平

等にしようとする方法で社会的支出の拡大を続けた。これは体制を正当化する

一つの方法であった。更に軍事政権は財政が資金を拠出する社会プログラムの

(10 ECLAC (ラテンアメリカ経済委員会) (1995年及びそれ以降)。
(13 UNDP (国連開発計画) (1996年及びそれ以降)。
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運営面にラディカルな変革を導入した。前述したように、社会サービスの供給

において、政府は社会サービス市場に規制を導入する一方、サービス供給責任

を民間部門に委譲し、サービスの費用を受益者と分担することとなった。一部

の分野ではこの変革は革命的なものであった。というのは、この変革が意味し

たのは従来の供給補助金を需要補助金に代替することだったからである。これ

により、現在でもほとんどの国では事実上国が独占している社会サービスの供

給過程に、「選択と競争」を導入することが可能となった。これは特に教育と

年金の場合に言える。

前の段落で説明した一般原則は、程度の差こそあれ、異なる社会プログラム

に適用されている。小学校教育と高校教育の場合、国は現在一種のいわゆる

｢バウチャー」制度を採用している。親は子供の学校として、公立学校か助成

金を受ける私立学校のいずれかを選択できる。公立学校も私立学校も生徒の出

席日数当たり同じ額の助成金を中央政府から受け取り、教育省が定める同じ教

育プログラムを遵守しなければならない。高等教育の場合、今日では互いに競

争する比較的多数の公立・私立の高等教育機関があり、授業料の徴収などで自
(18)

ら資金調達をしなければならない が、奨学金貸与用ファンドを国から受け取っ
（19）

ている。貧困層向けの住宅ファンドの場合は一般的に、所得が最も低い者、

家族数が最も多い者、事前の住宅購入用貯蓄が最も多い者を優先的に選んだ名

簿上位の人々に一括割当ベースで配分される。そこで、選ばれた者はその補助

金を受け取り、ささやかな住宅を市場で購入するか、より高級な住宅を得るた

(13 これは一般的には事実であるが、厳密にはそうではない。主な例外は「伝統のある」
大学に対する助成金である。この助成金もまた一般的には競争をベースに分配される。
「伝統のある」大学とは1980年のファイナンシング改革以前から存在していた大学で
ある。政府からの助成金全体は全国適性試験の得点上位学生2万7,0㈹人に分配される。
従って学生l人当たりの補助金は2万7,000人の「最良」の学生を入学させた「伝統の
ある」諸大学に与えられる。

(11 高等教育の場合、助成金の代わりにローンが存在する。というのは、初等教育の場
合は外部効果が個人的利益を上回るが、高等教育の場合には学生が教育から得られる
ほとんどの利益は自己のものとなるのが基本的前提であるからである。
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めの頭金として補助金を使って残りの必要額を商業銀行からの融資で賄うこと

ができる。健康保険の場合では、民間部門が既に被雇用者とその家族の約30%

をカバーしているものの、主な供給者は今なお公的部門である。被雇用者はそ

の社会保障拠出のうち保健目的に使途が限定されている7％を、国営健康基金

( FONASA )か民間特別健康保険機関( ISAPRES )のどちらかに払い込むか

選択できる。ISAPRESの多くは系列に診療所を持つ保健管理機構( Health

Management Organizations)となっている。極貧層を除き、公的制度でも

民間制度でも、受益者は望むケアの水準を選択することができるが、「高度な」

ケアには差額を支払わなければならない。現在、政府の補助金は公的部門が供

給するケアの利用者のみに支出されているが、公的部門の利用者は一般的に最

低所得層であることが多い。最後に、チリの年金制度であるが、これはよく知

られているのでほとんど説明の必要はない。現在、チリの年金は十分に資金が

積み立てられており、確定拠出制度で、個人口座制度で、民間が経営する制度

である。旧い賦課方式で、固定給付である国が運営する年金のうち、社会保障

基準局( INP)のみが現在も事業を行っており、旧制度に加入していて新制度

に移行しなかった者から拠出が払い込まれており、また給付金を支払っている。
（20）

新制度下では政府の役割は、競争する民間の年金基金運営会社(AFP) の業

務の規制と監督と、「福祉｣年金への資金提供と、「最低｣年金と受給者が現役時
（21）

代に積み立てた基金からファイナンスできる金額との差額への補填 からなる。

前の段落の説明に基づくと、こうした改革によってかつて民間部門が活動し

ていなかった分野が民間部門に開放されたことは明らかである。民間部門の反

応はよく、社会サービス供給の質・量両面での拡大は目覚しい。但し、この制

(20 基金経営者は手数料を自由に設定でき、提供するサービスの質と手数料の水準に基

づいて相互に競争する。

@1)新制度と旧制度を通算して拠出金払込期間が20年未満であった者は、資力基準に合

格すれば、「福祉」年金を受け取る権利を得る。拠出金払込期間が20年以上であった
者は「最低」年金を受け取る権利を得る。
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（22）

度が完壁であるというつもりはない。

2－2－5 規制の役割

社会分野における改革やその他の「民営化」の記述は、規制の重要な役割を

暗に示している。1974年以前はチリも極めて規制が多かった経済であったが、

当時の規制の原理は現在とは非常に異なる。当時、特に1940年以降、規制の主

な目的は所得政策を実施し、レントシーカーを満足させることであった。「必

需」品・サービスの価格は市場水準以下に設定され、給与は市場水準以上に設

定され、法律で認められた独占が作り出されたりした。近年の規制の主な目的

は新たに競争市場を創造するか、既存の市場の機能を向上させるために所有権

を規定することであった。つまり、規制は効率を改善するために用いられるの

であり、所得再分配を達成するために使われるのではない。直接的な所得再分
（23）

配の手段は財政政策でなされた。その他、教育、発電、住宅建設、年金、電

気通信及び健康保険といった市場の驚くべき拡大と事実上全ての市場における

競争の増加は、新たなタイプの規制がもたらした結果である。従ってこの種の

規制の目的は、市場をできるだけ競争的なものとするため、可能な限り市場機

能を創出するか向上させることにある。「自然」独占の場合のように、市場機

能の創出や向上が不可能な場合のみ、規制によって最適生産高と最適価格を定

めようとする。興味深い点は、このような市場指向型規制は民間部門の活動を

補完するものとして必要なことである。これが、2000年のチリ経済が例えば

1970年のチリ経済よりも一層規制されていると同時に、一層民間主導型経済と
（24）

なっている理由である。

@3 Larroulet (1991)。この問題については世界銀行が1990年に作成したNo 8550-

CHという優れた報告書があるが、この報告書は公表されていない。

㈲ チリでは貧困を削減する最も効果的な方法は高成長であるようにみえる。そのため

には効率を向上させることが必要である。

“ 先の脚注で示したように、さまざまな指標の中でも､総投資における民間投資の割合が特

に高いことは、公的部門と比べて民間部門の経済活動が増加していることを証明している。
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2－3 政府の大きさと政府支出の配分

世界中のエコノミストが政府の大きさについて議論しており、将来もこの議

論は続くであろう。チリの場合、その測定方法いかんにも関わらず、図3と図

4が示すように、財政支出は19世紀を通じて比較的急速に増加し、1940年代前

半までにはかなりの変動はあったものの伸びは止まり、その後1970年代前半ま

で再び急速に増加したことは明らかである。その後、財政支出は国民1人当た
（25）

りで見れば伸び悩み、対GDP比では減少している。

図31833年から1995年までの国民1人当たり財政支出の推移（1995年価格、対数）
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(21 財政支出がどのようにファイナンスされたかを知りたい読者は、歳入の内訳を示し
た付録の図を参照のこと。より詳細な情報は、Jofr6, Liiders and Wagner ( 2000 )
に収録されている。そのデータでは、民営化による収入は「租税外歳入」として分類
されており、CODELCOからの配当、鉱業権に対する特別税、鉱物関連のその他所得
への、通常の所得税以外の特別税は「鉱物資源に対するその他の税」として分類され
ている。
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図41833年から1995年までの財政支出の対GDP比
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財政支出が増加したと考えたい者は、しばしば、チリの財政支出の対GDP

比を一部ヨーロッパ諸国、日本や米国と比較するが、明らかにチリの値は低い

といえる。しかし、1人当たりGDPが同水準の国と比較すれば、チリは相対
（26）

的に高い部類に入る。最も意味のある比較をしたければ、おそらく、今の先

進国が国民1人当たりGDPが現在のチリと同水準であった当時のデータと比

較するべきであろう。LUders and Wagner ( 1998 )がこの比較を行っている。

1973年まではチリの財政支出水準とGDPに対する財政支出弾力性は、高い財

政支出水準のヨーロッパ諸国と同等であるか、上回ってさえいた。1973年の突

然の変革のあと、チリは、日本やアメリカのような低い財政支出水準や弾力性

を志向した。当然、このような動きは1973年以前と以降の経済発展に対する全

“ 例えば、1996年の国連ラテンアメリカカリブ経済委員会の報告によると、チリの租
税負担率はラテンアメリカで第4位である。チリより上位のニカラグア、コロンビア
及びブラジルの税収はGDPの20%弱であったのに対し、チリは17%強であった。
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般的なアプローチと整合したものである。

2－4 チリのプロジェクト評価制度

政府の大きさを評価する他の方法として、民間部門と比較した場合の政府支

出の効率性を判断する方法がある。チリでは政府支出のほぼ70％が社会分野に

向けられているが、厳密に言うと、その目的は経済的なものではなく、支出金

額は政治的に決定されている。但し、この社会分野への政府支出はサービスの

供給を含むが、それらサービスは現在、競争をベースとした民間部門による供

給が拡大している。民間部門ではできない分野としては、侵略者から国を守る

ために必要な支出、秩序と正義をもたらすのに必要な支出、規制と管理を行う

ために必要な支出などがある。チリではこれらの支出はGDPの7%を下回り、

比較的低い。また政府は、特に1990年代半ば以降、効率を改善するため、民間

部門で行われているマネージメントの手法を導入しようとしている。そこでは、

既に本節で言及した2種類の政府の機能一再分配機能と「伝統的」機能一がよ
（27）

り効率的にできたのではないか ということが当然の議論となり得る。チリで

は、公的部門にインセンテイブが存在する限り、こうした議論が近い将来に意

味あるものとなる可能性は低い。

当然のことながら公的部門は投資を行っており、前述したように、チリは効

率性を顕著に向上させている。全ての公的部門の投資プロジェクトは評価され、

統一した手法を用いてその「社会的」収益率が推計される。これは技術的なプ

ロセスである。「社会的」収益率とはプロジェクトの民間収益率であり、租税

などのような市場価格に影響を与える歪みが修正されたものである。「社会的」

収益率は社会全体としての収益率を真に示している。この「社会的」収益率が

@7) CB Capitales ( 1999)。同社は急進的な立場をとっており、「アウトソーシング」
過程を極度に実行し、多くの「現物」給付を現金給付に切り替えることにより、財政

支出がGDPの10%以下の水準にまで削減しうるとしている。
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「社会的」資本コスト（現在のチリでは民間部門の資本コストとほぼ同じであ

る）を上回れば、プロジェクトは「承認」される。上回らない場合、プロジェ

クトは「却下」され、共和国大統領が書面で求めた場合にのみ、関係省庁がこ

れを実施できる。現在に至るまで、歴代の大統領はこの規定を利用しようとし

たことはない。省庁が予算またはその他の財源から必要な資金を調達すれば、

｢承認」されたプロジェクトが実施されることになる。この国のプロジェクト

評価制度では、どの「承認」されたプロジェクトを優先するかについて関係部

局は裁量権を行使できる。即ち政治的判断はあるが、実施されるプロジェクト

は全て少なくとも「社会的」資本コストに見合う収益率があるという利点があ

る。この収益率は、民間プロジェクトの限界収益率に極めて似ており、このよ

うな規制はチリの公共投資における可能な限りの高い効率性を保証している。

この制度は比較的地方分権的な方法で実施されており、国家計画省(MIDEPLAN)
（28）

が監督している。

本節を要約すると、1973年以来チリでは民間と公的部門の役割はドラスチッ

クに変化してきた。大きな国有企業の大部分は民営化され、公共事業の約半分

は民間部門によって建設され、経営されている。また、社会サービスの大部分

は今や民間部門が供給しており、GDPと比較した財政支出の水準と弾力性は、

日本や米国などの政府支出が少ない国が、かつて一人当たりGDPが現在のチ

リと同程度であった頃と、今や同じ線上にある。また、政府支出がちゃんと管

理され、公的部門の投資が確実に効率的になるようなシステムが導入されてい

る。

" Rudolphy (1992).
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3．成果と将来の課題

この社会機構のドラスチックな変革の成果はどのようなものであるのか。表

4は1950年以降の経済指標を示している。輸出実績と投資は1980年代から既に

非常に良好であり、1990年代も引き続き良好に推移している。一方、1980年代

の経済成長率とインフレ率は1980年代初期の危機による悪影響を受けた。1990

年代の経済指標は1985年以来の並外れた高度成長を反映し、1980年代に実施さ

れた物価安定化プログラムの大きな成功の結果である。

しかしながら、チリの新しい社会経済機構の成功を何よりも表しているのは

社会指標である｡ 1970年代の指標を1 998年と比較すると、民間部門が開放経済

下で競争的に財サービスを供給し、公的部門が市場指向型ルールを制定し貧困

層を対象とした社会サービスをファイナンスする制度の方が、公的部門が経済

成長と社会サービスの直接供給の両方に責を負い、所得政策が採用され、国を

工業化するために強制的な輸入代替政策を採用する体制よりも優れていること

が示唆される。次頁の表5に示されたどの指標をみても、発展は明らかである。

所得分配に変化がみられないことは事実だが、税と公的部門による的を絞った

社会支出を考慮するならば、最終的な支出面での分配の不均等さは、はるかに

少なくなっている。また、表5にみられるように、相対的な貧困水準は変わっ

ていないが、所得が非常に伸びたために、絶対的な貧困水準は大幅に低下して

いる。
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表4 チリの経済指標

1950 1960 1970 1980 1W l"9

一人当たりGDP (1蛎米ドル,19帥年PPP)

米国一人当たりGDPとの比較(%)

先立つ10年の平均成長率

交易条件（過去3年の平均）

投資のGDP比(%)

米国の投資GDP比との比較(%)

輸出のGDP比(%)

米国の輸出GDP比との比較(%)

財政支出のGDP比(%)

物価上昇率（％）

米国の物価上昇率（％）
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出所

景気後退年。

Braun et.al ( 2000 ) , Central Bank of Chile Monthly Bulletin, US
Congress Economic lndicators May 2MO and US Economic Report of
the President February 2000. Liiders (2000)より抜粋。

表5 チリの社会指標

1 970 1”8

平均余命（年）

乳幼児死亡率

飲用水（都市）（％）

電話線/1000戸（携帯電話を含む）

車(1000戸当たり）

テレビ(1000戸当たり）

人口で最富裕20％/最貧20％

貧困（人口に占める割合）

人間開発指数

人間開発指数の順位
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注(1)：ラテンアメリカで最も順位が高い。この指数の値は、最も高いカナダで0.932、最
も低いシエラレオーネで0.254である。

出所: Larrain y Vergara (2000)、Hum,qn Deuelopme71,t Repo7､t 1 999 . LUders
( 2000 )より抜粋。
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これらの指標全てがすばらしいものであるにもかかわらず、現在、チリ経済

の将来に関して比較的悲観的な考えを持つ人々がかなりいるようである。もち

ろん、この雰囲気の変化は、アジア危機そのものやアジア危機が1998年から99

年にかけてチリの成長率に与えた影響など、少なくとも前述したエピソードが

関係している。しかしながら、チリ経済は景気後退から回復しつつあり、2000

年の成長率は恐らく5.5％を上回るであろう。失業率は非常に高く、10％前後

で推移しており、季節変動を除くと低下傾向がみられていない。この高い失業

率には、労働法改正プロジェクトが生み出した不確実性や最低賃金の行き過ぎ
（29）

た引き上げがある程度関係しているのかもしれない。

いずれにしても、今の状況においても誰も経済政策を大きく変更しようとい

う提案はない。例えば、Moguillansky ( 1999)は1 980年代半ば以来の高度成

長は、始めのうちは1980年代初頭の景気後退からの回復によるものであり、次

には産銅業、発電業及び建設業への投資を急速に拡大させた一連の政府の重要

な政策によるものであると主張している。この主張はもちろん、チリ政府は

｢中立」からほど遠く、政府の積極的な役割こそが成長を促進できるというも

のである。Larrain, Sachs and Warner ( 1999)も同様の立場をとっており、

天然資源のブームが終わり、今後は民間部門が「ニユーエコノミー」分野に投

資するよう政府の積極的な役割が必要であると主張している。但し、彼らのい

ずれも過去の粗雑な産業政策への回帰を支持しているのではない。
（30）

逆に、ほとんどの国内のアカデミックなエコノミストやリベラルな 「シン

クタンク」を代表するエコノミストは、政府が「勝者を選ぶ」という考えには

⑲1”6年以来、平均労働生産性は多かれ少なかれ一定で推移しているのに対し、実質

最低賃金は45％も上昇した。このことの説明は簡単である。政府は労働組合や企業家

と今後3年間の最低賃金を交渉することにしたが、その頃、経済は極めて高い成長率

を示していた。その結果、最低賃金の実質年間引き上げ率を12％とすることが合意さ

れたが、その時分にはアジア危機の影響を受け始めていたのである。
(3q この言葉はヨーロッパ的な意味で使っている。
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賛成していない。彼らは(1)前述のエピソード、特に労働法及び税法改革など

に関連する不確実性が解消され、(2)現在の賃金上昇率原則が引き続き尊重さ

れ、かつ、(3)新たな政策措置や制度変更が一般に自由、開放、競争経済の概

念に合致し、規制が市場指向型ならば、国内・国外企業家はチリに多額の投資

を行うであろうと指摘している。事実、これらのエコノミストにとり現在の主

なリスクは、政治圧力団体にあおられて、広範な「レントシーキング」や非効

率性に徐々に戻っていくかもしれないことにあるようだ。

結 び

チリ経済が1973年以来劇的に変化しており、それに伴い国自体も劇的に変化
（31）

していることに疑いの余地はない。今日、企業家は、国内外、特に海外から

の激しい競争にさらされているものの、舞台の中心にいる。

歴史を通じてチリの経済発展をみると、今日までの改革の経験から得られる

教訓がいくつかある。

（1）経済的インセンテイブが非常に重要である。1 940年から1 970年にかけて、

チリには企業家がいないとよく言われた。1973年以降インセンテイブが変化し、

その後10年もしない間に国内の誰もが「傑出した」国内企業家のことを口にし
（32）

ていた。変わったのはインセンティブ制度であって、人々が変わったわけで

はなかった。

（2）企業家は期待に非常に敏感であり、政府は不必要な不確実性を回避する

61) Tironi (1999) .

(32) Montero (1997)はチリの企業家に関する卓越した研究を行った社会学者でもある。

Tironi ( 1999)はわれわれと同様の指摘を行っている。20㈹年11月26日付 EL
Mercurio紙に発表された調査結果の概要では、チリの諸制度を7からlまでのグレー

ドでランク付けしている。1位は6.4点の「家族」で、2位が「婚姻」であった。「企

業家」は5.4点で3位であった。また、「政府」は10位にランクされており、13位は
「司法」で3.9点であった。
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ことに極めて気を付けなければならない。現在、アジア危機の影響からの回復

が予想以上に遅いのは、不確実性や行き過ぎた賃金上昇の結果のようであり、

企業家の姿勢に根本的な変化があった結果とはいえない。

（3）市場を創り、機能させるために発展した一連の複雑なルールや規制が存

在せず、また、そうした制度が容易に変更されないことが保証されていなけれ
（33）

ぱ、このチリの制度は実際ほどはうまく機能しなかったかもしれない。代わ

りに、これら複雑なルールがうまく機能するためには、比較的高い教育を受け

た国民を必要とするが、幸運なことに1970年代初頭のチリはこの条件を満たし
（34）

ていた。

（4）安定した国際環境下で、政府が補完的な役割を果たし、企業家が経済成

長のエンジンとなる開放された比較的自由な市場経済は、チリと先進国との1

人当たり所得水準のギャップを急速に縮めることを可能にした。このようなこ

とは強制的輸入代替モデル下では絶対に起こらなかった。旧制度と現行制度と

の主な違いはもちろん総合的な効率性であり、これは非常に重要であろう。

チリ経済へのアジア危機の影響や、特に景気回復が比較的遅いことは、政府

が「中立的」な役割を果たすことの長所に対して若干の疑問を投げかけている。

しかし、この「モデル」が1980年代以来比較的良好な実績を挙げていることを

考えると、これまでのところ政府が「モデル」を大幅に変更する可能性は低い。

(33) Sapelli (2000).
(34) Braun and Braun (1999)
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録付

表1A チリの基本データ

スペイン語二言五
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その他租税/GDP (%)
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83.4(1）

16.6('）
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注：（1）1992

注: (2) 1995

出典: Central Bank of Chile, Monthly Bulletin, Humq" Deuelopmenf Repo"
1999, LUders (20M).
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表2 A 1973年から1 976年のチリの主な構造改革

構造改革 軍事政権 民主政権
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第13章 チリにおける金融自由化と
年金改革の進展(!’

は じ め に

本章は、チリの改革モデルのなかの2つの要素、（1）金融の自由化と規制、

(2)年金改革と社会保険システム改革の進展、長所、短所、について記したも

のである。両者ともに市場再指向、経済開放、民間部門の役割強化といった傾

向を扱っている。これらはまたチリのサクセス・ストーリーの主要な要因とし

て指摘されているものである。本章の目的は、（1）チリの資本勘定を自由化す

るために現実的な枠組みを与えた積極的な政策と制度の発展、（2）チリの社会

保障制度の民営化の経験を分析し、新しく創造された市場の効率性と公平性に

ついて国が果たすべき役割の重要性を認識することにある。

第1節では金融自由化の問題を取り上げ、資本勘定自由化の成功は、自国の

ニーズに沿うものであり、かつマクロ経済のファンダメンタルズに影響を与え

ることなく、支払能力がある効率的な国内金融市場への資本流入を惹きつける

政策があって初めて達成されることを示す。第2節では社会保障の民営化を取

り上げ、国の果たすべき役割が正しく認識、設計されることを条件に改革が成

功することを示す。

(1)執筆に当たっては、原案にコメントをしてくれたDaniel Titelman、第1部の背

景情報を提供してくれたRicardo Ffrench-DavisとHeriberto Tapiaに対し感謝す
る。なお、本稿に示された見解は筆者自身のものであり、必ずしも先にあげた同僚や

CEPALの見解を反映したものではない。
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1．金融の自由化と規制

国際機関からの資金流入と対外債務の資本化が行われた1982-1990年の期間

を除くと、表1に示されているようにチリは3度の大規模な民間資本流入を経
（2）

験した。この3回とも、資本流入が有する脆弱性と資金吸収能力への管理方

法においてそれぞれ異なっている。

表1 チリの純資本流入とGDP成長率(GDPに占める%)

潜在GDP

成 長 率b

固定資本

投 資

貯 蓄

(現在価格）

現実のGDP

成 長 率
純資本流入

国内 海外 1 986年価格 1986年価格現在価格86年価格。
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２
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骨
●
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■
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７

５
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21.2

20.6

７
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１
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申
■
●
●

８
８

６
１

９
１

１
２

３
２

7.5

2.6

7.8

7.4

1.1

1 0.8

5．5

6．9

8．0

1．0

２
４

９
２

１

〃
６

６
ｇ

Ｌ

1977-81

1982-89

1 "0-95

1”6-97

1 998-99

出所: Ffrench-Davis and Tapia ( 2000 )。潜在GDPはFfrench-Davis ( 1999b )に
基づく。

a 固定価格系列はチリ経済が直面した海外価格指数によってドル系列をデフレートす
ることで求められる。固定価格GDPは、分母として1986年のペソの対ドル．レー

トを用いて1986年ドル価格に変換された。

b 生産能力は毎期算出される。

1-11976-1981年：自由化への慎重なアプローチのための教訓

1976-1981年の期間は、債務危機で終わりを迎えたが、アジェンデ社会主義

政権で国営化されたほぼ全ての銀行が民営化された。また1975年4月に金利が

突然自由化されたほか、融資に関する規則（この規則により消費よりも生産に

資金が流れた）も突然撤廃された。当局は、市場が機能すると信じ、プルデン

(2) Ffrench-Davis and Tapia (2000).
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シヤル規制について過少評価していた。資本流入は非効率な形で吸収され、経

済の脆弱性が増した。GDPは、金融資本の流入により生じた急速な総需要の

拡大に刺激され、主に遊休設備を利用する形で伸びた。このプロセスは1981年

半ばに資金の流れが逆になったときに終わった。その時までに負債は大きなも

のとなっており、対外ショック、マクロ経済価格の歪み（1979年以降安定化の

手段として為替レートを固定していたことにより生じた）の実行不可能な調整、

及びGDPの14.5%に達した経常収支赤字に対し、経済は非常に脆弱なものと

なった。

この期間、マクロ経済政策は純資本流入と連動していた。均衡予算のもと、

中央銀行による外貨の純購入がマネーサプライの主たる源泉であった。さらに、

1977年から1979年の間の中央銀行で銀行が毎月外貨を両替できる総額の制限も、

1979年4月以降、強制預託金という形態で行われた資本流入への直接規制も共

に効果があったとは言えなかった。国内金利は国際金利を大きく上回っていた。

さらに慎重さを極めて欠く監督のもと、融資ブームも発生した。また系列企業

への融資も急速に増えた。ほとんどの融資は明らかに株や不動産に裏づけされ

ており、民営化による金融ブームとチリ経済が年間成長率8％前後で続く安定

成長期に入ったと勘違いされたことで、株価や不動産価格は高騰した。法定引

当金は少なかった。

為替政策は、クローリング・ペッグ制をとりつつ、初め1976年6月までは調

整期（訳者注：煩雑な複数為替レートが単一レートになり、レートも実勢価格

に近づいた)、次には事前に（訳者注：向こう1ケ月の）日毎の切り下げ率を

予告する制度を、さらにその後には事前にレート表（訳者注：タブリータ、毎

日の為替レートの公表、1978年2月に1年間のスケジュールを公表、78年年末

には翌年分のレートを公表）を予告する制度を導入し、1979年6月には最終的

に固定相場制に移行した。1979年半ばから1982年半ばにかけては、国際収支の

マネタリー・アプローチが採られたが、ドル本位の「中立的」な金融政策が取
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られていたことで、1982年には収縮的な「自動調整」が生じ、国内の雇用と生
（3）

産に大きなマイナスの影響を与えた。

輸入自由化（平均関税率が94％から10％にまで低下）と1977-81年の景気回

復により消費拡大が引き起こされたが、これにより上述したような大きな経常
（4）

収支赤字が生じた。同時に、段階的な平価切り上げにより、対外借入の表面

上の実質コストは低下、1979年及び1980年にはそのコストはマイナスとなり、

資本流入が一層進んだ。

表2 チリのアブソープションと脆弱性の主要な指標

ア ジ ア 危 機テキーラ危機債 務 危 機
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交易条件効果。

出所：中央銀行に基づくFfrench-Davis and Tapia ( 2000)、DIPRES ( 2N0 )、
Ffrench Davis (1999)。

a 公的な数値は1986年固定価格、年成長率。 b 現在価格、GDPに占める％。

c 指数、1986=100｡ d 現在価格、GDPに占める％。

(3) Arellano and Cortazar (1982)、Ffrench-Davis (1999b )を参照。
(4)経常収支赤字の増大は高い金利支払と銅価格の下落とも関連している。これに関し

て、1981年の政府歳入は1965～1970年の平均よりも少なく、1981年の財政黒字はGDP
の1.6％となった。銅価格の急落は、1966年、1969年、1971年と段階的に行われた銅鉱

業の国有化によってチリが得た経済的レントにより部分的には相殺された。
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図1 チリの国内投資、国内貯蓄、外国投資(GDP比）
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1－2 政策的インプリケーション: 1990年代における資本勘定自由化

1982年の債務危機に対しての調整（表3参照）はマクロ経済運営の観点から

は複雑なものとなった。高金利、国内資産価格の下落及び為替減価のコンビネー

ションが国内金融市場に影響を与えた。いくつかの金融機関は清算され、中央

銀行は残った金融機関の支払能力を立て直すために不良債権を引き受けざるを

えなくなり、その後に大きな財政負担を残した（現在価値でGDPの約41%と
（5）

報告されている）。また、中銀規則14条に基づく、直接投資以外の対内投資

の約40％は、借り手と海外の貸し手の間に仲介業者を伴わない直接取引であっ

た点は指摘しておかなければならない。従って、たとえ非常に厳しく効果的な

プルデンシャル規制が国内金融システムに対して行われていたとしても、海外

資本ブームの影響下にあるマクロ経済の不均衡を完全に防ぐことはできなかつ

(5) Held and Jim6nez (2000)
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（6）

たであろう。さらに、総需要調整の結果として景気後退と失業率の上昇がも

たらされた。 、

表31982年の債務危機に対しての調整

1974～81年

金融仲介業務の自由化

，信用割当の自由化（質的にも量的にも）（1973年）

・国内通貨建て預金に対する要件の緩和 （1975年）

・外国からの融資へのアクセス （1979年と1 980年）

金利の自由化 （1974年、1 975年、1 976～1 982年）

銀行システムの再編

・民営化 （1975～1978年）

，フリー．バンキング（要件もなく監督もなく）

・商業マルチバンクヘの自由参入 （1974～81年）

1

■
■

２
３

1981～1986年

金融機関の整理

中央銀行によるポートフオリオ引受け

優遇為替レート

大衆資本主義

債務の再プログラム化

規制と監督

・リスクと資産の透明性

，関連信用業務の制限

・預金に対する国の保証の撤廃

・適正資本

・問題のある金融状況を推測

・無利息に対する管理

・銀行の規模と国際化の強化

？
●
●
●
●
■

勺
１
４

句
／
今

ゐ
く
少

月
４
，
戸
「
ノ
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、
）

(6)サプライ・サイドにおけるプルデンシヤル規制の弱さについてはValdes-Prieto

（1”2）を参照。
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債務危機の後は長い調整期間（1982-89年）となった。この間、国際機関か

らの援助による資本流入や、国際金融へのアクセスを回復するため対外債務の

資本化が行われた。

チリ経済のファンダメンタルズや民主的政治制度への信頼が回復した90年代

初頭には、当局は国内資本吸収能力にうまく対処し経済の脆弱性を弱めるため

慎重かつ段階的に資本勘定を開放することを選択した。当局は、短期かつ流動

的な資金の流入を防ぐ方策として、強制預託金制度（訳者注：エンカヘ制度）

を考えた。また、FDIリスク・キャピタルに対しては門戸を開放し、実質為替

レートが過度に増価して外貨が過剰となるのを防ぐため外為市場に介入し、外
（7）

貨準備の急速な積み上げによる金融への影響を不胎化した。

そのほか資本流入の管理に役立った政策として、注意深い財政政策、銀行へ

のプルデンシャル規制の改善、総需要と生産能力とのバランスへの継続的モニ

タリングの3つが挙げられる。これらの政策が採られたことで、マクロ経済の

不均衡が累積されなくなった。

1995年のテキーラ危機の間も、経常収支赤字をコントロールし、為替の増価

を防ぐ、ための積極的な政策を講じることにより、脆弱性は低いレベルに保たれ

た。海外ショックの影響は経済活動に大きな影響を与えることなく吸収された。

これは、外為市場、金融市場、資本勘定における積極的な政策によって可能と

なったのである。

しかし、アジア危機が起こったとき、高い国内投資率に基づいて経済は急速

に成長していたにもかかわらず、貿易赤字が拡大して経常収支赤字が拡大して

おり、また為替レートが増価していたなど、チリ経済は脆弱性が増す兆候を示

していた。このために必要となった調整によって景気後退が生じたが、他のラ

テンアメリカ諸国に比べれば緩やかであったものの、近年チリが経験してきた

(7) Ffrench-Davis, Agosin and Uthoff ( 1995)を参照。
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ものと比べと大きなものとなった。

2つの教訓を明らかにする必要がある。第一は、90年代と70年代の違いは資

本流入に対する効果的な規制があったかどうか、によることである。第二は、

90年代前半と後半との違いは資本吸収能力の管理と脆弱性のハンドリングにお

いて微調整されたかどうか、である。

資本流入を選択的に管理するために取られた措置に関しては、以下のような

変革がみられた。

(1)強制預託金制度の導入

外国資本のボラティリティに対するチリ経済の脆弱性を弱めるために、対外

債務の構造と構成を変え、融資に関してリスク・キャピタルの割合を高め、同

時に長期債務を増加させるための積極的な政策パッケージが採られた。これら

の政策には、金融システムへのプルデンシヤル規制や監督、公的及び民間（対

外及び国内）債務スケジュールの期間構成改善のための「債務政策」も含まれ

ている。1991年6月には、外国信用( FDIに伴うものから貿易信用にいたる外

国信用の全てを対象とする）に対する20％の強制預託金制度が導入された。同

時に、1年未満の国内の融資に対する税1.2％の対象が外国からの融資及び外

貨建融資にも拡大された。強制預託金、強制預託金に代わる金融コスト支払と

いうオプション、外国信用に対する課税などは、全て融資1年経過後からは支

払うことができない形となっている。1 992年5月には、強制預託率が30%に引

き上げられ、また外貨での定期預金もその対象に含まれることになった。さら

に1995年7月には外国人によるチリ株式（｢第二ADR｣ )の購入も対象に加え
（8）

られた。またその預託期間も融資期間にかかわらず1年間に引き上げられた。

(8)外国ポートフォリオ投資に対して強制預託金を課すことは難しくはない。投資され
る資金がチリの銀行に預金されている場合、そこで強制預託される。またチリの銀行

を仲介しない資金の場合は、外国の住所を有する代理人の名義で資産が登録された時

点で強制預託され得る。資金をADRに換えるためには、中央銀行への登録がまた必

要である。
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同じく負債の期間構成を改善する目的の下、FDIの償還送金に関する制限も、

株式市場への資本流入を抑制する目的で、3年後から自由だったのが1年後に

短縮された。

(2)管理された為替レート政策

実質為替レートの長期的な均衡の維持もまた経済政策の重要な目的となった。

その最終的な目的は輸出の伸びの低下を防ぎ、輸出が経済を引っ張ることにあ

る。1 983年から1989年の間、当局は±2%のクローリングバンドを採用してい

た（1988年には3％、89年には5％に拡大された)。これとは別に名目での減

価が加わり1982年から1 988年の間には130%もの実質減価となった。1992年1

月にはクローリングバンドが±10％にまで拡大された。1992年1月から2月の

間に観測レート（訳者注: observadoと呼ばれ、中銀が発表する全銀行の毎日

の取引相場の加重平均）で10%近い増価が突然生じたことから中央銀行による

ダーティフロートが開始されるようになり、ついに1992年1月には、それまで

のドル本位制に代わり通貨バスケット制が採用された。

(3)資本流出の選択的自由化

為替増価を防ぐための手段として、以下のような変更を通じて資本流出が促

進された。

・輸出代金の自由化（訳者注：チリ国内への回金・ペソ転義務の免除)、非居

住者資本が本国送金できるまでの最短期間を3年から1年へ短縮、外国資本

市場での債券及び証券(ADR)の発行許可、債務スワップによる投資の引

き上げ自由化、外国債務の先払い及び外国投資に伴う最低必要外国信用の自

由化

.さらに1991年には為替レートに対する圧力を軽減するための手段として資本
（9）

流出を促進する各種措置が導入された。

(9) Ffrench-Davis, Agosin and Uthoff (1995)を参照。
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(4)資本流入管理の成功を保証し為替増価を防ぐために必要なその他の政策

注意深い総需要政策。財政政策において、社会的支出の増加は新税の導入に

でまかなわれたし、外貨準備の積み上げによる貨幣的効果は十分に不胎化さ

れた。これにより、GDPの1～2%に相当する大幅な黒字が非金融公的部

門に生まれ、インフレが漸次管理された。このプルデンシヤル・アプローチ

は、公的銅歳入の安定化基金（訳者注：銅基金；国際銅価格が一定値を上回

るとその差が課税され収入は銅基金に組み込まれる。逆に国際価格が下回る
（10）

と基金から国庫に補填される）の規則にもみられる。

1982-83年の銀行危機の後、銀行に対するプルデンシャル規制が導入され、

その後も改善を続けている。これにより資本流入を引き金とした商業銀行の

貸付ブームが生じ難くなり、1995年までは経常収支赤字と為替レートの双方
（11）

を持続可能なレベルに保つのに役立った。採用されたプルデンシャル規制

の要素としては、銀行資産の質の継続的な監視、系列企業への銀行貸付につ

いての厳しい制限、銀行の市場価値が規制当局の設定した基準を下回った場

合における銀行資本の自動調整メカニズム、銀行業務を凍結する権限、第三

者への資金移転による銀行トラブルの防止、資本要件を満たさない金融機関

による配当金支払の制限などがある。また、チリの金融市場が深化して、新

しい資金の秩序ある注入や資金の引き出しが銀行のポートフォリオに大きな
（12）

影響を与えなくなった。

(1J しかし、1982年の大危機はチリが数年間にわたる財政黒字を計上した後に生じたこ

とを忘れるべきではない。メキシコでのテキーラ危機やアジア危機における韓国にも

同様のことが生じた。この3つのケースのいずれにおいても、対外債務は民間部門に
より生じた。

('1）資金フローの少なからぬ部分が国内銀行を経由していない点を認識しておくことは

重要だ。1990年代、ポートフォリオ投資及びデリバティブ市場が発展し、この現象は
より顕著になっている。

(12) Larrain (1995), Aninat and Larrain (1996).
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(5)微調整と脆弱性の拡大

外国からの資本供給が落ち込む中、1998年6月には強制預託率が10％に引き

下げられ、9月にはさらに0％に引き下げられた。しかし、当局によると、

これは単なる引き下げであり、外国資金の流入状況に応じて適切と判断され
（13）

る場合にはまた準備率を引き上げる予定とされている （訳者注：結局2001

年にこの制度は廃止された)。

1996- 1997年は公式にはクローリングバンド制ではあったが、中央銀行は為

替相場の完全変動化に向けて段階的に移行しつつあった。たとえば、クロー

リングバンドの下限を引き下げるため（1997年初頭に公式なバンド幅±12.5

％に拡大したこと以上に)、当局は通貨バスケットの各通貨のウェイトを変

えるという矛盾した調整を行ったが、これは通貨バスケットの信用を失わせ
（14）

ることになった。また基準為替レート（訳者注：公示相場）を算出すると

きに用いる海外インフレ率は1995年から1997年の間10%過大評価され、その

結果、通貨が大幅に増価することとなった。さらに1995年11月には、チリの

生産性が主要な貿易相手国を上回る速度で上昇するとの前提の下、基準為替

レートの増価率が年2％と設定されていた。しかし、同時期、中央銀行は多

額の外貨準備を蓄積した。アジア危機の影響が強く感じられ始めた時、中央

銀行は非対称的な行動を取った。豊富な外貨準備を放出することで切り下げ

圧力を緩和し、為替レートの是正を妨げたのだが、もしもっと早く実行して

いたならば是正はもっと穏やかなものとなっていただろう。1998年半ば、不

確実性が極めて高まり、金利の急激な引き上げというマクロ経済調整が行わ

(1] Massad (2000).

(14) 1994年11月には、チリの貿易におけるドルの影響が低下していることを受けて、ド

ルのウェイトが50％から45％に引き下げられた。逆に、1997年1月にはドルのウェイ

トが窓意的に80％にまで引き上げられた。チリ、イスラエル、メキシコのバンドに関

する比較研究についてはHelman et al. (1994)を参照。チリ、コロンビア、イスラ

エルとの比較については、Williamson (1996)を参照。
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れた時期、バンドが劇的に縮小された（中央銀行と資金流出の貨幣的効果が

強まった)。これは、中央銀行が市場における切り下げ圧力に屈しないとの

メッセージを発するために行われたものであった。1998年末にバンドが拡大

された後、1999年9月には、国内アブソープションの大幅な落ち込みの中、

為替レートの調整を可能とするためにバンドへのコミットメントは停止され

た。

､年金基金に認められた海外投資の割合は1995年の6％から1997年4月には12
（15）

％へと引き上げられ、新たな投資先が開かれたこととなった。国内経済及

び国内市場における収益機会に対して非常に楽観的な期待が持たれていたさ

なかの1996-97年は、資本流出は大変緩やかだった。リスクのために年金基

金の投資先は分散しているが、変更により、経済全体としてはより大きなリ

スクを伴う方向へと進んでいる｡ 1998-99年にみられたように、通貨切下げ

期待の高まりが年金基令の海外投資を促した。

1－3 最近の評価と教訓

ECLAC (2000)による最近の報告では、資本勘定自由化を制限することは、

金融政策や為替政策の有効性を高めるならば価値はあるとしている。同報告の

主な所見は以下の通り。

・資本流入に対する強制預託金は、対外債務が存在する場合、資金流入を抑制

する限りは「債務政策」の一部であり、またアクティブな金融政策及び為替

政策を可能とする。

・強制預託金はサイクルに応じて異なる強さで使用されうる恒久的な手段と見

なされる。また、自由な資本流入を認めつつ危機の際には資本流出の量的コ

ントロールを行うことよりは望ましいとされる。後者の策は、危機の際計画

(1刃1”9年1月には16％に引き上げられた。
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的に行われるのでなければ非効率となりうる。なぜならば、望ましい効果が

得られる代わりに、大規模な資本回避と資金管理が不能となる結果に終わる

かもしれないからだ。

・上記の諸方策、特に強制預託金制度を通じた資本移動規制が外国からの融
（16）

資の期間構成にプラスの効果があったことは多くの研究が示している

（図2参照)。

図2 資本流入の構成変化
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出所: Ffrench Davis and Tapia (2000)。

強制預託金制度によって資本移動総量が減少して、より望ましい金融政策

(金利の決定）が可能となり、為替切り上げ期待を抑制できたかどうかにつ

(1d Agosin & Ffrench Davis ( 2000 ) , Agosin ( 1998 ), Larrin, Laban &
Chumacero (1997) ; Le Fort & Lehmann ( 2000 ), Barrera & Cardenas

(1997); Ocampo and Tovar (1999) and Villar & Rincon (2mO)
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(17)

いては、いまだ大きな論争が存在する。

強制預託金制度の有効性は、第一に、預託率と預託対象を何にするかにより

決まり、第二に、その戦略をサポートする補完的政策により決まる。かかる

補完的政策としては、財政責任と金融システムに対する効果的なプルデンシャ

ル規制が含まれる。従って、好況期における過剰な流入を抑制し、行き過ぎ

た為替レートと総需要のボラテイリテイから経済を守るよう、資金移動管理

を改善し続けるため、将来政策オプションの再考があるに違いない。

強制預託金制度又は資本流入に対する課税が金融システムのプルデンシャル

規制よりも優れている点は、金額に関係なく全てのプレーヤー（金融部門も

非金融部門も）に平等に適用される点にある。この措置は問題の根源、すな

わち、外国から融資の過剰な増加や、好況時に為替増価期待のなか生じる資

本コストの内外格差という問題に対処する。

よりラディカルな自由化アプローチを採用した他の国では、高い国内金利に

直面し、国内金利と国際金利との大きな差を経験した。これは、チリの通貨

と比べ、より大きなカントリーリスク又は為替減価予想があるか、或いはそ

の両方があることで説明できる。

為替政策は近年生じた各地の危機における主要な要素である。為替レートを

物価安定化政策の一部として固定し続ける場合は、持続不可能な水準の資本

流入によってドルの実質価格と大きくかけ離れることとなる。また、大きな

経常収支赤字が資本流入によってファイナンスされ、経済は脆弱化する。中

央銀行は大幅な為替増価に目を光らし、持続不可能な経常収支赤字と過剰消

費をもとに設定されたインフレ目標の達成は避けなければならない。
（18）

強制預託金のコスト（よく指摘されるのは外貨準備の過剰な蓄積による財

(17) Valdes and Soto (1998), De Gregorio, Edwards and Valdes (2000).
(13 Schmidt-Habbel et al. (1991)は、強制準備金制度の効果を要約するとともにコ

ストを測定しようとしている。
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政損失と高金利によって成長率が低くなること）はマクロ経済上の便益と比

べて計る必要がある。この便益はいろいろある。例えば国際金融市場の不完

全さ（特に高いボラテイリティや情報の非対称性）の相殺、為替レートの不

安定性の緩和による輸出モデルの保護、消費を調節し、景気循環を緩和し、

生産的投資と成長への環境整備のための積極的な金融政策が可能となること

などである。

資本勘定の自由化という点に関しては、その地域の年金基金が蓄え保有する

資金が国内に優先的に投資されるべきか、或いは海外へ投資されるべきかは

なんとも言えない。マクロ経済の持続可能性を犠牲にしてマクロ経済上のリ

スク分散が達成されている場合には、両者が連関しているため特に議論の余

地がある。この問題についてはさらなる議論と分析が必要である。

金融危機は必ずしも持続不可能な財政赤字の結果として生じるとは限らな
（19）

い。赤字は危機的状況の結果としても生じるもので、危機の原因ではない

こともある。繰り返すなら、得られた教訓は、経済のファンダメンタルズの

一部分だけを適切な保護対象としてこだわるべきではないことだ。

2．チリの年金改革

2－1 改革の根拠

チリにおける年金改革では、他の経済分野にみられたリベラルなモデルと同

様の社会保障制度を導入した。個人出資、民間運営、自由選択、国の補完的役

割がチリにおける年金改革の基礎的条件となった。すなわち、第一に、政治的

圧力にさらされることなく、支払不能問題を解決し、約定を果たす能力を改善

すること。第二に、年金貯蓄経営の効率性を高めること。第三に、競争を促進

(11 Krugmanの論文(1979)以降、このような見解が特に強まっている。
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しサービスの質を向上すること。そして第四に、年金を再分配政策改革のため

に使用することを制限すること。これらの目的のもと、1980年の法令(DL)

3500号の公布によりチリ年金システムの全面的改革が行われた。

旧制度は確定給付に基づいており、給付はCajas de Previsi6nとして知られ

る多数の年金機関を通じて支払われていた。旧年金は主に国が管理した賦課方

式( pay-as-you-go )でファイナンスされ、年金制度への加入はホワイトカラー

労働者、ブルーカラー労働者ともに義務であった。新年金法により旧年金制度

は段階的に清算され、国の規制と監督を受ける民間の年金基金運営会社により

運営される確定拠出型年金制度に取って代わられた。新制度では年金給付は確

定拠出から算出され、個人退職口座に積み立てられた資金力漣用の原資となる。

新制度への加入は、全ての契約被雇用者に対し義務付けられている。

2－2 確定給付から確定拠出制度への移行時における政策ジレンマ

個人退職口座に基金を積み立てるという方式は個々の加入者のレベルでは等

価( equivalency)原則に従い、所得に比例して徴収される手数料を除き、異

なる拠出者間での相互補助を認めないことから連帯( solidarity )原則に反す

る。チリの年金改革の評価を行う際にはこのジレンマがどのように解決された

かについて焦点を当てる必要がある。民間企業による個人積立金の運営は、労

働者の保険料（＝拠出）を基礎とする年金支払制度を構成する要素の一つに過

ぎず、保険料以外の要素をも含む複雑な年金制度の一部を構成するに過ぎない。

この保険料以外の要素には、自身の収入がない老齢者や障害者が、適格要件を

満たすことを条件に得られる厚生給付（福祉年金）がある。また、十分な額の

退職基金を積み立てられなかった者を対象とする最低保証年金給付がある。こ
（20）

れを「三つの柱」モデル に例えると、一つ目の柱は公的な部分に当たり、保

(20 Mesa-Lago ( 1996)
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険料ではない要素で、再配分的であり、国家予算からファイナンスされる。二

つ目の柱は強制的な部分に当たり、積み立てられた個人退職口座の運用益は民

間企業により管理される。そして、三つ目の柱には、退職口座の運用益を増加

させるために任意の追加的貯蓄を奨励する免税措置があり、この部分も先と同
（21）

じ企業が運営する。

国により運営されファイナンスされる基礎的な第一の柱はまた、旧制度から

新制度への移行の処理もする。この第一の柱では、賦課方式の旧制度下で得ら

れた年金受給権を保障することにより新制度への移行を促すインセンテイブの

費用を負担する。これには、当然旧制度で払い込まれた個人の拠出額を認証す

ることも含まれている。この拠出額は、新システムに移行しなければ拠出者に

生じたであろう年金額で、国庫が支払義務を有する「認証債券( recognition

bond )」という形になった。これとは別に、国は、旧制度が自然な要因で完全

にフェーズアウトするまでの間、引き続き旧制度に留まり続けることを選択し

た者のために旧制度を運営し続けることで、旧制度の下で既に給付中の年金や

近く給付されようという年金のファイナンス責任も負う。

積み立て型制度の導入には以下のような利点があると言われていた。すなわ

ち、運用益が資本市場に基づくので拠出年金は優れていること、生涯拠出額に

基づいて給付額が算出されるので特権的な年金がなくなること（訳者注：旧制

度では給付額の計算が退職前5年間の給与が基本となっているため、年功賃金

を採用している大企業従業員や公務員にとって有利であった)、将来の人口構

成変動の影響を緩和すること、制度がより効率的に運営されること、年金制度

下での権利と義務に関して全ての労働者が公平な立場に立つことができ、雇用

の流動性が促進されること、貯蓄と投資を促進すること、そして資本市場の発

展に寄与することである。こうした想定された利点に対して当初から疑問も投

(21) Bustos (1995), p.229-230
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げかけられていた。当時のアナリストたちは、一つの制度から他の制度に移行

するには巨額の準備金が必要になること、そして財政面で大きな努力が必要と

なることは別にしても、制度変更は所得と富の集中につながりかねないと警告
（22）

していた。

2－3 改革に対する評価

ECLACは、年金改革のいくつかの結果と、いくつかのいまだ結論の出てい
(23)

ない課題に対して関心を示してきた。本節ではチリの年金改革の結果と教訓

について再検討する。本節は4つのセクションで構成される。各セクションで

は年金改革が直面する主要な課題について記している。すなわち、人口カバレッ

ジと労働市場、財政が負う恒久的な責任と移行期における責任、資本市場発展

への影響、制度の効率面に関して年金基金運営市場が果たす役割である。

(1)チリの新年金制度の人口カバレッジ：労働市場を通じたクリーム・スキミ

ング

賦課方式による旧年金制度のカバレッジは1975年において総労働人口の74%

を超えていたが、改革前の1979年には59％にまで落ち込んだ。改革後は、当時
（24）

運営されていた制度( AFP及びINP )と軍の制度の双方でカバレッジが低下

していた（特に1982年は高失業率の結果として)。それ以降は、1997年には68
（25）

％という高い水準にまで上昇し、その後また低下した。実効カバレッジ も同

様のパターンをたどり、1982年には高い失業率のために大きく落ち込んだが、

@2) Arellano (1980) p.146.
㈲ ECLAC (1995).

(24 訳者注：新制度による民間年金基金(AFP=Administradoras de Fondos de

Pensiones )と旧制度に残った者のための公的年金基金(INP)。
㈲ 職業的カバレッジ（総被雇用者数のうち拠出者の割合）と実効カバレッジ（総労働
力人口に対する拠出者の割合）は区別される。
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1 997年には経済活動人口の64%にまで急速に回復した。

表4 各年金システムがカバーしている人口（％）

職業的カバレッジ
(拠出者数 ／ 総被雇用者数）

実効カバレッジ
(拠出者数 ／ 総労働力人口）

年

計 | AFP I INPAFP I INP 計

1975

1976

1977

1978

1 979

1 980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1 987

1988

1989

19”

1991

1992

1993

1994

1995

1 996

1997

1998

1999

74.3

68.9

65.4

59.8

59.4

56.4

21.5

20.0

18.0

16.7

15.7

14.2

13.5

1 2.2

1 1.0

10.3

9．7

8．9

8.0

7.6

7.6

7.0

6.4

63

5.4

74.3

68.9

65.4

59.8

59.4

56.4

55.1

56.0

56.2

57.3

59.7

60.1

64.1

62.7

61.8

60.9

63.4

64.2

62,6

63.8

64.8

65.9

67.7

64.2

55.2

■ ● ■

由 b ●

b ■

33．6

36.0

38．2

40．6

44．0

45.9

50.6

50.6

50.8

50.6

53.7

553

54.6

56.2

57.2

58.9

61.3

58.0

49.8

出所: &zpe7･j"terl,de"C" de AFR IIVF y DIPRES and Arenas, 1999の基本統計
に基づき算出。軍と警察を含む。
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（26）

「労働力のクリーム・スキミング 」によって、新制度の総労働力人口の

カバレッジを妨げる2つの形がある。

・一つ目は、自営労働者の加入には適切なインセンテイブが欠如しており、加

入は任意とされていることである。民間部門で保険料を払い込んでいる自営

労働者の割合は小さく、その割合は低下している( 1986年の4.8 %から1 998

年には3.8％へと低下)。加入は任意で、所得は低く不安定で、低い貯蓄力に

合わせた別の投資手段があり、いつも最後には福祉支援プログラム（社会扶

助年金、厚生サービス及び家族手当）に戻ることができる。

表51996年チリ：年金のカバレッジの構造（職種と企業の規模による）

拠 出 中

AFP I INP
％ ｜ ％

拠出して

い な い

経済活動

人口に占

め る ％

不 明

％ ％

職種

雇用者

自らの口座

単純労働者／契約労働者

家庭内サービス(住込み）

家庭内サービス(通 い）

無給家庭内労働者

軍

不明

７
３
４
２
４
６
３
３

■
○
℃
●
■
Ｃ
Ｄ
●

１
０
０
１
０
０
０
３１

47.4

78.4

19.7

23.0

61.8

93.8

1.3

39.3

3.7

20.3

67.7

1．3

4．4

1．3

1．3

0.0

１
６

２
５
０
７
０
８

。
●
巳
、
●
●
①
●

５
５
５
９

０
３
４

４
４

１
７
５

３
４

5．8

5．7

4.7

16.3

7．9

1.9

94.4

2．6

企業の規模

0－ 4

5 － 9

10- 49

50 -199

2側人以上

不明

0．5

0．7

0.3

0．3

0.2

2．1

７
６
９
０

３
５

■
Ｃ
●
Ｇ
色
●

０
５
６
１

１
７

３
６
７
８
８

６

０
７
２
２

０
９

骨
●
●
●
◆
●

６
４
５
６

２
７

１

62.8

29.0

17.6

12.5

6.5

22.5

７
４
３

４
６
７

●
。
●
●
●
●

９
１
３
２
９
３

３
１
２

１

6.4 1 35.3 1 051㈹.O | 57.9総計

出所: CASEN (1996)のなかの統計を用いて著者が計算。

” 訳者注：牛乳からおいしいクリーム部分をすくいとることから転じて、各種の義務
を課せられる側が競争において不利な立場におかれる状況。
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･二つ目は、多くの賃金労働者が保険料を継続的に払い込んでいないことであ

る。これは、季節賃金雇用、パートタイム雇用及び社会保障法があまり履行

されていないインフォーマル・セクターによるものだ。ここで注目すべきは

加入者数（少なくとも一度でも保険料を支払った者）が1982年の144万人か

ら1998年6月には584万人にまで大きく増加したことである。なお、このカ

バレッジは当時の総労働人口を上回っている。しかし、それぞれの支払期日

に保険料を支払う有効拠出者数は1982年の101万人から1998年6月の329万人

に増加したに過ぎない。これは労働力の58.4％に相当し、ラテンアメリカの

標準からすれば高い数字ではあるものの、期待されていたよりも低い。さら

に驚くことはこの2つの数字のギャップが広がっていることである。つまり

加入者に対する有効拠出者の比率は1 983年の75％超がピークで、1 998年6月

には56％にまで徐々に低下している。

図3 チリの新しい年金システムへの加入者数と拠出者数（1981-1999）
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(2)チリの年金改革における財政責任

この種の改革を実施するための財政コストをめぐりいろいろな議論があるが、

このテーマはさらに複雑である。なぜならば旧制度がどう運営されたか、また

それが改革によりどう影響されてきたかを理解することが必要だからだ。旧制

度では、既に退職した世代は現役の頃に行った拠出によって国への債権者となっ

ており、国はこの債務をファイナンスするために、現役世代又は労働世代との
(27)

間に新たな債務契約を締結していた。だが年金改革により、国のそのような

保険数理的課題を実行する能力は限定され、債務は国家予算から返済するしか

ないことが明らかになったのである。

制度変更に伴って発生した債務は、改革の時点で既に給付中だった年金の現

在価値、任意に旧制度に留まった加入者への純給付額の現在価値、及び新制度

に移行した加入者が旧制度下で行った積立金に関する認証債券の現在価値の合

計から、技術的準備金と旧制度に留まった加入者が将来支払う保険料の現在価

値を差し引きし、福祉年金と最低年金における国の支払保証額の現在価値と、

旧制度が引き続き適用される軍に関するキャッシュフロー不足額の現在価値を

加えたものとして計算することができる。その結果、制度変更に伴う債務は
（28）

GDPの126%に相当すると推定された。すなわち、チリの年間生産額の1.3倍

と推定された。

社会保障赤字をチリの政府財政統計（表6第5列）で報告されているような

形で捕らえることには議論の余地がある。年金基金監督局( SAFP =

Superintendencia de AFP )は赤字総額を、賦課方式から積み立て方式への移

行に専ら起因する部分と、認証債券に関連する部分とに分けている。前者は、
（29）

Cajas de Previsi6nが社会保障基準局(INP) へ統合された後に、Cajas de

(27) Schmit Hebbel (1994).

(23 Holzman (1997) p.31.
" INPは1 980年法令第3502号、1 988年1月20日の法令第18689号により、国防軍と警

察を対象とする基金( Cajas de previsi6n de la Defensa Nacional及び
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表6 国の社会保障赤字とその構成 (GDPに占める%)

移行に関連した赤字 そ の 他

社
赤
合

障
の
計

謡
字

認証債権

（3）

移行による赤字INPへの国の

直 接 拠 出

(1) (2)

Civil Total

INPへの国の

直 接 拠 出

（6） （7）

Asist. Min

年
(8)（4）

Civil

（5）
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０
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９
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２
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０
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３

出典: Bustamante ( 1998 )、Arenas ( 1999)、Ministerio de Hacienda, DjreccZ6n,

de P"s噸叫GsZo, 1998に基づき、著者が計算。

Direcci6n de Previson de Carabineros de Chile)を除く、既存の社会保障基

金(Cajas de Previsi6n Social)と年金ファイナンス基金(Fondo de Financiamiento
Previsional )を全て社会保障基準局(INP)に統合して創設された。また、この統

合された社会保障基金にはCaja de Empleados Pdblicos (公的部門労働者とジャー
ナリスト)、Caja de Empleados pariculares (民間労働者)、Cajas de la Marina
Mercante (商船貝、高級船員とクルー)、Cajas Municipales (地方自治体労働者
と肉体労働者)、Caja Empleados Municipales de Santiago (サンティアゴ市公
務員)、Caja de Empleados Municipales de Valparaiso (バルパライソ市公務
員)、Caja Obreros Molineros y Panificadores (製粉業者とパン製造業者)、
Caja Ferrocarriles del Estado (国有鉄道労働者)、Caja Consumidores de Gas
de Santiago、Caja Hipica Nacional､Cajas de la Empresa de Obras Sanitarias
(水道会社労働者及び肉体労働者）及びServicio de Seguro Socialがあった。
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Previsi6 nが支払うべき年金をファイナンスするために国が直接拠出する資金
（30）

として扱われるものを含んでいる。

表6は、この軍関係の年金を除く政府の年金赤字は制度運用開始以来の18年
（31）

間で毎年のGDPの約3.5%に相当したことを示している。また90年代では赤字

総額はGDPの5.2%程度になってきており、制度移行に直接関係する赤字は

GDPの3.8%前後であることも見て取れる。この18年間で国の直接拠出のGDP

比は低下しており、認証債券のGDP比は高まっている。

このデータを論理的に解釈するなら、制度移行に伴う直接コストは別として、

この制度ではカバレッジを拡大できないことと、軍が制度の対象外であること

から、保証費用がその重要性を増しつつある。新制度導入から18年、労働者が
（32）

彼らの貯蓄口座に入れるのはGDPの約2.6%であり、国はGDPの5.7%を超え

る年間社会保障赤字を引き受けなければならなかったこととなる。この赤字額

のうち正確にどの程度が改革によるものかについては様々な議論があるが、制
（33）

度運用と改革に起因する財政債務は表6に示されている。

(3)資本市場の発展

1999年3月には合計3,163,313名の加入者が年金制度への支払を行った（チリ

における全経済活動人口の55％)。現在の保険料だけに関していえば、年金制

度から金融部門に対して流れた金融貯蓄のフローはGDPの3%に相当する

ものとなっている（これは純フローであり、基金から生じた利息や配当の再投

資、給付金を請求した者による資金の回収額を含まない)。

(3J Bustamante (1998) p.5.
61）データは比較を容易にするためにGDPに対する百分比として表示されている。政

府財政統計は名目値で表示されており、Bustamante (1998)のデータは1 998年10月

現在のドル価格で表示されている。

62）この貯蓄フローは積み立て部門のカバレッジの拡大とともに増えており、2側0年に

はGDP比で社会保障赤字を超えると予想されている(Arenas (1999))。

" Arenas de Mesa (20m).
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a、規制と監督

新制度は全ての契約労働者に対し強制的性格を持つため、国は年金基金に蓄

積された資産を完全に保全するための措置を講じなければならない。これは制

度のレギュレーターとしての役割を通じて行われる。

規制の枠組みには2種類がある。つまり、プルデンシャル規制と組織への規

制である。プルデンシャル規制は労働者の基金がリスクの高い証券に投資され

る可能性を減らすことを目的としており、証券が市場価格で評価されることを

強制し、金融マネージメントが失敗したり基金が投資する証券がよくない方向

に進んだりする可能性を低減するものである。一方、組織への規制はAFPと

その他金融システムとの利益関係を限定し、また金融マネージメントが失敗し

た場合のAFPオーナーの責任を定めている。

表7 チリの年金基金への規制

1．年全基金投資へのプルデンシャル規制

1．年令基余は、法律が特に認めた金融商品にのみ投資できる。

2．年今基金は、定められた金融商品と認められた発行主体といった点で、ポー

トフォリオの分散について非常に厳しいルールに従う。

3．年今基令による投資が認められている金融商品は全て国家リスク格付委員会

により評価、承認されなければならない。

4．年令基会のポートフォリオ投資は全て年金基金監督局が定めた価格を用いて

日々計られる（ポートフォリオの85％は実質株価で計られる)。

5．年今基令の金融運営は最低運用益率の要件に従う。最低運用益は市場で競合

する他のAFPの実績に関連して算定される。

6．年令基今証券の少なくとも90%は中央銀行に保護預りされる。

2．組織への規制

7．全てのAFPは自らが管理する年余基令とは完全に独立．分離した責任を有

する株式会社である。

8．各AFPは一つの基金のみを運営することが認められる。

9. AFPは基金の最低運用益率を保証する責任があり、必要な場合には、この

最低運用益を達成するために中央銀行に預託した資本準備金を使用する。
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また法律は2種類の保証を定めている。全てのAFPは、一定期間の間のAFP

市場全体で達成された平均運用益に基づく最低実質運用益率を報告しなければ

ならない。また国も最低年金額を保証するとともに、その請求のための適格要

件を明記する。

レギュレーターとしての役割を履行する国の機関は年金基金監督局である。

監督局はAFPを監視・監督する専門機関であり、国の財源からファイナンス

される独自の資産を持つ独立機関である。その職務は金融、保険数理、法律及

び官房分野をカバーし、労働社会保障省の社会保障担当次官を通じて政府との

関係を有している。

b.年金基金の残高とパフォーマンスに関する規制の枠組みの効果

年金基金の累積額は、創設以来の18年間で急速に拡大しており、同期間GDP

比で1％から44％にまで増加した。これは制度の若さを反映するものであり、

残高の拡大は保険料支払い者数の増加と退職者数の少なさの結果であり、また

チリの金融市場が発展してくるなか段階を追って年全基今の投資が認められ、

資産価値が増加した結果である。これら年金基金の価値は1998年にはGDPの

40％を超えるまでに成長した。

年金基金の実質年間運用益は高いレベルにあるが、変動が激しい。この変動

の激しさは、この間、国内金融市場が激しい変動を経験したことで説明できる。

エクスポージャーは次の2つの現象による。(a)レギュレーターにより維持

されるランキングを恒久的に上げようとして、各年金基金マネージャーが短期

的な運用益を最大化しようとすること、(b)規制により、第一に投資は事前に

設定された範囲の証券に限定され、第二に市場平均から大幅に乖離した運用益

は得られないため、各年金基金のポートフオリオに大きな差異がないことであ

る。

しかし、それぞれ個人の拠出者のレベルでみると運用益率は一層複雑なもの
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となる。というのも、年金制度に加入し、運用益を得るためには、口座管理費

や手数料を支払わなければならないからである。この手数料は固定されており、

低所得拠出者に対しては逆進的な効果がある。表8の最後の2列は拠出者レベ

ルでみた場合に運用益率はかなり低くなり、低所得加入者の場合には特に低い

ことを示している。手数料の問題は本節のセクションdで分析している（表8

は、加入年ごとの累積運用益率を記しているが、率には収束傾向が見られる)。

C.金融市場と投資への影響

社会保障保険料が、権利を取得するための課税という性格から資本を蓄積す

るための貯蓄という性格へ変化することで、年金改革は資本市場の発展に対し

て以下の3つの成果があったといわれる。(1)投資資本の源となり、資本市場

の発展を支えた。(2)基金が民間企業により運営されているため、最高の投資

機会に効率的に配分されている。(3)国民貯蓄水準の引き上げに大きな役割を
（34）

果たすことで経済成長に貢献した。

(1)投資資本の源は増加したか？

賦課方式から個人積立方式への移行コストをファイナンスするための十分大

きな財政黒字があったおかげで、年金基金の創設は実質投資のための資本の源

を生み出した。

(2)これらの基金は増加している多様な金融仲介機関に十分に分散しているか？

何ら保証的な仕組みを持たない任意の制度と比較した場合、年金基金のポー

トフォリオの構成は、増加している多様な金融仲介機関の中での効果的な配分
（35）

というよりも、規制のパターンを強く反映したものとなっている。市場にお

(34) Gerald and Jenkins (1993) ch.1.

㈲ 々はチリにおける規制が少なくとも2つの形態の保証を求めていることを想起しな
ければならない。第一に、規制は金融市場における異なるプレイヤー間の利害衝突を
防ぐことを目的としており、そのため規制の枠組みのなかで保有可能な資産の種類も
資本市場の発達に伴い段階的に増えていること。第二に、規制は、年全基令の運用益
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ける規模の経済の問題と、年金基金マネージャーが新たな加入者を惹きつけよ

うとする行動のために、マーケティング・コストは高くなり、加入者が支払う

手数料の高額化を招いている（図4参照)。

図4 チリの年金基金によるポートフォリオ投資の構造
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(3)民営年金基金は国民貯蓄を増加させたか？

国民貯蓄に対する年金改革の直接的な影響は最大限に見積もっても非常に弱

いものである。この場合の主な要素とは年金制度の赤字や改革コストを吸収す

るために公共部門の黒字が創出されたことである。しかし、中央銀行による不

胎化目的（為替及び金融政策と一貫した形で、第1部参照）のための公開市場

操作を可能とすることで経済安定化を促進し、また金融貯蓄を実物投資に転換

するために必要な資本市場の発展に寄与するといった間接的な形での貢献はあ

は全基金の平均運用益から大きく下回らないよう保証しようとしており、平均的な基

金のポートフォリオから大きく異ならないようにするインセンテイブを設けている。
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る。

1 990年代を通じて、社会保障赤字の削減以上の、かなりの財政努力が続けら
（36）

れ、また強化されてきた。チリが将来もこうした努力を持続できるかは社会

保障赤字がどのように推移するかによる。というのも、年金基金から生じる純

貯蓄は、GDP比でみて、制度が成熟するにつれカバレッジとともに安定化す

る傾向にあるからである。財務省の仮予測では、社会保障赤字は最低保証年金

の水準、制度のカバレッジ及び年金基金が達成する運用益に大きく左右されそ
（37）

うなことを示している。

d.年金運営産業と管理コスト

AFP市場には、経済の効率性を向上させる競争の拡大を抑制する特徴が2
（38）

つある。その第一はAFPサービスへの需要に関するものである。労働者の基

金を保護するために必要とされる規制がAFPの生産物の差別化を妨げている。

サービスへの需要は手数料の水準にさほど敏感ではない（需要の価格弾力性が

低い）ため、AFPにとって最も利潤の上がる競争戦略は、市場での自らのシェ

アを維持または伸ばすよう営業力を使うことで、AFP産業に集中化をもたら

してきた。

第2の特徴は手数料の徴収方法に関するものである。手数料は所得に比例す

る一方、AFPサービスの平均生産コストは一定であるため、拠出者一人当た

りの利幅は所得に比例する。従って、AFPは高所得者を加入させようとする

ことになる。

これにより、価格引き下げも生産物の差別化も競争における選択肢とはなら

ない状況が生み出され、需要に影響を与える唯一の方法は大規模な営業部隊を

" Arrau (1995), Arenas de Mesa and Marcel (1993)

(37) Arenas de Mesa (1999).

(33 Mastrangelo (1999).
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表9 年金基金の集中度と管理コスト

集中度（3大基金の集中度合い） ｜移籍数｜営業者数
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雇用することとなり、これがマーケティング・コストを引き上げ、制度の効率

性を低下させている。各AFPのねらいは年金産業における規模の経済のメリッ

トを利用するために、可能な限り多数の加入者を他のAFPから引き抜くこと

である。

当初、AFPに認められた手数料は4つの要素からなっていた。固定手数料、

所得に比例した手数料と個人口座収支に比例した手数料（1988年まで)、加入

者保険料の預託手数料である。これらの要素は各AFPにより全ての加入者に

対して同じ料率で自由に設定される。この仕組みはAFPマネージャーに対し

価格競争にもコスト管理にもインセンテイブを与えるものではない。固定手数

料はAFPマネージャーによる低所得労働者との契約を奨励することを目的と

したものだが、結局は低所得者層にとってはシステムが相対的に高コスト負担

となり不公正なものとなっている。その結果、高所得労働者が支払う保険料か

ら低所得労働者の支払う保険料への補填を促進する歩合手数料が導入された。

しかしながら、加入者に高いマーケティング・コストをもたらす可能性が明ら

かにあるために、この手数料の仕組みについては懸念が生じている。

保険料払込者にとってのコストは1982年の課税対象所得の3.57％から、1983

年には4.87％にまで上昇したが、その後低下し、1999年はまだ2.4%強の水準と

なっている。これらの数字は国際的にみた年金基金の管理コストよりもはるか

に高いが、外国では含まれていない社会保障サービス（遺族年金と障害者年金

をカバーする保険プレミアムの購入）も含まれている。1999年4月までに、運

営手数料をカバーする部分の保険料は、課税対象賃金の1.85％、又は保険プレ
（39）

ミアム（法定保険料の24.9％）込みの課税対象所得の2.49％となっている。

(31 SAFP (1999) p､46
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金融自由化は外国資本を最も有効な形で利用しようとする。これは、資金を

国内で健全に吸収するよう保ち、対外要因に対する脆弱性を低いレベルに保つ

ことを意味する。成功のためには、一連の目標に対処する積極的な政策が必要

である。これら目標としては持続可能な資金流入、物価と金融の安定、競争的

為替レートなどがあげられる。持続可能な成長は、輸出の促進と増大した国内

貯蓄からなされた実物投資が導いた。組織化された金融部門を発展させるため

には、プラグマチックなアプローチが取られる必要があり、実質レートからの

過度の乖離を避ける為替政策、消費をコントロールし続ける財政金融政策が取

られる必要がある。資本移動の量が少なく、多少の流入でも大きな影響がある

なか、絶えず変化し続ける現実に対処するためには、プラグマチックに資本勘

定を管理することが最善の方策であるようにも見える。国際金融市場への統合

を保証するものは資本勘定の自由化ではなく、むしろ自国の金融市場のソルベ

ンシーについて国際的な信頼を得る能力とマクロ経済のファンダメンタルズで
（40）

あろう。

社会保障システムでは、ラテンアメリカの潜在的加入者の特性を踏まえ連帯

的要素をデザインしなければならない。ラテンアメリカでは高齢化が急速に進

展する一方で、多くの労働力が正式な安定した職をなかなか得られない。チリ

の年金改革のもとでは、加入者の多くが妥当な年金給付を得るだけの基金を構

築するのに十分な貯蓄を年金個人口座に有していない。現役労働者の多くは定

年に達した時には保険に十分入っていないか、全く加入していないままになっ

ていることだろう。社会保障改革について議論する際にはこの問題を取り上げ

なければいけない。制度は、そのような者たちをもカバーするという公的部門

㈹ Zahler (1997)
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の補完的役割を組み込んで設計、ファイナンスされるべきである。また個人口

座管理における効率性を向上させるのに必要な制度の発展も求められる。ポー

トフォリオの分散は進んでおらず、管理コストも高いことが加入者への給付額

を下げている。今のチリのシステムとは異なった方法で効率や分配を改善する

ことがまだ必要である。他のラテンアメリカ諸国が他のアプローチ、すなわち

公的な柱と民間の柱を混ぜたモデルや両方の柱を競い合わせる並列モデルを開

発する方向に進んでいることは驚くには当たらない。いずれにせよ、社会保障

原理を達成するよう、公的なものと民間との適当な組み合わせを開発するため
（41）

の余地はまだまだ大きい。

01) ECLAC (2000a).
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第14章 チリにおける二国間自由貿易
協定の意義

1． は じ め に

チリは1970年代前半から始まった軍政のなかで、ラテンアメリカ諸国の中で

はいち早く経済構造改革に着手し、82年の累積債務危機のあとから98年に至る

まで年平均8％程度という高度成長を達成した（なお、98年後半から99年半ば

にかけてはアジア危機等に起因する不況に陥り、99年は債務危機以来のマイナ

ス成長、2000年以後もかつての高成長はみられていない)。その成長の要因と

なった経済構造改革とは主に、自由開放政策、年金改革、民営化、金融制度改

革などである。なかでもチリの自由開放政策は、世界的に珍しいほどのバリエー

ションに富んだ積極的な市場開放で、その方策は、関税引き下げというユニラ

テラル、APECやWTOの積極的推進といったマルチラテラル、二国間自由貿

易協定の締結といったバイラテラルな方法による。更には、輸出振興、投資の

自由化も含めてもいいだろう。

世界的にWTO交渉が様々な暗礁に乗り上げるなか、日本を初め世界的に二

国間自由貿易協定締結の動きがみられているが、チリは90年代初めから積極的

に協定締結を推進しており、いわば自由貿易協定(FTA)の先進国といえる。

2002年半ば現在既にカナダ、メキシコ、ベネズエラ、コロンビア、エクアドル、

ﾍﾙｰ､ボリビア､中米5カ国､ﾒﾙｺｽｰﾙ2)とFTAを締結しており（表
（1）

(1)中米5カ国とは5カ国共通事項については合意済み。二国間協議事項とされている

関税引き下げプログラムについてはコスタリカ、エルサルバドルとは発効済み。残り

3カ国（ニカラグア、グアテマラ、ホンジュラス）とは未発効。

(2)メルコスールとは、南米南部共同市場の略称。ブラジル、アルゼンチン、ウルグア

イ、パラグアイの4カ国が1”1年3月に締結したアスンシオン条約によって成立を決
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表1 チリが締結した主な二国間自由貿易協定

対象範囲相手国

カナダ

状況

1”7年6月5日発効

2014年に実行中の関税引き下げプログラム完了予定

1甥年に金融サービスの交渉開始

財、サービス、投資

l"年8月1日発効

1”2年発効の経済補完予定( ACEM17)を拡充したもの

ACEM17によりl"8年1月1日から自由貿易地域成立

(関税引き下げプログラム終了）

2服年1月1日までにACEM17における例外品目の関
税引き下げプログラム完了

メキシコ

財、サービス、投資、

知的所有権、技術的障害、

衛生植物検疫、航空輸送

ベネズエラ

( ACEM23)

コロンビア

( ACEM24 )

エクアドル

( ACEM32 )

ペルー

( ACEM38)

メルコスール

( ACEM35)

ボリビア

( ACEM22)

1”3年7月1日発効

lW年1月1日に関税引き下げプログラム完了

財・サービスにまで拡充する約

束を含む

財・サービス、投資の交渉を
開始

1”4年1月1日発効

lW年1月1日に関税引き下げプログラム完了

1”5年1月1日発効

2噸年1月1日に関税引き下げプログラム完了

財・サービスにまで拡充する約
束を含む

1蝿年7月1日発効

2012年1月1日に実行中の関税引き下げプログラム完了

財・サービスにまで拡充する約

束を含む

財、物理的な統合

サービスの交渉を行う約束あり

部分関税引き下げ協定

協定の拡充を提案

1”6年10月1日発効

2014年1月1日に実行中の関税引き下げプログラム完了

1”3年4月6日発効

所
１
２

出
注 Sebastian Saez y Juan Gabriel Valdes ( 1999)を筆者がリバイス。

ACEとは経済補完協定のことで、番号はALADIに登録された際の番号。

上記のほか、85年にウルグアイと、91年にアルゼンチンと経済補完協定と締結、
98年にキューバとは部分到達協定署名済。中米5カ国とは5カ国共通事項につい
ては署名済み。

めた関税同盟であり、将来的には共同市場を目指している。1996年にはチリとボリビ

アが準加盟国となった。95年1月に4カ国域内の貿易の原則自由、第3国に対して共

通の関税政策を持つ関税同盟として正式に発足した。4カ国の市場規模は人口2億人

強、GNP 1兆ドル、面積1千万k㎡であり、南米最大の共同市場である。域内関税は

自動車及び砂糖を除き原則自由化されている。対外共通関税は1”ﾗ年の成立当時から

全品目の85％について適用されている。1998年にはブラジルの経済危機を契機として
20㈹年末までの暫定措置として3%ポイント引き上げられた。対外共通関税は11段階

に分かれており、平均すると関税率は17％程度とされる。対外共通関税が適用されて

いない例外品目、資本財、情報通信関連品目等は、最大2006年までに共通関税に収敬

させる予定となっている。
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（3）

1参照)、更に幾つか交渉中である。そこで、チリがなぜ二国間協定締結を進

めてきたのか、協定にはどのような意義があるのかなどについて記してみたい。

伝統的な経済理論上は、資源の最適配分による社会的厚生の最大化というこ

とから関税引き下げや非関税障壁の撤廃というユニラテラルな自由化が最も望

ましいとされる。なぜならば、例えば自由貿易協定を結ぶと、貿易創出効果が

発生する一方、貿易転換効果が発生するからである。貿易創出効果とは、市場

統合により市場規模が拡大し、競争の促進、資源配分の効率化と生産性の向上

に寄与するという効果である。一方、貿易転換効果とは、従来は域外の効率的

な外国との間で行われていた貿易が、協定の結果相対的に生産'|牛の劣る域内の

外国に転換されるという効果である。しかし、チリについて言えば、(1)貿易

依存度がチリは高いこと( 2001年の財サービス輸出はGDPの31.7% )、(2)関

税率が低い上(2002年現在7%)更に一層引き下げられること( 2003年には6

％)、(3)非関税障壁が低いことなどから貿易転換効果は小さいと考えられてい

る。

チリは70年代から積極的に関税を引き下げており、現在も更に引き下げてい

る（表2参照)。一般の特恵一律関税率は1991年に15％から11%へ、1999年か

ら毎年1％ポイントずつ、2003年には6％にまで引き下げられることとなって
（4）

いる。また、投資もかなり自由化されているなど、非関税障壁の撤廃も比較
（5）

的進んでいる。では、チリがバイラテラルやプルリラテラル な自由化という

伝統的理論では望ましくないとされる各種貿易協定やマルチラテラルな方式に

関心を示すのはなぜであろうか。また、対外経済政策以外の理由もあるのだろ

(3) 2002年9月現在、韓国、EU，EFTA、米国と交渉中である。中でもEUとは最終合

意済み。

(4)なお貿易量でウエイトをかけた関税となると、例えば19”年の一律関税は10％であっ

たが、各種自由貿易協定を結んでいることなどで更に低くなり”年11月で7.5％、対ラ

テンアメリカでは3.9％であった。

(ﾗ）バイラテラルは三国間、プルリラテラルとは、相手が複数国の場合を言う。例えば

チリとメルコスールとの協定など。
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うか。そこで本章では、まずチリの対外開放政策や関税体系を簡単に振り返り、

チリが協定を締結する理由を協定交渉者が書いた論文からいわば公式見解を概

観し、その後、チリがこうした政策に転じた理由・背景、協定締結政策に対す

る批判等をまとめ、最後に今後の課題について記す。なお、各協定の概要や協

定の経済的効果については、紙面の都合もあり、ここではごく簡単に触れるに

とどめるとする。

表2 チリの関税率（％）の推移

最 頻 値時 期 最 高 値 平 均 値 時 期 一律関税率

1973.12.31

1974.03.01

1 974.03.27

1974.06.05

1975.01.16

1975.08.13

1 976.02.09

1976.06.07

1976.12.23

1977.01.08

1977.05.02

1977管08.29

1977.12.03

1978.6

1979.6

０
０

０
０

５
０

５
０

０
０

０
０

５
０

０
９

８
７

６
５

４
３

３
２

２
２

２
１

１
１

220

200

160

140

120

90

80

65

65

55

45

35

25

20

10

94

90

80

67

52

44

38

33

27

24

22.4

19.8

1 5.7

13.9

10.1

1979.07.01

1983.03.23

1 984.09.22

1 985.03.01

1 988.01.05

1991 .06.25

1 999.01.01

2000.01 .01

2001.01 .01

2002.01.01

2003.01.01

ｎ
Ｕ

ｎ
Ｕ

丘
ノ

ｎ
Ｕ

尽
ノ

１
１

ｎ
Ｕ

ｎ
ソ

０
０

守
／

Ｋ
Ｕ

１
１

勺
ム

２
Ｊ

句
４

１
１

３
１

１
八

出所：西島章次編「ラテンアメリカのインフレーション」アジア経済研究所( 1990)の
税関資料より作成。
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2．チリの対外開放政策小史

1973年にアジェンデ政権をクーデターで倒して成立したピノチェット軍事政

権は、30年代以降続いてきた輸入代替化政策を放棄し、自由化政策を中心とし

た過激ともいえる経済構造改革を行った。その基本的な考え方は政府による介

入を減らし市場に任せるというもので、90年3月まで続いた政権中に、具体的

には市場開放、年金改革、民営化、財政改革、資本の自由化、輸出振興、金融

改革などを行った。貿易面では、まずアジェンデ政権末期に平均105％にまで

達した関税率の一方的な引き下げ、輸入禁止や輸入預託金制度などの各種輸入

制限の撤廃及び15もあった為替レートの整理を行った。この自由化政策は82年

の累積債務危機の際に若干の揺り戻しがあったものの、民政移管後も現在に至

るまで一貫して基本経済政策の一つとなっている。当初は関税引き下げや輸入

制限の撤廃などのユニラテラルな自由化に主に力を入れていたが、ガット・ウ

ルグアイラウンドによる自由化も積極に推進、89年にAPECが成立すると94年

には加盟が認められ、世界的な自由化の動きにも大きな関心を持つと同時にマ

ルチの自由化も積極的に推進している。また、現在米州で進めようとされてい

るFTAAについても、チリは前向きである。

二国間協定の動きは、表3の年表をみて分かるとおり民政移管以降、すなわ

ち90年代に入ってから始まった新しい動きである。しかしチリの場合、現在で

もユニ、パイ、マルチいずれも同じように力点を入れており、特にどれか一つ

を重視した自由化を行っているわけではない点に留意する必要がある。カトリ

カ大学国際政治担当のバルデイビエソ教授は筆者に対し、「なぜ二国間協定政

策のみを重視するのか。別に基本的な政策は90年代に入ってから変わったわけ

でもないのだから」と述べたことがあるが、こうした考えはチリで多くの人た

ちが思っていることだといえよう。
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表3 チリ二国間自由貿易協定政策に関する年表

事 柄年 ｜月日

モンテビデオ条約署名

ウルグアイとの経済補完協定

伯亜首脳会談（イグアス）で市場統合に向けた最初の動き

メネム大統領就任（亜）

APEC第1回閣僚会議

民政移管、エルウイン大統領就任

NAFTA構想発表、プッシュ米大統領新中南米支援構想(EAI)発表

メルコスール・アスンシオン条約締結

アルゼンチンとの経済補完協定署名(92. 1. 1発効）

メキシコとの経済補完協定署名（92．1．1発効）

ベネズエラとの経済補完協定署名(93. 7. 1発効）

ボリビアとの経済補完協定署名（93.7.1発効）

EU発足

コロンビアとの経済補完協定署名（94．1.1発効）

NAFTA発足

プレイ大統領就任

ガットウルグアイラウンド終了、WTOマラケシュ協定署名(95. 1. 1発効）

APECインドネシア会合、チリのAPECへの加盟

エクアドルとの経済補完協定署名(95. 1. 1発効）

マイアミで第1回米州サミット（チリのNAFTAへの公式招待）

メルコスール．オウロ・プレト義定書調印

メルコスール発足

カルドソ大統領就任（伯）

カナダとの自由貿易協定署名（97.7.5発効）

EUとの枠組み協定署名(". 4. 24発効）

メルコスールとの経済補完協定署名(%.10.1発効）

APECフィリピン会合（チリは2010年までに一方的な関税引き下げを宣言）

メルコスール共同市場審議会(CMC)でチリのCMCを含む各種会議への参加が承認

メキシコとの自由貿易協定署名(99. 8. 1発効）
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キューバとの部分到達協定署名

EUラテンアメリカサミット(EUとチリ・メルコスールとの協定交渉開始決定）

APECオークランド会合（韓国との貿易協定交渉開始決定）

中米5カ国との自由貿易協定署名（関税引き下げ表は別途作成）

WTOシアトル会合

デラルァ大統領就任（亜）

ラゴス大統領就任

WTOドーハ会合

コスタリカとの自由貿易協定発効

EUとの協定が最終合意( 2N3年1月1日からの発効を目標）

エルサルバドルとの自由貿易協定発効
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3．チリの関税体系

二国間協定について検討する前に、現在でもなお推進されているユニラテラ

ルな自由化及びチリの関税体系について簡単にみてみよう。関税引き下げ政策

をみると、73年以降基本的に一貫して関税を引き下げており、2003年には一律

関税は6％となることが法律で決まっている（表2参照)。70年代はそれまで

の平均関税が100%を越えるような極めて高い関税率を一律10%関税にまで段

階的に引き下げる過程、80年代初めは累積債務危機による国際収支の悪化及び

急激な自由化への反省から一旦35％に引き上げるという揺り戻し過程、その後

危機から脱却するにつれ再度引き下げ過程に入ったといえ、91年には11％、98

年からは2003年まで毎年1％ポイントずつ引き下げられ、2003年には6％にま

で下がる。

現在のチリの関税体系をみてみると、原則として一律関税（2002年現在7％）

を採用している品目と、関税が撤廃されている品目の2種類しかなく、極めて

すっきりとした体系となっている。この点は、11種類もの対外共通関税を設け、

更に例外品目が数多く存在するメルコスールとは大きく異なるところである。

因みにチリで関税が0%となっている品目は船舶などの20品目程度である。ま

た一律関税よりも高い関税をかけているのは、価格帯制度（バンド制）を採用

している小麦、小麦粉、砂糖、食用油の4品目しかない。輸入制限もほとんど

なく、割り当て制は二国間協定で定められたものを除けば存在しない。

4．チリが自由貿易協定を締結する目的

さて、一方で関税を引き下げ、他方でWTOなどのマルチの自由化を進めて

きたチリが90年代に入り、新たにバイラテラルな自由化を進めたのはなぜであ

ろうか。そこでまず、チリの協定締結に対する考えについて、協定交渉者であ



ラテンアメリカにおける政策改革の研究406

るチリ外務省国際経済総局のSebastian Saez ( FTAA北米課長（当時)) 及び

Juan Gabriel Valdes (総局長（当時)、後の外相）が共著で書いた論文(Saez

y Valdes, 1999)の概要を紹介する。この論文はよくまとまっている上、交渉

担当者が書いたことから公式見解に近いものと言えよう。

(1)協定の役割：

協定の経済的役割には、貿易に関わる障壁の撤廃や制度化と、取引費用の削

減という2つの大きな役割がある。貿易は、自国の貿易政策だけではなく、相

手国の政策の影響も受けるものである。貿易政策には、もともと保護主義化す

る誘因が潜んでいる。なぜならば、自国が保護主義をとり、相手国に自由貿易

政策を取らせることが自国の利益を最大化するからである。その場合、相手国

も同様に考えるため、双方が保護主義化してしまうという最悪の結果が生じる。

そこで、協定には双方が保護主義に陥ることを防ぐという役割がある。また、

市場には情報の非対称性などの、不透明性、ルールが周知されないこと、各種

の効率を阻害する要因等に基づく失敗があるが、関税引き下げなどのユニラテ

ラルな方法ではそれらを改善できない。そこで、協定を結びそれらを改善する

ことにより、取引費用を削減することができる。

(2)マルチの推進：

WTOを中心としたグローバリズムの推進は、戦後の世界経済の発展に対し

て極めて大きな役割を果たしてきた。FTAと異なり貿易転換効果も発生せず、

取引費用の削減も図れ、国の規模や発展度合いとは関係なく誰もが恩恵を受け

る。このマルチのシステムから、チリも少なからず恩恵を受け、それを積極的

に推進してきた。しかし、1999年にWTOシアトル会合が失敗に終わったよう

に、マルチラテラルな自由化には大きな限界がある。1994年に終了したガット・

ウルグアイラウンドは、貿易ルールの強化、紛争解決手続きの整備など画期的

なものであったが、多くの国の利害が対立するため、多くの分野で期待した程



第14章 チリにおける二国間自由貿易協定の意義 407

の進展はみられず、締結にまで非常に時間がかかった。従って、マルチラテラ

ルな自由化はその理想は高く評価しうるが、そのスピードと深度という点で欠

点がある。

(3)協定の種類：

協定の締結は、貿易転換効果が生じないこと及び、相手国との貿易量が増加

しかつ、第3国への輸出量が少なくとも維持されることが望ましいと言われる。

つまり、協定によって第3国へ新たに貿易障壁を生むべきではない。また、協

定の中身も重要である。貿易転換効果などは関税に焦点を当てた考え方だが、

非関税障壁にも目を向ける必要がある。チリは、この点極力多くの中身を協定

に盛り込んできた。むろん、全ての協定が同じ中身というのではなく、現実的

に相手国によって中身が異なる。例えば、カナダとの協定は財に加えてサービ

スや投資に関する条項があるが、チリの協定のなかで最も対象範囲が広いとさ

れるメキシコとの自由貿易協定のように知的所有権、技術障害、政府調達や衛

生植物検疫等に関する条項はない。これは、WTOのルールでカバーすればい

いことで合意されたからである。一方、メキシコとの協定でこれらが含まれて

いるのは、両国の二国間関係が極めて強いため、WTOの合意よりも深化させ

る必要があったためである。他方、全ての相手国が協定の対象範囲をWTOよ

りも深化させたいと望んでいるわけではない。時期尚早の国もあれば、制度的

その他の理由で難しい国もある。事実、メルコスールや他の南米諸国との協定

は財に関するのが主である（表1参照)。

(4)相手国の選択：

どの国と二国間協定を結ぶと社会的厚生が高まるかについての明確な経済理

論はないといわれる。貿易パターンの似た国と結ぶべきという考え方もあるが、

チリの場合はあまり現実的ではない。補完関係にある国と結ぶべきという考え

方もある。こうしたなか、地理的な関係が相手国を選ぶ際に重要な役割を果た

す。地理的に接しているなど近隣諸国との貿易は一般的にそうでない似た国と
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比べ大きな割合を占める。また、政治的な面も重要である。これに関し、かつ

てインスルサ外相は、ここ数年結んできた経済協定は、ラテンアメリカという

地域内でのチリの安全を増加させるという安全保障面の役割があると認めてい

る。チリがラテンアメリカ諸国と協定を多く結んでいるのは、付加価値のある

製品やサービス、投資を輸出したいことと同様に、文化的歴史的な結び付きや

政治面での思惑があるからである。

(5)協定の目的：

協定はチリの輸出の一層の拡大を確実にするために、市場アクセスの確保、

すなわち外国市場を開放することが第1目的である。この点、自国の関税引き

下げというユニラテラルな手段では効果がない。

第2の目的は、ラテンアメリカ地域では市場アクセスの条件が頻繁に変更さ

れることがあるので、二国間協定によってそうした条件を確固たるものとし、

輸出の安定を図ることである。例えば、テキーラ危機後の93年メキシコは関税

率を引き上げたが、チリには適用しなかった。97年以降ブラジルが金融危機に

直面した際に、輸入金融への信用制限などの輸入制限措置をチリ、ボリビアや

メルコスール域内諸国にも適用したものの、部分的な現状維持を認めた。

第3の目的は、他の手段では貿易障壁の撤廃が困難な際に協定によって撤廃

することである。つまり、マルチの場では、チリが世界的に主要な生産国では

ない場合、その財についての交渉力は限られてしまう。例えば、チリには自動

車の組立工場があり車を生産しているが、その量は少ない。メキシコとの協定

によりメキシコへの車の輸出条件が改善され、その結果として95年は7500ドル

しかなかった車の輸出額が97年には3300万ドルにも達した。このようなことは、

チリは車生産については小国であるためマルチの場での交渉によってでは決し

て生じなかったであろうし、ユニラテラルな自由化によっても生じなかったで

あろう。

第4の目的は、貿易に関するあらゆる分野について前進させることである。
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ガット・ウルグアイラウンドでは、1947年のガット創設以来、初めて交渉の対

象となった分野があるなど多くの分野で前進があったが、まだ課題は多い。マ

ルチの場で多くの分野を組み込むことはそれだけ微妙な問題も生じるので、ま

ず解決しやすい二国間で協定を結ぶ。その結果として、チリの対外投資やサー

ビス輸出を促進できる。例えば、メキシコとの協定により、メキシコとの車輸

送に関してメキシコ船以外にもチリ船を使用できるようになった。また、アン

チダンピングの適用から除外される可能性も重要な点である。カナダとの協定

では両国とも国内法であるアンチダンピング法を適用しないこととなった。

第5の目的は、市場アクセスの保持及び安定化である。NAFTAやメルコスー

ルなどの創設により、チリは貿易転換効果と当該市場での競争力低下により市

場からはじき出される可能性が生じる。そこで、協定を結んで市場からはじき

出されるのを防ぎ、少なくとも域内の競争相手と同じ条件を享受しようとして

いる。

第6の目的は、工業製品及びサービス輸出を促進することである。チリは、

対世界では一次産品輸出が多いが、ラテンアメリカへの輸出産品には付加価値

が高く、価格が安定している製品を含んでいる。協定により市場が拡大するた

めに規模の経済が働き、雇用創出、技術革新などの経済発展の要素を生み出す。

またサービス輸出に関するマルチでの合意は困難なため、少数の国で合意する

ことにより、サービス輸出が促進される。

(6)協定の効果：

実際に協定によって経済的なメリットが生じたのだろうか。この問いの答え

は難しい。それは、計量的に効果を推計することは技術的に非常に困難であり、

例え試算したとしても様々な仮定に基づくものだからである。更に協定を結び

始めたのは90年代に入ってからであり、データの量も十分ではない。テキーラ

危機、アジア危機の影響が協定締結相手国に生じたこともある。ある試算では、

メルコスール、メキシコ、コロンビア、ベネズエラとの協定による貿易転換効
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果と創出効果をみると、前者は小さく、後者の方が大きいという結果がある。

なお、このなかには関税引き下げ以外の協定の効果は含まれていないが、こう

した制度の透明性の上昇などによる取引費用の低減という効果を計ることは困

難である。また、相手国との貿易が増加し、第3国との貿易が減少しなかった

場合協定の効果があったとすれば、チリの場合、アジア危機の生じる1997年ま

では、対相手国、対第3国ともに貿易は増加した（表4参照)。またチリの輸

出品目をみると、付加価値製品輸出割合が高まっており、協定の効果があった

表4 貿易額（輸出十輸入）の伸び率（％）
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出所：チリ中銀発表統計をもとに筆者が作成。

注:1.斜体下線付は協定発効年以降の値。

2．メルコスールはブラジル、アルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイの4カ国。

3. ALADI (10)とは、チリとキューバを除くALADI加盟10カ国。

4．1”9年以降の値は、新基準の貿易統計から算出（1998年以前は旧基準)。

5．協定締結後著しく貿易が伸びたのはメキシコ。輸出入とも増加したが、品目で

みると自動車を互いに輸出しているのが特に顕著。

6．協定締結後、カナダ向けは輸出が主に伸びた。チリによるワイン市場の開拓が

注目に値する。

7．アルゼンチンからの輸入が大幅増加したが、その要因の一つは天然ガスパイプ

ライン開設がある。
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とも見られる。別の試算では、例外のない協定を結ぶのが最適、貿易転換効果

を防ぐためにできる限り多くの国と協定を結ぶのが最適、相手国に米国がいな

くとも大した影響はないが、農業などの例外品目がある場合は米国を含むのと

含まないとでは大きな差があるとされる。

5．自由貿易協定締結政策を採用した背景

以上、前項では交渉担当者の記した論文の概要を紹介したが、もう少し歴史

的な観点からも協定政策を議論する。チリは80年代までは、関税引き下げ及び

ガットの推進という、ユニラテラル及びマルチラテラルな方式を推進していた。

では90年代に入ってからチリは従来の政策に加えてなぜ二国間貿易協定締結政

策を採用したのだろうか（表5参照)。

表5 チリの二国間協定政策の背景

内国 際国

近隣諸国の民政移管＝ラ米の雪解け

米国の対中南米戦略の転換

政治 ･民政移管( 1W.3.11 )

対外外交関係の深化の必要性

新機軸を打ち出す必要性

70年代からの経済構造改革の実現

一層の輸出拡大、経済成長の必要性

すでに低い関税率（91年には11%)

メルコスール等地域ブロック形成気運への

対応

世界的な地域統合の動き

NAFTAの成立(94.1.1 )

メルコスールの成立（95.1.1)

米国の自由化戦略の転換（マルチ重視から

パイ重視へ）

GATTウルグアイラウンドの終結

＝マルチヘの限界

近隣諸国の経済構造改革、関税引き下げの

動き

APECの成立(1989.11 )

WTOシアトル会合の失敗(19".1l)

＝世界的な二国間協定への機運

経済

出所：筆者作成。
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第1に、チリは他のラテンアメリカ諸国に先駆けて80年代後半の軍政時代に

経済構造改革を終えており、FTAなどの協定を結べる条件にあった。これは

かなりの程度に産業構造調整が進捗していたことを意味する。つまり競争力の

ある得意な産業に特化しており、協定締結による調整コストが小さいことを意

味する。一方、協定締結相手国の方も、90年代に入りようやく経済構造改革に

着手し、それまでの保護政策を改め関税も全体的に低下するなど自由化政策を

採用してきた。関税の相違が両国間であまりにも大きいと協定を結ぼうという

状況にならないだろうが、その差が縮まってきた上、自由化という思想も一致

した。

第2に、締結相手国のハイパーインフレも終息し、マクロ経済が安定化した

ことも見逃せない。ハイパーインフレや大幅な為替の変動がみられれば協定を

結ぶ誘因を持たない。

第3に、1991年には関税率が11％となっており、更なる関税引き下げによる

効果があまり期待できなくなったことである。一方、同時期のチリの主な貿易

相手国では、チリが競争力を有している産品に対してまだ高い関税及び非関税

障壁があった。

第4に、80年代半ばから始まったガット・ウルグアイラウンドの進展が期待

していたよりも遅く、マルチラテラリズムを積極的に推進するチリとしてはそ

の実現可能性に疑問をもっていた。更に、米国における地域主義の台頭、メキ

シコのNAFTA (1994年発足）加盟、対外共通関税政策を採用するメルコスー

ルが成立したこと（1995年発足）などで、協定を締結しないことにより少なか

らぬコストが生じた。

第5に、これは実は一番大事な理由と言えるかもしれないが、メルコスール

が軍政を排除しているように、チリが91年に軍政から民政に移管したことは、

協定締結に当たっての資格を得たという点で大前提であった。軍政時はチリは

国連でもラテンアメリカ内でも極めて評判が悪かったため、民政移管後は協定
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を結んで外交関係を深化させる必要があった。チリは南米で民政移管をした最

後の国である。また近隣諸国でもチリよりは一足早く80年代に民政移管が行わ

れ、南米での軍事的緊張が減り、雪解けの雰囲気がみられ、各国とも外交関係

を何がしか深化させる方策を模索していた（表6参照)。例えばメキシコの場

合、チリが軍政に入るとメキシコはチリとの国交を断絶したが、90年に民政移

管されるやいなや国交を回復し、その直後から二国間協定の交渉が始まった。

第6に、協定のモデルとなるALADIの枠組みが80年に成立していたことも

見逃がせない。共通の枠組みがあったことにより、ラテンアメリカ諸国との協

定締結は非常にスムーズに行われた。

第7に、冷戦が終了し、EUが発足したこと、APECが発足したことなど、

世界的に新たな秩序作りが模索された。その中の一つの方式として、経済ブロッ

ク化をせずに経済外交関係を強化する方策として二国間貿易協定が生じてきた

ともいえよう。

第8に、その他他国に先駆けて協定を結ぶことにより「先行者の利益」を得

ようとした面もあろう。

表6 南米諸国の民政移管時期

名国 開 始 年 民 政 移 管 年

ブ ラ ジ

ァ ル ゼ ン チ

チ

ウ ル グ ア

パ ラ グ ア

エ ク ア ド

ボ リ ビ

ゾく ル

1 964

1966

1973

1 973

1954

1972

1964

1968

1985.03

1983.12

19”、03

1985.03

1993.08

1 979. 08

1 982．10

1 980. 07

ル
ン

リ
イ

イ
ル

ア
ー

出所：「アメリカ論Ⅱ中南米」恒川惠市（放送大学振興会）「ラテンアメリカ政治と社
会」松下洋・乗浩子（新評論）等より作成。

注：開始年とは軍政等の権威主義的政権の成立年。
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6．外交政治からみた自由貿易協定

一貿易と外交の関係の変化一

(1)協定を結ぶ政治的背景：

90年代に入って二国間貿易協定を結び始めた政治的背景としては、民政移管

後の国際関係の強化及び、最近のラテンアメリカの外交が貿易関係を重視する

ようになってきたという2点がある。第1に、前項でも記したが､90年に民政移

管される前の軍政のイメージは国際的に極めて悪かったため、民政移管後は協

定を結ぶなどして外交関係を深化させる必要があった。チリは南米で民政移管

した最後の国の一つである。第2に、ラテンアメリカとの結び付きを強化する

ものとして貿易の重要性が高まってきたことがある。ラテンアメリカでは言葉

や文化は基本的に似ており、更なる結び付きを強める重要なイッシューとはな

らない。また、政治面での接近にも限界があり、貿易が唯一のイッシューとなっ

た。90年代、ラテンアメリカでは経済自由化の進展により貿易のフレームワー

クに対する考え方に変化が生じ、政府の果たす役割が変化してきた。具体的に

は、政府は具体的な事項により関心を示すようになり、より小さなビューロク

ラシーのもとで、政府の役割はより簡素化されてきた。70年代、80年代は貿易

は国の管理下にあり、関税、法律、規制などを通じて貿易に国が大きく関与す

るなど、貿易相手国も政策的に決められており、民間部門には自由はなかった。

(2)外交様式の変化：

以前の外交とは、伝統的な外務省同士の関係で、他の省庁が関係するような

外交ではなく、外交と経済的結び付きは別の話であった。60年代の外交スタイ

ルは基本的に多国間交渉であったが、ときには、小国同士が集まったり、地域

毎に集まったり、非同盟諸国など思想によって集まったりしたものの、柔軟性

に欠け、大きな力とはならなかった。そうした中、最近になって外交スタイル
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が変わってきている。貿易は実践主義的なため、外交が合理化され、外交は現

実的、特定テーマを扱うなど具体的、直接的となった。従って比較優位を基に

二国間協定を結ぶようになり、複雑な多国間協定ではなくより自由のきく協定

を結べるようになった。その一例がサービスについてメキシコとの協定には含

むが、メルコスールとの協定には含まないことなどである。また、メキシコと

チリ、チリとベネズエラ、メキシコとベネズエラで協定が結ばれるなど、結び

付きが以前よりも複雑となった。

(3)チリの政治文化と欧州：

2002年9月現在EUとの交渉が終結に近づいているが、経済面ではEUにとっ

てチリはほとんど何ら重要性を持っていないのに、なぜEUがチリを重視して

いるかのヒントは、歴史的な両地域間の政治関係にある。チリと欧州の関係は

特別なもので、ラテンアメリカの中で最も欧州に似た政体をチリは持っている。

73年のクーデターまでは（民政移管後も同様)、欧州同様キリスト教民主党、

社会党、自由党、保守党など右から左までの政党が存在していた。また、イデ

オロギーも欧州と近く、政治文化も極めて似ている。従ってクーデターが起こ

ると、欧州はチリから逃避してきた多くの知識人を受け入れ、このことが現在
（6）

の協定につながっている。

チリの政治文化は他のラテンアメリカ諸国と異なり欧州的である。政治文化

とは、政治への価値観、支持政党と個人との関わりなどである。チリでは、名

前のあとに聞くことは、好きなサッカーチームと支持政党であると言われるく
（7）

らい政治への関心が欧州同様に高く、支持政党を変えることも少なかった。

(6)カトリカ大学のドゥラン政治学教授によると、プレイ政権時のフェルナンデス外務

次官がEU大使だった1992年に、ドイツのキリスト民主党からEUはチリのために何が

できるかと言われ、出来ればソシオ（会員）になりたいと答えたことに現在交渉中の

協定の源があるという。

(7)1”9年末の大統領選挙で、当初不利と思われていた中道右派系野党のラビン候補が

中道左派系与党のラゴス候補に肉薄し決選投票まで持ち込んだことは、チリにおいて

も従来の政党に投票する態度が、候補個人に投票するスタイルに変わりつつある可能
性を示している。
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政治文化が似ている点は両国間の関係に重要な意味を持っている。例えば欧州

のキリスト教民主党の人がチリと接触したい時、チリのキリスト教民主党に連

絡すればよく、同じイデオロギーを共有している信頼感だけではなく、国際党

会議などを通じて人脈もある。またお互いの社会でどの政治政党に属している

かが重要視されているため、欧州に存在する政党に該当する政党がチリでもす

ぐに分かるのは大きなプラスとなる。この点アルゼンチンのペロニズム、メキ

シコの国民革命党、ペルーのAPRAと言っても、右か左か分からないだけでは

なく、元々右、左という基準で分離、分類されていない。また、1920年代チリ

はウルグアイとならんでラテンアメリカでは政治が最も安定していたことなど

が欧州から評価されており、歴史的にも欧州はチリへの親近感があったといわ

れる。

(4)協定による外交関係の強化：

協定を結ぶことは、協定締結という事実とその経済的効果だけではなく、両

国間の接触回数が飛躍的に増える効果や相手国をより知るという効果がある。

まず交渉を行うことを決める時と、交渉が終了しサインする時は首脳会談が行

われる。更に協定があるということは協定に規定されている定期的な会合を両

国間で開くことを意味する。その会合は、協定の目的が達成されているか、課

題の進捗状況を確認したり、懸案事項を議論するために開かれるが、こうした

日頃からの定期的な意見交換や、政府間の様々なレベルでの接触は外交関係の

緊密化には非常に効果がある。また、協定があることにより、政府高官レベル

の会合を持つことが容易なる。例えば、メキシコはNAFTAに加盟することに

より、米国に訪問しても高官と会談出来るようになった、つまり大国に相手に

されるようになったと言われており、チリが米国との協定を夢見る理由の一つ

はここにある。
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7．協定相手国の選定

協定の相手国の選択は、(1)歴史、文化、地理的要因、(2)経済的要因、(3)国

際戦略の三つが主な決定要因と言えよう。

チリがまずラテンアメリカ諸国を協定の相手先として選んだのは、経済的要

因というよりもむしろそれ以外の要因が大きい。南米諸国やメキシコにしろ、

同じ米州大陸であるという地理的要因、同じ祖先を持ち、似た歴史を持つこと

など歴史的な接点の多さ、スペイン語またはポルトガル語という共通の言語で

あったから、外交関係を強化する必要も生じ、協定を結ぼうという際にごく自

然に相手国となりえた。

(2)の経済的要因は、歴史、文化、地理的要因が根本にある要因であること

に対し、当初はどちらかと言えば外交要因という本音をきれいに見せるための

名目的な要因であったかも知れない。例えば、ベネズエラやコロンビアなどの

南米諸国（メルコスール諸国を除く）との協定は、経済的要因は当初からあま

り期待されておらず、貿易も特に伸びたわけではない。しかし、ラテンアメリ

カ諸国との協定をほとんど結び終わった今、歴史、文化、地理的要因によって

結ぶべき国はもはや米国とパナマしか残っていない。従って、今後は協定相手

先を考えるに当たり、経済的要因が大きな役割を果たしてくるものと考えられ

る。なお、伝統的な理論では、経済構造が似ている国と協定を結ぶことの方が

効果は大きいとされる。というのは、資源の再配分によって、効率的な産業に

特化することができるからだ。その理論に従うと、ラテンアメリカ諸国と協定

をまず結んだのは、先進国よりも経済構造が近いために協定の効果が期待され

たことになる。

(3)の国際戦略は、近年WTOによる自由化が行き詰まっている中、チリが90

年代を通じ各国と協定を結んできたことは、世界的に高い評価を受けており、

協定はチリの世界との関係強化を図るための国際戦略の一つとして位置付けら
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れつつある。チリは自身の政策に対してより自信を深めてきており、世界的な

動きに先行しているという自負のもと、ラテンアメリカという枠を飛び出し、

米国、EU、韓国、EFTAなどと交渉を開始するに至った。

8．主な協定の概要

チリの締結した協定の具体的な内容については、チリ外務省のホームページ

に全文紹介されているので、ここではごく簡単に紹介するにとどめる。

チリの二国間協定は大きく分けて、メキシコ・カナダ型、メルコスール型、

ベネズエラ型、ボリビア型に分けられる（表1参照)。簡単に言えばメキシコ．

カナダ型は財の自由化だけではなく、サービスなども含み最も対象範囲が広く、

進んだ型の協定で、ALADIの枠組みの経済補完協定を越えたものである。将

来的なNAFTA加盟を見込んでいるため、NAFTAが協定のサンプルとなって

いる。その他の型の協定はサービスまでは現在のところ含んでいない（将来交

渉を行うことを約束しているものはある)。これから結ぶ協定においては、チ

リはこの型を希望しているとみられ、中米との協定もこのタイプである。なお、

メキシコとの新協定は、以前結んだ経済補完協定によって既に関税引き下げプ

ログラムが終了しているため、当時の除外された品目の引き下げ計画はあって

も、全貿易品目を対象とした関税引き下げプログラムは存在しない。また、カ

ナダとの協定を踏まえ知的所有権、検疫についても規定されているなど、対カ

ナダよりも内容が拡充されている。メルコスール型は同地域がチリに隣接して

おり、地理的にも経済的にも政治的にも最も重要であることから、財だけでは
（8）

なく物理的な統合 も含むなどの特徴がある。またこの協定がチリがメルコスー

ルの諸会議に参加する際のベースの一つとなっている。ベネズエラ型はメキシ

(8)具体的には両地域間の交通インフラの整備、国境通過手続きの簡素化など。
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．との最初の協定をモデルとしており、チリが90年代初めに結び始めた際の基

本的な型であるが、財の自由化が中心となっている。対エクアドル、コロンビ

アやペルーもこの型である。ボリビア型は、一部の品目のみの関税を引き下げ

るというもので、最も内容の薄い型であり、ALADIの枠組みの部分到達協定

に近い。キューバとの部分到達協定はこの型である。以上チリが結んでいる協

定を大きく4つの型に分けてみたが、実際は各協定によって詳細は異なり、関

税引き下げプログラムの内容もまちまちとなっている。なお近く締結予定の

EUとの協定は、政治、科学技術、文化、協力プログラムなどを含むことにな

るとされ、上記いずれの型よりも対象が大幅に広くなると言われている。また、

現在交渉中の韓国との協定は、アジア諸国との初めての試みであり、協定も新

たな段階に入ったといえる。

9．チリの社会の特徴

一協定に対する抵抗が比較的少ない－つの理由一

通常、自由貿易協定を締結する際には、国内の利害調整は困難を極める。チ

リでもこれまで協定締結の際に農業部門を始めセンシテイブな部門から様々な

抵抗があったが、その力はそれほど強くなかった。センシティブな部門が比較

的少ないことは事実だが、小麦、砂糖、食用油などのバンド対象品目などでは

政策的に保護している部門はある。しかし、そうした部門からの反対の声も、

一般に協定交渉を中止させるほどは大きくない。国会審議でも、農業部門を代

弁する議員による抵抗はしばしば見られるものの大きな動きではない。では、

なぜチリでは協定への抵抗が少ないのだろうか。

第1に、70年代からの経済構造改革がほぼ終え、その結果高い成長をしてき

たことに国民は強い自信を持っており、自由化という大原則が国民の間で強い

支持を得ている。そのため自由化に反対する意見は大きな支持を得にくい。自
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由化そのものに異議を唱える声はなく、選挙の際にも自由化の是非は争点には

全くならない。無論、経済構造改革によってセンシテイブな部門がそもそも少

なくなっているのは事実である。

第2に、大統領制を採っているため大統領の力が強く、大統領が一度決断す

れば政府内などに抵抗はあったとしても協定は結ばれることとなる。

第3に、チリでは政界、財界、官界、学界などで大きな影響力を持っている

人たちは皆知り合いとも言えるほど、支配層の社会が比較的小さい。しばしば

チリでは歴史的に国を牛耳っているのは、時の政権が左であれ右であれ、特定

の800家族であるとよく言われる。官僚もしばしば民間企業から任命されるし、

政治家も財閥出身のことが多い。また大臣や官僚はよく学者からも任命され、

大臣を辞めるとまた学者に戻ることも多く、そうした学者もまた有名な一族出

身のこともある。農業部門でも、大きな声を発するのは実際に畑を耕す農民で

はなく農場経営者であり、その経営者はやはり支配階層に属する。従って、業

界間や政府と民間との間の利害調整と言っても、同じ社会内の問題となってい

るため、大きな問題になっていない可能性がある。

第4に、協定を結び始めてから時間が経っていないため、協定の効果が明ら

かになっていないのと同時に問題が表面化していないのかも知れない。

10．これまでのまとめと今後の課題

(1)協定の性格、目的の変遷

91年にアルゼンチンとメキシコと経済補完協定を締結してから10年以上がたっ

た。その間協定の役割や内容も変化を遂げてきた。当初は、民政移管後の外交

関係の深化に主眼が置かれた。メキシコとの協定は、軍政時代メキシコから断

交されていたのが、90年の3月に民政移管がなされると直ぐに国交が復活し、

一層の外交関係を深化させる目的が協定にはあった。なお、その背景には、軍
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政時代に多くの知識人がメキシコに逃亡していたことから、民政移管後、メキ

シコと特に何か関係を深めたいという意識が働いたとされる。同様のことは現

在交渉が最終段階にあるEUや中米との協定にも言える。EUや中米にも軍政時

代、民政移管後に政権についた多くの人たちが逃避していた。彼らの欧州や中

米などへの愛着や親近感、感謝の念といった心境は、同じ歴史を共有していな

い我々日本人には理解できない。

また、最後に民政移管したことによって、近隣諸国全てと一層の外交関係の

強化及び経済関係の強化を図るために協定を結んでいる。98年にペルーと協定

を結んだことで現在では南米主要国全てと協定を結ぶに至った。90年代前半に

NAFTAやメルコスール成立への動きが顕著になると、それまでのどちらかと

言えば外交政治面の目的が強かった協定も、その目的は経済面、特に貿易面の

関係強化ということに変わってきた。メルコスールはチリにとって重要な市場

であり、加盟もしくは協定締結をしなければ、メルコスール市場から高い対外

共通関税によってはじき出されてしまう。

ところで、米国はメキシコとNAFTA協定を結んだ後に、チリに対し公式に

加盟を打診したが、結局は今のところ米国の国内問題によって交渉は開始され

ていない。他方で、チリは将来的にNAFTA加盟を容易にするためカナダとメ

キシコとNAFTA基準の協定を結んでいる。

94年にガット・ウルグアイラウンドが終了したことはマルチでの自由化の進

展の難しさを実感させ、NAFTAという前例もあって、単なる関税引き下げ中

心だった協定をWTOの先取りをする協定に変遷させることとなった。また、

99年にWTOシアトル会合が失敗に終わったことは、協定政策も新しい段階に

入ることを意味し、世界的に二国間貿易協定を結ぶ動きがみられ始めた。チリ

はその時既に11カ国と協定を結んでいたため、世界から協定政策について最も

先進的な国、最も経験があり、協定のモデルが揃っている国ということで注目

を浴びると同時に、各国からパートナーとしての誘いがかかることとなった。
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(2)重点が置かれ始めた投資
（9）

最近では協定の意義として、貿易面に加えて投資面も注目されつつある。

カナダや交渉中の韓国とは、貿易はもちろん投資流入が期待されている。また

今交渉中である中米、EFTA諸国などとは、貿易の相手先としては小さな存在

であり、貿易よりもむしろチリ企業による外国投資の増加が期待されている。

外国企業にとっても、チリは南米各国と協定を結んでいるため、チリに投資を

することでラテンアメリカ進出の足掛かりとなる。チリはラテンアメリカの中

では風習、制度面も比較的先進国に近い一方、ラテンアメリカの一員でもあり、

ラテンアメリカの特徴も兼ね備えている。従って、まず適応しやすいチリでラ

テンアメリカ市場の勉強をすることにより、ブラジルやアルゼンチンなどの大

市場に参入するための訓練を積むことができる。現に電話会社のベルサウス社

はまずチリ市場に参入し、その後他の南米市場に進出した。またチリは南米の

主要国全てと協定を結んでいるため、チリで工場を作り加工するなどして原産

地証明を取得すれば、チリから近隣諸国に対し無関税で輸出することも可能で

ある（賃金が比較的高いという問題はあるが)。また、協定には国のイメージ

を向上させる側面がある。つまり、協定を結ぶことにより、制度の透明性が高

まること、容易に制度変更が出来なくなること、紛争処理機構が整備されるこ

となどからその国の国際投資家に対する信頼が増し、投資を呼び込む効果が期

待できる。外国企業などによる投資が成長に果たす役割が増しつつある現在、

国の信頼を増すという協定の役割はますます重要となってこよう。

(3)今後の課題

99年のAPECオークランド会合で、チリのプレイ大統領と韓国の金大統領が

会談し、自由貿易協定を結ぶことが話し合われ、現在その交渉が行われている。

しかし、過去多くの協定を結んできたチリではあるが、様々な課題にぶつかつ

(9) WTOで議論が進展しないなか、投資に加え、更には非関税障壁、紛争処理制度の
整備やセーフガード規制面も協定の重要なイッシューとなってくるであろう。
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ている。具体的には、白物家電や繊維、ゴム、自動車などの工業製品が競争に

さらされるため、産業界が抵抗を示していることである。今までは産業界は協

定に対しては極めて前向きであったのが、今回は一部が反対に回っている一方、

逆に農業部門は、これまでは協定に消極的であったが、今回は積極的である。

攻守逆転といったところである。産業界が消極的である背景には、単に競合す

るというだけでなく、韓国の不公正貿易というイメージに対する反発がある。

チリ国内での韓国企業の急速な進出、劣悪と言われる労働条件に加え、世界各

国でダンピングで訴えられていること、韓国国内に不透明な非関税障壁が多い

とか、高い保護や補助金を受けながら輸出していると言われることなどから、

公正な貿易ができないという危倶がある。もっとも、ブラジルを初めラテンア

メリカ諸国も様々な不透明な規制があるなど、世界からみれば公正な貿易がな

されているとは誰もが思っているわけではないが、チリとしては、長年の付き

合いや文化、歴史を共有していることから、相手の行動が想像がつくなり理解

でき、対応できる。しかし、韓国に関しては、こうした対応が可能かどうか不

明である。このことは、将来チリが世界各国と協定を結んでいく際に重要なこ

とである。ラテンアメリカの主要国とは協定を結んでしまった今、知らない国

と結ぶとすれば、当然、韓国のように共通の歴史や文化を持たない、勝手の違

う国も締結対象となるであろう。また、韓国との競合にさらされる工業製品は、

ラテンアメリカ向けならチリは競争力を有しているかもしれない分野だが、世

界的には競争力があるとは言い難い。世界には工業製品ではチリよりも競争力

のある国が多いのだから、今後当然そういった問題も出てくるだろう。しかし、

一律関税をますます引き下げれば、協定による関税引き下げ効果はなくなって

くるので、協定締結による価格競争力が落ちることは大した問題にはならなく

なることも重要である。
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お わ り に

チリは従来の関税引き下げというバイラテラルな自由化、及びガット･ WTO

の推進というマルチラテラルな自由化を推進してきたが、加えて90年代初頭か

ら積極的に自由貿易協定を締結する戦略も採用した。現在では南米主要国の全

て及びメキシコ、カナダとも締結したが、その経済的効果は今のところ必ずし

も明らかとは言えない。特にボリビアや中米（現在交渉中）等の小国と結ぶこ

とは、外交的ポイント稼ぎといわれても仕方がない面があると思われる。ある

交渉担当者は、米国と協定を結びたい理由には、セーフガードや米国独自の通

商法から逃れたい、あるいは紛争処理を容易にしたいという実質的な面もある

が、最大の理由は、外交的な面にあるとしている。また、現在交渉中の韓国と

の協定についても、アジアの国と初めて協定を結ぶことに意義があるとされて

いる。カナダとの協定の最大の意義は、初めて先進国と協定を結べた点にある

とされている。またメキシコではNAFTAが成立したために、メキシコ政府高

官が米国を訪問した際、米国の高官と会談できるようになったなど、大国から

相手にされるようになったとされる。こうした点をみると、民政移管された政

権が、何か軍事政権と異なることをしたい、国際社会から認知されたいなどの

理由でサインをしたがるという批判も的を射ていると言わざるを得ない。

しかしその一方で、80年代までに経済構造改革の多くを終え高度成長を続け

てきたが、今後更なる飛躍をするには、従来の方法に加えて何か新たな方策を

採用しなければならない。そこで一層の自由化を進めるためにはWTOなどの

ゆっくりとしたマルチラテラルな自由化や相手国の関税引き下げを待つのでは

満足できず、世界に先駆けて自由貿易協定を締結するという新たなスタイルを

作り上げたとも言える。また、南米を始め地域統合が進んでいくなか、チリは

拡大した統合市場からはじき出されたくないという危機感もあった。

なお、見落としてならないことは、チリは二国間協定の推進だけではなく、
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引き続き関税引き下げも行っていることである。関税を下げ、WTOも推進し

つつ出来る限り多くの国と二国間協定を結んでいくという、いわば開かれた地

域主義を最も実践しているのがチリである。財だけではなく、サービス、投資

分野の自由化も潮流となりつつある現在、それらの自由化も二国間協定を使っ

てやれるものからやって行こうという方式で進めるチリの方策は注目に値する

ことは間違いない。

〔追記〕

チリは2002年10月に韓国と、2002年12月に米国とFTAを締結することで合

意している。
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第52号 RIEBデータベースの研究 安田 豊・安部 茂行著

第53号 地方公共分野の情報化 小西 康生編著

日本の金融システムの再構築とグローバル経済

石垣 健一・日野 博之編著

第54号 日本型銀行システムの変貌と企業会計 山地 秀俊編著

第55号 日・韓自動車産業の国際競争力と下請分業生産システム 金 奉吉著

第56号 地方自治体のIT革命

-21世紀型自治体の情報化戦略一 小西 康生・中村 利男著

第57号 90年代ブラジルのマクロ経済の研究

西島 章次・Eduardo K. Tonooka著

第58号 マクロ会計政策の評価 山地 秀俊編著

第59号 米州におけるリジヨナリズムとFTA 細野 照雄著

第60号 韓国の構造改革と日韓・東アジアの経済協力

井川 一宏・金 奉吉共著

第61号 現代ツーリズム研究の諸相 小西 康雄・貴多野乃武次共編著

年
年

年
年

年
４

５
５

７
７

９
９

９
９

９
９

９
９

９
９

１
１

１
１

１

1997年

1998年

1 998年

1998年

1 998年

2000年

2000年

2000年

2001年

2001年

2001年

2002年

2002年

神戸大学経済経営研究所



ラテンアメリカにおける政策改革の研究 研究叢書62

（非売品）

印刷

発行

神戸大学経済経営研究所教授

編 者 西島章次・細野昭雄

日
日

０
８

１
２

月
月

２
２

年
年

５
５

１
１

成
成

平
平

神戸市灘区六甲台町2－1

発行所 神戸大学経済経営研究所

神戸市中央区東川崎町7丁目12－8

印 刷 有限会社 アロエ 印刷


	はじめに
	目次
	執筆者紹介
	第1章　ラテンアメリカ経済の現状と課題
	はじめに
	1．通貨危機とその後のマクロ経済の安定化
	2．市場自由化の継続
	3．社会的公正の実現
	4．金融システムの健全化と発展
	5．国内貯蓄の増強
	参考文献

	第2章　ラテンアメリカにおける政府と制度：理論的考察
	はじめに
	1．政府と制度の役割
	1-1　政府の役割
	1-2　制度の役割

	2．ラテンアメリカにおける政府の能力
	2-1　政治体制と政治制度
	2-2　官僚システムの質・能力
	2-3　政治過程：利益グループ間の対立

	3．ラテンアメリカにおける制度の能力
	4．政府改革と制度構築
	おわりに
	参考文献

	第3章　ラテンアメリカにおける改革と制度の構築：主要国の比較分析
	1．ラテンアメリカにおける90年代改革の主要国における特徴とその要因
	2．主要国における改革の進展の相違とその要因
	3．改革の遅れている分野の現状と改革の進まない要因
	3-1　税制改革と財政
	3-2　改革と金融市場、資本市場の発展
	3-3　労働市場の自由化と労働法制の改革
	3-4　司法制度改革

	4．ラテンアメリカの政治経済・社会的特徴と政府及び制度の能力
	4-1　ラテンアメリカにおける市場の失敗
	4-2　ラテンアメリ力の経済的特徴と改革及び制度の市場補完的役割
	4-3　改革及び制度の構築と政治経済学的インプリケーション

	参考文献

	第4章　ラテンアメリカの金融システムと経済発展
	はじめに
	1．金融システムの役割：理論的背景
	2．ラテンアメリカの金融システムの特質
	2-1　金融深化の状況
	2-2　マクロ的ショックと金融システム不安
	2-3　金融システムの健全性の問題

	3．金融自由化と問題点
	4．資本市場発展の課題
	5．政策金融の限定性
	おわりに
	参考文献

	第5章　ラテンアメリカの金融システムと企業
	1．民間セクターが国内で調達可能な資金の規模とその背景
	2．90年代のラテンアメリカにおける金融システムと成長
	3．金融システムと新企業の創設
	3-1　スタートアップ段階
	3-2　初期発展段階
	3-3　金融深化と新企業の創設
	3-4　資金が不足する場合の新規創設企業の対応

	4．金融システムと既存の企業の拡大
	参考文献

	第6章　アルゼンチンの通貨危機　－発生のプロセスと今後の課題－
	はじめに
	1．カレンシー・ボード制の功罪
	2．債務繰り延べ策
	3．2001年末から2002年初にかけての混乱
	4．今後の問題
	おわりに
	参考文献

	第7章　アルゼンチンの経済改革と通貨危機
	1．アルゼンチンの経済改革の特徴
	2．徹底した対外自由化と民営化
	3．税制改革の遅れと財政赤字の拡大
	4．輸入の拡大と経常収支の悪化
	5．最も遅れた労働分野の改革
	6．金融システムの制約
	7．カバロ経済相の新経済政策
	8．通貨危機後の混乱と対策
	9．変動為替制に移行後のアルゼンチン経済
	参考文献

	第8章　アルゼンチンにおける第二世代改革としての労働改革：ネオ・ポピュリズム型改革の限界
	はじめに
	1．メネムの労働改革政策の基本目標
	2．第一期大統領期（89-95）の労働政策
	2-1　インフレ対策の一環としての労働政策と労働運動の分断
	2-2　労働改革に向けて

	3．第二期大統領時代における労働改革の停滞
	4．デラルア政権のもとでの労働改革
	若干の結語

	第9章　チリにおける改革・制度構築と経済発展
	1．チリの経験と「チリモデル」
	2．チリにおける経済改革の過程と特徴
	2-1　経済改革の過程
	2-2　チリにおける改革と「制度的革新」

	3．経済改革と制度構築の「チリモデル」
	3-1　税制改革と財政
	3-2　為替政策と経済安定化及び輸出競争力
	3-3　為替政策と短期資本移動に関する政策
	3-4　労働市場分野における改革

	4．経済発展戦略の「チリモデル」
	参考文献

	第10章　チリにおける長期経済成長
	はじめに
	1．歴史的背景
	2．1990年代の経済パフォーマンス
	3．ダイナミックな長期成長過程の要約
	補論：1990年代の主要な改革
	参考文献

	第11章　チリにおける貿易自由化､発展､政策
	はじめに
	1．チリの自由化政策小史
	2．最近の貿易政策
	2-1　チリの貿易の歪み
	2-2　その他の国

	3．発展と天然資源
	3-1　サケ
	3-2　ワイン
	3-3　ダンプ荷台
	3-4　カレイ
	3-5　アワビ

	結論
	参考文献
	訳者備考：チリの主な輸出振興制度について

	第12章　チリの民営化と民間主導経済の構築
	はじめに
	1．1973年以降の経済改革
	2．経済成長のエンジンとしての政府の補完性と民間部門
	2-1　政府の補完性の意味
	2-2　民営化
	2-3　政府の大きさと政府支出の配分
	2-4　チリのプロジェクト評価制度

	3．成果と将来の課題
	結び
	参考文献
	付録

	第13章　チリにおける金融自由化と年金改革の進展
	はじめに
	1．金融の自由化と規制
	1-1　1976-1981年：自由化への慎重なアプローチのための教訓
	1-2　政策的インプリケーション：1990年代における資本勘定自由化
	1-3　最近の評価と教訓

	2．チリの年金改革
	2-1　改革の根拠
	2-2　確定給付から確定拠出制度への移行時における政策ジレンマ
	2-3　改革に対する評価

	結論
	参考文献

	第14章　チリにおける二国間自由貿易協定の意義
	1．はじめに
	2．チリの対外開放政策小史
	3．チリの関税体系
	4．チリが自由貿易協定を締結する目的
	5．自由貿易協定締結政策を採用した背景
	6．外交政治からみた自由貿易協定　－貿易と外交の関係の変化－
	7．協定相手国の選定
	8．主な協定の概要
	9．チリの社会の特徴　－協定に対する抵抗が比較的少ない一つの理由－
	10．これまでのまとめと今後の課題
	おわりに
	参考文献

	研究叢書（既刊）



